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はじめに 

１ 「子ども・若者の未来応援プラン」の進行管理の考え方

（１） 進行管理の考え方 

  「子ども・若者の未来応援プラン」は、平成30年度から令和３年度までを計画期

間として策定をしており、基本理念の基に、第４章では３つの施策の方向性・９つの

施策と82の事務事業を位置付けるとともに、第５章では、「子どもの貧困」、「児

童虐待」、「困難な課題を持つ子ども・若者への支援」の３つの社会的な課題への対

応として、それぞれの施策の方向性や推進項目を示し、さらに第６章では、教育・保

育や地域子ども・子育て支援事業（13事業）の量の見込みと確保方策を示していま

す。 

本プランの進行管理については、「こども未来局」を中心として、「川崎市こども施

策庁内推進本部会議」で、関係部局間の横断的な調整と情報の共有化を図るとともに、

「川崎市子ども・子育て会議」において、計画に位置付けた事業等の進捗状況に関す

る継続的な点検を行い、施策や指標の達成状況についても評価を実施し、結果はホー

ムページ等を通じて公表します。 

【考え方（イメージ）】

基本理念

施策の

方向性[3]

施策[9]

事務事業

[82]

【第４章の進行管理】 

市総合計画第２期実施計画や子どもに関連する他の行政計画、関連する他分野の行

政計画との整合性を図りながら、位置付けた３つの施策の方向性や９つの施策などに

ついて年度評価を実施します。 

【第５章の進行管理】 

第４章の進行管理との整合性を図りながら、位置付けた３つの課題における推進項

目について、その進捗状況の把握を行うとともに、次年度に向けた取組の方向性等を

示していきます。 

【第６章の進行管理】 

毎年度設定した「量の見込み」については、利用実態の把握等を行うとともに、第

４章における評価との整合性を図りながら、必要に応じた見直しを行います。 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

量の見込みと確保方策 

子どもの貧困

困難な課題
を持つ子ど
も・若者

児童虐待

量の見込みと確保方策や主な施策の実施状

況の自己点検・内部評価

自己点検や内部

評価等に対する

子ども・子育て会

議の意見を踏ま

え、プランを評価 

推進項目の進捗状況を把握

するとともに、次年度に向け

た取組の方向性等を確認 
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（２） 進行管理の進め方 

  「川崎市総合計画 第２期実施計画」と整合性を図りながら、９つの施策を構成す

る82の事務事業について、毎年度、事業の取組内容の実績や成果指標及び事業量等

を踏まえて達成度を把握し、施策への貢献度等を評価する点検・評価を実施します。 

また、９つの施策ごとに、施策を構成する事務事業の評価や、指標、質的な要素等

を踏まえて総合的な評価を実施し、子ども・子育て会議からの意見・評価を反映し、

今後の取組を示します。 

合わせて、３つの社会的課題への対応としての関連推進項目の取組状況について進

捗状況の把握を行うとともに、次年度に向けた取組の方向性を示します。また、プラ

ンに位置付けた教育・保育や地域子ども・子育て支援事業（13事業）の量の見込み

と確保方策について、自己点検・内部評価を実施します。 

２ 第 4章における達成度・貢献度・方向性の評価の考え方 

（１） 事業の達成度 

 取組内容等の実績や成果を踏まえた達成状況を５段階で示します。 

区分 達成度の区分 該当例 

１ 目標を大きく

上回って達成 

●目標に明記した期日よりも相当早く達成し、そのことにより

コスト面や市民サービスに大きく貢献した。  

●目標に明記した内容よりも相当高い水準であった。  

●目標に明記した数値を大きく上回った。 

２ 目標を上回っ

て達成 

●目標に明記した期日よりも早めに達成し、そのことによりコ

スト面や市民サービスに貢献した。  

●目標に明記した期日どおり達成し、明記した内容よりも高い

水準であった。  

●目標に明記した数値を上回った。 

３ ほぼ目標どお

り 

●目標に明記した期日、内容どおりに達成した。  

●途中で多少の遅れはあったものの、最終期限には間に合う形

で、目標に明記した内容どおりに達成した。  

●目標に明記した数値とほぼ同じであった。  

●おおむね適正に処理し業務遂行に支障がなかった。 

４ 目標を下回っ

た 

●目標に明記した内容は達成したが、期日が遅れた。  

●目標に明記した期日どおりであったが、明記した内容に満た

ない水準であった。  

●目標に明記した数値を下回った。  

●所定の期日に間に合わないなど、業務を適正に処理できなか

った。 

５ 目標を大きく

下回った 

●目標に明記した期日よりも遅れ、明記した内容に満たない水

準であった。  

●目標に明記した数値を大きく下回った。 
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（２） 事業の貢献度 

  事業の達成度を踏まえ、施策への貢献度を３段階で示します。 

区分 貢献度の区分 考え方 

A 貢献している ◆各施策の成果指標等との関係性が強い事業で、事業の達成度

が「３.ほぼ目標どおり」の場合は、原則として「Ａ．貢献して

いる」とする。なお、当該年度の取組内容の実績等があまり良

好でない場合や、達成度が「４.目標を下回った」の場合は、「Ｂ．

やや貢献している」とする評価も含め、総合的に判断する。 

◆一方、施策を推進する経常的な事務事業等、各施策の成果指

標等との関係性がそれ程強くないものの、施策を下支えしてい

る事務事業で、取組内容の実績等が目標どおりにできた場合は、

原則として「Ｂ．やや貢献している」とする。なお、当該年度

の取組内容の実績等が良好で、施策に貢献したと判断した場合

は、「Ａ．貢献している」とする。逆に当該年度の実績が良好で

ない場合は、「Ｃ．貢献の度合いが薄い」とする評価も含め、総

合的に判断する。 

B やや貢献して

いる 

C 貢献の度合い

が薄い 

（３） 今後の事業の方向性 

 ６つの区分を設けて実施結果や評価を踏まえた今後の事業の方向性を示します。 

区分 方向性区分 説明 

Ⅰ 現状のまま

継続 

計画どおり事業を継続する場合 

Ⅱ 改善しなが

ら継続 

事業費等は変更せず、課題に対応するため、事業手法等を見直 

す場合 

Ⅲ 事業規模拡

大 

計画事業費に対して予算や人員等を増加させ、一層の課題解決 

を図る場合  

（計画事業費の範囲内での単なる事業対象等の当然増の場合は、

「Ⅰ」とする。） 

Ⅳ 事業規模縮

小 

計画事業費に対して予算や人員等を縮減させ、効率化等の改 

善、改良、見直しを図る場合  

（計画事業費の範囲内での単なる事業対象等の当然減の場合は、

「Ⅰ」とする。） 

Ⅴ 事業廃止 見直しや他の事務事業との統合等により事業を廃止する場合 

Ⅵ 事業終了 計画どおりに事業を終了する場合 

３ 今後の施策展開について 

本市においては、ライフステージを通した切れ目のない子ども・若者、子育て家庭

への支援を総合的に推進するため、令和４年度からの４年間を計画期間とする「第２

期川崎市子ども・若者の未来応援プラン」を令和４年３月に策定し、包含する市町村

子ども・子育て支援事業計画についても、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業

（１３事業）の量の見込みと確保方策の見直しを行いました。新プランの推進にあた

っては、このたびの点検・評価結果を十分に踏まえて、施策を展開してまいります。 
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（１）第４章「計画の推進に向けた施策の展開」の評価 
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【計画の施策体系図】 

基本理念 未来を担う子ども・若者がすこやかに育ち成長できるまち・かわさき 

基本的な視点 

１ 子どもの権利を尊重する 

２ 地域社会全体で子ども・子育てを支える 

３ 子ども・若者のすこやかな成長・自立に向けた切れ目のない支援を行う 

４ すべての子ども・若者及び子育て家庭をきめ細やかに支援する 

施策の方向性 施策 事務事業名 

Ⅰ 子どもが地域です

こやかに育つことので

きる環境の充実 

１ 子育てを社会全体で

支える取組の推進 

(1)子どもの権利施策推進事業 

(2)人権オンブズパーソン運営事業 

(3)男女平等推進事業 

(4)地域子育て支援事業 

(5)小児医療費助成事業 

(6)児童手当支給事業 

(7)児童福祉施設等の指導・監査 

２ 子どものすこやかな

成長の促進 

(1)妊婦・乳幼児健康診査事業 

(2)母子保健指導・相談事業 

(3)救急医療体制確保対策事業 

(4)青少年活動推進事業 

(5)こども文化センター運営事業 

(6)わくわくプラザ事業 

(7)青少年教育施設の管理運営事業 

(8)いこいの家・いきいきセンターの運営 

(9)自治推進事業 

３ 学校・家庭・地域にお

ける教育力の向上 

(1)地域等による学校運営への参加促進事業 

(2)区における教育支援推進事業 

(3)地域に開かれた特色ある学校づくり推進事業 

(4)教職員研修事業 

(5)家庭教育支援事業 

(6)地域における教育活動の推進事業 

(7)地域の寺子屋事業 

４ 子育てしやすい居住

環境づくり

(1)住宅政策推進事業 

(2)高齢者等に適した住宅供給推進事業 

(3)民間賃貸住宅等居住支援推進事業 

(4)市営住宅等管理事業 

(5)魅力的な公園整備事業 

(6)公園施設長寿命化事業 

(7)防犯対策事業 

(8)商店街課題対応事業 

Ⅱ 子どもの育ちの基

盤となる保育・教育環

境の充実 

５ 質の高い保育・幼児教

育の推進 

(1)待機児童対策事業 

(2)認可保育所整備事業 

(3)民間保育所運営事業 

(4)公立保育所運営事業 

(5)認可外保育施設支援事業 

(6)幼児教育推進事業 

(7)保育士確保対策事業 

(8)保育料対策事業 
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施策の方向性 施策 事務事業名 

Ⅱ 子どもの育ちの基

盤となる保育・教育環

境の充実 

６ 子どもの「生きる力」

を育む教育の推進 

(1)キャリア在り方生き方教育推進事業 

(2)きめ細やかな指導推進事業 

(3)人権尊重教育推進事業 

(4)多文化共生教育推進事業 

(5)健康教育推進事業 

(6)健康給食推進事業 

(7)教育の情報化推進事業 

(8)魅力ある高校教育の推進事業 

(9)学校教育活動支援事業 

(10)特別支援教育推進事業 

(11)共生・共育推進事業 

(12)児童生徒支援・相談事業 

(13)教育機会確保推進事業 

(14)海外帰国・外国人児童生徒相談事業 

(15)就学等支援事業 

(16)学校安全推進事業 

(17)交通安全推進事業 

Ⅲ 支援が必要な子ど

も・若者や子育て家庭

を支える環境の充実 

７ 子どもが安心して暮

らせる支援体制づくり 

(1)児童虐待防止対策事業 

(2)児童相談所運営事業 

(3)里親制度推進事業 

(4)児童養護施設等運営事業 

(5)ひとり親家庭の生活支援事業 

(6)女性保護事業 

(7)子ども・若者支援推進事業 

(8)小児ぜん息患者医療費支給事業 

(9)小児慢性特定疾病医療等給付事業 

(10)母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

(11)災害遺児等援護事業 

８ 子ども・若者の社会的

自立に向けた支援 

(1)生活保護自立支援対策事業 

(2)生活保護業務 

(3)生活困窮者自立支援事業 

(4)雇用労働対策・就業支援事業 

(5)民生委員児童委員活動育成等事業 

(6)自殺対策・メンタルヘルス普及啓発事業 

(7)更生保護事業 

(8)障害者就労支援事業 

(9)障害者社会参加促進事業 

(10)社会的ひきこもり対策事業 

(11)精神保健事業 

９ 障害福祉サービスの

充実 

(1)障害者日常生活支援事業 

(2)障害児施設事業 

(3)発達障害児・者支援体制整備事業 

(4)地域療育センターの運営 
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施策の方向性Ⅰ　子どもが地域ですこやかに育つことのできる環境の充実

１　施策の概要

２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

130

5

165

人

5 5

288

40

件

回

5

回

7 10

160 165

373

％

31.1 31.2

97

目標 37 38 39

31.230.7

成果
指標

男女平等かわさきフォーラム参加者数
目標 160

①

②

③

④

⑤

⑥

子どもの権利施策推進事業

人権オンブズパーソン運営事業

男女平等推進事業

地域子育て支援事業

小児医療費助成事業

児童手当支給事業

児童福祉施設等の指導・監査

施策１　子育てを社会全体で支える取組の推進

説明
子どもの権利条例の解説パンフレット等、子どもや一
般市民に対する子どもの権利に関する広報資料の
年間配布部数 実績

⑬

⑭

⑮

施策名

施策の
概要

一人ひとりがお互いに認め合い、多様な価値観が尊重されるよう子どもの権利や男女がともに子育てを担う意識の啓発を進めると
ともに、企業・地域・行政などの多様な主体が連携・協働して、子育て家庭を支える取組や子育てに負担を感じる家庭への支援の取
組を推進します。

計画期間
における
主な方向性

≪子どもの権利≫
子どもの権利を尊重する社会づくりに向けて、「子どもの権利に関する行動計画」に基づき、広報・啓発などの子どもの権利への関
心と理解を深めるための取組等を推進します。
≪子育てを社会全体で支える≫
男女がともに子育てを担う意識の普及と環境づくりに向けて、男女共同参画の理解の促進や家庭生活への男性の参画促進に取
り組みます。
男女がともに子育てを担っていくためには、仕事と家庭生活の両立（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた施策の推進が求め
られています。働き方の改革に向けた取組や、意欲や能力に応じた働く場での活躍と出産・育児を含め健康で豊かな生活の双方の
実現を促す仕組みづくりなど、男女がともに仕事と生活のバランスが取れた生活が送れるよう、行政、企業・事業者、関係団体、市
民が協働し、ワーク・ライフ・バランスの取組を進めます。
地域子育て支援センターにおける子育て情報の提供や相談支援など、地域子育て支援機能の充実を図るとともに、地域の「互助」
の公的な仕組みとしての「ふれあい子育てサポート事業」について、利用促進に向けた広報活動の強化等を進めます。
子育て家庭のニーズに的確に対応した情報発信を行うため、使いやすさや見やすさに配慮した情報提供を行います。
小児医療費助成については、安心して適切な受診行動を取れるための啓発等に努めるとともに、制度拡充後の分析及び検証を
踏まえて事業の推進を図ります。

1

⑦

⑫

⑯

⑰

⑨

R3年度

175,420 191,090

- -

55

施策を構成す
る事務事業

⑱

⑧

6

説明 政策・方針決定過程への女性の参画比率

説明
相談の内、相談者から救済の申立てがあった件数
（※なお、当該指標は目標設定にふさわしくないた
め、実績のみの把握とします。）

⑩

⑪

実績

目標

説明 運営会議、全体会議、フォーラムの開催合計数

説明
市内専門学校や大学における、デートＤＶ予防ワーク
ショップの実施回数

デートＤＶ予防ワークショップの実施回数
目標

救済の申立て受付件数

子どもの権利に関する広報資料配布部数

目標・実績

市の審議会等委員への女性の参加比率

活動
指標

指標分類 R1年度 R2年度

2 人

900 950 1,000 1,050

1,774 1,395 659 1,201

179,567

目標 165,500 166,000

活動
指標

単位

187,863

部

講師派遣事業参加人数
目標

説明
子どもに関わる職員や市民を対象とした、子どもの権
利に関する研修・学習会等の年間参加人数 実績

6 7 6 3

5 5 5

H30年度

166,500 167,000

-

5

5 5 6 5

-

7

目標

実績

実績

活動
指標

活動
指標

成果
指標

5

3

4
活動
指標

かわさき男女共同参画ネットワーク運営会議・全体会議・イベント開催数

実績

説明 毎年度実施のフォーラム参加者数
実績

8



3

件
説明

新規法人の設立認可における審査事務の執行及び
定款変更の認可申請事務の執行件数
（なお、数値は目標ではなく、実績管理のものとなり
ます。）

実績 4 2 4

3 3 3

6

126,110

781

件
説明

認可制度、確認制度に係る実地または書面指導監
査の実施数及び社会福祉法に基づく社会福祉法人
並びに児童福祉法施行事務に対する実地指導監査
の実施数

実績 454 488 517 553

552

目標 195,000 195,000

説明

各年度２月末時点の児童手当・特例給付支給対象児
童数（公務員除く。）
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）

実績

131,622 129,425 123,321

195,000 195,000

人

212,674

人

人

278,283

13,906

-

193,894 193,711 192,048 189,263

758

802

9

9.2

人

- 9

点

14,858 8,292 8,830

816

784

830目標

279,953
222,177
(281,634)

224,664
(281,634)

830

117,183 147,832

8
活動
指標

人
説明

16,300 16,300
14,675
(16,300)

14,756
(16,600)

133,000 133,000 133,000 133,000

5

9 -

482 516

16

説明

説明
施設運営に対する支援及び人材育成を目的とした会
計研修等の実施回数 実績 5

回

5 5 5

地域子育て支援センター利用者の満足度
目標

小児通院医療費助成の対象者数
目標

737

地域子育て支援センターの延べ利用人数
目標

地域子育て支援センターを利用するこどもの年間延利用人数※R2年
度及びR3年度の目標値は『「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」
第６章改定版（川崎市第２期子ども・子育て支援事業計画）（R2年3月
策定）』において新たに設定した数値（かっこ内は、第２期実施計画上
の数値）

指導監査実施数
目標 448

246,133

説明
市内４か所のふれあい子育てサポートセンターに登
録した育児の援助をしたい人（子育てヘルパー会員）
の年間平均登録者数

説明

育児の援助をしたい人（子育てヘルパー会員）と育児の援助を受けた
い人（利用会員）が、市内４か所のふれあい子育てサポートセンターを
通し、会員相互により育児援助活動を実施した数※R2年度及びR3年
度の目標値は『「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」第６章改定版
（川崎市第２期子ども・子育て支援事業計画）（R2年3月策定）』におい
て新たに設定した数値（かっこ内は、第２期実施計画上の数値）

実績

実績

実績

10
成果
指標

ふれあい子育てサポートセンターの利用者数
目標

9
活動
指標

ふれあい子育てサポートセンターの子育てヘルパー会員登録者数

活動
指標 説明

各年度末時点での通院の医療費助成を行う小児（乳
幼児等）医療証を交付している人数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）

実績

実績

「地域子育て支援センター利用者アンケート」（無作
為抽出　利用者）における各質問項目（10段階）の平
均値＜2年に1回調査予定＞

-

11
成果
指標

12

14
活動
指標

活動
指標

会計研修の開催回数
目標 5 5 5

15
活動
指標

社会福祉法人設立認可及び定款変更認可業務の執行件数
目標

13
活動
指標

児童手当の支給対象児童数

9



３　評価
　内部評価の結果

1
子どもの権利施
策推進事業

事務事業名

A　貢献し
ている

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

３　ほぼ
目標ど
おり

2
人権オンブズ
パーソン運営事
業

Ⅱ　改善
しながら
継続

施策への
貢献度

今後の事
業の方向
性

事業の
達成度事業の内容 当該年度の事業の取組内容 取組内容の実績等

①子どもの権利の侵害や男女平等に関わ
る人権侵害に関する相談に対する助言及
び支援
②救済申立てに関する調査・調整等の実
施
③相談・救済についての広報・啓発の実
施及び人権オンブズパーソンの運営状況
の公表
④市の機関及び関係機関等との連携した
取組の推進

目標どおり達成できました。
①については、相談者に寄り添い、相談
者とともに問題解決を図るとともに、複雑
なケースの場合等には継続して相談を受
け解決に向け相談者を支援しました。
　◇子どもの相談：１回の相談で終了した
件数６２件、継続相談件数２７件（令和３年
度）
　◇男女平等の相談：１回の相談で終了し
た件数２２件、継続相談件数５件（令和３
年度）
　◇継続相談に対する相談・面談等回数：
１６７回（令和３年度）
②については、関係者からの資料提出や
聞き取り、現地調査等により第三者として
公平に調査し、調査結果をもとに関係者
間の調整を行い、適切に事案の解決に当
たりました。
　◇救済活動回数：４６４回（令和３年度）
　◇前年度からの継続件数５件及び今年
度受付件数３件に関する救済活動の終了
件数５件、次年度継続件数３件（令和３年
度）
③については、各種広報物を見直し、より
分かりやすいパンフレットを作成し配布し
たほか、相談カード等の配布（市内の保育
園、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、
特別支援学校、外国人学校等）や人権オ
ンブズパーソン子ども教室（小学校７校、
中学校５校、児童養護施設２施設）の開催
等を通じて広報・啓発を行うとともに、５月
に令和２年度の報告書を公表しました。
④については、市の機関や関係機関等と
連携・協力し、相談・救済活動、広報・啓発
活動、研修活動、関係会議への参画、関
係機関・団体との意見交換等を行いまし
た。

①子どもの権利に関する行動
計画に基づく施策の進行管理
②子どもの権利委員会による
施策検証
③広報資料等の活用による
子どもの権利に関する意識普
及の促進

①「第６次川崎市子どもの権利に関する行
動計画」に基づく取組の推進
②広報資料・ホームページの活用によるさ
まざまな世代に向けた広報及び意識普及
の促進（広報資料配布部数：167,000部以
上）
③講師派遣や「かわさき子どもの権利の
つどい」の開催等による広報及び意識普
及の促進（講師派遣事業参加者数：1,050
人以上）

ほぼ目標どおり達成できました。
①「第６次川崎市子どもの権利に関する行
動計画」に関する令和２年度の取組状況
の集約及び公表を行いました。
②条例の解説パンフレット等の広報資料
を作成し、市内の全児童生徒及び市民等
に配布することで権利学習に活用し
（187,863部）、「かわさきしこどもページ」に
各部署のイベント情報を掲載して、さまざ
まな世代に対して広報及び意識普及を促
進しました。
③新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、令和２年度から講師派遣依頼が減少し
ていますが、オンライン形式を併用して子
どもに関わる職員等を対象とした研修等
に講師を派遣しました（各区保育総合支援
担当で実施した人権関連研修の参加人数
との合算：1,201人）。

子どもの権利の侵害と男女平
等にかかわる人権の侵害に
関する相談を受け付けて、相
談者に寄り添い、相談者自身
の力で問題解決が図れるよ
う、適切な助言や支援を行い
ます。救済申立てにおいて
は、調査、あっせん・調整、是
正等勧告、制度改善の意見
表明、公表も行います。

10



4

3
A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

男女平等推進事
業

地域において子育て支援を行
う団体と連携し、保護者の子
育ての不安感等の緩和に向
け、子どもの健やかな育ちを
支援する地域子育て支援セン
ターの運営や市民が相互に
行う育児援助活動を支援する
ふれあい子育てサポートセン
ターの運営等を通して、「子ど
も・若者の未来応援プラン」に
基づく取組を推進します。

①地域子育て支援センターにおける子育
て情報の提供・相談支援等の実施、事業
の利用促進に向けた取組の推進（延べ利
用人数：224,664人以上※【第2期実施計
画上の数値：281,634人以上】）
②ふれあい子育てサポート事業の実施、
事業の利用促進に向けた取組の推進（子
育てヘルパー会員平均登録数：830人以
上）
③「子ども・若者の未来応援プラン」に基づ
く取組の実施及び「第２期子ども・若者の
未来応援プラン」の策定
④「子ども・若者応援基金」を活用したグ
ローバル人財の育成【新規】（令和元年度
から実施）
※『「川崎市子ども・若者の未来応援プラ
ン」第６章改定版（川崎市第２期子ども・子
育て支援事業計画）（R２年２月策定）』に
おいて、就学前児童数の実績値や、保育
ニーズの高まり等最新の社会情勢の変化
を反映し、新たな数値を設定

目標を下回りました。
①新型コロナウイルス感染症の影響により、予
約制や人数の制限などによる感染症対策を踏ま
えた運営を行ったことなどから、地域子育て支援
センターの利用人数は147,832人と目標を下回り
ましたが、新たにオンラインによる職員向け研修
を２回実施するとともに、関係機関が実施する研
修を案内し、市民サービスの質の向上のための
人材育成を行いました。今後も、電子媒体を活
用した情報発信の強化に努め、地域子育て支援
センターの利用の促進を図ります。
②子育てヘルパー会員登録研修会を年４回開催
しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、新規会員登録に必要となる研修会への参
加者の減少などから、子育てヘルパー会員平均
登録数は737人、利用者数は8,830人と目標を下
回りましたが、子どもの預かり場所として、会員
の自宅のほかに、こども文化センター及び地域
子育て支援センターを追加し、子育てヘルパー
会員及び利用会員の利便性を高めました。引き
続き、対応できる子育てヘルパー会員登録者を
増やすために、会員募集の広報の充実等に努
めるなど、ふれあい子育てサポート事業の利用
促進の取組を進めます。
③「子ども・若者の未来応援プラン」に基づく取組
及び年度評価を実施し、「子ども・若者の未来応
援プラン」点検・評価結果報告書を作成するとと
もに、「第２期子ども・若者の未来応援プラン」を
策定しました。
④市立川崎高校及び市立橘高校の生徒20名を
対象に、オンラインプログラムの「Stanford e-
Kawasaki」を実施しました。また、市内企業と連
携し、令和３年11月から新たに小学５年生から中
学生までを対象とした「かわさきジュニアベン
チャースクール」を開催しました。引き続き、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮し
ながら実施していきます。
その他、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
を受けて、地域子育て支援センター及びふれあ
い子育てサポートセンターにおけるマスク購入等
の感染拡大防止対策に係る支援を行いました。

男女平等かわさき条例や男
女平等推進行動計画に基づ
き、男女共同参画センターや
かわさき男女共同参画ネット
ワーク等と連携し、男女平等
施策を推進します。また、ＤＶ
防止・被害者支援基本計画に
基づき、関係機関等と連携
し、ＤＶの防止及び被害者支
援に取り組みます。

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

４　目標
を下
回った

①「男女平等推進週間」における男女平等
に関する広報の実施
②産業、教育、地域等のさまざまな分野で
活動する民間団体等で構成する「かわさき
男女共同参画ネットワーク（すくらむネット
21）」と合同での「男女平等かわさきフォー
ラム」の開催（参加人数:165人）
③すくらむネット21における情報や活動成
果の共有
④市内専門学校や大学におけるデートＤ
Ｖ予防啓発講座の開催（開催回数:5回）
⑤ＤＶ防止に向けた広報・啓発活動の推
進
⑥国の男女共同参画基本計画などを踏ま
えた本市の第４期男女平等推進行動計画
に基づく取組の推進
⑦企業における女性活躍に関する取組の
促進に向けた認証制度「かわさき☆えるぼ
し認証」の運用

ほぼ目標どおり達成できました。
①6月の「男女平等推進週間」において、チラシ
を作成・配布したほか、公共施設３箇所及び広
報コーナーにおいて、パネル展示を行い、男女
共同参画社会の形成に向けた啓発を実施しまし
た。
②「男女共同参画かわさきフォーラム」は、新型
コロナウイルス感染症への対応として、人数を
絞った形での会場での聴講と録画配信の2つの
方法で実施しました。参加者は会場聴講と録画
聴講を合わせて373人となり目標を達成しまし
た。
③運営会議を年3回、全体会議を1回、フォーラ
ムを1回開催しました。全体会議は、新型コロナ
ウイルス感染症への対応としてオンラインを併用
して実施しました。
④・⑤DV未然防止に向けた広報活動を行うとと
もに、デートＤＶ予防啓発講座を大学で計７回開
催し、355人の参加がありました。高校では男女
共同参画センターと市民オンブズマン事務局が
連携し、講座を１回実施し19名が参加しました。
また若年層向けに講座を中学校（２校）で実施
し、225人が参加しました。さらに総合教育セン
ターの研修で1回実施し、小中学校の教員62人
が参加しました。
⑥新型コロナウイルス感染症の拡大による困難
を抱える女性の状況やSDGｓの目標５「ジェン
ダー平等を実現しよう」の本市としての取組推進
など、昨今の社会状況を踏まえ、Ｒ４年３月に第
５期男女平等推進行動計画を策定しました。審
議会等委員の女性比率については、昨年度の
31.1%から0.1ポイント増の31.2％となり、目標値を
達成できませんでしたが、昨年度よりも比率は向
上しており、成果は徐々に上がっています。今後
も引き続き、庁内所管部署等へヒアリングを実施
するなど働きかけを行い、目標が達成できるよう
取組を進めます。
⑦女性の活躍推進に積極的に取り組む中小企
業を対象とした認証制度「かわさき☆えるぼし認
証企業」として、令和３年度に44企業を認証し、
昨年度の認証企業と合わせて83企業となりまし
た。

３　ほぼ
目標ど
おり

地域子育て支援
事業

11



総合的な
評価

①「川崎市子どもの権利に関する条例」に基づき子どもの権利保証を総合的かつ計画的に推進するため、「第6次川崎市子ど
もの権利に関する行動計画」に基づき、市内小中学校などに目標値を上回る187,863部の広報資料を配布するとともに、「川崎
市子どもの権利に関する条例」の解説パンフレット等を活用した権利学習の実施、オンライン形式を併用した各種研修等への
講師派遣や「かわさき子どもの権利の日のつどい」の開催等により、さまざまな世代に向けた動画配信を含む広報及び意識普
及を促進しました。また、人権オンブズパーソン子ども教室の開催や相談カードの配布等により、相談・救済についての広報・
啓発を推進しました。

②男女がともに仕事と生活のバランスが取れた生活が送れるよう、企業への取組の推進のため、女性活躍やワーク・ライフ・バ
ランスの推進に積極的に取り組む中小企業を対象とした「かわさき☆えるぼし」認証制度により、４４企業を新たに認証し、昨年
度の認証企業と合わせて８３企業となりました。

③新型コロナウイルス感染症の影響等により、地域子育て支援センターの利用人数は目標を下回りましたが、職員向け研修を
２回実施するとともに、関係機関が実施する研修を案内し、市民サービスの質の向上のための人材育成を行いました。また、
ふれあい子育てサポート事業についても、新型コロナウイルス感染症の影響等により、子育てヘルパー会員平均登録数及び
ふれあい子育てサポートセンターの利用者数は目標を下回りましたが、年４回のヘルパー会員登録研修会の開催やヘルパー
会員募集及び利用促進のための広報を行うとともに、子どもの預かり場所として、会員の自宅のほかに、こども文化センター及
び地域子育て支援センターを追加し、子育てヘルパー会員及び利用会員の利便性を高めました。

これらを実施することにより、一人ひとりがお互いに認め合い、多様な価値観が尊重されるよう、子どもの権利の啓発を進める
とともに、子育て家庭を支える取組や、子育てに負担を感じる家庭への支援の取組の推進に寄与しました。

6

5
A　貢献し
ている

Ⅰ　現状
のまま継
続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

３　ほぼ
目標ど
おり

児童手当支給事
業

対象となる子どもの年齢に応
じて、３歳未満月額１５，０００
円、３歳以上小学校修了前の
第１子、第２子は１０，０００
円、第３子以降は１５，０００
円、中学生は１０，０００円、所
得制限超過世帯には子ども１
人一律５，０００円を６月、１０
月、２月に支給します。

①対象者への児童手当の適正な支給

Ⅱ　改善
しながら
継続

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

目標どおり達成しました。
①現況届等により受給資格を確認の上、
対象者に児童手当を適正に支給しまし
た。
また、児童手当受給者等に対し、子育て
世帯への子育て世帯生活支援特別給付
金（ひとり親世帯以外の子育て世帯分）及
び子育て世帯への臨時特別給付金を支
給しました。

実地又は書面により、各法
人・施設・事業等の運営状況
について調査又は検査を実
施します。

①児童福祉関係法令等に基づく保育所な
どの児童福祉施設及び運営法人等に対
する指導・監査の実施
②幼稚園型認定こども園・幼稚園におけ
る、子ども・子育て支援法上の指導監査の
実施
③社会福祉法人設立認可及び定款変更
認可業務の適切な執行
④処遇改善の職員給与への反映に係る
確認手法の構築
⑤施設運営に対する支援及び人材育成を
目的とした会計研修の実施（実施回数：5
回）

ほぼ目標どおり達成できました。
①児童福祉関連法令等に基づく保育所な
どの児童福祉施設及び運営法人等に対
する指導・監査を553件実施（新型コロナ
ウイルス感染症の影響により一部書面に
て実施）しました。
②幼稚園型認定こども園・幼稚園におけ
る、子ども・子育て支援法上の指導監査を
5件実施（新型コロナウイルス感染症の影
響により一部書面にて実施）しました。
③社会福祉法人設立認可及び定款変更
認可業務を6件適切に執行しました。
④処遇改善の職員給与への反映に係る
確認手法を構築し、確認指導を実施しまし
た。
⑤施設運営に対する支援及び人材育成を
目的とした会計研修等を対面やオンライン
配信で5回実施しました。

３　ほぼ
目標ど
おり

小児医療費助成
事業

対象となる小児の保険医療費
の自己負担額（食事療養標準
負担額を除く）を助成します。

①小児医療費助成の実施
・制度の運用及び検証を踏まえた事業推
進【平成30年度に実施済】
・入院医療費助成の所得制限廃止に向け
た取組の推進

目標どおり達成できました。
①申請時や更新時に提出される申請書類
等を十分精査の上、受給資格等を確認
し、対象者へ医療費助成を適正に実施し
ました。

7
児童福祉施設等
の指導・監査
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４　改　善　

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組

①子どもの権利を守るためには、子どもの権利についての意識を普及する必要があることから、今後も、対象に合
わせた情報発信方法等について改善しながら継続し、子どもの権利が尊重され、子どもが自分らしく生きることがで
きる「子どもにやさしいまちづくり」を推進します。また、派遣講師による研修では動画配信やeラーニングの実施に取
り組み、かわさき子どもの権利の日のつどいの開催については、引き続き、新型コロナウイルス感染症の動向を踏
まえながら適切に実施していくなど、社会状況に応じた手法の更なる改善を図りながら事業目的を達成できるよう取
り組みます。

②令和４年３月に策定した「第５期川崎市男女平等推進行動計画」に基づき、「職業生活・家庭生活における男女共
同参画の推進」に向けて、企業の取組を促進するための施策として、今後も、認証制度のさらなる周知や認証企業
のPRなどの広報等を行いながら、認証企業の増加に向けた取組を進めていきます。

③地域子育て支援センター事業及びふれあい子育てサポートセンターについては、新型コロナウイルス感染症の動
向を踏まえながら、柔軟に対応していくことで利用促進に取り組み、引き続き、運営団体と連携しながら、子育てに負
担感・不安感を持つ家庭への地域における相談・支援体制づくりを推進するため、子育てアプリやホームページ、Ｓ
ＮＳなど電子媒体を活用した情報発信の取組を行うなど、様々な手法を検討しながら取り組んでいきます。

子ども・子育て会
議からの
意見・評価

①「第6次川崎市子どもの権利に関する行動計画」により、子どもの権利保障が総合的に推進されることを期待するとともに、広
報資料配布部数が目標値を上回ったことを評価します。引き続き、子どもの権利に関する広報及び意識普及の取組を継続し、
様々な世代に向けた意識啓発の促進が図られることを望みます。また、講師派遣事業については、新型コロナウイルス感染症
の動向を踏まえながら、安全な環境下で安心して実施できるよう柔軟に対応されることを望みます。

②「かわさき☆えるぼし」については、昨年度を上回る企業を認証したことを評価します。また、男女がともに仕事と生活のバラ
ンスが取れた生活が送れるよう、ワーク・ライフ・バランスを推進する取組については、引き続き、「働く場における男女共同参
画の推進」に向けて、事業内容のさらなる周知等、広報・広聴の強化を図り、意欲や能力に応じた働く場での活躍と出産・育児
を含め健康で豊かな生活の双方の実現を促す取組を進めていくことを望みます。

③地域子育て支援センター事業及びふれあいサポート事業について、新たに、子どもの預かり場所として、会員の自宅のほか
に、こども文化センター及び地域子育て支援センターを追加し、子育てヘルパー会員及び利用会員の利便性を高めたことを評
価します。引き続き、オンライン研修等、安心して参加いただける新しい参加のスタイル等の工夫をしながら、事業内容の充実
と利用促進に向けた広報・広聴の強化を図り、地域における子育て支援が推進されることを望みます。

引き続き、子どもが地域ですこやかに育つことのできる環境の充実に向けて、より効果的にICTを活用しつつ、子育てを社会全
体で支える取組が推進されることを望みます。
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施策の方向性Ⅰ　子どもが地域ですこやかに育つことのできる環境の充実

１　施策の概要

２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

いこいの家・いきいきセンターの運営

自治推進事業

⑰

青少年教育施設の管理運営事業

目標 178,342 179,618

⑬

⑭

⑮

施策名

施策の
概要

妊娠・出産期に安心して過ごせる取組を進めるとともに、乳幼児期における子どもの発達支援や育児支援の取組を推進します。
また、学齢期においては、地域団体や青少年関係団体等と連携・協働しながら、児童の健全育成や安全・安心な居場所づくりに向
けた取組を推進します。

計画期間
における
主な方向性

≪安心して子どもを産み育てることのできる環境づくり≫
妊娠期から乳幼児期の子育て家庭を対象とした母子保健の取組の中で、子どもの成長や家庭の育児等の状況について把握した
情報を確実かつ的確に活用し、必要な支援を迅速に実施するため、母子保健情報管理システムによる効果的・効率的な母子保健
情報の管理と分析を推進します。
妊産婦が地域で孤立することなく、安心して出産や育児に臨めるよう、妊娠・出産・育児に関する知識の普及啓発や相談・支援体
制を強化します。
妊娠出産に関する啓発とともに、不育や不妊の悩みに対する精神的支援として相談体制の充実を図ります。
安心して妊娠・出産ができるように、NICU（新生児集中治療管理室）の整備を推進するとともに、周産期医療ネットワークに基づく
周産期医療関連施設の連携により、引き続き、分娩のリスクに応じた医療を提供していきます。
思春期から妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援を推進するため、学校保健と地域保健との連携の強化を図り、保健や育児
に関する普及啓発を充実していきます。
医療機関と連携して産前・産後のケアの充実を図り、支援が必要な妊産婦のケア、心身ともに不安定になりやすい出産直後の母
子のケアを強化します。
休日（夜間）急患診療所や小児急病センターの継続的・安定的な運営及び小児病院群輪番制による第二次救急医療体制を確保
するとともに、重症度や緊急性に応じた医療機関の利用や、身近に相談できる「かかりつけ医」等を持つことについて、市民への普
及啓発を推進します。
≪子ども・若者のすこやかな成長≫
こども文化センターについては、地域や関係機関等との連携を図りながら、乳幼児の親子への子育て支援や小学生・中高生の居
場所づくりなどを進めるとともに、老人いこいの家との連携による多世代交流の更なる促進に向けた取組の検討を進めます。
わくわくプラザ事業については、子育て家庭のニーズを踏まえた事業内容の検討・取組を進めるとともに、学校や家庭、地域と連
携しながら、学習や体験・交流活動の充実に向けた検討を進めます。
地域社会全体で、子ども・若者を見守り支え、安全・安心な環境の中で青少年の健全な育成が図られるよう、青少年を育成・指導
する青少年関係団体を支援するとともに、次代の担い手となる自立した成人を育成するため、積極的な社会参加を促進し、青少年
の健全育成を図ります。
高校生や大学生などをはじめとした若者の行政参加の促進に向けて、若者の声を市政に活かしていく機会の創出を図るため、若
者の関心を惹くような参加型イベントの実施、若者の意見表明のための既存ＳＮＳ等の積極的活用、若者向け情報発信の実施、主
権者教育の充実などに取り組んでいきます。

件1
活動
指標

妊産婦健康診査の助成件数

指標分類 目標・実績 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 単位

施策２　子どものすこやかな成長の促進

施策を構成す
る事務事業

170,081 174,662 155,597 150,451

167,595
(180,968)

167,407
(179,990)

人

64,900 64,900

目標

64,700

件

62,231 59,74664,679 63,446

2,230 2,230 2,230

2,020 4,259

97.3 97.3 97.3

2,230

97.3

％

2,191 2,180

⑯

⑱

実績

64,300

説明

契約医療機関での助成件数及び里帰り出産等で利
用した償還払いによる助成件数の合計数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【妊婦・乳幼児健康診査事業】

各健診（３か月児・１歳６か月児・３歳児）における
「（健康診査受診者数／健康診査対象者数）×１００
（％）」の平均値【妊婦・乳幼児健康診査事業】

特定不妊治療費の助成件数
目標

説明
実績 96.7 96.1 97.8 96.1

2
成果
指標

乳幼児健康診査の受診者数
目標

説明
３～４か月、７か月、１歳６か月、３歳（３歳６か月児対
象）、５歳の各健康診査の受診者の合計数【妊婦・乳
幼児健康診査事業】 実績

説明
治療費の助成件数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【妊婦・乳幼児健康診査事業】 実績

活動
指標

①

②

③

④

⑤

⑥

妊婦・乳幼児健康診査事業

母子保健指導・相談事業

救急医療体制確保対策事業

青少年活動推進事業

こども文化センター運営事業

わくわくプラザ事業

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

4
成果
指標

乳幼児健診の平均受診率

3
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97.697.6 97.6 97.7

％

96.9 97.1

実績 56,108 55,709 44,142 53,948

3,4217,443

500 535 391 391

57,917

457目標 457

92.2

94

実績

3,188 4,486

57,91757,917

457

94.2

説明

急な病気やけがをした場合、電話により、これから受診でき
る医療機関（歯科を除く）を２４時間３６５日対応により案内し
ている救急医療情報センターにおいて、オペレータが電話を
受けた件数【救急医療体制確保対策事業】

57,917

1,852,000

94.2

717,694 1,113,947

48.9 49

96,000 96,000 96,000

10
成果
指標

歯科休日急患診療患者数

説明
こども文化センターの利用人数【こども文化センター
運営事業】 実績 1,830,474 1,657,514

成果
指標

わくわくプラザの登録率
目標 48.7 48.8

17
活動
指標

八ヶ岳少年自然の家の利用人数
目標 96,000

説明

5,851

目標

1,010 1,020 1,020

92.2

目標 5,850 5,900 5,950

1,832 2,124

4,4355,197

人
説明

宿泊型、訪問型、来所型の産後ケアの利用人数【母
子保健指導・相談事業】 実績 1,346

％
説明

新生児訪問及びこんにちは赤ちゃん訪問の実施率
【母子保健指導・相談事業】

1,401

成果
指標

救急医療情報センターにおけるオペレータ受信件数
目標

12
活動
指標

14
活動
指標

こども文化センターの利用人数
目標 1,852,000 1,852,000

92.2 92.2

96.6

6

説明

産後ケア事業の利用人数
目標

成果
指標

思春期の心と身体の健康教育の参加人数

9
活動
指標

目標

7
成果
指標

新生児訪問等の実施率

5
成果
指標

説明
年末年始等に歯科診療を行っている歯科保健セン
ター等の患者数【救急医療体制確保対策事業】

実績

実績

人

94.9

1,000

6,100 6,200 6,300

5,950

6,300

1,680

人

人

子育てが楽しいと思う人の割合
目標

説明

１歳６か月児健診における問診票で、「お子さんと一
緒の生活はいかがですか」という設問に、「楽しい」又
は「大変だが育児は楽しい」と答えた人の割合【妊
婦・乳幼児健康診査事業】

96.7

13
活動
指標

「青少年フェスティバル」協力運営ボランティア人数
目標 140

8
成果
指標

両親学級の参加人数

各区役所等で実施する両親学級の参加数【母子保
健指導・相談事業】 実績

説明
学校等で思春期の児童を対象として実施する集団で
の健康教育の参加数【母子保健指導・相談事業】

11

457

140 140

人
説明

「青少年フェスティバル」の実行委員、当日の運営ス
タッフ等として「青少年フェスティバル」の企画や運営
等に携わったボランティアの人数【青少年活動推進
事業】

実績 175 30 0 162

説明

「成人の日を祝うつどい」のサポーター、当日の運営
スタッフ等として「成人の日を祝うつどい」の企画や運
営等に携わったボランティアの人数【青少年活動推
進事業】

実績 155 154 40 128

150 150 150 150
「成人の日を祝うつどい」協力運営ボランティア人数

目標

わくわくプラザ登録者数／対象児童数【わくわくプラ
ザ事業】 実績 48.8 49.6 36.2 33.8

16
成果
指標

わくわくプラザ利用者の満足度
目標 － 7.5 － 7.7

説明
「わくわくプラザ利用者アンケート」（ 無作為抽出利用
者2,000 人）における各質問項目（10段階）の平均値
※10点満点【わくわくプラザ事業】 実績 － 7.6 － 7.5

15

18
活動
指標

黒川青少年野外活動センターの利用人数
目標 31,000 31,000 31,000 31,000

人
説明

野外活動による体験を通して、青少年の自主性及び
協調性を育み、もって青少年の心身の健やかな発達
に寄与する黒川青少年野外活動センターの利用人
数【青少年教育施設の管理運営事業】

実績 30,757 26,632 7,452 11,306

人
説明

恵まれた自然環境の中で、団体宿泊生活を通して、
心身を鍛錬し、もって健全な青少年の育成を図る
八ヶ岳少年自然の家の利用人数 実績 98,421 92.821 6,193 77,142

％

点

人

140

1,852,000

人

件

実績
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３　評価
　内部評価の結果

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている1

事務事業名

19
活動
指標

子ども夢パークの利用人数
目標 92,000

Ⅱ　改善
しながら
継続

今後の事

業の方向

性

事業の

達成度

妊婦・乳幼児健康
診査事業

説明

子どもが遊び夢を育む場と子どもの活動拠点・居場
所を提供し、子どもの自主的・自発的な活動を支援
する子ども夢パークの利用人数【青少年教育施設の
管理運営事業】

実績 87,103 88,963 53,717 60,674

20
活動
指標

青少年の家の利用人数
目標 34,000 34,000 34,000 34,000

人
説明

団体宿泊研修等を通じて、心身ともに健全な青少年
の育成を図る青少年の家の利用人数【青少年教育
施設の管理運営事業】 実績 39,277 32,359 12,686 15,455

21
成果
指標

いこいの家及びいきいきセンターの利用者数
目標 867,000 867,000 867,000 867,000

ほぼ目標どおり達成できました。
①安心・安全な出産を迎えるため、妊婦健康診
査費用の一部を助成し、妊婦と胎児の健康管理
を実施しました。（助成件数： 150,451件。助成対
象者（妊婦）数の減少等により、実績は減少して
います。）令和３年度から多胎児の妊婦に対して
５回までの追加補助を開始しました。今後も、妊
婦健康診査を受診する方への費用助成を継続し
ます。
②④医療機関と連携して乳幼児の発育・発達の
確認を行い、健診を実施しました（受診者数：
59,746人、受診率96.1%）。新型コロナウイルス感
染症への対応のため、健診の回数を増やして１
回当たりの対象者人数を減らす、健診会場での
滞在時間を短くするなどの工夫を行いながら健
診を継続しました。乳幼児健診の受信者数・受診
率の低下の原因として新型コロナウイルスの影
響等による里帰り期間の長期化が考えられま
す。健診未受診と思われる方へは電話や訪問等
により受診勧奨や他都市等での受診状況の確認
を行い、乳幼児や家庭の状況の把握を継続して
行います。また、子育てが楽しいと思う人の割合
は目標を下回っていますが、高い水準を維持して
います。「楽しい」以外の回答の主な理由はこど
もの発育や発達への心配や保護者の心身の問
題、家庭状況等があります。今後も妊娠期からの
母子保健事業の実施等、子育てを楽しいと感じら
れる環境づくりを行います。
③体外受精及び顕微授精について治療に要する
費用の一部助成により、負担軽減を行いました
（助成件数：4,259件）。令和３年１月１日以降の治
療終了者については所得制限を撤廃し、助成回
数の上限を子どもごとに設定、事実婚も助成対
象にしたことから、助成件数が大幅に増えていま
す。
⑤医療機関と連携し、妊婦・乳幼児健康診査の
受診状況等から要支援家庭を抽出し、継続的な
支援を実施しました。
その他、新型コロナウイルス感染症の流行を受
け、不安を抱える妊婦のウイルス検査費用の助
成をしました。また、令和３年１０月から新生児の
受ける聴覚検査の費用補助を開始しました。

説明
いこいの家48館及びいきいきセンター７館の年間利
用者数【いこいの家・いきいきセンターの運営】 実績 875,135

多世代交流をはじめとした地域交流の促進のための
連携モデル事業の実施館数【いこいの家・いきいきセ
ンターの運営】 実績 48

人

796,619 325,449 461,117

92,000 92,000 92,000

人

49

施策への

貢献度事業の内容 当該年度の事業の取組内容 取組内容の実績等

妊娠出産を安全に迎えるた
め、母子の健康状態を確認す
るとともに、乳幼児の発育状
況、疾病等の予防や早期発
見など母と子の健康増進を図
るため、妊産婦健康診査費用
の一部助成や乳幼児健康診
査を実施しています。

①妊婦健康診査の費用の一部助成の実
施（助成件数：167,407件以上※　【第２期
実施計画上の数値：179,990件以上】）
②乳幼児健康診査の実施（1歳6か月、3
歳（3歳6か月児対象）は各区で実施　3か
月、7か月、5歳児は医療機関で実施）（受
診者数：64,900人以上）
③特定不妊治療の相談及び治療費の一
部助成（助成件数：2,230件）
④乳幼児健康診査未受診者フォローの実
施
⑤医療機関と連携した健康診査後の要支
援家庭等への支援

※『「川崎市子ども・若者の未来応援プラ
ン」第６章改定版（川崎市第２期子ども・子
育て支援事業計画）（R2年2月策定）』にお
いて、妊娠届出数等最新の社会情勢の変
化を反映し、新たな数値を設定

連携モデル事業実施館数
目標 48 48 48 48

館
説明

22
活動
指標

55 55

16



３　ほぼ
目標ど
おり

救急医療体制確
保対策事業

A　貢献し
ている2

3
３　ほぼ
目標ど
おり

救急病院、総合（地域）周産
期母子医療センター、年末年
始等歯科診療事業に対する
運営支援を行います。また、
休日（夜間）急患診療所、小
児急病センター、救急医療情
報システム「かわさきのお医
者さん」や救急医療情報セン
ターを着実に運営します。

①救急病院に対する運営支援等、救急医
療体制の充実に向けた取組の推進
②休日急患診療所の医師会による運営に
対する支援の実施
③歯科休日急患診療事業の運営支援を
通じた、歯科救急医療に係る地域医療
ニーズに対応するための歯科診療の提供
④総合（地域）周産期母子医療センターに
係る補助金の交付等運営支援の実施
⑤医療機関検索システム「かわさきのお
医者さん」や救急医療情報センターの運
営

ほぼ目標どおり達成しました。
①病院群輪番制病院運営事業、救命救
急センター、小児急病センター等に対する
運営支援を行い、救急医療体制を確保し
ました。また、新たな救命救急センターの
指定に向けて、県や医療関係団体などと
連携して地域医療構想調整会議で審議し
ました。
②医師会が運営する休日（夜間）急患診
療所に対する運営支援を行い、安定的な
運営を確保しました。
③GWと年末年始の急患歯科診療事業に
対する運営支援を行い、地域ニーズに応
じた歯科救急医療体制を確保しました。ま
た、新型コロナウイルス感染症の影響も
あり、患者数は目標を下回りましたが、今
後も本事業を継続することで、市民の安
全・安心を確保します。
④総合（地域）周産期母子医療センターに
対する運営支援を行い、周産期医療ネッ
トワークを確保するとともに、市内医療機
関の建替えに伴う周産期病床（NICU病
床）の増床整備に対して支援を行いまし
た。
⑤「かわさきのお医者さん」のアクセス件
数は169,375件で、救急医療情報センター
と併せて市民に認知されています。一昨
年以来、新型コロナウイルス感染症の影
響もあり、センターの受信件数は目標を下
回りましたが、今年度は増加に転じていま
すので、引き続き、医療機関への丁寧な
取次サービスなど、円滑な案内に努めま
す。

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

母子保健指導・相
談事業

思春期から、妊娠・出産、乳
幼児期までのライフサイクル
の各時期に応じて、健全な母
性の育成、子育て支援など親
と子の健康づくりを進めます。

①思春期の心と身体の健康教育の実施
（参加者数：6,300人以上）
②各区地域みまもり支援センターにおける
母子健康手帳の交付・相談の実施
③各区地域みまもり支援センター等にお
ける両親学級の開催による出産・育児支
援（参加者数：5,950人以上）
④乳児家庭への新生児訪問及びこんにち
は赤ちゃん訪問の実施（訪問実施率：
92.2%以上）
⑤産前産後におけるサポートの実施（産
後ケア利用者数：1,020人以上）

ほぼ目標通り達成できました。
①思春期教育については、新型コロナウイルス
感染症対策のため集団教育の機会が減少し、新
型コロナウイルス感染症以前の水準には戻って
いませんが（参加人数：3,421人）が、オンラインを
活用するなどし、令和２年度よりも参加者数が
1,741人増加しています。また、追加の取組として
リーフレットをもちいた情報提供を実施しました。
今後も感染対策を行ったうえで、オンラインや
リーフレット等も併用するなど手法を工夫して思
春期教育を実施します。
②妊娠届提出時に看護職が全員と面接・聞き取
りを行い、状況に応じた相談支援を実施しまし
た。
③両親学級については、新型コロナウイルス感
染症のまん延状況に応じて一部休止やオンライ
ンでの実施回数の増加により対応し、4,406人が
参加しました。休止した時期があったことや妊娠
数自体の低下により参加者数は減少しています
が、令和３年度はオンラインでの実施施設が増
加したことにより令和２年度より1,298人増加しま
した。今後も感染状況を考慮し、オンラインでの
実施や1回あたりの参加者数の抑制など、感染
対策を行いながら継続実施します。
④新生児訪問及びこんにちは赤ちゃん訪問は、
新型コロナウイルス感染症の影響により、保護者
の希望により訪問の延期を行った期間もありまし
たが、電話での十分なフォロー等をとおして支援
の必要な家庭の把握を行いました（訪問実施率
94.0％）。訪問率の低下は新型コロナウイルス感
染症の影響により、里帰り期間が長期化している
ことが原因のひとつと考えられます。他都市滞在
者に対しては、個別の状況を確認し、滞在先自
治体への訪問依頼を継続します。
⑤産後４か月までの産婦を対象に、宿泊型、訪
問型、日帰り型を実施しました（産後ケア利用者
数：2,124人）。産後ケアにおいては新型コロナウ
イルス感染症の影響により、家族の手伝いが得
られない方などの利用が増加したものと思われ
ます。
その他：令和3年1月1日から12月31日生まれの
新生児がいる世帯に川崎じもと応援券（第2弾）を
贈る令和3年度新生児応援事業を実施しました。
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A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

4

5

３　ほぼ
目標ど
おり

４　目標
を下
回った

こども文化セン
ター運営事業

青少年活動推進
事業

①青少年を育成・指導する青少年団体へ
の支援
②こども１１０番事業への支援等の青少年
の健全な育成環境づくりの推進
③「成人の日を祝うつどい」や「青少年フェ
スティバル」を通じた青少年の社会参加の
促進
④青少年指導員活動への支援及び青少
年指導員制度の充実に向けた検討結果
を踏まえた活動の推進

Ⅱ　改善
しながら
継続

B　やや
貢献して
いる

青少年指導員による活動を
支援するとともに、子ども会を
はじめとした青少年団体と連
携した取組を進めます。
青少年自身が企画から運営
まで主体的に関わっていく青
少年フェスティバル等を実施
し、社会活動への参加を促進
します。
各種団体等と連携した健全な
育成環境づくりを進めます。

ほぼ目標どおり達成できました。
①各団体の行事や研修会、広報活
動等に対して支援しました。
②青少年の健全な育成環境推進協
議会を書面開催したほか、広報啓発
活動やこども110番事業情報交換会
の開催等に取り組みました。
③「成人の日を祝うつどい」について
は、運営協力を依頼するボランティ
アの負担軽減を図ることを目的に、
配置基準を見直したため、目標を下
回りましたが、成人式サポーター10
人、当日の運営スタッフも併せ、128
人が協力ボランティアとして参加しま
した。今後についても、新型コロナ
ウィルスの感染状況等を踏まえ、適
切な配置基準を検討していきます。
また、「青少年フェスティバル」につ
いては、実行委員13人、当日の運営
スタッフも併せ162人が協力運営ボラ
ンティアとして参加しました。
④各区青少年指導員連絡協議会と
連携し、活動の活性化に向けて支援
しました。

概ね中学校区に１か所で運
営しているこども文化センター
において、多様な体験や活動
を通じた子ども・若者の健全
育成を推進するとともに、市
民活動の地域拠点として、市
民の地域活動を支援します。

①今後の運営のあり方を踏まえた児童の
健全育成に向けた取組の推進
②施設等の計画的な維持・補修の実施
③多世代交流の促進に向けた、いこいの
家等との連携事業の推進

目標を下回りました。
①昨年度に引き続き、基本的な新型コロ
ナウイルス感染防止対策を徹底して行い
ました。感染拡大の状況に応じて、外出抑
制や施設の消毒・清掃のため開館時間の
短縮やイベントの制限を行ったことなどに
より利用人数は目標を下回りましたが、一
人遊び遊具の充実や新たな遊びの考案、
利用方法の見直しを行い、ICTを活用した
イベントの実施など事業内容を工夫する
などして、小学生や中高生の居場所を提
供しました。また、学校や地域団体との連
携を強化することにより、乳幼児の保護者
に対する子育て支援や市民活動の拠点と
しての機能を維持し、コロナ禍における児
童の健全育成の取組を推進しました。今
後も引き続き、新型コロナウイルス感染状
況に注視しつつ、必要な対策を講じた上
で、利用者ニーズを踏まえた事業の充実
に向けた取組を推進します。
②住吉こども文化センター及び宮内こども
文化センターにおける外壁補修工事、新
丸子こども文化センターにおける屋上防
水工事、白幡台こども文化センター及び
菅こども文化センターにおける屋上防水と
外壁補修工事等、施設の計画的な維持・
補修を実施しました。
③今年度も、直接対面する交流は控え、
児童の作品の贈呈や作品の展示会、手
紙やプレゼントの交換による交流などを実
施して、老人いこいの家等との連携強化
を図り、多世代交流の促進に向けた取組
を推進しました。
その他、引き続き空気清浄機の設置や消
毒液の配備など新型コロナウイルス感染
拡大防止に配慮しながら事業を実施しま
した。
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目標を下回りました。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況下で
も学校と協力し、わくわくプラザ事業、子育て支
援・わくわくプラザ事業を継続しました。感染拡大
を防止するために、利用の自粛をお願いしつつ
も、やむを得ない事情により自宅に子どもを見守
る方がいない家庭を対象に子どもの受入れを行
いました。
①新型コロナウイルス感染症の影響で利用登録
を控えた方が多く、わくわくプラザの登録率が目
標を下回りました。また、わくわくプラザの利用者
満足度について、新型コロナウイルス感染症対
策のためにわくわくプラザで実施するプログラム
や利用できる遊具等に制限があったことから目
標を下回りました。多世代交流イベントなどが十
分に実施できなかったものの、リモートによる交
流イベントや手紙を介した高齢者施設との交流
事業など、感染リスクの低いイベントを実施する
など、新しい生活様式を踏まえた事業の充実に
取り組みました。また、わくわくプラザの利用者満
足度について、新型コロナウイルス感染症対策
のためにわくわくプラザで実施するプログラムや
利用できる遊具等に制限があったことから目標を
下回りました。今後も引き続き、新型コロナウイ
ルス感染状況に注視しつつ、必要な対策を講じ
た上で、利用者ニーズを踏まえた事業の充実に
向けた取組を推進します。
②全市立小学校114校で長期休業期間中の平日
において、開室時間を30分繰り上げ、８時からの
開室を継続して実施しました。
③藤崎小学校わくわくプラザ及び向丘小学校わく
わくプラザにおけるトイレ改修工事、新城小学校
わくわくプラザ他13件における冷暖房設備改修
工事等、計画的な維持・補修を実施しました。
④全市立小学校114校で実施しました。
その他、引き続き空気清浄機の設置や消毒液の
配備など新型コロナウイルス感染拡大防止に配
慮しながら事業を実施しました。

Ⅱ　改善
しながら
継続

6

B　やや
貢献して
いる

7

４　目標
を下
回った

４　目標
を下
回った

わくわくプラザ事
業

青少年教育施設
の管理運営事業

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

小学校の余裕教室や敷地内
施設を活用し、校外に移動す
ることなく、全ての児童に安
心・安全な居場所を確保する
とともに、次代を担う人材を育
成する観点から、多様な体
験・活動の機会を提供しま
す。

①ニーズを踏まえた事業の充実に向けた
取組の推進
②長期休業期間中の開設時間の延長の
実施
③施設等の計画的な維持・補修の実施
④子育て支援わくわくプラザ事業の実施

研修施設・宿泊施設・野外活
動施設・子どもの活動の拠点
等の施設を運営し、青少年の
健全育成を推進します。

①八ヶ岳少年自然の家における団体宿泊
訓練や自然に親しむ学習活動、探求野外
観察等の実施(利用人数96,000人以上)
②黒川青少年野外活動センターにおける
野外自然観察活動等の実施(利用人数
31,000人以上)
③子ども夢パークにおける子どもの自発
的な活動の支援及び子どもを対象とした
各種イベント等の実施(利用人数92,000人
以上)
④青少年の家における団体宿泊活動等
の実施(利用人数34,000人以上)

目標を下回りました。
新型コロナウイルス感染症の影響により、
利用者の外出自粛、密な状況の回避の
傾向があり、また、施設としても定員の制
限やイベントの制限などを行ったため、利
用人数は目標を下回りました。利用人数
は例年に比べて減少しましたが、利用者
に対し、感染防止対策に関する案内を徹
底し、食堂にパーテーションの設置（八ケ
岳少年自然の家、青少年の家）、イベント
の態様変更（全施設）などを実施し、施設
の機能を維持しながら運営しました。今後
も施設の利用方法やイベントの開催方法
を検討しながら、内容の充実に取り組ん
でいきます。
①八ケ岳少年自然の家において、団体宿
泊訓練や自然に親しむ学習活動、探求野
外観察等を実施しました（利用人数：
77,142人）。
②黒川青少年野外活動センターにおい
て、野外自然観察活動等を実施しました
（利用人数：11,306人）
③子ども夢パークにおいて、子どもの自発
的な活動の支援及び子どもを対象とした
各種イベント等を実施しました（利用人数：
60,674人）。
④青少年の家において、団体宿泊研修等
を実施するとともに、民間企業や大学に
対する働きかけによる団体利用促進を図
りました（利用人数：15,455人）。
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①区役所や関係施設のモニター等を活用
した自治基本条例の理念等の周知・広報
②主に若者を対象とした市民参加型ワー
クショップの開催
③パブリックコメント手続及び住民投票制
度の適切な運用

目標どおり達成できました。
①については、各区役所のモニターや川
崎駅周辺のデジタルサイネージ、成人式
会場のスクリーンを活用した広報を行いま
した。
②については、市内在住、在学等の高校
生が、地域課題を解決するアイデアを出
す参加型イベント「川崎ワカモノ未来ＰＲＯ
ＪＥＣＴ」を実施し、21人が参加しました。
③については、令和３年度、全庁でパブ
リックコメントが50件実施されました。ま
た、国のデジタル社会形成に向けた押印
見直しに対応するために住民投票条例を
改正しました。

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

総合的な
評価

①妊婦・乳幼児健康診査事業における、特定不妊治療の相談及び治療費の一部助成について、令和３年１月１日以降の治療
終了者から所得制限を撤廃し、助成回数の上限を子どもごとに設定、事実婚も助成対象にしたことから、助成件数が大幅に増
えました。また、新型コロナウイルス感染症の流行を受け、不安を抱える妊婦のウイルス検査費用を助成するとともに、令和３
年１０月から新生児の受ける聴覚検査の費用補助を開始しました。母子保健指導・相談事業についても、産前産後におけるサ
ポートを実施し、産後ケア利用者の増加に適切に対応したほか、令和3年度新生児応援事業を実施し、新生児がいる世帯に
川崎じもと応援券を贈りました。

②こども文化センター運営事業については、昨年度に引き続き、基本的な新型コロナウイルス感染防止対策を徹底して行うと
ともに、感染拡大の状況に応じて、外出抑制や施設の消毒・清掃のため開館時間の短縮やイベントの制限を行ったことなどに
より利用人数は目標を下回りましたが、一人遊び遊具の充実や新たな遊びの考案、利用方法の見直しを行い、ICTを活用した
イベントの実施など事業内容を工夫して実施したことにより、小学生や中高生の居場所を提供しました。また、児童の作品の
贈呈や作品の展示会、手紙やプレゼントの交換による交流などを実施して、老人いこいの家等との連携強化を図り、多世代交
流の促進に向けた取組を推進しました。

③新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況下でも学校と協力し、わくわくプラザ事業、子育て支援・わくわくプラザ事業を継
続しました。また、リモートによる交流イベントや手紙を介した高齢者施設との交流事業など、感染リスクの低いイベントを実施
するなど、新しい生活様式を踏まえた事業の充実に取り組みました。

これらを実施することにより、妊娠・出産期に安心して過ごせる取組及び乳幼児期における子どもの発達支援や育児支援の取
組を推進しました。また、児童の健全育成や安全・安心な居場所づくりに向けた取組を推進しました。

8
いこいの家・いき
いきセンターの運
営

自治基本条例の理念の浸透
を図るため、区役所や関係施
設のモニター等を活用した周
知・広報を行っています。ま
た、パブリックコメント手続制
度及び住民投票制度を適切
に運用するとともに、制度の
浸透に向けて、同様に周知・
広報を行っています。さらに、
市民参加の促進を図るため
の具体的な手法について、検
討を行っています。

いこいの家・いきいきセンター
の運営を通じて、高齢者が地
域活動に積極的に参加する
場を提供するとともに、介護
予防の拠点として高齢者の健
康増進を図ります。

①指定管理者によるいこいの家48か所、
いきいきセンター7か所の運営
②いきいきセンター併設老人デイサービス
センター跡地の整備（1か所）
③施設の老朽化対策に係る補修工事及
び長寿命化予防保全工事の実施（実施
数：4か所）
④いこいの家・いきいきセンターの移転・
整備
・中原いきいきセンターの移転整備に向け
た検討及び調整
・「いこいの家・老人福祉センター活性化
計画（IRAP）」に基づくいこいの家機能の
展開（実施数：1か所）
⑤多世代交流をはじめとした地域交流の
促進を目的とした事業の実施

目標を下回りました。
令和2年度に続き、新型コロナウイルス感
染症の影響等により、目標値を達成する
ことはできませんでした。今後も感染症対
策に留意しつつ、施設の利用促進に努め
ていきます。
①指定管理者によるいこいの家48か所、
いきいきセンター7か所の運営を、新型コ
ロナウイルス感染症対策を行いながら、
適切に実施しました。
②いきいきセンター併設老人デイサービ
スセンター跡地1か所について、地域交流
スペースへの転用工事を実施しました。
③施設の老朽化対策等に係る補修工事
（4か所）及び長寿命化予防保全工事（5か
所）を実施しました。
④いこいの家・いきいきセンターの移転・
整備については次のとおり実施しました。
・中原いきいきセンターについては、日医
大側と引き続き移転に向けた協議を行い
ました。
・支所再編に伴い、庁内関係部署や指定
管理者と、大師いこいの家及び田島いこ
いの家の移転に向けた協議を行いまし
た。
⑤多世代交流をはじめとした地域交流の
促進を目的とした事業（全施設）を指定管
理事業として実施しました。

9 自治推進事業
３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

４　目標
を下
回った
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４　改　善　 ①
妊

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組

①妊婦・乳幼児健康診査事業及び母子保健指導・相談事業は、妊娠・出産・育児に関する知識や支援の不足が児
童虐待につながる恐れもあり、健全な子育て環境づくりのために、手法の工夫を行いながら、相談支援体制や情報
提供の充実を図っていきます。また、新型コロナウイルス感染症の状況を考慮し、新生児訪問及び両親学級につい
ては、従事者や対象者のマスク着用等の感染対策を行うとともに、オンラインでの開催や、時間の短縮・内容の変
更等の工夫を行い、実施していきます。

②こども文化センター運営事業については、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、各利用室の利用方
法や各行事の実施方法を工夫しながら、多世代が相互に交流することにより、子どもたちが、互いに支えあうことを
学びながら育ち、地域の一員として主体的に活動していく力を培うための環境づくりを推進していきます。また、引き
続き、中高生の利用促進に向けては、子どもの意見を踏まえ、事業の充実を進めていきます。

③わくわくプラザ事業については、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、全ての小学校を対象に放課
後を安全・安心に過ごせる場づくりを進めます。また、多世代交流イベントについても、関係機関と連携しながら、効
果的な取組みが実施できるよう、引き続き取り組んでいきます。

①妊婦・乳幼児健康診査事業については、妊婦のウイルス検査費用の助成、新生児聴覚検査費用補助の開始など、新たな
取組を評価します。母子保健指導・相談事業については、産後ケア利用者が目標とする利用人数を2倍以上、上回ったことを
評価します。今後も、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、利用者に寄り添った安全な支援を取り組まれることを
望みます。

②こども文化センター運営事業については、新型コロナウイルス感染症が拡大する状況下においても、児童の安全・安心を考
慮しながら、老人いこいの家等との連携による多世代交流が実施されたことを評価します。今後は、新型コロナウイルス感染
症の動向を踏まえ、新たな時代に対応した様々な工夫を図りながら、引き続き、地域における子育て支援及び青少年健全育
成の拠点として、更なる連携を進めるとともに、中高生の利用促進に向けて、より一層の取組を進めることを望みます。

③わくわくプラザ事業については、新型コロナウイルス感染症拡大状況下においても、リモートによる交流イベントや手紙を介
した高齢者施設との交流事業など、感染リスクの低いイベントを実施するなど、新しい生活様式を踏まえた事業の充実に取り
組んだことを評価します。引き続き、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、学校等関係機関と連携しながら、利用
者ニーズを踏まえた事業の充実を図るとともに、職員の質の向上や児童が学び・育つよりよい環境づくりが図られることを望み
ます。

引き続き、子どもがすこやかに育つことのできる環境の充実に向けて、より効果的にICTを活用しつつ、子どものすこやかな成
長の促進のための取組が推進されることを望みます。

子ども・子育て会
議からの
意見・評価
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施策の方向性Ⅰ　子どもが地域ですこやかに育つことのできる環境の充実

１　施策の概要

２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

6
活動
指標 ライフステージに応じた研修とその他の必修研修、希

望研修の回数【教職員研修事業】 実績

説明
学校支援協力者の派遣数【区における教育支援推
進事業】 実績

-

説明
ボランティアコーディネーターの配置校数【地域に開
かれた特色ある学校づくり推進事業】

⑪

⑫

⑯

⑰

⑱

目標 10 15 15 15

研修実施回数
目標

説明

夢教育２１推進事業の実施校数

ボランティアコーディネーターの配置校数
目標

142

学校評価の実施校数
目標

144 228

10 15 21 28

178

人

5,187 4,658 53 153

-

135

5,000

校

回

178

137実績 142

241

活動
指標

活動
指標

2
活動
指標

学校支援協力者の派遣数
目標

-

178

4

5
活動
指標

①

②

③

④

⑤

⑥

地域等による学校運営への参加促進事業

区における教育支援推進事業

地域に開かれた特色ある学校づくり推進事業

教職員研修事業

家庭教育支援事業

地域における教育活動の推進事業

地域の寺子屋事業⑦

⑧

⑨

⑩

178

施策名

施策の
概要

家庭や地域に開かれた学校づくりや地域の創意工夫を活かした特色ある学校づくりに向けて、学校・家庭・地域が連携して、よりよ
い学習活動を実現するための取組を推進するとともに、教職員の資質・指導力の向上を図るための取組を推進します。
また、家庭や地域の教育力を高めるため、様々な経験や知識、社会貢献の意欲を持つ地域の幅広い世代が、子どもたちの学習や
体験を支える取組を推進します。

計画期間
における
主な方向性

≪学校の教育力の向上≫
コミュニティ・スクールの取組成果をまとめたパンフレットの作成・配布や、コミュニティ・スクール連絡会、コミュニティ・スクール・
フォーラムの開催など、その成果を他の学校に波及させること等により、引き続き、よりよい教育の実現を目指していきます。
区・教育担当が、地域の子ども・若者支援に関わる諸団体、保健・福祉部門等の関係機関と連携するとともに、学校の抱える様々
な課題に組織的に対応できるようきめ細やかに支援し、困難を抱える子ども・若者の小さなサインも見逃さない支援体制づくりを推
進します。
学校がそれぞれの地域にある資源を活かした体験活動などの企画を行う「夢教育２１推進事業」等を活用した特色ある学校づくり
の推進や、各学校が自らの教育活動等について、目標を設定し、その達成状況や取組等について評価することにより、学校の組織
的・継続的な改善を図る学校評価の推進などに取り組みます。
ライフステージに応じた研修や、校内研修の充実など、様々な研修機会を活用して、教職員の資質・指導力の向上を図ります。
≪家庭・地域の教育力の向上≫
企業等との連携による家庭教育事業の実施など、仕事を持つ保護者のほか、これまで各種事業を受講できなかった家庭の方々
が学べる機会や場を提供します。
各行政区と各中学校区に設置している地域教育会議をはじめ、地域社会でいきいきと活動する市民や、子どもたちの成長を見守
り支えている市民の意欲や力を、社会全体の活力や地域の教育力向上につなげられるように支援するとともに、地域教育会議の活
動や魅力についての情報発信を行います。
地域ぐるみで子どもを育てる「地域の寺子屋事業」の全小・中学校への展開に向けた取組を推進していきます。

校1
活動
指標

学校運営協議会の設置校数

指標分類 目標・実績 H３０年度 R１年度 R２年度 R３年度 単位

施策３　学校・家庭・地域における教育力の向上

施策を構成す
る事業

⑬

⑭

⑮

3

説明
学校運営協議会を設置した学校（コミュニティ・スクー
ル）数【地域等による学校運営への参加促進事業】 実績

270

5,000 5,000

177

5,000

目標 177 178 178

344 320 217

322

-

178

校
説明

自己評価及び学校関係評価を実施した校数【地域に
開かれた特色ある学校づくり推進事業】 実績 177 178 178 178

校
説明

夢教育２１推進事業の実施校数【地域に開かれた特
色ある学校づくり推進事業】 実績 177 178 178
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３　評価
　内部評価の結果

8
活動
指標

2,830

施策への
貢献度

77

65 76

事務事業名
今後の事
業の方向
性

163

校

83.8

16

12

人

163 54

事業の
達成度

全小・中学校状況に応じて柔軟に拡充 状況に応じて柔軟に拡充

163 163

2,683

94 94.5

％

97.6 92.1

箇所

85

2,830

1,7643,521

Ⅱ　改善
しながら
継続

93.9
説明

地域教育会議の活動に参加して、「子どもや地域の
ことを考えるきっかけとなった」と回答した人の割合
（「なった」「どちらかというと、なった」と回答した人を
合算）【地域における教育活動の推進事業】

実績

11
成果
指標

子どもや地域のことを考えるきっかけを得た人の割合
目標 93 93.5

5547

A　貢献し
ている

事業の内容 当該年度の事業の取組内容 取組内容の実績等

16

・家庭や地域に開かれた信頼
される学校づくり、地域の創
意工夫を活かした特色ある学
校づくりをめざした学校運営
の推進をします。
・先導的な実践成果の普及・
啓発を図ります。

①地域の創意工夫を活かした特色ある学
校づくりをめざした学校運営の推進
②学校運営協議会の運営支援の継続及
び法改正を踏まえたあり方の検討結果に
基づく取組の実施
③コミュニティ・スクール連絡会やコミュニ
ティ・スクール・フォーラムの開催及びパン
フレットの活用等によるコミュニティ・スクー
ルの実践成果の普及・啓発

目標どおり達成できました。
①の学校運営の推進については、学校運
営協議会または学校教育推進会議を活用
して学校運営について保護者や地域住民
等の理解を得て、新型コロナウイルス感染
症防止対策を行いながら教育活動を工夫
して、特色ある学校づくりを進めました。
②の学校運営支援と検討結果に基づく取
組については、28校のコミュニティ・スクー
ル（学校運営協議会を設置した学校）を訪
問し、学校運営協議会の運営状況等を把
握しながら、学校運営支援を行いました。
令和４年度からの４年間で学校運営協議
会を全校設置する計画を立て、新規学校
運営協議会の設置準備を行いました。
③の実践成果の普及・啓発については、
コミュニティ・スクール連絡会およびコミュ
ニティ・スクール・フォーラムの開催やコ
ミュニティ・スクール・ガイドの作成・配布等
を通して、各協議会の特色ある取組を共
有し、実践成果を普及・啓発しました。

目標

市民館等における家庭教育に関する学習機会の提
供回数【家庭教育支援事業】

12

３　ほぼ
目標ど
おり

1,500 2,000 2,500

成果
指標

9

24実績

2,830

10
活動
指標

家庭教育推進連絡会の実施回数
目標 16 16

活動
指標

7

活動
指標

説明 講話講義等・演習等の実施回数【教職員研修事業】
実績 21

231923

1
地域等による学
校運営への参加
促進事業

10
活動
指標

地域の寺子屋の開設数

3,077
説明

市内のスイミングスクールと連携して実施する、泳げ
ない子どもを対象とした水泳教室の参加者数【地域
における教育活動の推進事業】 実績

12

説明

2,830

11
成果
指標

養成講座等による、地域の寺子屋の運営に関わる人材の確保
目標 1,000

泳力向上プロジェクトの参加者数
目標

小中学校への寺子屋の開設数【地域の寺子屋事業】
実績

163

410

回
説明

全市と各区における「家庭教育推進連絡会」の実施
回数（全市と各区それぞれ２回）【家庭教育支援事
業】 実績 16 11 10 11

13131313目標
家庭教育に関する学習機会の提供回数

説明
回

「輝け☆明日の先生の会」実施回数
目標 21 12 10

ＰＴＡによる家庭教育学級開催数

人
説明

寺子屋先生や寺子屋コーディネーターとして、寺子屋
の運営に関わる人の数【地域の寺子屋事業】 実績 850 1,003 938 968

回

目標

説明
ＰＴＡの企画による家庭教育学級を開催した学校数
【家庭教育支援事業】 実績

163
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Ⅱ　改善
しながら
継続

2
Ⅱ　改善
しながら
継続

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

区における教育
支援推進事業

地域に開かれた
特色ある学校づく
り推進事業

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

４　目標
を下
回った

・区における教育支援を推進
します。
・「区・学校支援センター」によ
る取組を推進します。

①学校運営全般に対する支援
②地域みまもり支援センターの連携など、
学校間及び学校と地域の連携強化
③各区の「要保護児童対策地域協議会実
務者会議」での情報共有など、地域諸団
体・機関との連携強化による子ども支援の
推進
④「学校支援センター」による学校支援協
力者の登録・学校への紹介等の取組の推
進【変更】

目標を下回りました。
①の学校運営の支援については、各学校
がガイドラインに即して新型コロナウイル
ス感染症防止に取り組みながら教育活動
が行えるように、学校の相談に対応できる
体制を整え、きめ細かな支援を行いながら
学校支援を実施しました。
②の地域との連携強化については、新型
コロナウイルス感染症の拡大を防止する
ために、区の衛生課等と情報共有するな
ど、区役所の関係機関等と適切に連携・
協働しました。
③の子ども支援の推進については、複雑
で多様化した解決が困難な事案への対応
等について、地域みまもり支援センター担
当や児童相談所担当等の関係機関と連
携して子どもの支援を行いました。
④の学校支援協力者の新たな登録につい
ては、学校支援ボランティア説明会を３回
行い、125人から154人に増加しました。学
校への紹介については、学校が特別支援
教育サポーターの配置事業等の有償ボラ
ンティアの有効活用していること、また、新
型コロナウイルス感染症防止のために学
校でのボランティア活動が制限されたこと
により、派遣数は153人であり、目標を大き
く下回りました。今後は、より効率的・有効
的な学校支援ができるよう検証していきま
す。

・特色ある教育の充実や活性
化を図るため､様々な分野の
専門家を講師として学校に招
き､その専門性を生かした指
導により､子どもたちの知的好
奇心や感性を育みます。
・各学校が、学校評価を活用
して、自らの教育活動等につ
いて目標を設定し、その達成
状況や取組等について評価
することにより、学校の組織
的・継続的な改善を図ります。
・地域の協力者の支援により､
地域の特性を生かした教育活
動を進めます。

B　やや
貢献して
いる

4

3

①学校がそれぞれの地域にある資源を活
かした体験活動などの企画を行う「夢教育
21推進事業」等を活用した、特色ある学校
づくりの推進
②各学校が、自らの教育活動等につい
て、めざすべき目標を設定し、その達成状
況や取組等について評価することにより、
学校の組織的・継続的な改善を図る、学
校評価の実施
③学校教育ボランティア配置による学校活
動の支援

ほぼ目標どおり達成できました。
①「夢教育２１推進事業」を全校で実施し、
学校がそれぞれの地域にある資源を活か
して特色ある学校づくりを進めました。
②学校評価の実施について、全校で自己
評価及び学校関係評価を実施しました。
③学校教育ボランティア配置による学校活
動の支援については、ボランティアコー
ディネーターを137校に配置し、学校教育
活動の活性化を図りました。

子どもたちとともに学び続ける
教員であるために、ライフス
テージに応じた教職員研修を
推進します。特に、学校全体
の教育力向上をめざして、若
手教員の資質向上とミドル
リーダー育成の充実を図りま
す。

①教職員の資質、指導力の向上をめざし
た研修の実施及び育成指標に基づく研修
の実施
②優秀な人材確保に向けて、本市の教員
を目指す学生等に対し、かわさき教師塾
「輝け☆明日の先生」の実施

ほぼ目標どおりでした。
①については、新型コロナウイルス感染症
の影響により、従来どおりの集合型研修
の実施が難しい時期があったため、研修
実施回数の目標は下回ったものの、一人1
台配布されたGIGA端末を効果的に活用
し、単方向型（動画配信）及び双方向型オ
ンライン研修の実施を推奨し、集合型研修
の実施が難しい場合でも状況に応じて研
修を実施しました。必修研修としてライフス
テージに応じた研修を１３講座６６回、その
他の必修研修を２６講座７４回、希望研修
を３６講座８８回実施しました。また、研修
内容や研修方法等について見直しを図り
ました。今後も、教職員が学び続けること
ができる研修体制の構築を図ることで、育
成指標に基づく研修を計画、実施していき
ます。
②については、９月から２月までの土曜日
に６日間、かわさき教師塾「輝け☆明日の
先生」を設置し、講話講義等を６回、演習
等を６回実施しました。新型コロナウイル
ス感染拡大防止の観点から、双方向型オ
ンライン形式での実施を取り入れ学びの
保障を図りました。

教職員研修事業
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B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

４　目標
を下
回った

３　ほぼ
目標ど
おり

目標を下回りました。「ＰＴＡによる家庭教
育学級開催数」、「家庭教育推進連絡会の
実施回数」については、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響により目標を下回り
ましたが、家庭教育学級や家庭教育推進
連絡会の開催方法を検討し、工夫すること
で、前年度よりも開催数は増えてていま
す。
①市民館等において家庭・地域教育学級
等、家庭教育に関する学習機会を23回提
供しました。
②ＰＴＡによる家庭教育学級については、
新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、ＰＴＡ活動そのものが縮小されたこと
などから85校での開催にとどまりました。
今後は、ＰＴＡ活動の実態に応じた支援が
行えるよう、各校のＰＴＡに個別の働きか
けを行うなど、丁寧な支援に取り組んでい
きます。
③全市と各区において「家庭教育推進連
絡会」を実施しました。新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により、連絡会の開催
を中止した回があり、開催を予定していた
16回中の11回の実施にとどまりました。今
後は、新しい生活様式への対応など、情
報共有・交換がこれまで以上に求められ
ていることから、電子媒体を活用した情報
共有やオンライン開催など、実施手法等
の検討も行いながら取り組みます。
④企業等と連携した事業を４回実施しまし
た。また、地域みまもり支援センター等と
の連携により家庭教育に関するリーフレッ
トの配布を行いました。

各中学校区と各行政区に地
域教育会議を設置し、「教育
を語る集い」や「子ども会議」
を実施するとともに、「川崎市
子どもの権利条例」に基づ
き、川崎市子ども会議を実施
します。また、市内のスイミン
グスクールと連携して、子ども
達の泳力向上に向けた取組
を進めます。

①各行政区・各中学校区地域教育会議
（本市における地域学校協働本部に位置
づけ）の活性化に向けた支援【変更】
②地域教育会議交流会の開催による情報
共有等の推進
③市子ども会議の開催と各行政区・各中
学校区子ども会議との連携
④地域のスイミングスクール等と連携し
た、子どもの泳力向上プロジェクトの実施
（参加者数：2,830人以上）

ほぼ目標どおり達成できました。
①②地域教育会議においては、中学校区
地域教育会議を国の示す「地域学校協働
本部」の役割を持つ組織として位置づける
とともに、地域教育コーディネーター養成
講座の開催等を通じ、組織の活性化に向
けた担い手の育成を進めました。また、地
域教育会議の活動に参加して、「子どもや
地域のことを考えるきっかけとなった」と回
答した人の割合については、新型コロナウ
イルス感染症拡大により活動が制限され、
オンラインによる開催としたことなどから、
目標値を下回りましたが、例年２月に開催
している交流会を感染症拡大の速度が鈍
化した４月に延期して開催するなどの工夫
を行いながら、取組を進めました。「地域
学校協働本部」の役割を持つ中学校区地
域教育会議に地域教育コーディネーター
（地域学校協働活動推進員）の設置を進
め、活動の活性化に取り組んでいきます。
③市子ども会議を開催し、市長への提言
を行うとともに、各行政区・中学校区子ども
会議の担当者連絡会等を通じて連携を図
りました。また、各子ども会議等の子ども
たちを対象にした「川崎市子ども会議」を
令和４年２月に開催し、意見交換の結果を
市長に報告しました。
④市内26か所のスイミングスクール等と連
携して水泳教室を開催しました。新型コロ
ナウイルス感染症拡大により、参加を見合
わせる参加者等もいたことから、目標値を
下回りましたが、子どもたちの泳力向上に
寄与することができました（参加者数：
2,683人）。今後も、スイミングスクールとの
調整を密に行い、新型コロナウイルス感染
症対策を徹底するとともに、連携するスイ
ミングスクールの拡充に努めます。

家庭教育支援事
業

6

5

家庭の役割や子育ての重要
性を啓発し、親同士の交流や
学習を促進します。また、区
単位・市単位で家庭教育や子
育て支援に関わる関係機関
の情報交換とネットワークづく
りを進め、子育て期の市民を
地域全体で支えあう家庭教育
環境を構築します。

①市民館等における家庭・地域教育学級
等、家庭教育に関する学習機会の提供
②ＰＴＡによる家庭教育学級開催の支援
（開催数：163校以上）
③全市・各区「家庭教育推進連絡会」の開
催による情報共有の推進
④企業等と連携した事業実施及び福祉部
門と連携した情報提供など家庭教育支援
の推進

地域における教
育活動の推進事
業
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総合的な
評価

①28校のコミュニティ・スクール（学校運営協議会を設置した学校）を訪問し、学校運営協議会の運営状況等を把握しながら、
学校運営支援を行いました。令和４年度からの４年間で学校運営協議会を全校設置する計画を立て、新規学校運営協議会の
設置準備を行いました。

②教職員の資質、指導力の向上をめざした研修の実施及び育成指標に基づく研修の実施については、教員育成指標に基づく
研修を計画、実施しました。必修研修としてライフステージに応じた研修を１３講座６６回、その他の必修研修を２６講座７４回、
希望研修を３６講座８８回実施しました。また、研修内容や研修方法等について見直しを図りました。特に、一人1台配布された
GIGA端末を効果的に活用し、単方向型（動画配信）及び双方向型オンライン研修の実施を推奨し、集合型研修の実施が難し
い場合でも状況に応じて研修を実施し、教職員が学び続けることができる研修体制の構築を図りました。

③市民館等において家庭・地域教育学級等、家庭教育に関する学習機会を目標の13回を上回る23回提供しました。また、ＰＴ
Ａによる家庭教育学級については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、ＰＴＡ活動そのものが縮小される中、前年度
を上回る85校で開催したほか、「家庭教育推進連絡会」についても、前年度よりも開催数を増やし、全市と各区において計11回
実施しました。

④地域や学校の実情に応じて寺子屋の拡充を進め、目標値を下回っていますが、令和２年度の65か所から令和３年度は76か
所まで着実に増加したほか、外国につながる児童を対象とした寺子屋分教室を４か所の寺子屋で実施し、日本語学習の支援
を進めました。また、寺子屋教室の運営に関わる情報交換会を3回実施したほか、寺子屋先生養成講座を市内９か所で開催
し、合計で１３８人が参加、寺子屋コーディネーター養成講座については、市内３か所で開催し、合計で８３人が参加しました。

これらを実施することにより、学校・家庭・地域が連携して、よりよい学習活動を実現するための取組を推進するとともに、教職
員の資質・指導力の向上を図るための取組を推進しました。また、家庭や地域の教育力を高めるため、様々な経験や知識、社
会貢献の意欲を持つ地域の幅広い世代が、子どもたちの学習や体験を支える取組を推進しました。

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

４　目標
を下
回った

目標を下回りました。
①地域や学校の実情に応じて寺子屋の拡
充を進め、令和２年度の65か所から令和３
年度は76か所まで着実に増加しました
が、地域主体で行う本事業については、地
域や学校の実情に応じて一つ一つ丁寧に
寺子屋を立ち上げていく必要があることか
ら、目標値を下回っています。また、「地域
の寺子屋運営に関わる人材の確保」につ
いては、寺子屋の開講ペースが計画より
遅れていることから、運営に関わる人の数
も目標値を下回っています。次期計画期
間においても、引き続き、寺子屋の運営を
担う人材や団体の育成、発掘を行い、さら
なる寺子屋の開講に向けた取組を進めま
す。
②寺子屋先生養成講座を市内９か所で開
催し、うち１か所は中学校の学習支援を行
う人材の養成を行い、合計で１３８人の参
加がありました。また、寺子屋コーディネー
ター養成講座を市内３か所で開催し、合計
で８３人の参加がありました。
③12月11日に地域の寺子屋推進フォーラ
ムを川崎アゼリアで開催し、寺子屋関係者
が寺子屋についての考えを深めるととも
に、広く市民の方へ寺子屋事業の周知を
図りました。
④外国につながる児童を対象とした寺子
屋分教室を４か所の寺子屋で実施し、日
本語学習の支援を進めました。

7
地域の寺子屋事
業

退職した教員、PTA、地域住
民、学生などに寺子屋の先生
を担っていたただきながら、平
日週1回放課後に実施してい
る学習支援と、土曜日等月１
回開催している体験活動を通
して、多世代交流型の学びの
場をつくります。

①地域や学校の状況を踏まえた地域の寺
子屋事業の推進（全小・中学校設置完了）
②養成講座等による、地域の寺子屋の運
営に関わる人材（寺子屋先生・寺子屋コー
ディネーター）の確保（参加人数：2,500人）
③地域の寺子屋推進フォーラムの開催に
よる普及・啓発
④地域の状況を踏まえた外国につながる
児童を対象とする寺子屋分教室の実施
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４　改　善　

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組

①学校運営協議会について、令和４年度から４年間での全校設置に向けて、令和４年度は、新規に28校の学校運
営協議会を設置をめざし、地域と学校の連携・協働の充実を図ります。また、コミュニティ・スクールの実践成果の普
及・啓発については、学校運営協議会設置校だけでなく、学校運営協議会未設置校の学校関係者や地域住民、保
護者に対して、リーフレットや連絡会議等の効果的な活用を進めて、その実践成果を普及していきます。こうしたコ
ミュニティ・スクールの取組等により、よりよい教育の実現に向けて、引き続き、学校運営協議会または学校教育推
進会議を効果的に活用し、特色ある学校づくりをめざした学校運営ができるよう推進していきます。

②育成指標に基づく教職員の資質・能力の向上をめざした研修の実施については、ライフステージに応じた研修に
おいて、より校内研修との関連をもたせるなど、連続性・継続性のある研修を計画し、意図的、計画的に一人ひとり
の教職員が学び続けることができる研修体制の構築を行い、資質・能力の向上を図ります。また、教職員の資質・能
力の向上の観点、新型コロナウイルス感染症防止の観点及び働き方・仕事の進め方改革の観点から、研修内容に
応じて集合型研修とオンライン研修のべストミックスな研修体系となるよう改善を図るとともに、学校の教育力の向上
に資する研修となるよう研修計画の見直しを図ります。

③「市民館等における家庭教育に関する学習機会の提供」については、新しい生活様式に対応した事業推進を図る
ため、ＩＣＴの活用やより身近な地域での開催等に取り組んでいきます。また、ＰＴＡによる家庭教育学級開催の支援
については、ＰＴＡ活動の事情に応じた支援が行えるよう、各校のＰＴＡに個別の働きかけを行うなど、丁寧な支援に
取り組むとともに、「家庭教育推進連絡会の開催」については、新しい生活様式への対応など、情報共有・交換がこ
れまで以上に求められていることから、電子媒体を活用した情報共有やオンライン開催など、実施手法等の検討も
行いながら取り組みます。

④地域や学校の状況を踏まえた寺子屋事業については、全小中学校への寺子屋の開講をめざして、地域人材や地
域資源の更なる活用を図り、引き続き事業を推進していきます。また、養成講座等による、寺子屋事業の運営に関
わる人材の確保については、寺子屋のさらなる開講に向けて、寺子屋の運営を担う人材や団体の発掘、育成を行っ
ていくとともに、開設した寺子屋教室に対しても、情報交換会の開催や訪問等を通じて、運営支援に取り組みます。

子ども・子育て会
議からの
意見・評価

①コミュニティ・スクールの取組等によるよりよい教育の実現については、引き続き、各協議会等と連携しながら、コミュニティ・
スクールを活用した特色ある学校作りが図られることを望みます。

②様々な研修機会を活用した教職員の資質・指導力の向上については、新型コロナウイルス感染症が拡大する状況下におい
ても、オンラインを活用した様々な研修等を工夫を凝らして実施したことをを評価します。引き続き、新型コロナウイルス感染症
の動向や教職員の多忙化に配慮しながら、本市の学校全体の教育力向上及び教職員の質の向上のため、多様な研修等を実
施されることを望みます。

③新型コロナウイルス感染症が拡大する状況下でも、市民館等を活用した家庭教育、地域教育に関する学習機会を提供され
たことを評価します。今後は、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、オンライン等を活用した学習機会を提供及び
家庭教育、地域教育の必要性等を啓発していく取組が推進されることを望みます。

④「地域の寺子屋事業」について、76か所に拡充したことを評価するとともに、今後も更なる拡充に向け、地域の寺子屋の周知
に向けた取組を進めていくことを望みます。また、寺子屋の運営を担う人材発掘や人材育成についても、寺子屋先生養成講座
や寺子屋コーディネーター養成講座の実施、効果的な情報の発信を行うとともに、開設した寺子屋教室に対しても運営支援を
行い、利用者及び支援者がともに魅力ある寺子屋事業の運営が推進されることを望みます。

引き続き、子どもがすこやかに育つことのできる環境の充実に向けて、より効果的にICTを活用しつつ、学校・家庭・地域におけ
る教育力の向上のための取組が推進されることを望みます。
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施策の方向性Ⅰ　子どもが地域ですこやかに育つことのできる環境の充実

１　施策の概要

２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

14.86

10.19 9.23 8.87 8.68

件
説明

子育て世帯など誰もが安心して暮らすことができる居
住環境を整えるため、安心、安全、バリアフリーなど
の要件を充足する良質なマンションとして認定した数
【高齢者等に適した住宅供給推進事業】

実績 1 1

％
説明

過年度分の市営住宅使用料の収入率【市営住宅等
管理事業】 実績

回

件

99.41

％

99.53

市営住宅使用料収入率（過年）

施策名

施策の
概要

子育て家庭が安心して暮らせるよう、住まいの確保や居住環境の維持向上のための住宅施策を推進するとともに、良好で快適な地
域の環境づくりに向けて、身近な公園の適切な維持・管理等を行います。
また、犯罪の未然防止に向けて、市内の防犯灯の適切な維持管理を行うとともに、地域の状況に応じて計画的な防犯灯の設置を進
めるなど、安全・安心な地域づくりを進めます。

計画期間
における
主な方向性

≪子育て世帯が暮らしやすい住宅環境の整備≫
子育て世帯の居住環境の向上に向け、子育てに配慮した住宅の普及を推進します。
重層的な住宅セーフティネットの構築に向け、市営住宅の活用や、民間賃貸住宅を活用した住まいの確保等を推進します。
≪安全・安心な居住環境の整備≫
安全・安心な公園・緑地の整備に向け、子どもたちの自然的環境における遊びや体験の場としても活用できるよう、自然的環境を
活かした公園や緑地づくりを促進します。
老朽化の進んだ公園の再整備やバリアフリー化を進めるとともに、長寿命化の取組により、遊具など公園施設の適切な維持管理
を推進します。
子ども・若者に公園を安全に利用できるよう、防犯機能を有する施設管理用カメラの設置を進めていきます。
地域からの需要が高い防犯カメラ設置補助等、地域の防犯力を高める取組を進めることにより安全・安心なまちづくりを推進して
いきます。

施策４　子育てしやすい居住環境づくり

施策を構成す
る事務事業

⑬

⑭

⑮⑨

⑩

⑪

⑫

⑯

⑰

⑱

戸
説明

1,865 1,944 1,944

4
活動
指標

目標 5 5 5 5

説明

不動産団体や福祉関連団体等の多様な主体との連携による
プラットホーム「居住支援協議会」での協議（総会、専門部会
等）により、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な
入居の実現に向けた取り組みを行っていきます。【民間賃貸
住宅等居住支援推進事業】

実績 6 5 6 7

成果
指標

4

指標分類 目標・実績 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

－ －

2
成果
指標

サービス付き高齢者向け住宅の登録数
目標 1,970 2,173 2,375 2,628

説明

3

7
成果
指標

目標

①

②

③

④

⑤

⑥

住宅政策推進事業

高齢者等に適した住宅供給推進事業

民間賃貸住宅等居住支援推進事業

市営住宅等管理事業

魅力的な公園整備事業

公園施設長寿命化事業

防犯対策事業

商店街課題対応事業

⑦

⑧

単位

居住支援協議会の会議開催数

3

回住宅及び住環境に関する政策の重要事項について、
市長の諮問に応じ、調査・審議することを目的に開催
する審議会の開催回数【住宅政策推進事業】 実績 3 2 1 2

1
活動
指標

住宅政策審議会の開催
目標 3 3 3

子育て等あんしんマンション認定件数
目標 4 4 4

99.34

説明
現年度分の市営住宅使用料の収入率【市営住宅等
管理事業】 実績 99.17 99.43 99.46

高齢者すまい法第5条の登録を受けたバリアフリー
構造で生活相談・安否確認のサービスを提供する高
齢者向け住宅の登録戸数【高齢者等に適した住宅供
給推進事業】

実績 1,844

14.56 14.51 14.32

5
成果
指標

すまいの相談窓口における相談者の契約手続き等の同行支援件数
目標 － 6 12 12

説明

すまいの相談窓口において福祉等の既存制度に基づく支援
がない方（介護保険や障害認定等に基づくヘルパー等がい
ない方等）への対応として、契約手続き等の同行支援を実施
します。【民間賃貸住宅等居住支援推進事業】

実績 － 9 2 3

6
成果
指標

市営住宅使用料収入率（現年）
目標 99.2 99.17
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３　評価
　内部評価の結果

38 13 9

50 50 50 50

58 55

35 35 35

目標

説明
公園施設長寿命化計画に基づき遊具の更新を行っ
た公園の箇所数【公園施設長寿命化事業】 実績

1
住宅政策推進事
業

「住宅基本計画」に基づき、住
宅の質の向上や住宅市場の
活性化、子どもから高齢者ま
で市民の居住の安定を図るた
め、民間住宅から公営住宅ま
で、住宅政策全般に関する施
策立案や調査等を実施しま
す。

①住宅基本計画の推進と計画改定に向け
た取組の検証・調整
②住宅・土地統計調査等の調査結果の分
析
③子育て世帯の市内定住促進に資するモ
デル事業の検証結果を踏まえた支援制度
の本格実施
④断熱化の促進に向けたモデル事業の実
施、効果検証

ほぼ目標どおり達成できました。
①住宅政策審議会については3回の目標
としていたところ、2回の開催となりました
が、より専門的な事項について調査・審議
するための専門部会（3回）を活用すること
で、住宅基本計画に基づく住宅セーフティ
ネットの構築に向けた取組等を推進すると
ともに、次期計画改定に向けてこれまでの
取組の状況や成果等について整理し、検
証を行いました。
②次年度の「川崎市の住宅事情」の発行
に向けて、住宅・土地統計調査等の調査
結果について、前回調査結果からの推移
や他都市との比較を行いながら、本市の
住宅の現状・動向等の分析を行いました。
③子育て世帯へのゆとりある住まいの提
供を目的とした支援制度の「川崎市すま
い・いかすプロジェクト」を開始し、既存住
宅の活用に関するセミナーや、既存住宅
の買取再販型の仕組みの普及に向けた
周知等を、民間事業者と連携して実施しま
した。
④空家を町会サロンとして活用したモデル
事業の中で、断熱等に関するDIYを実施し
た事例を踏まえ、ヒートショックなどの健康
対策や省エネ・光熱費の削減効果などが
期待される住宅改修等について、オンライ
ンセミナーにより普及啓発するなど断熱化
の促進を図った。開催しました。

３　ほぼ
目標ど
おり

商人デビュー塾の開催【商店街課題対応事業】

活動
指標

12

説明
街路灯、アーチ、アーケードの施設の撤去を実施した
事業への支援数の累計【商店街課題対応事業】 実績

成果
指標

商店街による安全安心事業への支援件数
目標 45 45 45 45

4744
説明

防犯カメラやAEDを設置した事業への支援件数の累
計【商店街課題対応事業】 実績 44

事務事業名

実績 12

成果
指標

商店街による施設撤去事業への支援件数

12 12

A　貢献し
ている

事業の内容 当該年度の事業の取組内容 取組内容の実績等

15

14

34

創業予定者向けセミナーの講義回数
目標 12

12

目標 22

44 50

説明

11
成果
指標

市内刑法犯認知件数 目標
（以下）

説明
県警発表による市内の空き巣等の刑法犯認知件数
（年度ではなく暦年）【防犯対策事業】 実績

説明
商店街が保有する街路灯を水銀灯などの従来型街
路灯からLED化した事業への支援件数の累計【商店
街課題対応事業】 実績

12
活動
指標

街路灯LED化実施数
目標 90 90

95

13

Ⅰ　現状
のまま継
続

26 30

10

48

35

90 90

件

97 101

回

6,654 6,307 5,726

8,500 8,500

件

回

10

10
活動
指標

出張防犯相談コーナーの開催回数
目標

35

9
活動
指標

住宅の防犯診断の実施件数
目標

説明
空き巣など侵入泥棒への防犯対策として行う住宅の
防犯診断の実施件数【防犯対策事業】 実績

説明
区役所等で開催する、防犯相談や防犯用品の展示
等を行うコーナーの開催回数【防犯対策事業】

7,615

8,500

実績

8
活動
指標

遊具を更新した公園数

施策への
貢献度

今後の事
業の方向
性

77 54

8,500

件

14 37 35 64

件

件

公園

13 12 12 11

95

3728

事業の
達成度
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3

４　目標
を下
回った

目標を下回りました。
①「高齢者居住安定確保計画」に基づき
取組の推進・進行管理を行いました。
②サービス付き高齢者向け住宅の登録数
については、目標を達成することは出来ま
せんでした。全国的にも新規登録戸数が
減少傾向にあるため、今後は社会情勢や
市場動向等を踏まえ、高齢者向け賃貸住
宅の誘導について検討していきます。な
お、登録されている住宅については、定期
報告等によりサービスの内容や提供体制
等の基準への適合状況を確認するなど、
適切に指導監督を行いました。
③広めの住戸を有し福祉機能等を複合的
に備えたサービス付き高齢者向け住宅を
誘導するモデル事業を推進中であり、令
和４年６月に完成を予定していることから、
入居開始後に、入居の状況や居住者の満
足度等を踏まえ効果を検証し、今後のあり
方について検討を進めます。
④【Ｒ１に子育て等あんしんマンション認定
制度とマンション管理組合登録制度を統
合・再編し、「マンション管理組合登録・支
援制度」を創設し、「住宅・マンション良質
化支援推進事業」へ移行】

・不動産団体や福祉関連団体
等からなる居住支援協議会
の適切な運営や、住宅セーフ
ティネット法改正に伴い創設さ
れた住宅確保要配慮者の入
居を拒まない住宅の登録制
度等の推進により、民間賃貸
住宅への入居支援や居住継
続支援等の取組を行います。
・また、川崎市居住支援制度
により、市の指定する保証会
社を活用した入居支援や、市
や支援団体などが、言葉の違
いによるトラブル発生時の通
訳派遣や入居者の見守りを
実施する等の居住継続支援
を行います。

①居住支援協議会で構築した入居支援体
制による支援の実施
②既存住宅を活用した住宅確保要配慮者
世帯向けの住まいの確保に関する取組
（登録住宅制度等）の推進
③すまいの相談窓口における相談者の契
約手続き等の同行等支援の実施（同行等
支援件数：12件）
④居住支援制度による入居支援

高齢者等に適し
た住宅供給推進
事業

・高齢者世帯や子育て世帯に
対して民間事業者の供給によ
り、適正な居住水準の良質な
賃貸住宅を提供するととも
に、入居者の収入に応じて家
賃負担を減額する事業者に
対して費用を助成します。ま
た適正な水準のサービス付き
高齢者向け住宅の供給を誘
導し、市民に対して情報の提
供を行います。
・子育て等あんしんマンション
を認定し、住民の交流と地域
コミュニティの醸成を図るた
め、子育て相談員を派遣しま
す。

①「高齢者居住安定確保計画」に基づく取
組の推進・進行管理
②サービス付き高齢者向け住宅等の誘
導・指導監督による供給の促進
③多様なサービス付き高齢者向け住宅の
供給に向けたモデル事業の実施・効果検
証・今後のあり方検討
④【住宅・マンション良質化支援推進事業】
において登録制度として実施

ほぼ目標どおり達成できました。
①入居支援体制については、居住支援協
議会の相談窓口である「すまいの相談窓
口」において不動産店とのマッチングを実
施しました。また、居住支援協議会におい
て、住宅確保要配慮者の住まい探し・居住
の継続・円滑な退去にそれぞれ必要な取
組について個別に協議する専門部会等を
活用し、相談窓口の充実や、支援体制の
構築、家主・不動産事業者の不安解消等
に向けた取組を推進しました。
②登録住宅制度に関する家主向けセミ
ナー（1回）を開催したほか、神奈川県居住
支援協議会と連携し、申請書作成やシス
テム入力等に関する登録支援を実施しま
した。また、大手不動産ポータルサイトの
ＣＳＶ形式を活用した一括登録により3,930
戸の登録がありました。
③契約手続き等の同行等支援について
は、新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、原則電話等による相談対応としたこ
とから同行支援は3件となりましたが、相
談者の円滑な手続きに向けて不動産事業
者や福祉部局等との事前調整支援を13件
実施し、合計16件の同行等支援を実施し
ました。引き続き、福祉等の既存制度に基
づく支援がない相談者の円滑な入居につ
ながる取組を進めていきます。
④居住支援制度については、市の協定先
保証会社の家賃債務保証を活用した入居
支援を97件行いました。

2

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

民間賃貸住宅等
居住支援推進事
業

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続
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4

6

5

関係法令に基づいて管理代
行制度を導入し、管理代行者
である川崎市住宅供給公社
が入居者の募集、入居手続
き、建物の維持・修繕等を実
施し、市が住宅使用料等の収
納調定、使用料未納者に対
する法的措置、公社による管
理代行業務の指導管理を
行っています。

①「市営住宅等ストック総合活用計画」に
基づく計画的な修繕・維持管理の実施
②市営住宅等管理業務に係る外部委託
及び委託業務に関するモニタリングの実
施
③次期管理業務の外部委託の調整
④住宅に困窮する若年子育て世帯等の入
居機会の拡大に向けた期限付き入居制度
の実施・検証
⑤市営住宅等の使用料の適正管理及び
不適正使用への対応等

ほぼ目標通り達成しました。
①市営住宅等の計画的な修繕・維持管理
について、委託先の川崎市住宅供給公社
と緊密な連携・調整を行い、適切に対応し
ました。
②川崎市住宅供給公社に委託している市
営住宅等管理業務について、定量的な指
標等を用いた評価方法によるモニタリング
を実施し、住宅政策審議会に評価を確認
する等、評価の客観性を確保しました。
③次期管理期間（R4年度～R8年度）の管
理代行業務について、市住宅供給公社と
協定を締結するとともに、R４年度の管理
代行業務の委託契約に向け、委託の仕様
等の見直しを行いました。
④期限付き入居制度については、年４回
募集を実施し37世帯が入居しました。ま
た、これまでの応募状況や当該制度で入
居した世帯を対象としたアンケートから、
子育て世帯の入居の促進に効果があった
ことから、引き続き、募集を実施するととも
に、制度の拡充についても検討していきま
す。
⑤現年度99.53％、合計92.90％となり、収
入未済額も約85,093千円縮減することが
できました。過年度分収入率は、退去滞納
者において所在不明者や死亡者等が多
く、目標値を下回っていますが、今後も引
き続き、粘り強く退去滞納者宛て支払を促
し、過年度分収入率の向上を図ってまいり
ます。また、高額所得者や入居要件を充
足しない使用者85件に対する退去指導を
行い、自主退去57件及び強制執行による
明渡2件の計59件について不適正使用を
是正しました。

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

２　目標
を上
回って
達成

魅力的な公園整
備事業

公園施設長寿命
化事業

市営住宅等管理
事業

A　貢献し
ている

Ⅰ　現状
のまま継
続

A　貢献し
ている

Ⅰ　現状
のまま継
続

老朽化の進んだ公園につい
て、地域のご意見等を踏まえ
た再整備計画を策定し、公園
の再整備を進めるとともに、
公園のバリアフリー化整備や
新設などを進めます。

①特色ある公園づくりに向けた公園の再
整備の推進
②バリアフリー化に向けた取組の推進
③身近な公園の整備の推進
④施設管理用カメラ設置の推進

目標どおり達成できました。
①特色ある公園づくりに向けた公園の再
整備の推進については、稲田公園の計画
調整を実施しました。
②バリアフリー化に向けた候補地検討をし
ました。
③中野島３丁目公園の整備を実施しまし
た。
④今年度は、施設管理用カメラの設置は、
要領に基づき、大規模公園において施設
の保安管理上設置が必要な場合や、複数
回にわたる器物破損等が行われ、カメラ
の設置以外に合理的な方策がない場合に
設置することになっており、要領に基づく
設置基準に該当する箇所がなかったこと
から、新たな設置はありませんでした。ま
た、既設カメラについては引き続き、適正
な維持管理を実施しました。

市民が安全かつ快適に利用
できるよう、長寿命化計画に
基づく計画的な遊具更新と遊
具点検を実施し、公園施設の
適切な維持管理を行います。

①長寿命化計画に基づく遊具など公園施
設の設計・整備（木月八幡公園ほか10公
園）

目標どおり達成できました。
①長寿命化計画に基づく遊具など公園施
設の設計・整備については、下小田中公
園のほか63公園の遊具を更新しました。
なお、木月八幡公園の遊具については、
点検の結果などから更新年度を繰り下げ
ました。また、長寿命化計画に基づき、職
員による日常点検及び専門業者による遊
具及び夜間照明塔の定期点検を実施しま
した。
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商店街が実施する街路灯ＬＥ
Ｄ化等の省エネ化による機能
向上や防犯カメラ設置等によ
る安全安心な施設整備を支
援します。
空き店舗活用事業や創業者
向け支援事業を実施します。

①街路灯のLED化等の商店街エコ化プロ
ジェクト事業（実施数：全90商店街以上）
②防犯カメラ、AED等の設置を補助する安
全安心事業の実施（実施数：全45商店街
以上）
③老朽化した街路灯等の除去を行う商店
街施設の撤去の支援（累計30件以上）
④市内商店街等における創業予定者向け
セミナーの実施（12回）

ほぼ目標どおり達成できました。
①街路灯ＬＥＤ化のエコ化プロジェクト事業
については、４件の実施があり、累計で目
標を上回りました（累計101件）。
②安全安心事業については、１件の実施
があり、累計で目標を上回りました（累計
48件）。
③商店街施設の撤去支援については、商
店街に組織継続や維持管理の可否につ
いて検討を促したところ、6件の実施があ
り、累計で目標を上回りました（累計50
件）。
④創業予定者向けのセミナーについて
は、オンライン講座を中心に10回の講義を
実施しました。実施回数が目標回数を下
回る結果となりましたが、新型コロナウイ
ルス感染症対策を徹底したうえで、先輩起
業家との座談会などリアルでの講義も実
施しました。今後は、新型コロナウイルス
感染症の状況を踏まえながら、オンライン
を活用する等、開催手法等を検討し、目標
達成に向けて取り組んでいきます。

Ⅱ　改善
しながら
継続

7
３　ほぼ
目標ど
おり

防犯対策事業

8
商店街課題対応
事業

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

地域で発生する空き巣等の
犯罪の防止に向け、多様な主
体と連携して、パトロールなど
への支援による自主防犯活
動を推進したり、防犯カメラの
設置を補助するなどの取組を
進めます。

①多様な主体と連携した防犯意識の普及
啓発や防犯活動の推進
②防犯カメラ設置補助の実施
③ESCO事業によるLED防犯灯の維持管
理等の実施
④市内の犯罪情報の一元化及び迅速な
情報配信を目的とした「かわさき安全・安
心ネットワークシステム」の運用
⑤警察官OBなど専門知識を有する「安
全・安心まちづくり対策員」による地域パト
ロールと住宅の防犯診断の実施（診断件
数50件以上）
⑥出張防犯相談コーナーの開設（開設数
３５回以上）
⑦専門相談員による犯罪被害者支援相談
の実施

ほぼ目標どおり達成できました。
①の多様な主体との連携は市及び各区に
おいて、安全安心まちづくり協議会を開催
し、防犯意識の共有化を図りました。
②の防犯カメラ設置補助については、41
台の補助を実施しました。
③のＥＳＣＯ事業については、約68,000灯
の防犯灯の維持管理を行うとともに、317
灯の防犯灯を新設しました。
④の「かわさき安全・安心ネットワークシス
テム（防犯アプリ）」については、延べ約
40,000件ダウンロードされ、446件の犯罪・
不審者情報を配信しました。
⑤の住宅の防犯診断については、54件実
施しました。
⑥の出張防犯相談コーナーは、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で区役所や老人
いこい家等での開催を中止したことによ
り、9回の実施となりました。今後も、継続
した取組を進めるとともに、社会情勢を踏
まえた啓発手法の見直しについて検討し
ます。
⑦の犯罪被害者支援相談については、47
回実施しました。

総合的な
評価

①子育て世帯の市内定住促進については、子育て世帯へのゆとりある住まいの提供を目的とした支援制度の「川崎市すまい・
いかすプロジェクト」を、昨年度の試行を踏まえて本格実施し、既存住宅の活用に関するセミナーや、既存住宅の買取再販型
の仕組みの普及に向けた周知等を、民間事業者と連携して実施しました。

②老朽化の進んだ公園については、バリアフリー化や特色ある公園づくりに向けた再整備を実施するとともに、安全・安心に利
用できるよう、施設管理用カメラを適切に管理しました。また、公園の長寿命化計画に基づき、遊具の日常点検及び定期点検
を行い、目標の１１か所を上回る６4か所の公園の遊具を更新しました。

③地域の防犯対策については、防犯カメラ設置補助については、４１台の補助を実施するとともに、ＥＳＣＯ事業については、約
68,000灯の防犯灯の維持管理を行うとともに、３１７灯の防犯灯を新設しました。

これらを実施することにより、子育て家庭が安心して暮らせる居住環境づくりを推進しました。また、犯罪の未然防止に向けて、
安全・安心な地域づくりを推進しました。

子ども・子育て会
議からの意見・評

価

①子育て世帯が暮らしやすい住宅環境の整備については、市民のニーズを踏まえて、子育て家庭が安心して暮らせるよう、引
き続き、住まいの確保や居住環境の維持向上のための住宅施策を推進することを望みます。

②良好で快適な地域の環境づくりに向けた、身近な公園の適切な維持・管理については、子ども・若者が公園を安全に利用で
きるよう、老朽化の進んだ公園について、再整備を進めるとともに、引き続き、防犯機能を有する施設管理用カメラの適切に管
理していくことを望みます。

③地域の防犯対策については、地域からの需要が高い防犯カメラ設置補助等、地域の防犯力を高める取組を進めるとともに、
犯罪の未然防止に向けた市内の防犯灯の適切な維持管理や、地域の状況に応じた計画的な防犯灯の設置を進めるなど、安
全・安心なまちづくりを推進していくことを望みます。

引き続き、子どもが地域ですこやかに育つことのできる環境の充実に向けて、子育てしやすい居住環境づくりが推進されること
を望むとともに、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、展示会やセミナー等については、柔軟に対応して取り組む
ことを望みます。

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている
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４　改　善　

子ども・子育て会議からの
意見評価を踏まえた今後

の取組

①子育て世帯が暮らしやすい住宅環境の整備については、社会状況の変化や市場の動向を踏まえながら、住宅基
本計画に基づき、重点的にあり方を検討していく課題に焦点を当て、課題毎に住宅政策審議会及び専門部会を開
催し、より専門的に調査審議を実施するなど、計画に位置付けた施策を推進していきます。

②良好で快適な地域の環境づくりに向けた、身近な公園の適切な維持・管理については、老朽化の進んだ公園の
再整備やバリアフリー化などの取組は必要不可欠な事業であることから、継続的に事業を推進し、公園の魅力の向
上を図っていきます。

③防犯灯LED化ESCO事業については、地域ニーズが高い新設要望に対応するため、設置数の増加を図るととも
に、地域で防犯活動を行っている町内会等に対して防犯カメラ設置補助を行うなど、地域の防犯力を高める取組を
進めることにより、安全・安心なまちづくりを推進していきます。
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施策の方向性Ⅱ　子どもの育ちの基盤となる保育・教育環境の充実

１　施策の概要

計画期間
における
主な方向性

施策名

施策の
概要

高まる保育ニーズや子育て家庭の多様なニーズに適切な対応を図るため、民間の多様な運営主体の参画を促進しながら、地域の
保育需要にあった保育受入枠の拡大に向けた取組を推進するとともに、きめ細かな保護者への相談支援を実施するなど、待機児
童解消に向けた取組を継続します。
また、質の高い保育・幼児教育の推進に向けては、保育の担い手となる人材の確保・育成を図るとともに、民間の多様な事業主体
への支援を進めます。

≪多様な手法による保育受入枠の拡大≫
武蔵小杉駅周辺や新川崎・鹿島田地区など大規模集合住宅の開発が活発な地域や、鉄道主要駅周辺地域を中心に、今後も増
加を続ける保育所利用申請者のニーズに対応するため、重点的に保育所の整備が必要な箇所を定める一方で、国の「子育て安心
プラン」（平成29（2017）年6月）に基づき、新たに容積率緩和制度の活用や、都市公園法改正に伴う公園内での保育所整備について
も検討し、引き続き多様な整備手法を用いることによって、必要な場所に必要な量の保育受入枠を柔軟かつ効率的に確保していき
ます。
保育所整備費補助や賃借料補助については、地価・賃料の高騰など保育所の新規整備における都市部特有の課題として、制度
の更なる充実や安定的な事業実施を図るよう、今後も国に対して働きかけを継続します。
保育所等の新規整備のほか、既存保育所の増築・分園化等も含めた定員枠の拡大や、年齢別定員（特に３歳児の受入枠）の変
更、国の保育補助者雇上げ強化事業を活用した基準内での定員を超えた受入れを民間保育所に呼びかけるなどの取組を継続し、
総合的な保育受入枠の確保に取り組みます。
認可外保育施設のうち、設備や運営の基準等が認可保育所や小規模保育事業の設置基準を満たすことができる施設について
は、事業者を積極的に支援し保育の質の向上を図りながら、円滑な認可保育所や小規模保育事業等への移行を促進します。
「横浜市と川崎市との待機児童対策に関する協定」（平成26（2014）年）に基づき、市境にある市有地や国有地、民有地等で周辺
の保育需要を双方に補完し合える土地等を活用し、保育所等の共同整備に向けた検討を進めていきます。
≪区役所におけるきめ細やかな相談・支援の継続≫
区役所において、利用申請前の段階から、保育所入所保留となった申請者に対するアフターフォローまで、これまでに蓄積された
相談支援に関するノウハウを活用しながら、保護者の視点に立ったきめ細やかな相談・支援を継続します。
引き続き、保育資源等の情報収集を行うとともに、利用者のニーズに応じたわかりやすい情報提供に努めます。
≪保育士確保対策の更なる強化≫
全国の保育士養成施設への働きかけ及び連携を強化し、保育士の確保を進めます。
保育士資格を持ちながら就職していない潜在保育士が多数いることを踏まえ、円滑な就職・復職を支援するための取組を進めま
す。
認可外施設を含む市内保育施設の保育従事者の保育士資格取得を支援します。
保育士宿舎借り上げ支援事業や保育士修学資金貸付等事業など、国が主導する制度については、保育人材の確保を支援するそ
の他の取組と効果的に連動させながら、積極的に活用します。

施策５　質の高い保育・幼児教育の推進

≪幼稚園における保育ニーズへの対応の推進≫
多様な教育・保育ニーズへの柔軟な対応を図るため、幼稚園から認定こども園への移行を促進し、移行に向けて計画的な整備を
進めます。
認定こども園への移行にあたっては、円滑に移行が進むように、施設の個別の状況に応じた支援と段階を踏んだ取組を行いま
す。
幼稚園在園児を対象とした幼稚園型一時預かり事業については、平日及び土曜日の11時間以上（教育時間を含む）の預かりや、
長期休業日等の預かりを実施する幼稚園の更なる増加、２歳児の預かり保育を促進できるよう、支援策の充実を検討します。
幼稚園の運営事業者が、新規に小規模保育事業（０～２歳児対象・定員19人以下）を開設することや、幼稚園を既存の小規模保
育事業を連携する施設と位置づけ、3歳到達時には幼稚園で受け入れる仕組みは、40人規模の認可保育所の整備と同様の効果が
あるため、今後はこうした手法を積極的に推進します。
≪多様な運営主体による保育の質の確保≫
多様な運営主体が事業を展開していく中で、保育の質の維持・向上に向けて、様々な機会を捉え実践的な知識や保育技術を公民
で共有します。
将来的に保育士等の処遇改善加算の受給要件となる可能性があるキャリアアップ研修については、神奈川県が実施主体である
ものの、より多くの市内対象者が早期に受講できるよう、当分の間、本市においても実施します。
処遇改善の更なる充実に向け、国に働きかけを行うとともに、給付額が着実に保育士等に行き渡るよう、施設や法人への運営指
導を強化します。
地域型保育事業については、小規模である事業特性を踏まえ、連携する保育所等の教育・保育施設（連携施設）を設定し、利用す
る子どもの交流や保育内容の運営支援を行います。
新たな公立保育所については、今後、「保育・子育て総合支援センター」として、これまでの取組を強化しながら、民間保育所支援
策の量的・質的な拡充と、民間保育所機能との更なる連携の強化に向けた検討を進めます。
≪多様な保育サービスの提供≫
多様化する保育ニーズに的確に対応するため、新規に開設する民間保育所等の延長保育については、原則として20時までの実
施を標準とします。
一時保育については、今後も積極的に実施施設の拡大を目指します。
休日保育については、ニーズの高い地域と時期を検証し、的確なサービス供給量の確保に努めます。
≪特別な支援を必要とする子どもへの対応の充実≫
特別な支援が必要な子どもへの支援に際しては、小学校への円滑な接続を視野に入れ、保護者、療育センター、小学校等との連
携の取組を進めていきます。
医療的ケアが必要な子どもが保育を必要とする場合、公立保育所のセンター園では、今後も一定の条件の下で受け入れを実施し
ます。民間保育所での受け入れについては、専任の看護師の確保に対する支援策の創設について、国への働きかけを強化しま
す。
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２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

計画期間
における
主な方向性

29

目標

2
成果
指標

横浜保育室利用人数
目標

説明
厚生労働省「保育所等利用待機児童数調査要領」に
基づき集計した、翌年度４月１日時点の待機児童数
【待機児童対策事業】 実績

保育士確保対策事業

⑪

⑫

29 29

説明
横浜保育室を利用する川崎市民の人数（翌年度４月
１日時点の利用児童数）【待機児童対策事業】 実績

説明

翌年度４月１日時点の民間保育所における定員数※R2年度及びR3
年度の目標値は『「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」第６章改定
版（川崎市第２期子ども・子育て支援事業計画）（R2年3月策定）』にお
いて新たに設定した数値（かっこ内は、第２期実施計画上の数値）【民
間保育所運営事業】

1,033 1,283885

人

88目標 84

人1
成果
指標

待機児童数

指標分類 目標・実績 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 単位

施策を構成す
る事務事業

≪公立保育所の民営化・民設化と施設老朽化対策への対応≫
公立保育所の民営化については、各施設における適切な手法を見極めながら、令和３（2021）年４月の完了を目指し、取組を推進
します。
公立保育所の指定管理者制度導入園（公設民営）については、引き続き民設民営化を進め、平成31（2019）年４月の完了に向け
て取組を推進します。
「新たな公立保育所」については、早期に建替えるべき保育所と長寿命化を進めるべき保育所を分けることで、効率的で計画的な
維持保全を進め、公立保育所全体のライフサイクルコストの低減を図ります。
老朽化した民間保育所の建て替えや大規模修繕に関する効率的な支援策については、国の制度の活用など、その手法や資金調
達の関係も含め、設置・運営法人と調整を図り、本市の持続可能な支援策を検討します。
≪多様な運営主体・手法による保育施策の推進≫
認可外保育施設における適正な保育内容や保育環境が確保されるよう、引き続き、指導体制を確保し、「認可外保育施設指導監
督基準」に基づく立入調査・指導を実施します。
川崎認定保育園など認可外保育施設を積極的に活用するため、事業者への支援や、保育従事者に対する処遇改善について、持
続可能な支援策の検討を進めます。
≪幼児教育の質の向上と教育・保育の一体的な推進≫
子どもたちが安心して過ごし、充実した活動ができる教育・保育環境を整えていけるよう、幼稚園のそれぞれの特色を活かした実
績を踏まえ、引き続き充実した幼児教育を推進します。
特別な支援を必要とする子どもの受入れの推進など、幼稚園における特色ある教育の充実を図るため、必要な経費の助成や幼
児教育相談員の巡回等、幼稚園における教育の振興や支援に引き続き取り組みます。
国の基準を踏まえながら、教育職員の確保や安定雇用等、市としての運営水準の向上を図ります。
幼稚園、認定こども園、保育所と小学校、地域療育センター等の専門機関と連携して情報交換や研修の実施、子ども同士の交流
等を通して、相互に教育内容や子どもの状況等を把握するなど、幼保小の連携を図りながら、子どもたちが安心して小学校生活をス
タートできるように、小学校教育との円滑な接続を行います。
≪保育料収納率の更なる向上に向けた取組≫
保育料徴収業務においては、引き続き口座振替の促進を図るとともに、これまで実施してきた保育料収納率の向上に向けた取組
をさらに強化します。
国の幼児教育・保育の無償化については、今後の国の制度設計を注視するとともに、近隣他都市と協力しながら、待機児童対策
と整合のとれた制度となるよう、機会を捉えて、国への働きかけを行います。

⑧

① ⑦

公立保育所運営事業

認可外保育施設支援事業

幼児教育推進事業

保育料対策事業

⑨

⑩

②

③

④

⑤

⑥

活動
指標

認可保育所の整備における保育受入枠の拡大

29

27 24

⑬

人

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

待機児童対策事業

人
説明

民間事業者の活用など多様な手法を用いた認可保
育所の整備による翌年度4月1日時点の定員拡大数
（かっこ内は、第２期実施計画上の数値）【認可保育
所整備事業】

実績 1,870 1,563

1,562
(2,037)

2,350 2,151

一時保育の実施園数

5

説明
翌年度４月１日時点の民間保育所における一時保育
実施園数【民間保育所運営事業】 実績

6
活動
指標

実績

か所

86

4
活動
指標

民間保育所の定員数
目標

活動
指標

地域型保育事業（小規模保育・家庭的保育・事業所内保育）の定員数
目標

翌年度４月１日時点の民間保育所における定員数※R2年度及びR3
年度の目標値は『「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」第６章改定
版（川崎市第２期子ども・子育て支援事業計画）（R2年3月策定）』にお
いて新たに設定した数値（かっこ内は、第２期実施計画上の数値）【民
間保育所運営事業】

86

30,625

1,188
(1,500)

1,340
(-)

26,135 28,385
29,530
(30,720)

30850
(-)

29,325実績

人

1,234

1,263

86

3

認可保育所整備事業

民間保育所運営事業

1,827
(2,127)

12 9

14 12 0 0

目標 0 0 0 0

25,790 27,530

1,027

1,551 1,466

説明

88

8583
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実績 4 3

8
活動
指標

4,500

9
成果
指標

-

目標 7 7

13
活動
指標

私立幼稚園保育料等補助金支給人数

4 3 6

-

公民保育所職員研修の参加者数
目標

10
活動
指標

認可外保育施設受入児童数
目標

11
活動
指標

保護者への保育料補助の助成対象児童数
目標

12
活動
指標

病児・病後児保育事業の実施施設数

7
活動
指標

4,591 4,296 4,077 4,023

人
説明

市単独施策である川崎認定保育園及びおなかま保
育室の翌年度４月1日時点の利用者人数【認可外保
育施設支援事業】 実績 4,039 3,501 2,874 2,469

説明
翌年度４月１日時点において新たに民設民営に移行
した公設公営の保育所の園数【公立保育所運営事
業】

目標 -

8.2

点
説明

「認可保育所等利用アンケート」（無作為抽出利用者
2,000 人）における各質問項目（10 段階）の平均値
※10 点満点【公立保育所運営事業】 実績

園

4,500

人
説明

保育の質の向上を図るに当たって重要となる、公民
保育所職員を対象とした各種研修への参加人数【公
立保育所運営事業】 実績 5,202 5,372 5,777 6,838

4,5004,500

民設民営に移行した公設公営の保育所の園数

6

- 7.8 - 7.8

保育所等における利用者の満足度
目標 -8.2

4,653 4,421 4,175 3,956

人
説明

川崎認定保育園に通園する児童の保護者への保育
料補助の実施人数【認可外保育施設支援事業】 実績 4,669 3,929 4,126 3,671

7 7

か所
説明

病気の回復期に至っていない病児・病後児を対象と
した保育事業の実施施設数【認可外保育施設支援事
業】 実績 7 7 7 7

目標 18,370 17,196 16,232 15,137

人
説明

私立幼稚園保育料等補助金支給人数（私学助成の幼稚園を
対象とした本補助金は、施設型給付への移行に伴い、対象
者数は減少します。なお、数値は目標ではなく実績管理のも
のとなります。）【幼児教育推進事業】

実績 18,721 17,511 16,722 14,675

14
活動
指標

一時預かり事業の実施園数
目標 31 32 33 33

園
説明

翌年度４月１日時点の幼稚園における一時預かり事
業の実施園数【幼児教育推進事業】 実績 31 32 38 39

15
活動
指標

幼稚園から認定こども園への移行園数
目標 3 3

4
(3)

2
(-)

園
説明

翌年度４月１日時点の民間保育所における定員数※R2年度及びR3
年度の目標値は『「川崎市子ども・若者の未来応援プラン」第６章改定
版（川崎市第２期子ども・子育て支援事業計画）（R2年3月策定）』にお
いて新たに設定した数値（かっこ内は、第２期実施計画上の数値）【幼
児教育推進事業】

実績 3 2 2 4

16
成果
指標

就職相談会、保育所見学・体験型事業、試験対策講座事業等の参加者数
目標 2,300 2,600 2,700 2,700

人
説明

就職相談会、セミナー、保育所見学・体験型事業、復
職支援研修、試験対策講座等の参加者数【保育士確
保対策事業】 実績 2,848 2,567 3,171 3,095

17
活動
指標

保育士宿舎借り上げ支援事業の補助対象者数
目標 907 997 1,117 1,216

人
説明

法人が常勤保育士のために借り上げを行う保育士宿
舎についての実施者（補助対象者）数【保育士確保
対策事業】 実績 1,334 1,638 1,971 2,113

18
成果
指標

就職相談会及び保育所見学・体験型事業によるマッチング件数
目標 2,800 2,900 3,000 3,100

人
説明

就職相談会及び保育所見学・体験型事業による求人
事業者と求職者とのマッチング件数【保育士確保対
策事業】 実績 3,014 2,995 2,684 2,408

19
活動
指標

保育士修学資金貸付等の利用者数
目標 63 120 120 120

人
説明

保育士修学資金貸付等の利用者数【保育士確保対
策事業】 実績 31 56 43 70

20
成果
指標

保育料収納率
目標 98.8 98.96 99.08 99.18

％
説明

収納率＝徴収額／調定額×100（％）【保育料対策事
業】 実績 98.87 98.96 98.92 99.13
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３　評価
　内部評価の結果

事業の内容 当該年度の事業の取組内容 取組内容の実績等

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

事務事業名

３　ほぼ
目標ど
おり

４　目標
を下
回った

事業の
達成度

待機児童対策事
業

認可保育所整備
事業

A　貢献し
ている

　地域の保育需要にあった認
可保育所の整備や認可外保
育施設等への支援を進めると
ともに、きめ細やかな保護者
への相談支援を実施するな
ど、待機児童解消に向けた取
組を推進します。

① 区役所における保育所入所相談、コー
ディネートなどのきめ細やかな利用者支援
の実施
② 横浜市との協定に基づく待機児童対策
の推進（横浜保育室利用人数：9人）

目標どおり達成できました。
①区役所における利用者支援については、保留
通知発送後の約2週間、平日夜間・土曜日に相
談窓口を開設し、平日の日中に区役所に来庁で
きない方への相談機会を提供しました。また、保
育所入所に係る説明等を動画で発信するなど、
コロナ禍における感染拡大防止のための取組を
実施しました。
②の川崎認定保育園と横浜保育室の相互利用
の促進について、令和３年４月１日時点で横浜
保育室を利用する川崎市民は9人（前年同月12
人）となりました。年々施設数が減少していること
から、利用者についても減少していますが、待機
児童対策に資する取組として引き続き推進して
いきます。

高まる保育ニーズに適切に対
応するため、「川崎市子ども・
子育て支援事業計画」に基づ
き、認可保育所の整備、公立
保育所の民営化等により認可
保育所等における保育受入
枠の拡大を推進します。

①令和４年４月の定員数の確保に向けた
整備等（定員1,562人増）

目標を下回りました。
4回の公募の実施による民間事業者を活
用した認可保育所の整備により、約20の
事業者から応募があったものの、保育所
等整備事業者選定委員会により不選定と
なった事業者や選定途中で辞退した事業
者があったため、定員1,466人の増となり
ましたが、保育所等整備事業者選定委員
会での保育の質を担保した適正な選定を
実施したほか、多様な整備手法により保
育受入枠の拡大に努め、待機児童の解消
を図ることができました。今後は、公募受
付期間前から市ホームページで公募地域
等の事前周知や、切れ目なく整備相談を
実施するほか、地域の保育ニーズに応じ
て柔軟に整備が必要な地域を定め、応募
につながりやすいよう募集要項の見直しを
行うなど、更なる保育受入枠の拡大につ
ながる取組を実施します。
令和４年４月の定員数の確保に向けた整
備等　定員1,466人増（内訳：民間事業者
活用型620人、市有地活用型120人、鉄道
事業者活用型120人、民間保育所建替え
による定員増15人、認定こども園移行115
人、既存園の定員変更等75人、川崎認定
保育園の認可化350人、地域型保育事業
による受入枠の確保51人）

施策への
貢献度

今後の事
業の方向
性

Ⅱ　改善
しながら
継続

2

1
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国及び市が定める子どものた
めの教育・保育給付費等の支
給・充実により、運営内容の
支援・向上を図ります。また、
運営内容に関する日々の相
談や園訪問等により、適正な
運営の確保を図ります。

引き続き待機児童の解消と多様な保育の
推進を図るため、民間保育所・地域型保
育事業の適正な運営の確保に向けた支
援を次のとおり行います。
①　民間保育所の受入枠の確保（R4.4の
定員数：30,850人※）
②　地域型保育事業の受入枠の確保
（R4.4の定員数：1,340人※）
③　一時保育の実施数の拡大（R4.4の実
施園：88か所）
④　職員等の処遇改善及びキャリアアップ
等運営支援の推進

※『「川崎市子ども・若者の未来応援プラ
ン」第６章改定版（川崎市第２期子ども・子
育て支援事業計画）（R2年2月策定）』にお
いて、就学前児童数の実績値や、保育
ニーズの高まり等最新の社会情勢の変化
を反映し、新たな数値を設定

ほぼ目標どおり達成できました。
①民間保育所の定員について、認可保育
所の整備が目標を下回ったことにより、目
標値には達しませんでしたが、前年度
29,325人から、30,625人と増員し、ほぼ目
標どおり達成しました。今後は、公募受付
期間前から市ホームページで公募地域等
の事前周知や、切れ目なく整備相談を実
施するなど、更なる保育受入枠の拡大に
向けた取組を実施します。
②地域型保育事業について、認可外保育
施設から移行数が目標を下回ったことに
より、目標値には達しませんでしたが、前
年度1,234人から1,283人と増員し、ほぼ目
標どおり達成しました。今後は、地域型保
育事業に係る保育需要を注視しつつ、移
行希望施設と事前協議を行い、保育受入
枠の確保に取り組みます。
③一時保育事業の実施園については、令
和4年4月1日時点では、前年度86か所か
ら変わらないものの、令和4年度中に1施
設の増加を見込み、次年度中の実施に向
けて整備を進めました。
④キャリアアップ研修の実施など、国の処
遇改善等加算の適切な執行に向けた運
営支援を推進しました。
その他、新型コロナウイルスの感染拡大
を受けて、マスクや消毒液等感染防止用
の物品等の購入等に要する費用の一部
や、職員が感染症対策の徹底を図りなが
ら事業を継続するために必要となる経費を
補助しました。また、保育所等の経営を守
るため、利用者減少の影響によらない委
託費の給付や一時保育事業の減収補填
を実施しました。

センター園及びブランチ園の
エリアの中で、実践的な知識
や保育技術の向上について、
民間事業者との情報共有や
連携を図り、認可外保育施設
等の支援等を実施するととも
に、公民合同の研修会により
保育人材を育成します。
また、事業実施スペースの創
出など、公立保育所のさらな
る機能強化のため、老朽化し
た施設の再整備等を行いま
す。

①公立保育所の老朽化対策の実施
・古川保育園、中原保育園の運営開始
・藤崎保育園の実施設計・工事着手
②公立保育所の民営化の推進（R3.4民営
化：5か所・6園（民営化終了））
③公民保育所職員研修の実施（参加者
4,500人以上）
④公立保育所における地域の子ども子育
て支援及び民間保育所等への支援の実
施（中原区・保育子育て総合支援センター
の開設）
⑤公民の連携や人材育成研修等の実施
【各区地域課題対応事業から移行】

ほぼ目標どおり達成しました。
①公立保育所の老朽化対策の実施については、次のとお
り実施しました。
・公立保育所の補修・修繕工事を適切に実施
・藤崎保育園については、地中障害物等の影響により、運
営開始を令和４年度に延期
③公民保育所職員研修を実施し、6,838人が受講しまし
た。
④子育て相談や絵本貸出などの地域の子育て支援を実施
するとともに、新しい生活様式に配慮した保育事例集及び
追加情報「げんきになあれ」（第１８号まで発行）を作成・配
布するなどの民間保育所等支援を実施しました。
⑤書面による「各種連携会議」などを通じた公民連携や課
題別研修などの人材育成研修をＷＥＢを活用して実施しま
した。さらに園内研修等にも活用できる「保育のポイント
集」やその活用のためのおたより「ぽかぽか」（第３号まで
発行）を新たに作成し、保育の質向上を図りました。
その他、各保育・子育て総合支援センター及び公立保育
所センター園において、医療的ケア保育を実施しました（８
名）。
また、コロナ禍への適切な対応のため、簡易医務環境の
整備、ウォッシャブル布団等の感染対策物品の導入、オン
ライン環境の拡充、会計年度任用職員の処遇改善に取り
組みました。
保育所等における利用者の満足度は目標達成に至りませ
んでしたが、全調査項目で「満足」（６点以上）と回答した方
が９０％を超える結果となりました。目標を下回った主な要
因は保育所等の情報の入手のしやすさについて、満足（６
点）以上が多かったものの、平均が約６．７点と他の項目よ
り低く、コロナ禍において、保育所等の見学などが十分に
できなかったことなどが要因と考えているため、こ情報発
信を工夫していきます。

4
Ⅱ　改善
しながら
継続

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

公立保育所運営
事業

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

民間保育所運営
事業

3

A　貢献し
ている
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継続的な待機児童解消に向
けた多様な保育ニーズへの
対応策として、川崎認定保育
園利用者への保育料補助を
実施し、認可外保育施設等へ
の支援を拡充して安定的な保
育受入枠の確保を図るととも
に、子ども・子育て支援新制
度に基づく認可化及び地域型
保育事業への円滑な移行を
推進します。

①保護者への保育料補助の実施（助成児
童数：3,956人）
②川崎認定保育園等の認可化の推進
　及び川崎認定保育園、おなかま保育室
による児童の受入の促進（4,023人）
③病児・病後児保育事業の実施(R3.4実施
園：７園)
④認可外保育施設への保育指導員の立
入調査や巡回指導等（指導監督実施施設
100％）

ほぼ目標どおり達成できました。
①川崎認定保育園保育料補助については、年２
回（前期分・後期分）実施しました。幼保無償化
実施後も、保育料補助事業を継続して実施し、
保護者の経済的負担軽減に寄与しました。（助
成児童数：3,671人）
②川崎認定保育園の認可化については、１２園
について、令和４年４月に向けて認可保育所及
び小規模保育事業への移行を実施しました。ま
た、川崎認定保育園及びおなかま保育室につい
ては、市HPの空き情報の掲載や区役所窓口等
での案内を通じて、児童の受入を促進しました。
（受入児童数：2,469人）認可化等により、既存施
設が減少したことにより、受入児童数及び保育
料補助の助成対象児童数が減少したところです
が、待機児童解消に向けた多様な保育ニーズの
対応策として引き続き効果的に活用していきま
す。
③病児・病後児保育事業について、市内７施設
において、安定的に実施しました。
④保育士資格等を有しないベビーシッター等へ
子育て支援員研修を２回実施しました（受講者：
83人）
⑤その他、新型コロナウイルス感染症の拡大防
止のため、以下の取組を実施しました。
●川崎認定保育園及び地域保育園の在園児
（保育の必要性がある、無償化対象外の0～2歳
児が登園自粛の要請に協力した場合等）に登園
自粛日数に応じて登園自粛協力金を支給しまし
た。また、おなかま保育室については、自粛した
日数に応じて保育料を日割り計算で減額しまし
た。
●登園自粛等に伴い、利用児童数減少により保
育料収入が減収となった川崎認定保育園に対し
て、助成金を減額することなく、支出しました。
●利用児童数減少に伴い、利用料収入が減収と
なった病児・病後児保育事業者に対して、委託
料の補填を行いました。

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

認可外保育施設
支援事業

幼児教育推進事
業

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

私立幼稚園在園児の保護者
に補助金を交付し、保育料等
の負担を軽減します。
幼稚園型一時預かり事業の
実施園及び保育時間等の拡
大を図るとともに、幼稚園から
認定こども園への移行促進を
図ります。
川崎市幼稚園協会事業への
補助及び幼児教育相談員に
よる巡回相談を実施し、幼児
教育の推進を図ります。

①幼稚園在園児の保護者への保育料等
補助（施設等利用費）の実施（助成児童
数：15,137人）
②幼稚園型一時預かり事業の推進（R3.4
時点実施園数：38園）及び実施園における
預かり保育の長時間化・通年化の受入年
齢拡大の推進
③認定こども園への移行（目標移行園数：
2園　R3.4時点認定こども園数：14園　※
【第２期実施計画上の数値：3園】）
④幼児教育相談員による巡回相談の継続
実施

※『「川崎市子ども・若者の未来応援プラ
ン」第６章改定版（川崎市第２期子ども・子
育て支援事業計画）（R2年2月策定）』にお
いて、就学前児童数の実績値や、保育
ニーズの高まり等最新の社会情勢の変化
を反映し、新たな数値を設定

目標どおり達成できました。
①施設等利用費については、私学助成を
受ける幼稚園に在園する子ども14675人
の保護者に対し、補助を実施しました。
②一時預かり事業については、預かり保
育の長時間化・通年化を促進するための
市独自補助の予算を措置するとともに、国
基準に基づく２歳児の預かりなど、令和4
年4月1日時点で39園において幼稚園型一
時預かり事業を実施しました。
③移行促進については、多様な教育・保
育ニーズへの柔軟な対応を図るため、認
定こども園へ4園が移行し、令和4年4月1
日時点で認定こども園は18園となりまし
た。
④巡回相談については、市内私立幼稚園
からの依頼に基づき、8園に対し助言等の
機関支援を実施しました。
その他、令和2年度に文部科学省より受託
した「地域における小学校就学前の子ども
を対象とした多様な集団生活等への支援
の在り方に関する調査事業」の結果を受
けて、新たに幼稚園類似施設利用料等補
助事業を実施し、対象施設に在園する子
ども172人の保護者に対し、補助を実施し
ました。
また、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大を受けて、幼稚園等における感染拡
大を防止するため、感染防止用の物品等
の購入に必要な費用や職員が感染症対
策の徹底を図りながら事業を継続するた
めの経費に対し補助を実施しました。

6

5
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就職相談会等の実施や５県
市共同で実施する保育士・保
育所支援センター事業によ
り、市内保育所等への就職を
促します。
研修等による潜在保育士の
復職支援や無料の試験対策
講座等による保育士資格取
得支援により、市内保育人材
を増やす取組を推進します。
学生等を対象としたセミナー
や保育体験事業により市内保
育所等への就職促進や保育
士を目指す機運の醸成を図り
ます。
宿舎借り上げ支援事業や修
学資金貸付等補助の実施に
より、市内保育所等への就職
及び就労継続を促します。

①「かながわ保育士・保育所支援センター
との連携による潜在保育士等の確保策の
推進
②就職相談会・セミナー、保育体験事業、
潜在保育士等支援研修等の実施（参加者
数：2,700人以上）
③保育士宿舎借り上げ支援事業の実施
（補助対象：1,216人）
④保育士資格取得支援の実施
⑤保育士修学資金貸付等補助の実施（補
助対象：120人）

ほぼ目標どおり達成できました。
①かながわ保育士・保育所支援センターと
連携した就職相談会を6回行いました。ま
た、同センター内において、年間を通じた
個別就職相談を実施しました。これら事業
により、8人が市内保育施設に就職しまし
た。
②市主催・連携の就職相談会、保育士試
験対策講座等の参加者が3,095人、これら
事業による求人事業者と求職者とのマッ
チング件数が2,408件となり、コロナ禍によ
り各種事業の中止、参加者の大幅な減少
等があった中で、追加事業の実施や事業
内容の変更等の対応により、参加者数に
ついては目標を達成し、マッチング件数も
目標の８割程度を確保しました。今後の目
標達成に向けて、関係団体等との連携強
化や新たな手法での広報等により、保育
士確保対策を推進していきます。
③補助対象者は認可及び認可外保育施
設合わせて2,113人となり、目標を上回り
ました。
④保育士試験対策講座を年５事業実施し
ました。また、保育士資格の取得を支援す
るための補助金交付事業を行いました。
⑤70人（継続利用者を含め82人、養成校1
都2県20校）が修学資金貸付等を利用した
結果、目標を下回ったものの、過去最高
の利用者数となりました。今後は保育士養
成施設内説明会等の広報を継続しつつ、
市外の保育士養成施設への訪問・事業説
明等も強化し、制度の利用促進に取り組
んでいきます。

滞納長期化を防止するため、
督促や催告に合わせた電話
による納付指導を行います。
長期滞納者に対しては滞納
処分を行います。

①保育料収納対策の強化の実施（収納
率：99.18％以上）

ほぼ目標どおりとなりました。
①保育料収納率は目標を少し下回ったも
のの、次のとおり収納対策を強化したこと
により、収納率が昨年度を上回って、政令
市でもトップクラスの９９％を超え、ほぼ目
標どおりとなりました。引き続き、効果的な
取組を取り入れるなど工夫をしながら、取
組を継続していきます。
・ＷＥＢ口座振替を導入し、保育料の収納
手段における口座振替対象者数を向上さ
せることで、初期滞納者を減らしました。
・催告書の封筒に「要確認」等の文字を入
れることで、滞納者の目に留まりやすくし、
文書催告による効果を向上させました。
・電話・文書催告に反応のない滞納者に
対して、現地臨場催告等を実施しました
（１件）。
・現年度、過年度の滞納者を問わず、広い
範囲にわたって、給与以外の金銭債権
（預貯金、生命保険解約返戻金等）につい
ての調査を行いました（約4,000件）。
・初期の滞納者（約３か月）が滞納額を累
積させないように管理しました。

8 保育料対策事業
３　ほぼ
目標ど
おり

7
３　ほぼ
目標ど
おり

保育士確保対策
事業

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続
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４　改　善　

総合的な
評価

①共働き世帯の増加等に伴い、高い保育ニーズに対応するため、保育所の新規整備を中心に、民間保育所建替えによる定員
増や認可化等により保育受入枠の拡大を図るとともに、目標を上回る39園において幼稚園の一時預かり事業を実施したほか、
認可外保育施設の積極的な活用を図るため、持続可能な支援策として、川崎認定保育園に対する助成を実施しました。

②保育所等の利用を希望する保護者を支援するため、平日夜間や土曜日の相談窓口の開設や認可外保育施設の空き情報
の積極的な提供など、区役所における利用者支援を充実しました。また、保育所入所に係る説明等を動画で発信するなど、コ
ロナ禍における感染拡大防止のための取組を実施しました。

③保育所等の増加により不足する保育士を確保するため、「かながわ保育士・保育所支援センター」との連携等による潜在保
育士の就業促進を図るとともに、目標の1,216人を上回る2,113人に保育士宿舎借り上げ補助を実施するなど、保育士確保対
策を進めました。

④川崎区・中原区保育・子育て総合支援センター及び各区保育総合支援担当並びに公立保育所が連携して、保育の質の維
持・向上を図るため、公民保育所職員研修を実施したほか、子育て相談の実施や絵本の貸出などの地域の子ども・子育て支
援や、新しい生活様式に配慮した保育事例集の作成・配布などの民間保育所等への支援を実施しました。また、書面による
「各種連携会議」などを通じた公民の連携や、ＷＥＢを活用した課題別研修などの人材育成研修を実施しました。

上記に加え、≪多様な保育サービスの提供≫、≪特別な支援を必要とする子どもへの対応の充実≫、≪公立保育所の民営
化・民設化と施設老朽化対策への対応≫、≪幼児教育の質の向上と教育・保育の一体的な推進≫、≪保育料収納率の更なる
向上に向けた取組≫を実施することにより、待機児童解消に向けた取組を継続するとともに、質の高い保育・幼児教育の推進
に寄与しました。

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組

①今後も、認可外保育施設の認可化移行のほか、新たな保育所整備にあたっては、保育ニーズが継続して高い整
備地域を分析し、保育受入枠の確保に取り組みます。また、増加する保育ニーズの受け皿として、幼稚園における
一時預かり事業の拡充や川崎認定保育園などの認可外保育施設への支援に継続して取り組み、待機児童解消を
目指します。

②新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、引き続き、平日夜間や土曜日の相談窓口の開設など、区役所
における利用者支援を充実していきます。また、横浜市との協定については、情報を共有しながら連携を進め、川崎
認定保育園と横浜保育室の相互利用の促進を図るなど、両市の高い保育ニーズに対応する取組を継続していきま
す。

③保育士確保に向けた取組としては、国の制度なども最大限に活用し、各事業のコスト削減及び実施方法のさらな
る効率化を図りながら、より効果的な事業となるよう改善を進めます。求人事業者と求職者とのマッチング機会の充
実を図る上では、市内各地におけるエリアマッチングの推進を主軸としつつ、コロナ禍における人材確保のため、リ
モートによる事業も併せて実施していきます。

④今後も川崎区・中原区保育・子育て総合支援センター及び各区保育総合支援担当と連携を図り、新型コロナウイ
ルス感染症の動向を踏まえながら、更なる研修体制を整えるとともに、公民保育所職員研修の受講を促進し、市内
保育施設職員の更なる質の向上につなげていきます。また、地域に開かれた公立保育所となるよう、地域子育て支
援機能の充実も図り、「保育」と「地域子育て」の一体的な事業推進拠点として、効率的かつ効果的なサービスを
行っていきます。

①待機児童数ゼロを目標どおり達成されたことを評価します。今後も引き続き、保育所の新規整備にあたっては、事業者選定
において様々な工夫により安定的かつ継続的な保育の実施を確保するよう効果的な整備を進め、保育受入枠の確保に向けた
取組を推進することを望みます。

②保育所等の利用を希望する保護者を支援するため、区役所における平日夜間や土曜日の相談窓口の開設、認可外施設の
空き情報の提供などにより、利用者支援の充実が図られ、待機児童数ゼロを目標どおり達成されたことを評価します。引き続
き、これまでの取組で蓄積された経験等を全市的に共有しながら実施し、更なる市民サービスの向上を図ることを望みます。

③保育士が不足している現状に対応するため、引き続き、「かながわ保育士・保育所支援センター」との連携を図るとともに、就
職相談会の開催や保育体験研修を実施することで、更なるマッチング機会の充実を図り、保育士の確保に繋げていくことを望
みます。また、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、安全で安心した保育士確保事業の推進を柔軟に取り組まれ
ることを望みます。

④新型コロナウイルス感染症拡大の状況下においても、保育の質の維持・向上を図るため、公民保育所職員研修のほか、新
しい生活様式に配慮した保育事例集を作成し、民間保育所に配布等、様々な取組を実施してきたことを評価します。今後も、新
型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、民間保育所と連携し、安心・安全な保育所運営を推進するとともに、現状の課
題に即した人材育成研修が実施されることを望みます。

引き続き、子どもの育ちの基盤となる保育・教育環境の充実に向けて、より効果的にICTを活用しつつ、待機児童解消の取組と
質の高い保育・幼児教育への取組がともに効果的に実施されることを望みます。

子ども・子育て会
議からの
意見・評価
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施策の方向性Ⅱ　子どもの育ちの基盤となる保育・教育環境の充実

１　施策の概要

学校安全推進事業

交通安全推進事業

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

教育機会確保推進事業

健康給食推進事業

教育の情報化推進事業

魅力ある高校教育の推進事業

学校教育活動支援事業

特別支援教育推進事業

共生・共育推進事業

児童生徒支援・相談事業

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

海外帰国・外国人児童生徒相談事業

就学等支援事業

①

②

③

④

⑤

⑥

施策名

施策の
概要

将来の社会的な自立に必要な能力や態度及び共生・協働の精神を育てていくため、すべての学校で「キャリア在り方生き方教育」を
実施するとともに、子ども一人ひとりの「分かる実感」を大切にするため、習熟の程度に応じたきめ細やかな指導に取り組みます。
また、すべての子どもがいきいきと個性を発揮しながら成長できるよう、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な相談・指導・支援
を実施するとともに、学校における子どもの安全を確保するため、地域における様々な危険から子どもたちを守る取組を推進しま
す。

計画期間
における
主な方向性

≪「生きる力」を伸ばし、人間としての在り方生き方の軸をつくる≫
「キャリア在り方生き方教育」をすべての学校で計画的に推進し、すべての子どもたちに、社会で自立して生きていくための能力や
態度、共生・協働の精神を育みます。
一人ひとりのつまづきや学習の遅れなど、子どもたちの多様な学習状況に対して、よりきめ細やかな対応を図るため、習熟の程度
に応じた少人数指導など、個に応じた取組を推進します。
本市では、命の大切さを実感させる「いのち・心の教育」をすべての教育活動の基盤として位置づけて推進しており、今後も、これ
までの取組を継続していきます。
多文化共生教育を推進していくため、今後も引き続き、民族文化の紹介や指導等を行う外国人市民等を講師として派遣するととも
に、外国人教育推進連絡会議の開催を通じた情報交換や各学校の多文化共生教育の充実に向けた情報交換を推進していきます。
自らの健康に関心を持ち、よい生活習慣を維持・向上させる自己管理能力を育成する等、生涯にわたって健やかに生き抜く力を育
むため、健康教育の一層の充実を図り、心身の調和的な発達を促進します。
小中９年間にわたる「健康給食」の推進及び学校給食を活用した更なる食育の充実を図ります。
情報モラルを含む情報活用能力を、児童生徒の発達の段階に応じて体系的に育むなど、「川崎市立学校における教育の情報化
推進計画」（平成29（2017）年３月策定）に基づく取組を推進します。
保護者や教職員ではないが、気軽に相談したり、勉強を教えてもらえたり、進路についてのアドバイスがもらえる、身近にいて信頼
できる外部人材を配置するなど、定時制生徒の将来の自立に向けた、学習や就職等の相談・支援の充実を図っていきます。
教育活動サポーターの継続配置により学校におけるきめ細やかな指導を支援するとともに、自然教室の実施等により、豊かな情
操を養います。
≪一人ひとりの教育的ニーズへの対応≫
「第２期川崎市特別支援教育推進計画」に基づき、共生社会の形成を目指した支援教育の推進や、教育的ニーズに応じた多様な
学びの場の整備、小･中･高等学校における支援体制の構築などを通じて、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細やかな支援の
充実を図ります。
「かわさき共生＊共育プログラム」を継続実施するとともに、各校の推進担当者に向けての研修会や、効果を検証するためのアン
ケートである「効果測定」を活用して児童生徒指導の充実を図ります。
各学校において児童支援コーディネーターや特別支援教育コーディネーター等を中心に、包括的な児童生徒の支援体制を整備す
るとともに、様々な教育的ニーズに対応するため、スクールカウンセラーによる相談活動や、スクールソーシャルワーカーを通じた専
門機関等との連携強化を図ります。
「ゆうゆう広場」での体験活動など様々な取組を通して児童生徒の自己肯定感を高め、登校支援を行うとともに、夜間学級での学
び直しも含めて、一人ひとりのニーズに応じた教育の機会を確保し、社会的な自立のための支援を行います。
日本語でのコミュニケーションに不安がある児童生徒等の相談・就学体制づくりを進めるとともに、初期の日本語指導や中学３年
生への学習支援等の充実を図るなど、海外帰国・外国人児童生徒のニーズに応じた支援を推進します。
就学援助費について、すべての保護者に対して申請意思の確認を行い、援助を必要とする家庭に対して確実な支給を継続すると
ともに、事務の円滑化・効率化を実施します。
奨学金の制度については、社会環境の変化を注視しながら必要に応じて制度の見直しを検討し、引き続き適正な支給・貸付を行
います。

施策６　子どもの「生きる力」を育む教育の推進

施策を構成す
る事務事業

≪児童・生徒等の安全の確保≫
登下校時の児童生徒の安全を確保するために、スクールガード・リーダーを継続配置していくとともに、地域交通安全員の適正な
配置を行うとともに、通学路安全対策会議での議論を踏まえた危険か所の改善を推進します。また、防災教育として、学校防災教育
研究推進校による先導的な研究の推進などを図ります。
園児・児童だけでなく、あらゆる世代を対象にした交通安全教室やキャンペーン等の啓発活動等を継続的に行い、交通安全意識
を高めることで、一人ひとりが交通ルールやマナーを遵守し、交通事故の防止につなげます。

⑬キャリア在り方生き方教育推進事業

きめ細やかな指導推進事業

人権尊重教育推進事業

多文化共生教育推進事業

健康教育推進事業
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２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

12
活動
指標

大型備品更新実施校数
目標 31 21 20 22

校
説明

学校給食に係る大型備品の更新計画に基づき入れ
替えを行った学校数【健康給食推進事業】 実績 28 17 28 22

3
活動
指標

学校等訪問研修会等実施回数
目標 - - - -

回
説明

学校等訪問研修会等の実施回数【キャリア在り方生
き方教育推進事業】 実績 41 32 76 84

2
活動
指標

担当者研修会等実施回数
目標 3 3 3 3

回
説明

全市担当者向け研修会・説明会の実施回数【キャリ
ア在り方生き方教育推進事業】 実績 3 3 3 3

目標 177 178 178 178

5
活動
指標

7
成果
指標

人権研修参加者数

6

177 178 178 178

活動
指標

子どもの権利学習派遣事業実施数

8
活動
指標

校1
活動
指標

キャリア在り方生き方教育実施校数

指標分類 目標・実績 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 単位

説明
市立小・中・高・特別支援学校におけるキャリア在り
方生き方教育の実施校数【キャリア在り方生き方教
育推進事業】 実績

2 2 2 2

回
説明

市立学校における人権尊重教育の深化を図り、子ど
も一人ひとりが尊重され心豊かに共に生きる社会の
形成者として成長する教育活動を支援することを目
的とする会議の開催数【人権尊重教育推進事業】

実績 2 2 2 1

人権尊重教育推進会議の開催回数
目標

目標 2,450 2,450 2,450 2,450

人
説明

管理職及び教職員経年研修・人権推進担当者研修・
ＰＴＡ人権研修・学校用務員給食調理員等人権研修・
学校校内研修・研究支援・その他への参加者数【人
権尊重教育推進事業】

実績 2,768 2,456 2,878 2,837

目標 105 105 105 105

学級
説明

子どもの権利学習（ＣＡＰプログラム）を実施するＮＰ
Ｏ法人等から、講師の派遣を受けた学級数【人権尊
重教育推進事業】 実績 104 122 66 107

民族文化文化講師派遣校数
目標 53 53 53 53

校
説明

民族文化の紹介や指導等を行う外国人市民等を「民
族文化講師」として派遣した学校数【多文化共生教育
推進事業】 実績 53 50 66 82

10
活動
指標

薬物乱用防止教室の実施数
目標 57 57 57 57

校
説明

各中学校、高等学校において、年１回以上実施する
薬物乱用防止教室の実施校数【健康教育推進事業】 実績 57 46 39 57

11
活動
指標

スクールヘルスリーダー派遣数
目標 6 6 6 6

校
説明

経験の浅い養護教諭への指導助言・支援を図るため
の人材の派遣校数【健康教育推進事業】 実績 9 7 6 6

4
活動
指標

習熟の程度によるきめ細やかな指導の実施校数
目標 165 166 166 166

校
説明

習熟の程度によるきめ細やかな指導を実施している
学校数（小中全校実施）【きめ細やかな指導推進事
業】 実績 165 166 166 166

校
説明

情報化推進モデルの研究校数【教育の情報化推進
事業】 実績 6 3 4 14

9
活動
指標

外国人教育推進連絡会議開催数
目標 2 2 2 2

回
説明

外国人教育推進連絡会議を開催した回数【多文化共
生教育推進事業】 実績 2 2 1 1

13
活動
指標

情報化推進モデルの研究校数
目標 5 5 5 5
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目標 - - - -

回
説明

研究協力校を含む、要請校内研修の実施回数【共
生・共育推進事業】 実績 41 35 17 41

学校等訪問研修会等実施回数

21,092 19,330

16
活動
指標

聴講生制度の講座数

特別支援教育サポーターの配置回数

説明
小・中・高等学校において特別な支援が必要な児童
生徒に対して特別支援教育サポーターを配置した回
数【特別支援教育推進事業】

19
活動
指標

センター的機能担当教員の計画巡回訪問校数

23
活動
指標

22
活動
指標

実績

18
活動
指標

回

21,638 21,638 21,638 21,638

21,638 20,615

目標

15
活動
指標

開放講座の実施数
目標 10 10 10 10

回
説明

市立高等学校において、在籍する教員が地域住民に
対して行った講座の回数【魅力ある高校教育の推進
事業】 実績 13 6 0 0

活動
指標

教育活動サポーターの配置回数
目標 - - - -

回
説明

小学校、中学校への教育活動サポーター配置回数
【学校教育活動支援事業】 実績 4,655 4,576 5,838 4,635

担当者研修会実施回数
目標 2 2 2 2

回
説明

かわさき共生＊共育プログラム推進担当者研修会の
実施回数【共生・共育推進事業】 実績 2 2 2 2

14
活動
指標

学校からのリクエストに応じた研修の実施回数
目標 40 40 40 40

回
説明

悉皆研修３回を除くその他研修のうち、学校からのリ
クエストに応じた実施回数【教育の情報化推進事業】 実績 47 48 45 52

27
活動
指標

メンタルフレンド配置数
目標 - - - -

名
説明

メンタルフレンド（ボランティア学生）の適応指導教室
への配置数【教育機会確保推進事業】 実績 24 19 20 14

26
活動
指標

スクールソーシャルワーカー派遣回数（カッコ内は年間支援児童生徒数）
目標 - - - -

回
（人）説明

スクールソーシャルワーカー派遣回数 【児童生徒支
援・相談事業】 実績

2,122
(211)

2,569
(234)

2548
(196)

2071
(190)

25
活動
指標

学校巡回カウンセラー派遣回数（カッコ内は年間相談人数）
目標 - - - -

回
（人）説明

小学校、特別支援学校、高等学校への派遣回数【児
童生徒支援・相談事業】 実績

620
(254)

661
(231)

650
(220)

720
(261)

説明
必修研修・希望研修の実施回数【特別支援教育推進
事業】 実績 43 41 30

24
活動
指標

児童支援コーディネーター研修回数
目標 12 12 12 12

21
活動
指標

研修（必修・希望）の実施回数
目標 43 43 43 43

17

20
活動
指標

センター的機能担当教員による計画・要請訪問数
目標 - - - -

回

116 113 107 111

回
説明

通級指導教室のセンター的機能担当教員による計
画・要請訪問数【特別支援教育推進事業】 実績 1,198 1,117 1,015 1,285

29

回
説明

児童支援コーディネーター新任研修の実施回数【児
童生徒支援・相談事業】 実績 12 12 10 10

目標 4 4 4 4

コマ
説明

市立高等学校において、教育課程に位置づけられた
教科の中で、市民を聴講生として受け入れて行った
講座の週当たりのコマ数【魅力ある高校教育の推進
事業】

実績 4 2 2 2

目標 - - - -

校
説明

特別支援学校のセンター的機能担当教員の計画巡
回訪問校数【特別支援教育推進事業】 実績
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- -

目標

目標

490

30

実績

-

回

箇所

174 168 - -

- - -

件

-

名

490 490 490

146
説明

児童生徒の登下校時の安全確保のためのスクール
ゾーン対策の実施件数【交通安全推進事業】

650

50

20 20 20 20

目標 4 4 4

301 435

44

505

2520

- -

人

39
成果
指標

市内交通事故発生件数

3,291 2,920 2,878

目標

件

実績 783 721 676

3,200

件

実績 2,663

目標
（以下）

31

3,425 3,350 3,275

25

実績

32
活動
指標

日本語指導初期支援員新規配置数
目標

20

168 125

活動
指標

スクールガード・リーダーの配置数
目標

38
活動
指標

電柱巻付表示の実施件数

説明
児童生徒の登下校時の安全確保のための計画的な
電柱巻付表示の実施件数【交通安全推進事業】

説明
市内の交通事故発生件数（年度ではなく暦年）【交通
安全推進事業】

36
活動
指標

外国につながりを持ち、日本語を使って学校生活を
送ることに不安がある児童生徒への就学相談を実施
した件数【海外帰国・外国人児童生徒相談事業】

37
活動
指標

路面表示の実施件数

日本語指導の初期段階と学校生活への適応を支援
するため、児童生徒の母語を話せる支援員を学校に
派遣する。【海外帰国・外国人児童生徒相談事業】

説明
日本語指導が必要な児童生徒の初期指導を目的と
して母語話者を派遣した回数【海外帰国・外国人児
童生徒相談事業】

35
活動
指標

活動
指標

日本語指導等協力者派遣数
目標

29
活動
指標

帰国・外国人児童生徒教育相談件数
目標

学校防災教育研究推進校指定校数

34

説明

説明

学校防災教育の研究に取り組む推進校の指定校数
【学校安全推進事業】 実績

説明
警察ＯＢを活用した通学路の巡回や学校への安全指
導等を行うスクールガード・リーダーの配置数【学校
安全推進事業】 実績

説明

50 50 50

115

4

交通安全教室の開催回数

750 750 1,450 1,500

実績 54 108

校

7 7

実績 11,132 9,666 - -

- - -

- -

28
成果
指標

適応指導教室登録数
目標 - - - -

名
説明

適応指導教室に登録した不登校児童生徒数【教育機
会確保推進事業】 実績 249 242 188 181

33
活動
指標

就学援助実施数
目標 - - - -

人
説明 就学援助認定者数【就学等支援事業】

実績 11,729 12,427 12,464 12,178

活動
指標

帰国・外国人児童生徒教育担当者会・国際教室担当者連絡協議会の開催回数

目標 3 3 3 3

回
説明

各学校の担当者を対象として、受入れや支援につい
ての研修や実践の共有を行った回数【海外帰国・外
国人児童生徒相談事業】 実績 3 3 3 5

回
説明

交通安全に対する意識の高揚に向けた年齢段階に
応じた交通安全教室の開催回数【交通安全推進事
業】 実績 534
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３　評価
　内部評価の結果

施策への
貢献度当該年度の事業の取組内容

将来の社会的自立に必要な
能力や態度を育てていく「キャ
リア在り方生き方教育」を推
進するため、「手引き」等関連
する資料を活用しての研修や
担当者研修を通して理解を深
めるとともに、指導体制の構
築や家庭との連携を図りま
す。

①各校におけるキャリア在り方生き方教育
の実施
②多様性を尊重する教育の計画的・系統
的な推進に向けた学校支援
③「キャリア在り方生き方ノート」の活用促
進及び小・中学校用ノートの見直し検討
④リーフレット配布等による保護者等への
理解促進

目標通り達成できました。
①については、「キャリア・進路指導担当
者研修会」を年間３回実施し、担当者が中
心となって各校でのキャリア在り方生き方
教育を推進することができるようにするとと
もに、学校から要請された訪問研修等を
84回実施しました。
②については研修会でのかわさきパラ
ムーブメントについての啓発を継続すると
ともに、他局と連携して教育活動に活用で
きる教材の啓発を行い、学校における多
様性を尊重する教育活動の実施を支援し
ました。
③「キャリア在り方生き方ノート」につい
て、担当者研修会及び訪問研修会で説明
するとともに、「キャリア・パスポート」に合
わせて分冊を見直して配布し、活用に関
する教職員の理解を深めました。
④「キャリア・パスポート」の活用について
理解を深めることができる保護者向けリー
フレットを作成・配布しました。

習熟の程度に応じた、きめ細
やかな指導の充実のために、
より有効な指導形態や指導方
法について研究実践を進めま
す。
非常勤講師を配置し、習熟の
程度に応じた学習や課題別
学習等の少人数指導を推進
します。
また、１学級あたり３５人を超
える小学校２年生以上の学校
において、少人数学級を実施
します。

①小中9年間を見通した算数・数学の習熟
の程度に応じた指導の実施
②「きめ細やかな指導　実践編」の冊子を
活用した取組の実施
③学校の実情に応じた少人数指導・少人
数学級等の実施

目標どおり達成できました。
①については、小中学校の実践事例を学
校担当者会にてそれぞれ紹介し、小中9年
間を見据えた実践的な研究を推進しまし
た。また今年度については、新型コロナウ
イルス感染症流行の状況下で集会形式に
よる学校担当者会を開催することが難し
く、年2回の担当者会を双方向型オンライ
ンで開催しました。
②については、学校担当者会にて「冊子」
を活用し、具体例をあげて説明したり、学
校担当者の役割を確認するなど各学校で
のきめ細やかな指導を推進するとともに、
教師向け指導力向上の映像教材を作成
し、各学校に配付しました。（市内小学校
114校　中学校52校）
③については、各学校の実情（実施学年、
時期、単元や形態など）にあわせて実施し
ました。

人権尊重教育推進会議等で
の情報交換及び各種研修や
研究校への研究支援を通して
教職員等の意識の向上を図
ります。また、補助教材や学
習資料の作成、配布、講師派
遣を通して子どもの人権感覚
を育みます。

①人権尊重教育推進会議の開催を通じた
人権尊重教育についての情報共有や意
見交換の実施（2回）
②人権尊重教育研究推進校・実践校の研
究支援及び教職員やＰＴＡを対象とした研
修の実施（研修参加者数：2,450人）
③人権教育補助教材や子どもの権利学習
資料等の活用
④子どもの権利学習派遣事業の実施（派
遣学級数：105学級）

ほぼ目標どおり達成できました。
①については、人権尊重教育推進会議を
書面開催にて１回実施しました。
②については、人権尊重教育研究推進校
３校、実践校２校を定め、学校での人権尊
重教育推進の取組を継続したことで、具体
的な人権尊重の視点に立った指導や支援
の実践を通して人権尊重の学校づくりを進
めることができました。また、研修について
は、オンライン形態等で実施し、２，８３７人
が参加しました。
③については、市民文化局作成「川崎市
差別のない人権尊重のまちづくり条例」
リーフレットにあわせた指導資料の作成及
び配布を行うとともに、条例に合わせた授
業の実施、またGIGA端末に人権尊重教育
サイトを立ち上げ、学校への情報提供等
の体制充実を図りました。
④については、新型コロナウイルス感染症
対策により実施を取りやめる学校が多い
中、２５校１０７学級が実施しました。講師
派遣団体等と協議し、学校が事業に取り
組みやすくなるよう、大人プログラムの在
り方などの検討を進めました。この他に
も、市民団体と共催で「子どもの権利
フォーラムinかわさき」を実施し、子どもの
権利の普及啓発に努めました。

今後の事
業の方向
性

取組内容の実績等

Ⅱ　改善
しながら
継続

事業の内容

A　貢献し
ている

2

1

3

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

キャリア在り方生
き方教育推進事
業

きめ細やかな指
導推進事業

人権尊重教育推
進事業

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

事業の
達成度事務事業名
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B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

4

6

5
A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

目標どおり達成できました。
①川崎らしい特色ある「健康給食」の推進
については、主要食材は国産品を使用し、
和風の天然だしを使った薄味で美味しい
味付けの工夫や、「かわさきそだち」の野
菜を使用した献立を提供するなど、「健康
給食」をコンセプトとした学校給食を推進し
ました。
②小中９年間にわたる体系的・計画的な
食育の推進については、栄養教諭を中核
としたネットワークを活性化し、中学校区を
拠点として小・中学校をグループ化し、小・
中学校、給食センター間の連携を図りまし
た。また、改訂した「学校における食に関
する指導のてびき」の活用について、食育
担当者会で説明を行い周知を図りました。
③中学校給食の円滑な実施については、
学校給食センターＰＦＩ事業モニタリングを
適切に実施し、安全で安心な給食を安定
的かつ円滑に提供しました。
④小学校及び特別支援学校の給食充実
に向けた取組の推進については、故障に
よる機器の交換及び計画的な老朽機器の
更新を22校で実施し、また、給食調理業務
を新たに２校で委託化を実施しました。
⑤安全・安心で良質な給食物資の安定的
な調達のための学校給食会の運営支援
については、安定的に良質な給食物資を
供給するため、給食物資の検査や苦情発
生時の迅速な対応を給食会と連携して行
いました。また、給食会の運営体制を維持
していく上での適切な費用を補助し、健全
な経営に向けた支援を行いました。
⑥給食費管理等についての調査・研究の
結果を踏まえ、公会計化を円滑に実施し
ました。

多文化共生教育
推進事業

①民族文化の紹介や指導等を行う外国人
市民等を学校に「民族文化講師」として派
遣（53校、157人）
②外国人教育推進連絡会議の開催を通じ
た情報交換
③実践事例報告会の開催による各学校の
多文化共生教育の充実に向けた情報交
換

ほぼ目標どおり達成できました。
①については、延べ２３１人の民族文化講
師を学校に派遣しました。
②については、外国人教育推進連絡会議
を新型コロナウイルス感染症感染防止に
より1回中止、1回書面開催としました。こ
れまでの会議での意見聴取により内容を
更新した「外国につながりのある児童生
徒・保護者のための支援事業一覧（学校
版）」を作成、配付しました。今後は働き方
改革の観点からも、会議の在り方を検討し
ます。
③について、「学校でできる多文化ふれあ
い交流会」は新型コロナウイルス感染症
感染防止によりオンライン開催とし、各学
校の取組状況についての情報交換を行い
ました。新型コロナウイルス感染症の状況
を注視しながら、より実施しやすい手法や
内容を検討していきます。

疾患を早期発見し健やかな学
校生活を送るため、健康診断
や健康管理の実施、学校医
等の配置を行います。また、
子どもたちの望ましい生活習
慣の確立、心の健康の保持・
増進、喫煙・飲酒・薬物乱用
防止等、各学校における健康
教育の一層の充実を図りま
す。

①喫煙・飲酒・薬物乱用防止等の健康教
育の推進
②児童生徒のアレルギー疾患への適切な
対応のための研修等の実施
③学校保健安全法に基づく各種健康診断
の実施
④スクールヘルスリーダー派遣による若
手の養護教諭等への支援（6校に派遣）

ほぼ目標どおり達成できました。
①薬物乱用防止教室については中学校、
高等学校で全校各１回実施しました。
②児童生徒のアレルギー疾患への適切な
対応のため、講演会を実施しました。
③学校保健安全法に基づく就学時の健康
診断及び定期健康診断（心臓病、尿、結
核含む）を実施し、疾病の予防に向けた受
診指導や健康観察等、児童生徒の健康管
理を行いました。
④スクールヘルスリーダー４名を６校に派
遣し、若手の養護教諭等への支援を行い
ました。

児童生徒等の健全な身体の
発達に資するために、安全で
安心な学校給食の提供を効
率的に行うとともに、小中９年
間にわたる一貫した食育を推
進します。

①川崎らしい特色ある「健康給食」の推進
②小中９年間にわたる体系的・計画的な
食育の推進
③中学校給食の円滑な実施
④小学校及び特別支援学校の給食充実
に向けた取組の推進
⑤安全・安心で良質な給食物資の安定的
な調達のための学校給食会の運営支援
⑥給食費管理等についての調査・研究の
結果を踏まえた取組の実施

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

健康教育推進事
業

健康給食推進事
業

外国人教育推進連絡会議等
での情報交換及び「学校でで
きる多文化ふれあい交流会」
を通して教職員の意識の向上
を図ります。また、講師派遣を
通して子どもたちの異文化理
解の促進を図ります。
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A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

児童生徒の情報活用能力の
育成、教員の指導力の向上、
学校業務の効率化のために、
ICT環境の整備、研究や研修
の充実、校務支援システムの
検証および運用などの取組を
進めます。

①「川崎市立学校における教育の情報化
推進計画」に係る次期計画の策定
②児童生徒の情報活用能力の育成のた
め、情報化推進モデル校による研究成果
を活かした取組の実施
③GIGAスクール構想の整備環境を活用し
た教員のICT機器の活用能力の向上及び
授業における活用推進
④業務の効率化に資する校務支援システ
ムの活用推進
⑤情報システムのネットワーク環境のあり
方の検討結果に基づく取組の推進

8
魅力ある高校教
育の推進事業

４　目標
を下
回った

目標を上回って達成できました。
①「川崎市立学校における教育の情報化
推進計画」に係る次期計画について、情
報化推進協議会や各局を含めた庁内調
整会議を開催し、上位の行政計画との整
合性を図りながら策定しました。
②児童生徒の情報活用能力の育成のた
め、情報化推進モデル校による研究成果
を活かした取組の実施について、GIGAス
クール構想の推進に伴い、情報化推進モ
デル校2校、GIGAスクール推進協力校12
校の計14校で情報活用能力育成のため
の研究を進め、公開授業及び研究のまと
めを行いました。
③GIGAスクール構想の整備環境を活用し
た教員のICT機器の活用能力の向上及び
授業における活用推進について、教職員
の授業力向上ための各校悉皆研修を7
回、希望研修を24回、その他学校からのリ
クエストに応じた研修を52回行いました。
④業務の効率化に資する校務支援システ
ムの活用推進について、システムの安定
的な稼働を管理しながら、学習指導要領
の改訂に伴う帳票の変更を実施しました。
また、アンケートを実施し、運用等に反映
させることで、活用の推進を図りました。
⑤情報システムのネットワーク環境のあり
方の検討結果に基づく取組の推進につい
て、新たに教育用のGIGAネットワークが令
和2年度末に追加されたため、GIGAネット
ワークを含めた学校内のネットワーク環境
全体のあり方について検討を継続してい
ます。また、高等学校でのGIGAネットワー
クの機器増強を実施しました。

魅力ある高校づくりのため
に、定時制高等学校の再編、
全県的な普通科志向への対
応、生徒や保護者、市民の幅
広いニーズに応えるための特
色ある教育の展開を進めま
す。

①「市立高等学校改革推進計画」第２次計
画に基づく取組の推進
②高等学校における聴講生制度、図書館
開放、開放講座の実施（講座実施数：10回
程度）
③定時制生徒の将来の自立に向けた、学
習や就職等の相談・支援の実施（2校で実
施）
④川崎高校及び附属中学校における中高
一貫した体系的・継続的な教育の推進

目標を下回りました。
①川崎市立高等学校改革推進計画第２次
計画に基づき、新たな価値を生み出す豊
かな創造性、グローバル化の中で多様性
を尊重する力の推進等に取り組みました。
②図書館開放を255日実施しました。新型
コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、開放講座は開催を見送ることとなり、
聴講生制度の講座は、一部開催となりま
した。今後も高校に対する地域住民の理
解や交流を深めるために、新型コロナウイ
ルス感染症のまん延状況等に注視しなが
ら、、引き続き、聴講生制度や図書館開
放、開放講座の実施に取り組み、感染リス
クに配慮した運営をしていきます。
③定時制生徒の将来の自立に向け、３校
で相談・支援を実施しました。
④ＩＣＴを活用した新たな学習の推進や、国
際理解教育等に取り組みました。

小学校５年生、及び中学校１
年生において、八ヶ岳少年自
然の家を利用して２泊３日の
宿泊体験学習を行います。
教育活動サポーターを各学校
の要請に基づいて配置しま
す。

①教育活動サポーターの配置
②小・中・特別支援学校における自然教室
の実施

ほぼ目標どおりとなりました。
①学習支援、教育相談支援等を行う教育
活動サポーターを小学校89校に計3,254
回、中学校35校に計1,381回配置し、ほぼ
目標通り配置しました。教育活動サポータ
については、学校のきめ細やかな指導を
支援するため、引き続き配置を行います。
②自然教室は、新型コロナウイルス感染
症対策を行いながら全校実施いたしまし
た。今後も新型コロナウイルス感染症のま
ん延状況等に注視しながら、健康チェック
表を基に出発前の検温を記録、感染症対
策を念頭においた実地踏査を行う等感染
リスクに配慮した運営をしていきます。

7

２　目標
を上
回って
達成

教育の情報化推
進事業

Ⅱ　改善
しながら
継続

9
学校教育活動支
援事業

３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

B　やや
貢献して
いる
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10
特別支援教育推
進事業

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

Ⅲ　事業
規模拡大

11
共生・共育推進事
業

３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

特別支援教育サポーター配
置による対象児童生徒への
支援、看護師の配置による医
療的ケアの実施、特別支援教
育を担当する教職員を対象と
した研修の実施等の取組を進
めます。

①特別支援学校と通級指導教室のセンター的機
能の強化による小・中学校への支援
②小・中学校通級指導教室の運営及び国等の
動向を見据えながらの運営改善の検討
③個別の指導計画の作成及びサポートノートを
活用した切れ目のない適切な引継ぎの促進
④特別支援教育研修の実施による専門性の向
上
⑤医療的ケアを必要とする児童生徒の状況に応
じた支援の実施
⑥長期入院・入所児童生徒への学習支援の実
施
⑦一人ひとりの子どもの状況に応じた支援のた
めの小・中・高等学校への特別支援教育サポー
ターの配置
⑧児童生徒の実態に応じた交流及び共同学習
の実施
⑨一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な就
学相談・支援の実施
⑩中央支援学校大戸分教室及び高等部分教室
の教育環境の改善に向けた取組【新規】（令和3
年度から実施）
⑪特別支援学級における介助支援人材の配置
【新規】（令和3年度から実施）

⑧小中学校での通常の学級と特別支援学級と
の交流及び共同学習については165校で実施
し、特別支援学校在籍児童生徒の居住地校交
流については14名が実施しました。
⑨就学相談について、他機関との連携を密に
行って適切に進めるとともに、一人ひとりの教育
的ニーズに応じた適切な支援を実施しました。
⑩中央支援学校大戸分教室及び高等部分教室
の教育環境の改善に向けた取組については、基
本調査の実施及び基本計画の策定を行うととも
に、高等部分教室の学校化に向けた検討を進め
ました。
⑪特別支援学級における介助支援人材につい
ては、重度の障害のある児童が在籍する市内10
校において、配置を行いました。

目標どおり達成できました。
①特別支援学校センター的機能担当が、対象児
童生徒が在籍した111校に支援を行いました。通
級による指導を受ける児童生徒の在籍小中学校
を中心に、延べ1,285回の訪問を行いました。
②小学校においては言語及び情緒関連教室を
各区1教室ずつ、中学校においては情緒関連教
室を市内3教室、聾学校においては難聴教室を
設置し、運営しました。また、年３回の通級設置
校長連絡会、通級企画運営会議において、国や
他自治体の動向の情報提供を行うとともに、在り
方検討会議を開催し、通級指導教室の課題や今
後の在り方について検討を行いました。
③学習指導要領改定を機に、サポートノート（個
別の教育支援計画）について見直しを行い、発
達段階に合わせて連携しやすいように工夫しま
した。
④必修研修・希望研修の実施については、43回
以上を目標としていましたが、新型コロナウイル
ス感染症の影響や学校における働き方改革に
伴う業務の適正化等による研修の見直しにより
29回となりました。今後は、新型コロナウイルス
感染症の状況を注視するとともに、より教員の専
門性の向上が効果的に図られるよう、関係機関
と調整し、研修方法や内容について検討を進め
ます。
⑤対象児童生徒21名に対し個々の医療的ケア
の状況に応じた看護師配置を行い、うち4名を対
象に自立支援を行いました。
⑥東横恵愛病院訪問部延べ102名、聖マリアン
ナ医科大学病院院内学級延べ64名の児童生徒
の学習支援を実施しました。
⑦小学校114校、中学校51校、高等学校4校（全・
定）にサポーターを配置しました。配置回数につ
いては、21,638回以上を目標としていましたが、
新型コロナウイルス感染症等の影響により
19,330回となりました。今後は、新型コロナウイ
ルス感染症の感染状況を注視するとともに、より
学校に配置しやすい運用方法等についても検討
を進めます。

教員が「かわさき共生＊共育
プログラム」を年間標準６時間
を児童生徒に実施するととも
に、効果測定を活用して児童
生徒理解を深め、児童生徒指
導の充実を図ります。

①「かわさき共生＊共育プログラム」担当
者研修の実施（年２回）
②研究協力校での効果測定・検証
③新エクササイズを活用した取組の実施

ほぼ目標通り達成できました。
①については、「かわさき共生＊共育プロ
グラム」担当者研修の実施（年２回）を、計
画通り２回実施しました。オンラインによる
実施やGIGA端末を活用した対応などによ
り、学校支援を行いました。
②については、研究協力校を含む、要請
校内研修等をのべ41回実施しました。協
力校情報交換会を開催し、GIGA端末を活
用したアンケートの実施について支援しま
した。効果測定アンケートの平均値と標準
偏差を見直し、新たな集計ソフトを作成し
ました。
③については、現代的諸課題に対応した
エクササイズやSOSの出し方・受け止め方
に関するエクササイズの開発に取り組み
ました。

49



市内6か所での適応指導教室
の運営による、不登校等の子
どもたちの自主性の育成や人
間関係の適性を高めること
で、学校への復帰や社会的な
自立につながる支援を行いま
す。また、メンタルフレンド（ボ
ランティア学生）の募集及び
配置による、子どもたちの目
線により近い支援・相談の充
実を図ります。
生徒の実態に応じた中学校
夜間学級の編入相談及び運
営を進めます。

①不登校児童生徒の学校復帰や社会的
自立に向けた支援のための居場所として
の適応指導教室運営
②子どもたちの目線により近い支援・相談
のためのメンタルフレンドの募集・配置・活
用
③西中原中学校夜間学級の運営、希望者
に対する入学及び編入学相談の充実

目標通り達成できました。
①各学校に対して、ゆうゆう広場（適応指
導教室）の告知をしました。スクールカウン
セラーや特別支援コーディネーターの研修
時などに告知するなどして、学校内で相談
の中心となる職員へ周知しました。各広場
では、学校へ復帰することや社会的な自
立につながるより良い支援を検討し、運営
をしました。
②市内６か所のゆうゆう広場（適応指導教
室）に、通級登録人数に応じて、それぞれ
２名～４名のメンタルフレンドを配置するこ
とができました。子どもたちは年齢が近い
ため、より親近感を持って接することがで
きるため、教育相談員とは違う形での支援
ができました。
③西中原中学校夜間学級について市民
の方々に広く周知するとともに、夜間学級
への希望者に対して、入学・編入学相談
や入学前見学、体験入学、入学手続きな
どが円滑に行えるよう、学校と教育委員会
が連携を図り、運営を進めることができま
した。

学校と関係機関が連携して、
日本語が不自由な児童生徒
等の相談・就学体制づくりを
進めます。また、日本語指導
等協力者（学習支援員）を派
遣するとともに、特別の教育
課程による日本語指導体制
づくりを進めます。

①海外帰国・外国人児童生徒に対する教
育相談の実施
②日本語初期支援業務委託による、初期
の日本語指導及び中学２年生または３年
生への学習支援の充実【変更】（令和２年
度から実施）
③日本語指導非常勤講師研修の実施【変
更】（令和２年度から実施）
　国際教室担当者研修の実施【変更】（令
和３年度から実施）
④日本語指導のための特別の教育課程
の国際教室における実施及び全小・中・特
別支援学校での実施
⑤通訳・翻訳機器の導入【新規】（令和元
年度から実施）、通訳・翻訳業務委託の導
入【新規】（令和２年度から実施）
⑥就学前の学校説明会「プレスクール」の
実施【新規】（令和元年度から実施）

目標どおり達成できました。
①②については、各区教育担当や学校、
教育政策室で教育相談を行い、日本語指
導の初期段階や中学生への学習支援、学
校生活への適応を支援するために、１２５
人分の日本語指導初期支援員の新規配
置を行いました。
③については、国際教室担当者研修を５
回、日本語指導非常勤講師研修を３回実
施しました。
④については、特別の教育課程による日
本語指導を、国際教室担当者及び非常勤
講師の巡回により、対象児童生徒がいる
全ての学校で実施しました。また、指導主
事が配置校を訪問し、児童生徒の状況に
応じた的確な日本語指導について助言を
行いました。
⑤については、希望する学校等に通訳機
器を４０台配置し、計１７３台の配置となり
ました。また、通訳・翻訳支援業務委託に
より、２２２件の通訳者の派遣等を実施し
ました。
⑥については、プレスクールを全区で開催
し、２７組の外国人児童及び保護者が参
加しました。

市立中学校へのスクールカウ
ンセラーの配置、市立小学
校、特別支援学校、高等学校
への学校巡回カウンセラーの
派遣、各区1 名以上のスクー
ルソーシャルワーカーの配置
を行い、各学校で不登校やい
じめの問題等、子どもが置か
れている状況に応じた支援の
充実を図り、子どもたちの豊
かな心を育むためにその活用
を促進し、充実させます。

①児童支援コーディネーターのスキルアッ
プに向けた研修の実施
②スクールカウンセラー・学校巡回カウン
セラーを活用した専門的相談支援の充実
③スクールソーシャルワーカーによる家庭
等への支援及び関係機関との連携強化
④多様な相談機能による相談支援の実施

目標を下回りました。
概ね取組は予定どおり実施しましたが、新
たにいじめの重大事態が発生するなど、さ
らに児童生徒指導の改善に努める必要が
あります。
①児童支援コーディネーターのスキルアッ
プに向けた研修をコロナ禍ではありました
が、オンライン研修に変更するなど形式を
工夫し、目標回数は少し下回るものの、ほ
ぼ予定通りの回数を実施することができま
した。今後も、児童支援コーディネーター
の相談への対応能力を向上するための研
修を精選し、実施していきます。
②スクールカウンセラーについては、市内
全52の中学校に配置し、週１回、年280時
間の相談を実施しました。また、学校巡回
カウンセラーについては、学校からの要請
に応じて、小学校と特別支援学校に派遣
しました。
③スクールソーシャルワーカーについて
は、問題を抱えた児童生徒と家庭を支援
するために、学校への要請訪問や家庭訪
問を行いました。また、関係機関との連携
を強化するために、「要保護児童対策地域
協議会実務者会議」に参加しました。
④電話相談、来所相談、不登校家庭訪問
相談、こども電話相談などを中心にした、
相談の受け入れ体制を整備し、実施しまし
た。

Ⅲ　事業
規模拡大

13
教育機会確保推
進事業

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

12
児童生徒支援・相
談事業

４　目標
を下
回った

A　貢献し
ている

14
海外帰国・外国人
児童生徒相談事
業

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続
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15 就学等支援事業
３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

経済的理由により就学が困難
な就学予定者、学齢児童生
徒の保護者に対して必要な援
助費を支給することや、住民
基本台帳に基づく学齢簿を編
製することにより、義務教育を
円滑に実施しています。ま
た、能力があるにもかかわら
ず、経済的理由により修学が
困難な高校生・大学生に対し
て、奨学金を支給・貸付して
います。

①新小・中学１年生（次年度入学）への新
入学児童生徒学用品費の入学前支給の
継続実施
②就学援助費の支給システムによる効率
化の実施
③特別支援教育就学奨励費事務の円滑
な実施
④就学事務システムによる就学事務の円
滑な実施
⑤高等学校奨学金の支給による支援
⑥大学奨学金の貸付の実施及び制度の
あり方の検討

目標どおり達成できました。
①新小・中学１年生（次年度入学）への新
入学児童生徒学用品費の入学前支給を
2,112件支給しました。
②就学援助システムを活用し、所得確認
作業や、資金管理、支給事務等について
円滑に実施しました。
③特別支援教育就学奨励費について、
2,729件支給しました。
④就学事務システムを活用し、約25,000人
の新入学生の学齢簿登録を含む就学事
務を円滑に実施しました。
⑤高校生への奨学金を学年資金で844
件、入学支度金で202件支給しました。
⑥大学奨学金における貸付による支援に
ついて、新たに6件採用しました。なお、制
度のあり方については、令和2年度に現行
制度を継続していくこととして整理しまし
た。

Ⅱ　改善
しながら
継続

17
交通安全推進事
業

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

16
学校安全推進事
業

２　目標
を上
回って
達成

A　貢献し
ている

　行政機関や交通安全団体、
民間企業等との緊密な連携
体制や、さらに市民参加の仕
組みづくりを図ることにより、
市民との協働による交通安全
推進体制を構築し、それに基
づいてさまざまな交通安全活
動を一体的、積極的に推進し
ていきます。

スクールガード・リーダーや地
域交通安全員を配置し、地域
におけるさまざまな危険から
子どもたちを守る取組を推進
します。また、地域と連携した
防災訓練などに取り組む防災
教育研究推進校を中心として
各学校の防災力の向上を図
るとともに、子どもたちの防災
意識を高めます。

①学校を巡回し、通学路の危険か所の
チェックや防犯対策を行うスクールガード・
リーダーの継続配置（20名）。
②踏切等の危険か所への地域交通安全
員の適正な配置。
③通学路安全対策会議での議論を踏まえ
た危険か所の改善の推進。
④学校防災教育研究推進校による先導的
な研究の推進や、各学校の実態に応じた
防災教育の推進（4校）。

目標を上回って達成できました。
①スクールガード・リーダーについては、よ
り細やかな見守り活動が行えるよう、令和
2年度に目標の20名を上回る25名に配置
を拡充し、令和3年度も25名を継続配置し
ました。
②地域交通安全員については、令和3年
度100箇所に配置しました。
③通学路の危険箇所については、通学路
安全対策会議での議論を踏まえ、路面標
示の設置・補修や注意喚起の標示の設置
などの改善を行いました。
④学校防災教育研究推進校については、
各学校における防災教育の取組を進める
ため、目標の4校を上回る7校を推進校に
指定し、各学校の実態に沿ったテーマで
研究を実践し、報告書を全学校に共有し
ました。

①各種団体等で構成する「交通安全対策
協議会」を中心とした交通安全運動等の
実施
②交通安全意識の高揚に向けた交通安
全教室の実施(490回以上）
③高齢運転者の交通事故防止を目的とし
た高齢者向け講習会等の実施
④自転車マナーアップ指導員による巡回
活動の実施
⑤児童生徒の登下校時の安全確保のた
めのスクールゾーン対策の実施（電柱巻
付標示の実施件数：1,500件以上、路面表
示の実施件数：50か所以上）
⑥交通事故相談所における交通事故被害
者支援のための専門相談の実施

ほぼ目標どおり達成できました。
①各季（春・夏・秋・年末等）の交通安全運
動の機会及び強化月間において、各地区
交通安全対策協議会と協力して、啓発活
動を実施しました。
②園児、小学生、中学生、高校生、成人、
高齢者と各世代で交通安全教室等を実施
しました（435回）。また、新型コロナウイル
ス感染症の影響により教室が開催できな
い学校及び保育園等については、代替と
して交通安全ＤＶＤを貸し出しすなど、柔
軟に対応を行いました。今後も、学校等の
意向に合わせ柔軟に対応し、交通安全意
識の向上に取組みます。
③高齢運転者の交通事故防止を目的とし
た高齢者向け講習会を実施しました（3
回）。
④自転車マナーアップ指導員が、自転車
交通事故多発地域を中心に巡回しました
（193日）。
⑤通学路の電柱巻付標示（650件）とス
クールゾーン・文の路面表示の補修、新設
（115箇所）を実施しました。
電柱巻付標示については、委託先の方針
変更によりR1年度以前と同様の設置期間
となったことから計画の見直しを行いまし
た。これにより、今年度は実施対象学校13
校で合計650件（1校あたり50件）を計画
し、通学路上に電柱巻付標示を設置しまし
た。
⑥高津区役所内相談ブースにて専門相談
員による交通事故相談及び、中原区役所
内相談ブースにて月１回の弁護士交通事
故相談を、新型コロナウイルス感染症の
感染防止の観点から、電話相談に切り替
えて実施しました（229件）。
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総合的な
評価

①人権尊重教育推進事業については、子どもの権利学習派遣事業の実施数が107学級と目標の105学級を上回ったほか、人
権研修の参加者数は2,837人と目標の2,450人を上回りました。また、市民文化局作成「川崎市差別のない人権尊重のまちづく
り条例」リーフレットにあわせた指導資料の作成及び配布を行うとともに、条例に合わせた授業の実施、またGIGA端末に人権
尊重教育サイトを立ち上げ、学校への情報提供等の体制充実を図りました。

②児童生徒の情報活用能力の育成のため、情報化推進モデル校による研究成果を活かした取組の実施について、GIGAス
クール構想の推進に伴い、目標の5校を上回る情報化推進モデル校2校、GIGAスクール推進協力校12校の計14校で情報活用
能力育成のための研究を進め、公開授業及び研究のまとめを行いました。

③児童支援コーディネーターのスキルアップに向けた研修をコロナ禍ではありましたが、形式を工夫し、ほぼ予定通りの回数を
実施することができました。また、スクールカウンセラーについては、市内52の中学校に配置し、週１回年280時間で相談を実施
しました。

④日本語指導のための特別の教育課程の国際教室における実施及び全小・中・特別支援学校での実施については、特別の
教育課程による日本語指導を、国際教室担当者及び非常勤講師の巡回により、対象児童生徒がいる全ての学校で実施しまし
た。また、通訳・翻訳ツールの導入による円滑なコミュニケーション手段の確保については、希望する学校等に通訳機器を新た
に40台配置し、計173台配置しました。また、通訳・翻訳支援業務委託により、222件の通訳者の派遣等を実施しました。
就学前の学校説明会「プレスクール」の実施については、全区で開催し、27組の外国人児童及び保護者が参加しました。

⑤警察OBを活用したスクールガード・リーダーについては、より細やかな見守り活動が行えるよう、令和2年度に目標の20名を
上回る25名に配置を拡充し、令和3年度も25名を継続配置しました。また、地域交通安全員については、令和３年度は100箇所
に配置しました。

これらを実施することにより、将来の社会的な自立に必要な能力や態度及び共生・協働の精神を育てていくための取組を推進
するとともに、子ども一人ひとりの「分かる実感」を大切にするため、習熟の程度に応じたきめ細やかな指導をおこなう取組を推
進しました。また、すべての子どもがいきいきと個性を発揮しながら成長できるよう一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な
相談・指導・支援を推進するとともに、学校における子どもの安全を確保するため、地域における様々な危険から子どもたちを
守る取組を推進しました。
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４　改　善　
≪
「
生

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組

①人権教育補助教材や子どもの権利学習資料等の活用については、GIGA端末の積極的活用等、内容や手法の改
善を図りながら引き続き実施していくとともに、子どもの権利学習派遣事業については、学校が取り組みやすい手法
を講師派遣団体とともに研究し、学校での積極的な実施を働きかけていきます。また、国、県、他部局、人権関連団
体等の啓発資料を配布するとともに、状況に応じた啓発資料を作成し、学校における人権尊重教育の総合的な推
進を図ります。

②今後は更なるＧＩＧＡスクール構想を推進するため、「川崎市立学校における教育の情報化推進計画」に係る次期
計画をもとに、各重点事項について検討、改善を行いながら取組を推進します。また、児童生徒の情報活用能力の
育成や教員の授業力の向上に向け、GIGAスクール構想環境の活用を踏まえ、総合教育センターや情報化推進モ
デル校や研究協力校等による先行研究の成果を速やかに他の学校の取組に生かせる体制を構築し、活用の推進
を図ります。

③児童支援コーディネーターの相談への対応能力を向上するための研修を精選し、実施するとともに、学校巡回カ
ウンセラーについては、児童生徒やその保護者に対する相談の質の向上をするため、各小学校への月２回の計画
派遣を行います。

④海外からの転入を希望する児童生徒が多くなり、就学に向けた相談件数が増加していることから、教育相談につ
いては、研修等により職員の対応能力を高めるとともに、就学期前後の切れ目ない支援・相談体制の整備について
他部局とともに研究を進めていきます。また、日本語指導のための特別の教育課程について、継続して実施すると
ともに、教員の指導力の更なる向上にむけて研修や情報提供を進めます。

⑤引き続き、スクールガード・リーダーについては、拡充配置した効果を検証し、学校安全体制の更なる向上に向け
た取組を進めます。また、学校からの改善要望に対しては、通学路安全対策会議で協議しながら改善を進めます。

子ども・子育て会
議からの
意見・評価

①子どもの権利学習派遣事業の実施数及び人権研修の参加者数が目標を上回ったことを評価します。人権条例に掲げる不
当な差別的取り扱いの禁止、性的マイノリティの児童生徒への適切な対応、新型コロナウイルス感染症による差別を生まない
ようにするなど、人権尊重教育の必要性が高まっていることから、さらに、研修内容の見直しやニーズに合わせた研修講師の
依頼等、教職員向け研修の内容の充実を図るとともに、紙ベースの教材や資料については、GIGA端末の活用などにより、随
時効率化や質の向上を図っていくことを望みます。

②国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、ＩＣＴ環境の整備を推進したことを評価します。引き続き、国の動向や各学校の取組状況
を把握し、情報交換しながら、効果的なＩＣＴ活用を推進していくとともに、教員の更なるＩＣＴ活用に向けた研修等を実施し、活用
能力の向上に向けた取組を推進していくことを望みます。

③新型コロナウイルス感染症拡大を受けて、取組方法を工夫しながら児童支援コーディネーター研修を実施されたことを評価
します。併せて、スクールカウンセラーについても、目標どおり取り組んだことを評価します。引き続き、新型コロナウイルス感染
症の状況を踏まえながら、子どもたちが置かれている状況を把握し、子どもに寄り添った支援を取り組まれることを望みます。

④専門職員の巡回等により、対象児童がいる学校における日本語指導の実施及び通訳機器の配置、さらには通訳者の派遣
等により、特別教育課程による日本語指導支援を取り組んだことを評価します。引き続き、日本語指導等協力者の確保に向け
た当該事業の広報・周知及び人材育成等に取組み、充実した支援体制が構築されることを望みます。

⑤スクールガード・リーダーについては、目標を上回る配置をしたことを評価します。引き続き、地域と連携しながらスクール
ガード・リーダーの増員を目指すとともに、子どもたちの危機管理能力の向上に向けた取組みや啓発活動を推進し、子どもたち
の安全確保を望みます。

講座や研修等の実績が目標を下回った場合においても、実施方法の工夫や少ない回数でも質の確保が図られるよう努めると
ともに、引き続き、子どもの育ちの基盤となる教育環境の充実に向けて、子どもの「生きる力」を育む教育が推進されることを望
みます。
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施策の方向性Ⅲ　支援が必要な子ども・若者や子育て家庭を支える環境の充実

１　施策の概要

２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

5,711

活動
指標

児童相談所における相談件数
目標 4,021 4,021 4,021 4,021

件

3
成果
指標

地域で子どもを見守る体制づくりが進んでいると思う人の割合
目標

4
説明

児童相談所において養護相談、障害相談、非行相
談、育成相談等を実施した件数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【児童相談所運営事業】

⑦

⑧

⑮

各区要保護児童対策地域協議会（個別支援会議）の実施回数
目標

説明

地域の支援ネットワークに関わる担当者による具体
的な支援内容の確認など、個別ケースに関わる協議
を行う各区要保護児童対策地域協議会（個別支援
会議）の実施回数【児童虐待防止対策事業】

実績 710 681

45

説明

要保護児童対策地域協議会関係者アンケート調査のうち、
子どもが安心して地域で暮らせるように、地域における関係
機関との連携が進んでいる（とても進んでいる＋進んでいる）
と思う人の割合【児童虐待防止対策事業】

実績

6,128

①

②

③

④

⑤

⑥

児童虐待防止対策事業

児童相談所運営事業

里親制度推進事業

児童養護施設等運営事業

ひとり親家庭の生活支援事業

女性保護事業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

子ども・若者支援推進事業

小児ぜん息患者医療費支給事業

小児慢性特定疾病医療等給付事業

⑱

施策名

施策の
概要

個々の家庭や子どもが抱える複雑困難な課題に対して、専門性を活かした相談援助を実施するとともに、やむを得ない事情により
家庭での生活が困難な子どもに対して、より家庭に近い環境で子どもの健全な成長・発達を保障する取組を推進します。
また、日常生活に様々な課題を抱える家庭に対して、自立した社会生活が送れるよう、相談援助や個別支援を実施します。

指標分類

計画期間
における
主な方向性

≪児童虐待への対応・社会的養護の推進≫
虐待防止センターによる２４時間の電話相談の実施や、児童虐待防止啓発活動を通じて児童虐待の未然防止、早期発見・早期
対応に取り組んでいきます。また、各区の要保護児童対策地域協議会実務者会議における、要保護児童等へのきめ細かな対応と
個別支援の充実を図ります。
子どもが置かれた状況に応じ、高度な専門性を活かした子ども及び家庭への相談や援助、要保護児童の児童養護施設等への
措置等を今後も適切に実施します。また、各区役所及び関係機関との連携をさらに強化し、ハイリスク家庭の早期把握に向けた取
組の推進を行います。
里親制度の普及啓発や登録に向けた制度説明・研修等を効果的に実施するとともに、関係機関と連携しながら児童委託後の支
援体制を構築し、一層の制度推進を目指します。
社会的養護により養育された子どもの円滑な社会的自立に向け、施設等での養育の時点から将来の自立を見据えた支援を行う
とともに、退所後も安定した生活ができるよう支援の充実を図ります。
育児支援プログラムの実施など、児童家庭支援センターにおける児童虐待対策の機能強化を図るとともに、関係機関や市民へ
の周知を行い、地域に根ざした相談支援機関として、今後も児童相談所や各区役所との連携を推進します。
≪ひとり親家庭の自立の促進≫
ひとり親家庭の生活状況は、親の就労状況や子どもの成長などに応じて変化していくことから、個々の家庭の状況やニーズに寄
り添って、支援施策を的確に提供するための相談支援の体制づくりや、相談員の資質向上、支援施策の周知・提供の取組を推進し
ます。
ひとり親家庭の自立に向けては、正規雇用への移行を目指した継続的な就労支援とともに、就業又は修業と子育てを両立するこ
とができる環境整備を進めます。
親の離別など辛い経験をした子どもの心に寄り添い、将来の自立に向けて、子どもの成長段階に応じて切れ目なく、生活習慣の
習得や学力の向上、修学の継続等に向けた支援を行います。
≪子ども・若者や子育て家庭が安心して暮らせるための支援≫
女性相談については、川崎市DV相談支援センター及び区役所地域みまもり支援センター等が安心して相談できる窓口であること
などの周知をより一層推進します。
子どもの貧困対策の視点から、様々な分野が連携した総合的な子ども・若者への支援を推進します。
小児慢性特定疾病医療等給付事業は、長期治療等を必要とする患児の保護者の負担軽減を図るため事業を継続します。
子ども・若者が健やかに成長できるよう、多様な主体がともに連携・協働しながら、地域がつながり、誰もが互いに助け合い・支え
合うことのできるまちを目指し、地域社会全体で子ども・若者を見守り、支える仕組みづくりを進めるため、その役割を担う団体を育
成・支援します。

1
活動
指標

回

22 22 18 23

施策７　子どもが安心して暮らせる支援体制づくり

施策を構成す
る事務事業

説明
11月の児童虐待防止推進月間を中心に各種の啓発
活動を実施した回数【児童虐待防止対策事業】 実績

⑬

⑭

2
活動
指標

実績

- 39 - 39.5

664

目標・実績 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

回

児童虐待防止普及啓発活動の実施数
目標 22 22 22

単位

⑨

⑩

⑪

⑫

⑯

⑰

444 444 444 444

624

22

％

- 41 -

6,6675,166

災害遺児等援護事業
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312 312 312 312

件
説明

DV相談支援センターにおける電話相談を実施し、DV
被害者などへの相談支援を行った件数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【女性保護事業】

実績 403 464 595718

1,505 1,505 1,505

件
説明

母子又は単身の女性を対象に、夫婦・親子間のこ
と、経済的なことや育児のことなどの様々な相談を受
け付け支援を行った件数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【女性保護事業】

実績 2,179 2,264 2,4872,852

件
説明

児童扶養手当受給者等に対してきめ細やかな継続的な自立・就業支
援を実施するために、個々の対象者の状況・ニーズに応じた自立目標
や支援内容等について自立支援プログラムを策定した件数【ひとり親
家庭の生活支援事業】

実績 56 44 53 45

15
活動
指標

高等職業訓練促進給付金の新規認定件数
目標 19 20 23 25

件
説明

ひとり親家庭の親が看護師、介護福祉士等の資格
取得に向けて修業する場合に受講期間中支給する
高等職業訓練促進給付金の新規の認定件数【ひとり
親家庭の生活支援事業】

実績 19 14 18 14

人
説明

本市がファミリーホーム、ファミリーグループホーム及
び自立援助ホームへ措置等を行っている児童数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【児童養護施設等運営事業】

実績 48 40 5743

13
活動
指標

ひとり親家庭等医療費助成の対象者数
目標 12,500 13,000 13,000 13,000

人
説明

各年度末時点での助成対象者数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【ひとり親家庭の生活支援事業】 実績 12,352 12,849 12,164 12,034

5,729

11
活動
指標

児童ファミリーグループホームにおける本市措置児童数
目標 50 50 50 50

14
活動
指標

自立支援プログラム策定件数
目標 75 80 85 90

16
活動
指標

女性相談の件数
目標 1,505

72

夏休み等の大型連休に児童を養育する、ふるさと里
親の登録世帯数【里親制度推進事業】

説明

実績 288 260 261

6,400 6,400

実績 6,214 6,077 5,836

15

目標

5 5 5

73

目標 403 403 403

41 82

434

実績

456

67 69 71

人
説明

本市が児童養護施設、乳児院及び児童心理治療施
設等へ措置を行っている児童数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【児童養護施設等運営事業】

世帯

5
活動
指標 説明

児童福祉法第３３条等の規定に基づき様々な事情や
問題を抱える家庭の児童を保護し、行動観察、心身
の安定や生活習慣の回復を図りながら生活指導等
を行った件数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【児童相談所運営事業】

実績

3

75実績

回
説明

7

里親希望者及び里親への養育技術向上を目的とし
た研修会の開催回数【里親制度推進事業】 実績 3 3 3

説明

里親の登録世帯数
※R2年度及びR3年度の目標値は「川崎市社会的養育推進計画（R2年
2月策定）」において新たに設定した数値（かっこ内は、第２期実施計画
上の数値）【里親制度推進事業】

実績 156 168

一時保護所における保護件数

9
活動
指標

里親養育技術向上のための研修会の開催回数
目標

10
活動
指標

児童養護施設等における本市措置児童数
目標

12
活動
指標

児童扶養手当受給世帯数

8
成果
指標

里親の登録数
目標

成果
指標 説明

里親登録者を増加するための里親の養育体験や制
度内容に関する説明会の開催回数【里親制度推進
事業】

17
活動
指標

DV相談支援センターの相談件数
目標

世帯

6,400

ふるさと里親登録数

91

説明

児童扶養手当法に基づく児童扶養手当の受給者世
帯数（所得超過による全部支給停止者を除く。）
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【ひとり親家庭の生活支援事業】

403

里親養育体験発表会及び制度説明会の開催回数
目標 5

世帯

90

192
(145)

252

回

15

3 3

139 141
180
(143)

3

173 197

3

276 276 276 276

6
活動
指標

目標 6,400

件

475 476

55



％
説明

640

1,353

件
説明

地域の児童の福祉に関する様々な問題や児童に関
する家庭その他からの相談の件数【子ども・若者支
援推進事業】 実績 4,032 4,177 3,442 3,679

82.67 82.26 86.89

24
活動
指標

就学支度資金貸付件数
目標 114 114 114 114

23
活動
指標

修学資金貸付件数

件
説明

ひとり親家庭及び寡婦の子どもの修学にあたり、授
業料にかかる経費として修学資金の貸付けを行った
件数（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとな
ります。）【母子父子寡婦福祉資金貸付事業】

実績 322 379 381 358

22
活動
指標

20
活動
指標

児童家庭支援センターにおける地域・家庭からの相談件数
目標 2,615 2,615 2,615 2,615

25
成果
指標

償還率（現年度分）

説明
各年度末時点での支給対象者数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【小児ぜん息患者医療費支給事業】 実績 4,866 4,466 3,5664,029

説明

ひとり親家庭及び寡婦の子どもの修学にあたり、入
学金等の経費として就学支度資金の貸付けを行った
件数（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとな
ります。）【母子父子寡婦福祉資金貸付事業】

貸付金の償還について、現年度分の償還対象金額
のうち、収納があった金額の割合【母子父子寡婦福
祉資金貸付事業】

21
活動
指標

小児ぜん息患者医療費の支給対象者数

18
活動
指標

ひきこもり等児童福祉対策事業における個別支援活動の参加人数
目標 95 95 95 95

19
活動
指標

ひきこもり等児童福祉対策事業における集団支援活動の参加人数
目標 82

説明

対象児童と大学生等のボランティアとの１対１の触れ
合いや交流を通じて、相互の人間関係の醸成を図
り、良き理解者としてボランティアを信頼し、児童の内
面的な自主性や社会性を伸ばす個別支援活動の参
加人数【子ども・若者支援推進事業】

実績 122 130 73 110

82 82 82

55

人
説明

１０人規模程度の小集団のグループでレクリエーショ
ン等を行うことで、他人との関わりや集団の中におけ
る自己の役割認識、それを実行する力を養い、自主
性や社会性を伸ばす集団支援活動の参加人数【子
ども・若者支援推進事業】

実績 90 92

1,246 1,246 1,246

38

人

目標 5,000 5,000 5,000 5,000

86.46 88.8

578 589

目標 222 222 222 222

目標 81.77 84.11

1,319

1,246

人

26
活動
指標

災害遺児等福祉手当支給延件数
目標

小児慢性特定疾病の助成対象者数
目標

説明

小児慢性特定疾病により治療を受け、一部負担金の
助成を受けている対象者数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【小児慢性特定疾病医療等給付事業】

説明
災害遺児等福祉手当の支給延件数
（なお、数値は目標ではなく実績管理のものとなりま
す。）【災害遺児等援護事業】 実績

実績

実績

730

1,517

件

147 118 104 94

人

件

626

730

実績 1,276

730 730

83.88
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３　評価
　内部評価の結果

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

施策への
貢献度

今後の事
業の方向
性

Ⅱ　改善
しながら
継続

３　ほぼ
目標ど
おり

事業の内容 当該年度の事業の取組内容

A　貢献し
ている

児童相談所運営
事業

2

1
児童虐待防止対
策事業

子ども・若者の未来応援プラ
ン等に基づき、庁内外を含む
関係機関との連携強化、児童
虐待防止に向けた啓発活動、
関係職員の人材育成等の施
策を推進します。

①要保護児童対策地域協議会の運営体
制の充実
②児童虐待防止センターによる電話相談
の実施
③児童虐待防止普及啓発活動の実施（実
施数：22回）
④児童及び家庭に関する情報の一元的な
管理による包括的な支援の実施（児童相
談システムの開発）
⑤子育て短期利用事業（ショートステイ・デ
イステイ）

ほぼ目標どおり達成できました。
①各区要保護児童対策地域協議会（個別
支援会議）を681回実施しました。また、連
携調整部会の運営方法について、区役所
及び児童相談所職員による庁内ワーキン
グ等で検討を行いました。
②児童虐待防止センターにおいて1,849件
の電話相談を実施しました。また、神奈川
県、横浜市、相模原市、横須賀市と合同で
開設している「かながわ子ども家庭１１０番
相談LINE 」について、令和３年４月から受
付時間を１時間延長しました。
③11月の児童虐待防止月間を中心に、虐
待のないまちづくりを推進するため、啓発
ポスターの掲示等により児童虐待防止普
及啓発活動を23回実施しました。また、コ
ロナ禍で各種イベントが縮小される中、新
型コロナウイルス感染症対策を講じたフッ
トサル大会の開催、市社協との協働によ
る広報活動の実施、虐待防止のアニメー
ション動画を活用した広報の拡充などの取
組を行いました。
④児童相談システムの運用及びカスタマ
イズにより、児童及び家庭に関する情報
の一元的な管理による包括的な支援を実
施しました。
⑤2か所の乳児院及び4か所の児童養護
施設において、事業を実施しました。
　地域で子どもを見守る体制づくりが進ん
でいると思う人の割合は、前回調査（令和
元年度）からは0.5％上昇したものの目標
値を5.5％下回りました。なお、進んでいな
いと思う人の割合は、20.9%から15.2%に減
少しています。引き続き地域の関係機関
等との連携強化を図りながら、地域社会
全体で、子ども・若者を見守るしくみづくり
を推進していきます。

関係機関との連携のもと、家
庭その他関係機関からの相
談に応じ、調査、診断、判定、
一時保護、措置等の必要な
支援を実施します。

事務事業名 取組内容の実績等 事業の
達成度

３　ほぼ
目標ど
おり

①特定妊婦、要支援・要保護児童に対す
る迅速かつ的確な対応の推進
　・子どもの置かれた状況に応じた子ども
及び家庭への相談・援助の実施
　・一時保護の司法関与の強化に向けた
検討結果を踏まえた事業推進
②児童相談所の体制強化
　・専門的知識を有する職員の増員など児
童相談体制の充実
　・南部地域の児童相談体制の充実に向
けた検討結果を踏まえた事業推進
③養育支援訪問（こども家庭支援員の派
遣）

ほぼ目標どおり達成できました。
①保健・医療機関や警察・検察等の関係
機関との連携を図りながら、子どもの置か
れた状況に応じて子ども及び家庭への相
談・援助を実施しました。
②児童福祉司14名、児童心理司２名を増
員し、児童相談所体制の充実を図りまし
た。また、増加する児童虐待相談通告件
数や一時保護児童数への対応を図るため
の施設整備として、中部児童相談所の改
築に向けて、基本設計及び仮設相談所の
整備、北部児童相談所の増築とこども家
庭センターの改修に向けた設計を実施し
ました。
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A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

4

3

目標どおり達成できました。
①、②乳児院、児童養護施設等における
施設の高機能化や多機能化を図るため、
宿舎借上げ事業の創設や職員配置の拡
充など処遇改善面の充実を図り、入所す
る子どもが良好な環境の中で継続的に支
援が受けられるよう取組を進めたほか、適
正な運営につながるよう、適宜指導等を行
うなど、社会的養護の推進を行いました。
③本市社会的養育推進計画に基づき、子
どもの適性に配慮しながら、地域社会にお
ける養育を推進するため、年度当初に地
域小規模児童養護施設及び自立援助
ホームの整備を行うとともに、小規模施設
の次年度開設に向けた調整を行いまし
た。
④子ども・若者応援基金を活用した学習・
進学支援事業を児童に対して行うととも
に、退所者自立支援事業を事業者へ委託
し、退所者向けの自立支援の充実を図り
ました。
その他、新型コロナウイルスの感染拡大を
受けて、入所児童及び職員への感染対策
を図るため、消耗品や備品類及び職員の
かかり増し経費などへの補助を実施しまし
た。

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

児童養護施設等
運営事業

里親制度推進事
業

・里親制度の普及・啓発活動
の推進
・里親支援機関と連携した里
親における養育の支援

①里親制度の普及・啓発活動の推進
②里親養育体験発表会と制度説明会の
開催（5回以上）
③里親養育技術の向上のための研修会
等の実施（3回以上）
④ふるさと里親事業の実施（登録者数：69
世帯以上）
⑤ＮＰＯ法人等が行う里親支援事業の実
施

目標どおり達成できました。
①市政だよりへの掲載やアゼリア広報
コーナー等での展示等のほか、里親養育
体験発表会の複数回開催、フェイスブック
やＧｏｏｇｌｅ広告の活用など様々な手段を
活用した広報活動を行いました。
②全体説明会形式の他、オンラインや個
別相談の形式を取り入れ、養育里親説明
会、養子縁組里親説明会をそれぞれ12回
開催するなど、コロナ禍においても積極的
に事業を展開しました。
③里親登録後の資質向上を目指すため、
今年度は子どもの自立支援をテーマにし
た内容など研修会を3回実施しました。
④ふるさと里親事業については、長期休
暇を中心に乳児院・児童養護施設、地域
小規模児童養護施設で実施し、ふるさと里
親登録数は90世帯となりました。
⑤昨年度より引き続きフォスタリング機関
による包括的な里親支援を実施したほ
か、8月よりピアサポート事業を開始し、既
存の各支援機関（ＮＰＯ法人、乳児院、児
童養護施設、里親会）と連携して実施しま
した。

・定員の小規模化や小規模グ
ループケアの導入等、施設等
における家庭的な環境での養
育に配慮した施設整備
・法定扶助費及び市単独扶助
費の支弁による児童の処遇
の向上
・地域における社会的養護の
意識の醸成

①乳児院、児童養護施設及び児童心理治
療施設における社会的養護の推進
②児童養護施設等への法定扶助費及び
市単独扶助費の支弁による運営支援
③児童ファミリーグループホームにおける
家庭的養護の推進
④児童養護施設退所者等に対する自立
支援の推進
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6

5
３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

ひとり親家庭の生
活支援事業

女性保護事業

経済的支援をはじめ、生活・
子育て支援、就業支援等ひと
り親家庭の自立に向けて、多
方面からの総合的な支援施
策を実施しています。

ほぼ目標どおり達成できました。
①女性相談について2,487件受け付け、女
性相談員による相談・保護・自立支援を実
施しました。
②DV相談支援センターにおいて595件の
電話相談を受け付け、DV被害者等への相
談・支援を実施しました。
③DV被害者等の緊急一時保護について、
県女性相談所や県内民間団体、警察と連
携し支援しました。
その他、民間民間団体への支援の充実や
市ホームページ、ツイッター、市政だより、
ＪＲ川崎駅のアゼリアビジョン、南武線のト
レインチャンネル等、様々な媒体を通じた
相談窓口の周知を図りました。

①対象世帯への児童扶養手当の適正な
支給
②対象家庭への医療費の一部助成の実
施
③母子・父子福祉センターにおける生活・
就業相談及び支援の実施（自立支援プロ
グラム策定件数：85件以上）
④ひとり親家庭への自立支援教育訓練給
付金・高等職業訓練促進給付金の支給
（高等職業訓練促進給付金新規認定：23
件以上）
⑤ひとり親家庭への日常生活支援事業の
実施
⑥ひとり親家庭の子どもへの生活・学習支
援の実施
⑦母子家庭の保護・自立促進に向けた母
子生活支援施設の運営
⑧市バス特別乗車証交付事業のあり方の
検討結果を踏まえた事業推進

ほぼ目標どおり達成できました。
①対象者5,729世帯に対して児童扶養手当を適
切に支出しました。
②対象者12,034人へ医療費の一部助成を適切に
実施しました。
③ひとり親家庭の親の就労による自立に向けた
自立支援プログラム策定（45件）を行いました。電
話相談による就労支援で今後の方向性を見いだ
せた方が多かったため目標値を下回りましたが、
引き続き適切な相談支援や制度周知等を図りな
がら、事業を推進していきます。
④ひとり親家庭の親の資格取得支援としての高
等職業訓練促進給付金対象者の新規認定(14件)
を行いました。電話相談による就労支援で今後の
方向性を見いだせた方が多かったため目標値を
下回りましたが、引き続き適切な相談支援や制度
周知等を図りながら、事業を推進していきます。
⑤ひとり親家庭への家事・育児等支援として、必
要な家庭に通年で延べ310名の支援員派遣を実
施しました。
⑥ひとり親家庭の小・中学生の子どもに対する生
活・学習支援の支援を市内17か所で実施しまし
た。
⑦母子家庭の保護・自立促進に向けて母子生活
支援施設を適切に運営しました。
⑧平成30年度の施策の再構築を踏まえ、ひとり
親家庭支援施策を総合的に推進しました。
⑨「川崎市ひとり親に関するアンケート」を実施
し、ひとり親の状況と課題の把握を行いました。
その他、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
を受け、より困難が生じているひとり親家庭等に
対する支援として、児童扶養手当受給者等を対
象とした子育て世帯生活支援特別給付金の支給
を行いました（ひとり親世帯分：6,096世帯）。

女性相談員を各区役所地域
みまもり支援センター・各地区
健康福祉ステーションに配置
するとともに、ＤＶ相談支援セ
ンターにおける電話相談を実
施し、様々な困難を抱える女
性の相談及び支援を実施す
ることで、女性の人権擁護と
自立支援を図ります。

①女性相談員による相談・保護・自立支援
の実施
②DV相談支援センターを活用したDV被害
者等への相談・支援の実施
③DV被害者等の緊急一時保護の実施
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A　貢献し
ている

①子ども・若者の支援、子どもの貧困対策
の総合的な推進
②ひきこもり等児童福祉対策の実施
③児童家庭支援センターにおける子育て
相談・支援の推進
④地域・子ども子育て活動支援助成事業

ほぼ目標通り達成できました。
①子ども・若者支援機関案内冊子である
「かわさきサポートブック」を改訂し、一層
の周知及び活用に向け、各区地域みまも
り支援センター等の掲載機関に加え、新た
に認可保育所の職員等に配布しました。
また、「川崎市子ども・若者の未来応援プ
ラン」の点検・評価を行う中で、プランに位
置付けた推進項目について、進捗状況の
把握を行いました。さらに、次期計画とな
る「第2期川崎市子ども・若者の未来応援
プラン」を策定し、現行プランに位置付けた
第5章（子ども・若者を取り巻く個別課題へ
の対応）については、関係局と調整を図り
ながら、推進項目の追加、統合、変更等を
行い、次期プランに反映しました。
②ひきこもり等児童福祉対策事業につい
ては、不登校・ひきこもりへの支援として、
大学生等のボランティアを活用し、個別支
援活動に110人、集団支援活動に38人の
子ども・若者が参加しました。なお、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により参加人
数が減少しており、令和３年度は個別・集
団支援活動の参加者が目標値を下回りま
したが、感染対策を行いながら引き続き事
業を実施していきます。
③地域における身近な民間相談機関であ
る児童家庭支援センターにおいて、児童
相談所や区役所地域みまもり支援セン
ターなどの行政の相談機関と連携し、
3,679件の相談・支援を行いました。
④地域で主体的に子ども・若者支援・子育
て支援を行う24団体に対し、助成を行いま
した。

9
小児慢性特定疾
病医療等給付事
業

小児慢性特定疾病の治療の
際の医療費自己負担分及び
装具等作製の際の一部助成
を行っています。

①安定的かつ継続的な医療費等の給付
②小児慢性特定疾病で治療を受けている
児童及び保護者を対象とした自立支援事
業の実施

目標どおり達成できました。
①小児慢性特定疾病により医療が必要な
方に、安定的かつ継続的に医療費等の給
付を行いました。また、指定医療機関・指
定医の新規認定・更新等も適正に行いま
した。
②委託により、小児慢性特定疾病により
医療が必要な方及びその家族に対する電
話等による相談事業、並びに本市職員や
対象児の介護に係る関係機関職員、対象
児の保護者を対象とした、自立支援に資
する研修を実施しました。

Ⅱ　改善
しながら
継続

Ⅱ　改善
しながら
継続

8
小児ぜん息患者
医療費支給事業

３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる

Ⅰ　現状
のまま継
続

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

①小児ぜん息患者へ医療費の一部を支
給

目標どおり達成できました。
①小児ぜん息患者に対して医療費の一部
を支給しました。

子どもの貧困対策の視点か
ら、様々な分野が連携した総
合的な子ども・若者への支援
を推進するとともに、地域社
会全体で、子ども・若者を見
守り、支える取組を支援しま
す。

7
子ども・若者支援
推進事業

対象者の保険医療費の自己
負担額（食事療養標準負担額
を除く）を助成します。

B　やや
貢献して
いる

10
３　ほぼ
目標ど
おり

母子父子寡婦福
祉資金貸付事業

ひとり親家庭等の児童の学費
や就労のための資格取得に
伴う費用など、１２種類の資金
の貸付を行います。また、償
還金の徴収や債権管理、徴
収指導を行います。

①対象者への貸付事業の実施
②貸付金の滞納整理及び長期未納の防
止に向けた取組の推進

ほぼ目標どおり達成できました。
①対象者への貸付事業の実施について
は、各区窓口において、修学資金等の申
請を受け付け、貸付を行いました。
②貸付金の滞納整理及び長期未納の防
止に向けた取組の推進については、夜間
電話催告や夜間休日訪問催告を実施した
ほか、償還率の向上に効果的な口座振替
の未登録者への登録勧奨の強化や、連帯
保証人への早期の働きかけ等に取り組ん
だことで償還率は前年度を上回る見込み
ですが、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大の影響による債務者自身の収入減
少などの影響もあり、償還率の目標値の
達成には至りませんでした。今後について
も、収入率向上に効果的な口座振替登録
勧奨の取組を進めるとともに、貸付申請時
における償還能力等を適切に審査するこ
とで、将来の収入未済額削減に向けても
取り組んでまりいます。
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子ども・子育て会
議からの意見・評

価

①児童相談所体制の充実に向けて児童福祉司等を増員し、増加する児童虐待相談通告件数や一時保護児童数への対応を
図るため、中部児童相談所の改築等の施設整備を進めたほか、要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運営方法の見
直しを進めたことを評価します。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、「かながわ子ども家庭110番相談
LINE」によるＬＩＮＥ相談窓口の受付時間を延長したことも評価します。引き続き、「要保護児童対策地域協議会」の開催などに
より、要保護児童の早期発見や適切な支援に向け、関係機関等の連携に努め、適切な支援の実施に取り組まれることを望み
ます。

②児童養護施設等の運営事業については、引き続き、家庭での生活が困難な児童を施設等において養育するための支援
や、川崎市社会的養育推進計画に基づいた小規模施設の設置に向けた取組を推進していくことを望みます。また、里親制度
推進事業については、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえた研修や説明会を実施し、普及・啓発活動により里親の登
録者を増やすとともに、行政や里親支援機関が一体となって里親を支援する取組を実施していくことを望みます。

③ひとり親の家庭支援について、新型コロナウイルス感染症拡大を受けて、子育て世帯生活支援特別給付金を支給し、経済
的に困窮したひとり親家庭等への支援を行ったことを評価します。引き続き、高等職業訓練促進給金の支給等、新型コロナウ
イルス感染症の動向にも注視しながら、ひとり親家庭の親と子の将来の自立に向けた支援を推進していくことを望みます。

④「かわさきサポートブック」を作成し、市内の関係機関のほか、新たに認可保育所に配布し、関係機関の連携及び一層の周
知を図るとともに、DV相談支援センターにおいて困難を抱える女性が潜在化しないよう取組を推進していることを評価します。
子ども・若者や子育て家庭を取り巻く社会環境が大きく変化する中、子ども・若者をめぐる問題は複雑かつ深刻化していること
から、引き続き、普及啓発に向けた研修や庁内関係部署等との横断的な取組を推進していくことを望みます。

引き続き、支援が必要な子ども・若者や子育て家庭を支える環境の充実に向けて、新型コロナウイルス感染症の動向も踏まえ
て、子どもが安心して暮らせる支援体制づくりが推進されることを望みます。

Ⅰ　現状
のまま継
続

対象となる保護者に児童１人
につき月3,000円の福祉手当
を支給します。
また、小学校入学、中学校入
学、中学校卒業等にあわせ
て、祝金等を支給します。

①対象者への福祉手当の支給
②小・中学校の入学・卒業祝金品の贈呈

目標通り達成できました。
①の対象者への福祉手当の支給につい
て、対象者の資格を確認し、適正に支給し
ました。
②の小・中学校の入学卒業祝金品の贈呈
について、対象者を確認し、適正に執行し
ました。

11
災害遺児等援護
事業

総合的な
評価

①児童相談所体制の充実に向けて児童福祉司等の増員を行うとともに、増加する児童虐待相談通告件数や一時保護児童数
への対応を図るため、中部児童相談所の改築等の施設整備を進めました。また、神奈川県内５県市（県、横浜市、川崎市、相
模原市、横須賀市）が共同で実施する「かながわ子ども家庭110番相談LINE」の受付時間を延長し、相談体制の充実を図りま
した。さらに、「要保護児童対策地域協議会」を各区で開催し、要保護児童の早期発見や適切な支援に向け、子どもに関する
関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する従事者等が連携した対応に努め、適切な支援の実施に取り組むとともに、要
保護児童対策地域協議会連携調整部会において、ケース数の増加に対応するため、運営方法の見直しについて検討を行い
ました。

②乳児院、児童養護施設等における施設の高機能化や多機能化を図るため、宿舎借上げ事業の創設や職員配置の拡充な
ど処遇改善面の充実を図り、入所する子どもが良好な環境の中で継続的に支援が受けられるよう取組を進めたほか、適正な
運営につながるよう、適宜指導や本市社会的養育推進計画に基づく施設整備等を行うなど、社会的養護の推進を行いまし
た。また、里親制度の広報・普及啓発のほか、里親の登録に向けたふるさと里親事業の実施や里親養育技術向上のための
研修の実施、フォスタリング機関による包括的な里親支援や8月より開始したピアサポート事業等を通じて、里親制度の推進を
図りました。

③ひとり親家庭の親と子の将来の自立に向けて平成30年度に実施した施策の再構築を踏まえ、親の就業による自立に向け
た自立支援プログラムの策定や、高等職業訓練促進給付金等の支給を行い、さらに子の将来の自立に向けた小・中学生を対
象とした学習支援事業について、令和3年度は新たに1カ所拡充し、市内17カ所で実施するなど、ひとり親家庭の自立に向けた
支援の実施に取り組みました。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、より困難が生じているひとり親家庭等に
対する支援として、児童扶養手当受給者等を対象とした子育て世帯生活支援特別給付金の支給を行いました。

④川崎市子ども・若者支援機関案内冊子である「かわさきサポートブック」を作成し、一層の周知及び活用に向け、各区地域み
まもり支援センター等の掲載機関に加え、新たに認可保育所の職員等に配布しました。また、次期計画となる「第2期川崎市子
ども・若者の未来応援プラン」を策定し、現行プランに位置付けた第5章（子ども・若者を取り巻く個別課題への対応）について
は、関係局と調整を図りながら、推進項目の追加、統合、変更等を行い、次期プランに反映しました。さらに、地域・子ども子育
て活動支援助成事業については、地域で主体的に子ども・若者支援・子育て支援を行う24団体に対し、助成を行いました。女
性保護事業については、DV相談支援センターにおいて595件の電話相談を受け付け、DV被害者等への相談・支援を実施しま
した。

これらを実施することにより、個々の家庭や子どもが抱える複雑困難な課題に対して、専門性を活かした相談援助を行うととも
に、家庭での生活が困難な子どもに対して、より家庭に近い環境で子どもの健全な成長・発達を保障する取組を推進しまし
た。また日常生活に様々な課題を抱える家庭に対して、自立した社会生活が送れるよう相談援助や個別支援を行いました。

３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる
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４　改　善　

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組

①更なる児童相談所体制の充実に向けて、児童福祉司等を増員するなど、増加する児童虐待相談通告件数や一
時保護児童数への対応に取り組んでいきます。また、「要保護児童対策地域協議会」などの開催により、要保護児
童の早期発見や適切な支援に向け、関係機関等の連携に努め、適切な支援の実施に取り組んでいきます。

②児童養護施設等の運営事業については、家庭での生活が難しい要保護児童を家庭に近い環境で養育する体制
を確保するため、引き続き児童養護施設等への運営支援を行うとともに、施設等においては人材確保や人材育
成、施設の小規模化による支援の充実を図る必要があるため、施設等や児童相談所と連携しながら児童の支援の
充実に向けて取り組んでいきます。また、里親制度推進事業については、新型コロナウイルス感染症の動向を踏ま
え、オンライン等を活用した研修や説明会等を実施し、里親の登録者の増員向けた取組を進めていきます。

③ひとり親家庭の就労による自立に向けた支援のためのプログラム策定や高等職業訓練促進給付金の制度の周
知を強化するとともに、平成31年度から実施している再構築後の各支援施策について、コロナ禍の影響を大きく受
けたひとり親家庭の現状を踏まえ、事業効果の検証・改善を図り、親と子の生活の安定や将来の自立に向けて、ひ
とり親支援施策の推進に引き続き取り組んでいきます。

④女性相談・DV相談支援センターにおける相談件数は増加していることから、増加・複雑化する相談に適切に対応
していくため、効果的な相談支援体制等の検討を行います。また、今後も、子ども・若者が健やかに成長できるよ
う、多様な主体がともに連携・協働しながら、地域がつながり、誰もが互いに助け合い・支え合うことのできるまちを
目指し、地域社会全体で子ども・若者を見守り、支える仕組みづくりを進めるとともに、併せてその役割を担う団体を
育成・支援していきます。
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施策の方向性Ⅲ　支援が必要な子ども・若者や子育て家庭を支える環境の充実

１　施策の概要

２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

91.8

180

80

4

3 年金専門員による年金受給に向けた自立支援を行う
ことで減少した生活保護費【生活保護業務】 実績

2
成果
指標

目標
成果
指標

居住安定化支援実績

説明

説明
転居により住居が安定し、社会的なつながりを回復
することで、社会生活自立をした人数【生活保護業
務】 実績

年金専門員事業実績

成果
指標 説明

国の目標値である後発医薬品使用率促進の達成を
目的とする。【生活保護業務】

目標

①

②

③

④

⑤

⑥

1
成果
指標

学習支援・居場所づくり事業利用者の高校等進学率

指標分類

生活保護業務

生活困窮者自立支援事業

雇用労働対策・就業支援事業

民生委員児童委員活動育成等事業

自殺対策・メンタルヘルス普及啓発事業

説明
学習支援・居場所づくり事業を利用した、生活保護受
給世帯の中学３年生の高校等への進学率【生活保護
自立支援対策事業】

生活保護自立支援対策事業

86.9

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

目標・実績 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 単位

292,850

268295

180

300,000

目標 100 100

目標 180 180

実績

255,958436,583

300,000

80 80

実績 96

施策名

施策の
概要

日常生活に様々な課題を抱え、生活に困窮した家庭に対して、社会的な自立に向けた支援を行うとともに、困難を抱える子ども・若
者が、社会生活を自立して営むことができるよう、社会参加の促進に向けた取組みや生活面・医療面などにおける相談援助を通じ
た専門的な個別支援を実施します。

計画期間
における
主な方向性

≪生活保護受給者・生活困窮者の自立に向けた取組みの推進≫
生活保護受給者に対する就労支援事業について、引き続き個々の意欲や能力に応じて寄り添った丁寧な支援を実施するととも
に、生活保護受給世帯の中学生の自立に向けて学習支援を実施し、高校等への進学を支援する取組みを進めていきます。
生活保護業務について、現在の事業内容を維持しながら、自立のための支援や医療扶助の適正化に向けた取組みを推進してい
きます。
生活にお困りの市民が社会的経済的な自立を果たし、地域において安定した生活を継続することができるよう、「だいＪＯＢセン
ター」と関係機関が連携し、効果的な取組みを展開します。
≪総合的な就業支援の取組みの推進≫
・　「キャリアサポートかわさき」においては、求職者への就職相談等により、ニーズに沿った職業紹介を行い、「コネクションズかわさ
き（かわさき若者サポートステーション）」においては、個別カウンセリングや職業・職場体験等により、若年無業者等の職業的自立
支援に取り組むなど、雇用情勢や社会的ニーズに応じながら効果的な就業支援を実施します。
≪多様な主体と連携した安全・安心な地域社会の構築≫
民生委員児童委員の活動について、増員や複数担当制などの欠員対策による担当世帯数の適正化や、様々な媒体を活用した広
報強化等により、活動負担の軽減及び活動支援の充実を図ります。
自殺対策について、引き続き、支援者研修や検討会を通して、困難に遭遇したり、生きづらさをかかえたりした子ども・若者を支援
していくための人材養成、後方支援を進めていきます。
更生保護の取組みにおいて、引き続き、各種団体と連携しながら社会を明るくする運動等を実施するとともに、関係団体の活動支
援を行います。
≪障害者の自立支援と社会参加の促進≫
今後予定されている精神障害者雇用の義務化や法定雇用率の引き上げなどにより、障害者雇用の拡大が見込まれています。こ
の機会を捉え、就労移行支援事業所や就労援助センターなどの就労支援機関や各種団体との協働・連携により、求職相談から就
労定着に向けた支援体制や企業とのネットワークを強化し、障害者の働く意欲の喚起と企業側の雇用促進につながる取組みを推進
します。
障害者の地域社会への参加や健康づくりを促進するため、様々なイベントや普及啓発活動を通じて、障害者の社会参加の機会の
充実を図り、障害のある人もない人も、お互いを尊重し、共に支え合える地域社会の実現に向けた意識の醸成（心のバリアフリー）を
推進します。
ひきこもりに関して、様々な課題に対応できるよう、関係機関との連携強化を図り、更なる相談体制の拡充を検討するとともに、普
及啓発を行い、正しい知識や早期相談等の予防的なアプローチを行っていきます。
精神障害者の早期治療や日常生活、社会生活及び社会参加の総合的な支援、市民の精神的健康の増進を進めるとともに、引き
続き、各区役所における精神保健福祉相談や普及啓発活動を実施していきます。

施策８　子ども・若者の社会的自立に向けた支援

施策を構成す
る事務事業

⑬

⑭

⑮障害者社会参加促進事業

社会的ひきこもり対策事業

精神保健事業

⑱

更生保護事業

⑫

⑯

⑰

障害者就労支援事業

350

238,448

後発医薬品使用促進割合

91.2

100 100

100 100

％

99

人

363

80

千円

91.2

300,000 300,000

％
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75 75 75 75

％

人

「キャリアサポートかわさき」における就職決定者数
【雇用労働対策・就業支援事業】 実績 490 375

69 66

人

回

回

6

回

3

世帯

民生委員児童委員の充足率
目標 96.5 96.7 97 97.2

％
説明

厚生労働大臣の定める基準を参酌した市条例に基
づき、規則で定めた定数（市見込世帯数を440世帯で
割った数）に対する現員数の割合【民生委員児童委
員活動育成等事業】

実績

5 5

回

0

18
活動
指標

障害者社会参加推進協議会の実施
目標 2 2

17
活動
指標

障害福祉サービス事業所による販売会の開催
目標 5 5

説明
障害福祉サービス事業所の利用者の工賃向上を目
的に、製品販売の機会を積極的に作り出す。【障害
者就労支援事業】 実績 6 7

16
活動
指標

障害者雇用促進ネットワーク会議の開催
目標 1 1 1 1

回
説明

企業と就労支援機関、行政が一体となって、障害者
雇用に係る情報共有を行い、障害者が働く、障害者
を雇うことへの理解を深める。【障害者就労支援事
業】

実績 5 65 3

15
成果
指標

障害福祉施設からの一般就労移行者数
目標 239 250 260 272

人
説明

障害者総合支援法に基づく、就労移行支援事業所、
就労継続支援事業所等から一般就労した障害のあ
る方の人数。【障害者就労支援事業】 実績 262 311271 213

14
成果
指標

刑法犯認知件数
目標 - - - -

件
説明

市内における刑法犯の認知件数（神奈川県警の公
表による）【更生保護事業】 実績 7,590 5,6416,606 6,210

13
成果
指標

社会を明るくする運動参加者数
目標 - - - -

人
説明

社会を明るくする運動で実施する各種事業への参加
者の総数【更生保護事業】 実績 114,542 8,805124,156 9,450

12 13

488486 487

13

回
説明

職業上対人サービスを行う事業者や職能団体への
ゲートキーパー講座の実施回数【自殺対策・メンタル
ヘルス普及啓発事業】 実績 23 1212

成果
指標

86.9

目標

説明

12
活動
指標

民間事業者、職能団体、市職員等へのゲートキーパー講座の実施
目標 12

2

1

5

成果
指標

502

11
活動
指標

ゲートキーパー養成、メンタルヘルスに関する知識普及のための講座実施
目標 5 5

48

81.6

6
説明

広く一般市民を対象としたゲートキーパーの役割やメ
ンタルヘルスに関する講座の実施回数【自殺対策・メ
ンタルヘルス普及啓発事業】 実績 6

9
活動
指標

「コネクションズかわさき」が行う職場体験事業の実施数

10

1,416

70

10

490

52

2

2

83.1

70 70 70

59

6

2 2

2

説明
就労支援等により生活保護が廃止となった世帯数
【生活保護業務】 実績

目標

成果
指標

生活保護から経済的に自立した世帯の数

「キャリサポートかわさき」における就職決定者数
目標

説明
「コネクションズかわさき」が行う企業等での職場体験
事業の年間の実施数【雇用労働対策・就業支援事
業】 実績

説明
（公財）川崎市身体障害者協会の障害者社会参加推
進センターに委託し、障害者社会参加推進協議会を
開催する。【障害者社会参加促進事業】 実績

6
成果
指標

新規相談者数

7
成果
指標

8

説明

「川崎市生活自立・仕事相談センター（だいＪＯＢセン
ター）」において、就労支援の対象となった人のうち、
就職が決定した人の割合【生活困窮者自立支援事
業】

実績

説明
「川崎市生活自立・仕事相談センター（だいＪＯＢセン
ター）」への新規相談者数【生活困窮者自立支援事
業】 実績 1,325

650 650

1,500

686 634 595

1,819

56.1

412

10

83

6

4

1,419

目標

1,500

就職率
目標

665

1,500

650 650

1,500
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11

回（公財）川崎市身体障害者協会の障害者社会参加推
進センターに委託し、障害者作品展を開催する。【障
害者社会参加促進事業】 実績 1

2,862

人

95

252 250 250

76

250

人

725

20

3,500

2,003

3,271

3,000

20目標

実績 255 254

2,000 2,000

20

1

1,546

3,500

各区保健福祉センター高齢・障害課において、社会
福祉職・保健師等による相談・指導等の利用人数【精
神保健事業】 実績

回

3,000

人

3,236

220187

3,021

3,711 3,779

人

80 80 80 80

138

3,000

8

2,000

3,000

目標 71 71 71 71

回

85 77 8148

20

2,000

0

19
活動
指標

障害者週間記念のつどいの開催
目標 1 1 1 1

障害者作品展の開催
目標 1 1 1 1

説明
（公財）川崎市身体障害者協会の障害者社会参加推
進センターに委託し、障害者週間記念のつどいを開
催する。【障害者社会参加促進事業】 実績 1 1

20
活動
指標 説明

3,500 3,500

人

2,030

11

2,036 637

人

実績 44

23

目標

目標

実績

説明
各障害者センター（井田および百合丘障害者セン
ター、南部地域支援室）のひきこもり支援担当者等を
育成した数。【社会的ひきこもり対策事業】

説明

26

目標

説明

説明
各区保健福祉センター高齢・障害課主催による、デイ
ケア・研修会・講座等の参加人数【精神保健事業】

実績

成果
指標

「デイケア」「家族・患者教室」「ボランティア講座」「市民向け講演会」等の参加人数

目標

成果
指標

「一般精神保健相談」「高齢者精神保健相談」の利用人数

実績

22
成果
指標

25
成果
指標

「各種精神保健福祉相談」の利用人数

成果
指標

従事者向け研修会参加人数

21

生活訓練事業の参加人数

（公財）川崎市身体障害者協会の障害者社会参加推
進センターに委託し、生活訓練事業を実施する。【障
害者社会参加促進事業】

27
成果
指標

人材育成と関係機関とのネットワーク形成の推進を目的とした研修会等の開催

各区保健福祉センター高齢・障害課において、精神
科医による相談・指導等の利用人数【精神保健事業】

説明
健康福祉局及び各区役所地域みまもり支援センター
高齢・障害課主催による研修会等の開催回数【精神
保健事業】

24

成果
指標 説明

市民向け講演会参加人数
目標

説明
社会的ひきこもりに関する理解の普及等を実施した
数。【社会的ひきこもり対策事業】 実績 100

232
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３　評価
　内部評価の結果

生活保護法の規定に従い、
国の法定受託事務として、生
活に困窮する市民に対し、そ
の困窮の程度に応じ、必要な
保護を行い、その最低限度の
生活を保障するとともに、その
自立を助長します。
また、持続可能な社会保障制
度として維持するため、生活
保護行政の適正な運営に取
り組みます。

①最低限度の生活の保障及び受給者の
自立に向けた年金等の収入確保への支
援の実施
②漏給防止、濫給防止の取組等による適
正実施の確保

ほぼ目標どおり達成できました。
①②生活保護受給者の動態は流動的で
すが、福祉事務所と連携を図りながら、各
種の取組を行いました。様々な理由により
転居を必要とする被保護者に対し、転居
支援を行い、前年度実績を上回る被保護
者（363人）を、住居の安定につなげまし
た。年金受給に係る資格期間が短縮され
たことに伴い受給権を得た方に対する受
給に向けた支援がおおむね完了したた
め、目標は下回りましたが、前年度実績を
上回りました。引き続き、年金専門員によ
る年金受給に向けた自立支援を行いま
す。また、後発医薬品の使用原則化を受
け、市医師会・薬剤師会等と連携し、後発
医薬品使用促進の取組を行い、ほぼ前年
度と同様の実績で目標を達成することが
できました。また、オンラインでの支援プロ
グラムへの参加も併用しながら、対象者へ
の丁寧で粘り強いアプローチを行い、就労
に向けた支援を行うことなどにより、目標
を上回る665世帯が生活保護から経済的
に自立することができました。

Ⅱ　改善
しながら
継続

事業の
達成度

施策への
貢献度

今後の事
業の方向
性

取組み内容の実績等当該年度の事業の取組み内容事業の内容

目標どおり達成できました。
①自立支援相談員事業、総合就職サポー
ト事業、若者就労自立支援事業等、生活
保護受給者の能力に応じたきめ細やかな
各種就労支援事業を実施しました。
②生活保護受給世帯に対する学習支援
事業については、令和３年度は新たに１か
所拡充し、小学生に対する支援を市内１３
か所、中学生に対する支援を市内１５か所
で実施しました。

A　貢献し
ている

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている

生活困窮者自立
支援事業

３　ほぼ
目標ど
おり

３　ほぼ
目標ど
おり

生活保護受給者に対して、各
種就労支援事業等を行い自
立を支援するとともに、生活
保護受給世帯の中学生に対
して、学習支援や居場所の提
供、個別の相談支援や情報
提供等を実施し、高校等進学
に向けた支援を行います。

2
Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

生活保護業務

生活困窮者に対して、就労・
生活支援等を行うため、就労
支援員など専門の相談員を
配置した「生活自立・仕事相
談センター（だいＪＯＢセン
ター）」を運営します。

①「川崎市生活自立・仕事相談センター
（だいＪＯＢセンター）」による、国の動向等
を踏まえた、生活困窮者への就労・生活
支援等の実施

ほぼ目標どおり達成できました。
①新規相談件数については、緊急事態宣
言等の発令により、来所相談を控える方
がいる中、ほぼ目標と同数の相談件数が
ありました。また、就職率については新型
コロナウイルス感染症の影響により、県内
の有効求人倍率が全国平均を大きく下
回っており、目標値を下回りましたが、就
労支援対象者は令和2年度の171人から
276人と1.6倍に増加しました。これは、住
居確保給付金等の申請がほぼ郵送とな
り、利用者と接触が図れない中、だいJOB
センターが積極的に声掛けをして実際の
支援につなげた結果といえます。今後も引
き続き、各種給付や貸付の利用上限を迎
えてもなお困窮している方を実際の支援
につなげ、就労のほか、家計改善支援事
業による家計収支の見直しや、複合的な
課題を抱える方に対しては、関係部署・機
関との連携により、自立を支援していきま
す。

生活保護自立支
援対策事業

3

①阻害要因の無い、稼働年齢層にある生
活保護受給者に対する経済的・社会的自
立の促進に向けた各種就労支援事業の
実施
②生活保護受給世帯の子どもに対する、
高校等への進学に向けた週２回・１回２時
間の学習支援事業の実施

1

事務事業名
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目標を下回りました。
①③については、新たに28名の委嘱を行
い、充足率は令和２年度よりも0.1ポイント
増加し83.1％となったものの、目標の充足
率には届きませんでした。
また、担当世帯数の適正化、効果的な研
修の実施、区役所デジタルサイネージへ
の掲示や候補者向けリーフレットの作成に
よる広報強化等を併せ、活動支援の充実
を図りました。さらに、充足率の改善に向
け、活動環境の整備や課題解決の方向性
の整理を図るため、民生委員児童委員活
動の環境整備に向けた取組検討会を７
回、作業グループを４回開催しました。引
き続き、取組検討会での議論を踏まえ、充
足率の改善に向けた対策を検討するとと
もに、民生委員の仕事や地域での役割、
やりがいなどについて周知を図るほか、関
係機関等と連携して、業務整理の取組を
進めていきます。
②については、民生委員児童委員協議会
への育成費補助等を適正に交付すること
により、民生委員児童委員の円滑な活動
の実現を図りました。
また、民生委員児童委員の活動として、
17,158件もの相談支援を行っているほか、
ひとり暮らし高齢者見守り事業等における
行政依頼の訪問・聞き取り調査の実施、
子育て支援等の実施を通し、地域福祉の
向上を図ることができました。

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

5
民生委員児童委
員活動育成等事
業

目標を下回りました。
①「キャリアサポートかわさき」について
は、目標の就職決定者数を490人としてい
ましたが、最大の認知経路であったハロー
ワークの雇用保険受給者説明会での直接
的な広報が実施できなくなり、ホームペー
ジの改修や広報物の見直し等による広報
強化や、オンライン相談開設等による利便
性の向上を図ったものの、長引く緊急事態
宣言の延長等により求職者や求人企業の
動きが鈍くなったこと等により375人となり
ました。今後は、新型コロナウイルス感染
症の影響により特に影響を受けている非
正規や女性等を中心に支援を強化し企業
交流会の拡充などの取組を進めます。
②「コネクションズかわさき」については、
緊急事態宣言等の影響により中小企業等
の外部からの受入自粛等を受け、職場体
験事業の実施数は10回と目標70回を達成
できませんでした。今後は、生活用品販売
店や介護事業所等、引き続き、新たな受
け入れ先の開拓に向けて、取組を進めま
す。
③常設の相談窓口を市内2ヵ所に設置し、
街頭労働相談会を６回実施しました。
④女性向け就業支援については、「キャリ
アサポートかわさき」において女性カウン
セラーを配置した託児付き女性就業相談
や女性向け就職セミナーを4回実施しまし
た。
その他、新型コロナウィルス感染症の影響
による離職者等の就業に向けた新規事業
において、対象者を女性に特化したマッチ
ングイベントを1回実施しました。

民生委員児童委員の活動し
やすい環境づくりに向けて、
「民生委員児童委員あり方検
討委員会」で検討を行った課
題対策について取組みを進
めます。

①民生委員児童委員の適正配置の実施
・条例及び国の参酌基準に基づく欠員対
策の推進による適正配置
②民生委員児童員協議会への運営補助
等による民生委員児童委員の育成・支援
・協議会への支援を通じた民生委員児童
委員の育成・支援
③活動環境整備のための効果的な研修
の実施及び広報の充実
・行政・社会福祉協議会・民児協の連携に
よる研修の実施
・さまざまな媒体を活用した広報強化によ
る活動支援の充実

４　目標
を下
回った

４　目標
を下
回った

専門の相談員等を配置した就
業支援窓口の支援メニューを
中心に、雇用や就業に関する
課題に対応し、相談から就職
まで丁寧な就業支援を行いま
す。

①「キャリアサポートかわさき」における総
合的な就業支援の実施（就職決定者数：
490人以上）
②「コネクションズかわさき（かわさき若者
サポートステーション）」による若年無業者
の職業的自立支援の推進
③労働者の問題解決に向けた労働相談
への対応
④女性カウンセラーの配置や女性向けセ
ミナー等による女性向け就業支援の推進

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

4
雇用労働対策・就
業支援事業
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Ⅱ　改善
しながら
継続

目標を下回りました。
①新型コロナウイルス感染症により、街頭
での普及啓発事業はできませんでした
が、相談先を載せたチラシ等を市内金融
機関等の協力を得て、3,000個配布しまし
た。
②市民向けゲートキーパー研修に関して
は、新型コロナウイルス感染症の流行に
より、集合研修の開催が難しい状況とな
り、目標を下回りましたが、学校や社会福
祉協議会と連携し、実施しました（3回）。ま
た、民間事業者等への講座については、
オンライン等も活用しながら、ほぼ目標通
り実施しました（12回）。今後も、自殺予防
に関する普及啓発や庁内外問わず多様な
主体との連携、人材育成等について、既
存の手法にとらわれず、さらなるオンライ
ンの活用も含め、取組を進めます。
③社会福祉協議会や協会けんぽ等と連携
し、講話を実施しました（3回）。
④自殺未遂者支援については、関係機関
との連携会議を開催し、連携体制の構築
を進めるとともに、自殺未遂等で三次救急
医療機関を受診した方に対するフォロー
アップ支援を実施しました。
⑤庁内外の関係機関との会議等を開催
し、計画に基づく取組を総合的・多角的に
推進しました。

犯罪や非行のない明るい地
域社会づくりのため、保護司
や保護司会で構成する川崎
市保護司会協議会への更生
保護事業の委託や更生保護
法人への支援、国が提唱する
社会を明るくする運動の実
施、再犯防止等の取組みを進
めます。

①保護司会等、更生保護関係団体への支
援
②社会を明るくする運動の実施
③再犯防止の取組の推進

目標どおり達成できました。
①市内の更生保護関係団体である川崎市
保護司会協議会、川崎市更生保護女性連
絡協議会、川崎市保護観察協会、更生保
護法人川崎自立会に対して運営支援を行
うとともに、補助金等の交付を適正に行う
ことによって、更生保護事業の推進に寄与
しました。
②「社会を明るくする運動」については、新
型コロナウイルス感染症の影響を受け、
街頭活動を中心に多くの行事が中止とな
りましたが、延べ145回実施し、8,805人が
参加しました。
③川崎市再犯防止推進会議を開催し、再
犯防止推進計画に関する意見を聴取する
とともに、市内における再犯防止関係団体
のネットワークづくりに寄与しました。

３　ほぼ
目標ど
おり

就労援助センターや就労移行
支援事業所等による求職活
動支援や職場定着支援を実
施するとともに、企業を対象と
した障害者雇用促進ネット
ワーク会議やセミナー等を開
催します。また、川崎市障が
い者施設しごとセンターによる
共同受注窓口の運営や販売
会を開催します。

①障害者等への就労支援の実施
②障害者雇用を行う企業への支援の実施
（障害者雇用促進ネットワーク会議開催数
１回）
③障害福祉サービス事業所等に対する工
賃向上の取組（販売会開催回数５回）

ほぼ目標通り達成できました。
①障害福祉施設からの一般就労移行者
数については、Ｒ３年３月の法定雇用率引
き上げ等、社会環境の変化の影響もある
中で、就労援助センターや市内就労移行
支援事業所を中心として、個別の就労支
援に取り組むとともに、就労支援ネット
ワーク会議の開催など本市独自の取組を
すすめることにより、311人となり、目標値
を上回りました。
②の障害者雇用を行う企業への支援とし
て、障害者雇用促進ネットワーク会議を６
回実施しました。
③の障害福祉サービス事業所等に対する
工賃向上の取組として、販売会を５回開催
する予定でしたが、実行員委員会による
協議の結果、新型コロナウイルスの感染
予防のため中止となりました。今後も新型
コロナウィルス感染拡大の状況を注視しな
がら、関係機関と連携し取組みをすすめて
いきます。一方、自主製品の売上向上に
向けて、カタログ作成を行い、広く周知を
行いました。社会状況を考慮し、直接販売
会以外の方法についても引き続き検討し
ていきます。

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

B　やや
貢献して
いる

6

7

４　目標
を下
回った

３　ほぼ
目標ど
おり

自殺対策・メンタ
ルヘルス普及啓
発事業

8
障害者就労支援
事業

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

更生保護事業

ゲートキーパーの役割やメン
タルヘルスに関する知識の普
及のための講座を実施しま
す。また、地域保健福祉機関
と連携、研修を進め、不調に
気づいた人が不調を抱えた人
を必要な支援につなげられる
よう、支援体制の向上を推進
します。

①自殺予防に関する普及啓発事業の実
施
②市民向け講座の実施（6回）、民間事業
者、職能団体、市職員等への講座の実施
（13回）
③地域精神保健関連研修の実施（3回）
④自殺未遂者やその家族支援のための、
関係構築による連携体制の構築
⑤第3次川崎市自殺対策総合推進計画に
基づく取組の実施
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Ⅱ　改善
しながら
継続

11 精神保健事業
３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

10
社会的ひきこもり
対策事業

個別面接、家族面接、当事者
グループ活動、家族教室等に
より支援を行います。また、
「社会的ひきこもり」ではなく、
精神科疾患や発達障害等を
背景に持つ方へは適切な医
療機関、相談機関あるいは社
会資源へ繋げる支援を行いま
す。ひきこもり支援には医療・
保健・福祉・教育分野との連
携が必須であるため、連絡会
等の開催をし、連携を強化し
ます。

①社会的ひきこもり等、ひきこもり状態の
方への支援（R３年４月から民間委託）
②ひきこもりに関する普及啓発
③支援者の育成および関係機関ネット
ワーク構築の促進
④ひきこもりに関する調査研究
⑥ひきこもり相談従事者の育成（研修1回
開催）
※②～⑤については、委託事業者と協働
して実施します。

概ね目標通り達成できました。
①342件のケースに対して、延べ2034件の
相談支援と、相談以外の支援を延440件
行いました。
②ひきこもり地域支援センターの開設の案
内をwebおよび紙媒体で案内し、ひきこも
り相談の明確な窓口を市民に周知しまし
た。市民講演会を開催し、ひきこもりへの
理解について普及啓発し、ほぼ目標通り
の参加がありました。市民講演会や研修
会については、オンライン方式も取り入れ
た開催等、対象者がアクセスしやすい実
施形態の検討を行います。
③支援ネットワーク会議を立ち上げまし
た。官民を越えた多分野が横断する会議
を準備会含め6回開催しました。
④H14年の相談開始から約20年間分の当
部署が対応したひきこもり相談の分析を行
いました。
⑤民生委員等向け研修会を開催しまし
た。

各区保健福祉センター高齢・
障害課にて、精神科医・社会
福祉職・保健師等により精神
保健福祉に関する相談指導
や普及啓発を行っています。
医師による相談はクリニックと
して月３回、社会福祉職・保健
師等による相談は随時、デイ
ケアは月に２～３回、その他
家族・患者教室やボランティア
講座、市民向け講演会等を年
に数回実施しています。

①各区保健福祉センターにおける精神保
健福祉相談の実施
②研修会・連絡会を通じた、人材育成と関
係機関とのネットワーク形成の推進（研修
会71回開催）

ほぼ目標どおり達成できました。
①各区役所地域みまもり支援センターに
おける精神保健福祉相談については、新
型コロナウイルス感染症対策を行いなが
ら各区において実施し、精神科医による相
談・指導等の利用人数は、前年度より増
加したものの、目標を下回りましたが、社
会福祉職・保健師等による相談・指導等の
利用人数は、目標を上回る3,236件の相談
を受けました。引き続き、精神保健福祉に
関する相談が多様化していることに加え、
メンタルヘルス対策や自殺総合対策など
の包括的な取り組みも重要な課題となっ
ていることから、それらを踏まえながら取
組を進めていきます。
②人材育成と関係機関とのネットワーク形
成の推進を目的とした研修会・連絡会等
については、新型コロナウイルス感染症の
影響があったものの、目標を上回る81回
開催し、オンラインの活用等、開催方法を
工夫し実施しました。市民向け講演会等で
は一部オンラインやYouTube配信等の手
法を導入し、普及啓発の取組を実施しまし
たが、目標を下回りました。今後も感染拡
大状況を踏まえ、感染対策を徹底しつつ、
開催方法を工夫しながら実施していきま
す。

9
障害者社会参加
促進事業

Ⅱ　改善
しながら
継続

（公財）川崎市身体障害者協
会に委託し、障害者社会参加
推進協議会（年２回）、障害者
作品展等を開催し、障害のあ
る方の地域における自立生活
と社会参加を推進します。

①障害者社会参加推進協議会の実施（開
催回数：2回）
②障害者週間記念のつどいの開催（（開
催回数：１回）
③障害者作品展の開催（（開催回数：１
回）
④障害者の自立と社会参加を促進する生
活訓練等事業の実施（参加者数：3,500
人）
⑤心のバリアフリーの理念を踏まえた障
害者支援の実施（ヘルプマーク配布数
2800個）

ほぼ目標どおり達成できました。
①①障害者社会参加推進協議会の実施
しました（開催回数：2回）。
②障害者週間記念のつどいについて、１
回開催しました。（新型コロナウイルスの
感染対策のため、関係者のみの参加）
③障害者作品展を開催しました（（開催回
数：１回）。
④障害者の自立と社会参加を促進する生
活訓練等事業を実施しました（参加者数：
2,030人）。新型コロナウイルス感染症の感
染拡大の影響により、目標を達成できませ
んでしたが、オンラインでの参加を可能に
したことで、昨年度より参加者数が改善し
ました。引き続き、感染症対策の徹底や参
加者への周知を図ることにより、安心して
生活訓練に参加できるよう環境を整えて
いきます。
⑤心のバリアフリーの理念を踏まえた障
害者支援を実施しました（ヘルプマーク配
布数3188個）。

３　ほぼ
目標ど
おり

B　やや
貢献して
いる

３　ほぼ
目標ど
おり

A　貢献し
ている
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子ども・子育て会
議からの
意見・評価

①生活保護自立支援対策事業については、学習支援事業の新規拡充について評価します。引き続き、新型コロナウイルス感
染症拡大状況を踏まえながら、学習支援の更なる拡充に向けた取組を望みます。また、生活保護業務についても、各種就労
支援事業等、生活保護を必要とする利用者ニーズに応えられるよう受給者の自立に向けた支援が推進されることを望みます。

②雇用労働対策・就業支援事業について、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じながら「キャリアサポートかわさき」
を中心に就業支援を取り組んだことを評価します。引き続き、雇用情勢や雇用課題に応じて工夫・改善を図りながら、若年無業
者等の求職者に対する就業支援が推進されることを望みます。

③民生委員児童委員活動育成等事業について、日頃の民生委員児童委員の活動を評価します。また、個々に応じたきめ細か
な支援を取り組まれたことも評価します。引き続き、民生委員児童委員の活動しやすい環境づくりに努め、委員の充足率の更
なる改善に向けた取組が実施されることを望みます。また、自殺対策・メンタルヘルス普及啓発事業について、市民向けゲート
キーパー研修等にオンラインを活用するなど、更なる事業の充実を望みます。

④障害者等への就労支援の実施については、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、引き続き、利用者のニーズ
に寄り添った支援を行いながら、障害者福祉施設からの一般就労移行者数の増加に向けた取組みを進めていくことを望みま
す。また、社会的ひきこもり対策事業については、引き続き、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、今後の効果的
なひきこもり支援を展開するとともに、各関係機関の連携及び連絡会等を開催し、積極的な情報交換及び情報共有が図られ、
更なる連携強化が推進されることを望みます。

⑤精神保健事業については、新型コロナウイルス感染症対策を講じた研修会や講演会の実施など、人材育成及び関係機関と
のネットワーク形成を推進するとともに、多様化する相談内容に対応するための取組が進められていくことを望みます。

引き続き、支援が必要な子ども・若者や子育て家庭を支える環境の充実に向けて、新たなツールとしてICTを活用しつつ、子ど
も・若者の社会的自立に向けた支援が推進されることを望みます。

総合的な
評価

① 生活保護受給世帯に対する学習支援事業については、令和3年度は新たに1か所拡充し、小学生に対する支援を市内13か
所、中学生に対する支援を市内15か所で実施しました。生活保護業務については、安定した居住を確保するため、不安定な住
居に住んでいる被保護者に対し転居支援（363人）をしたほか、オンラインでの支援プログラムへの参加も併用しながら、対象
者への丁寧で粘り強いアプローチを行い、就労に向けた支援を行うことなどにより、目標の650世帯を上回る665世帯が生活保
護から経済的に自立することができました。

②「キャリアサポートかわさき」については、ハローワークの雇用保険受給者説明会での直接的な広報が実施できなくなり、
ホームページの改修や広報物の見直し等による広報強化や、オンライン相談開設等による利便性の向上を図ったものの、緊
急事態宣言の延長等により、求職者や求人企業の動きが鈍くなったことなどから375人となりました。「コネクションズかわさき」
についても、緊急事態宣言等の影響により中小企業等の外部からの受入自粛等を受け、職場体験事業の実施数は10回でし
た。また、新型コロナウィルス感染症の影響による離職者等の就業に向けた新規事業として、対象者を女性に特化したマッチン
グイベントを実施しました。

③民生委員児童委員活動育成等事業については、民生委員児童委員の活動として昨年度の14,940件を上回る17,158件の相
談支援を行ったほか、ひとり暮らし高齢者見守り事業等における行政依頼の訪問・聞き取り調査の実施、子育て支援等の実施
を通し、地域福祉の向上を図りました。また、市民向けゲートキーパー研修に関しては、学校や社会福祉協議会と連携し、実施
したほか、民間事業者等への講座についても、オンライン等も活用しながら実施しました。

④Ｒ３年３月の法定雇用率引き上げ等、社会環境の変化の影響もある中で、就労援助センターや市内就労移行支援事業所を
中心として、個別の就労支援に取り組むとともに、就労支援ネットワーク会議の開催など本市独自の取組をすすめることによ
り、障害福祉施設からの一般就労移行者数は311人となり、目標の272人を上回りました。
社会的ひきこもり対策事業については、多分野が横断して支援を行う必要があることから、支援ネットワーク会議を立ち上げ、
官民を越えた多分野が横断する会議を準備会含め6回開催しました。

⑤精神保健事業については、研修会・連絡会を通じた、人材育成と関係機関とのネットワーク形成の推進のため、新型コロナ
ウイルス感染症の影響があったものの、オンラインの活用等、開催方法を工夫し、各区で家族・患者教室、ボランティア講座、
市民向け講演会などの研修会・連絡会を、目標の71回を上回る81回開催しました。

これらの実施により、日常生活に様々な問題を抱え、生活に困窮した家庭に対して、社会的な自立に向けた支援を行うととも
に、困難を抱える子ども・若者が社会生活を自立して営むことができるよう、社会参加の促進に向けた取組や、生活面・医療面
などにおける相談援助を通じた専門的な個別支援の取組を推進しました。

70



４　改　善　

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組み

①生活保護自立支援対策事業については、国において「子どもの貧困対策」や「貧困の連鎖防止」に向けた取組の
強化が図られており、生活保護受給者に対する自立支援対策事業も重要な取組の一つであることから、引き続き、
更なる事業の充実に向けて取り組みます。また、生活保護業務については、国の法定受託事務であることから、現
状の事業内容を維持しつつ、自立のための支援や医療扶助の適正化に向けた取組を推進していきます。

②雇用労働対策・就業支援事業については、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、コロナ禍において
も利用しやすいよう実施手法の見直し等について検討するとともに、雇用情勢や雇用課題に応じて、事業展開や実
施手法等について工夫・改善等を図りながら、ハローワークや経済団体、学校等の関係機関との連携を強化し、求
職者及び求人企業への総合的な就業支援を推進していきます。

③民生委員児童委員活動育成等事業については、民生委員の仕事や地域での役割、やりがいなどについて周知を
図るほか、関係機関等と連携して、業務整理などの取組みを進めていきます。また、民生委員児童員の在り方に関
する懇談会についても、引き続き開催し充足率の改善に向けた対策を検討していきます。自殺予防に関する普及啓
発や庁内外問わず多様な主体との連携、人材育成等についても、既存の手法にとらわれず、さらなるオンラインの
活用も含め、取組を進めます。

④障害者等への就労支援の実施については、平成30年度の改正障害者雇用促進法の施行による精神障害者の雇
用義務化に対応するとともに、障害者就労支援ネットワーク会議等において支援機関、学校等と情報の共有や課題
を整理し、教育段階からの一貫的な支援を踏まえ一般就労に向けた支援や企業の雇用を支援する取組を強化して
いきます。また、社会的ひきこもり対策事業については、令和３年４月に開設したひきこもり地域支援センターを中心
に、更なる機能強化及び各関係機関と横断的な連携を図りながら、効果的なひきこもり支援に向けたネットワークづ
くりを構築していくとともに、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、オンラインを活用した講演会等の実
施を検討していきます。

⑤精神保健事業については、個々の状況に対応していくことが求められている一方、メンタルヘルス対策や自殺総
合対策などの包括的な取組も重要な課題となっており、精神保健福祉に関する相談が多様化していることから、引
き続き取組を推進していきます。また、人材育成と関係機関とのネットワーク形成の推進を目的とした研修会・連絡
会等については、感染症対策に配慮した開催を進めてまいります。
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施策の方向性Ⅲ　支援が必要な子ども・若者や子育て家庭を支える環境の充実

１　施策の概要

２　数値で事業の実績・効果等を把握できる指標

指標の説明

説明
地域移行支援に関係する支援者間の情報共有及
び、地域移行・地域定着に関する課題についての検
討【障害者日常生活支援事業】 実績 6 6 6 6

1

1 1 1

50 52 54

箇所

51 52 52 53

1

3
成果
指標

協議会の開催
目標 6 6 6 6

回

4

4 4

実績 2 2 1

人／月1
成果
指標

グループホームの利用者数

指標分類 目標・実績 H３０年度 R1年度 R2年度 R3年度 単位

説明
共同生活援助事業所が３月に制度利用したことに対
して請求を行った人数を算出【障害者日常生活支援
事業】 実績 1,246 1,318 1,437 1,544

目標 1,189 1,279 1,369 1,459

施策名

施策の
概要

障害のある子ども・若者が、社会に参画し、自立して地域生活が送れるよう、福祉的なサービスの提供を行うとともに、発達に不安の
ある子どもの成長・発達を支援するための取組を推進します。

計画期間
における
主な方向性

≪障害福祉サービスの充実≫
引き続き計画的なグループホームの整備を推進していくとともに、特別支援学校卒業生の受入枠の確保や地域で暮らす障害のあ
る方を支える支援の仕組み等の充実について推進していきます。
保育所、幼稚園や認定こども園、放課後児童健全育成事業などの利用を希望する障害児の受入れ体制の支援を推進していきま
す。
発達障害者支援地域連絡調整会議を開催し、地域における関係機関のネットワークを構築し、発達障害に関する様々な課題を協
議していきます。
地域療育センターについて、今後も専門的・総合的な療育相談支援の実施により、地域療育を推進していきます。

施策９　障害福祉サービスの充実

施策を構成す
る事業

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

①

②

③

④

⑤

⑥

障害者日常生活支援事業

障害児施設事業

発達障害児・者支援体制整備事業

地域療育センターの運営

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

4 4

4

箇所

人／月

説明

説明
6

活動
指標

5
活動
指標

幼稚園・保育所の職員を対象とし、発達障害の知識
習得等を目的とする、発達相談支援コーディネーター
養成研修と研修を修了したコーディネーターのアフ
ターフォローとしてプラスワン講座を実施する。【発達
障害児・者支援体制整備事業】

発達障害者が日頃から受診する診療所等の主治医
に対して、国の研修内容を踏まえた対応力向上研修
を実施する。【発達障害児・者支援体制整備事業】 実績

発達障害のある子育てを経験した親が、同じような発
達障害のある子どもを持つ親に対して、共感的なサ
ポートをするペアレントメンターを養成するための研
修を実施する。【発達障害児・者支援体制整備事業】

実績

ペアレントメンター養成講座の開催数
目標

発達相談支援コーディネーター養成研修及びプラスワン講座の開催数
目標

説明

694 675 654
長期（１年以上）在院者数（精神障害） 目標

(以下)

説明
厚生労働省が実施している精神保健福祉資料を作
成するために実施する630調査の本市実施分より
データを抽出【障害者日常生活支援事業】 実績

説明
３月末時点で指定を受けている障害児相談支援事業
所の箇所数を算出【障害児施設事業】 実績

2

実績

635

1

目標 4

4

8
活動
指標

11

活動
指標

かかりつけ医等発達障害対応力向上研修の開催
目標

地域療育センターの運営による療育相談支援の提供

説明

指定管理者制度の導入及び民間社会福祉法人に対
する運営費補助により、民間の活力を活用した地域
療育センターの運営により、療育相談支援の提供す
る。【地域療育センターの運営】

回7

1

2
成果
指標

2 2

56

1 1

回

1 1

1

4
成果
指標

指定障害児相談支援事業所の拡充
目標

回

1

1

760 781

2

1

750 707
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３　評価
　内部評価の結果

３　ほぼ
目標ど
おり

４　目標
を下
回った

事業の
達成度事務事業名

2
B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

B　やや
貢献して
いる

Ⅱ　改善
しながら
継続

A　貢献し
ている

Ⅱ　改善
しながら
継続

取組内容の実績等

ほぼ目標どおり達成できました。
①地域における生活の場（グループホー
ム等）や日中活動の場（通所施設等）の運
営支援等による障害者支援事業の推進に
ついては、新たに１００名分のグループ
ホームを開設する承認を実施しました。
②精神病院からの地域移行については、
各区地域みまもり支援センター、障害者相
談支援センター等を中心に、精神科病院
に入院中の患者に対して個別支援を実施
し、支援により一定数の移行がなされまし
たが、ベッド数の増床のため、数値上の目
標は達成できませんでした。また、関係支
援機関を対象とした協議会については少
人数のワーキンググループも含めて6回開
催しました。今後は、関係機関を対象とし
た協議会を通じて支援ネットワークを構築
しながら支援の裾野を広げ、受け入れ条
件が整えば退院可能な患者に対して支援
が提供できるよう検討していきます。

施策への
貢献度

今後の事
業の方向
性

1

事業の内容 当該年度の事業の取組内容

障害福祉サービスの提供

①地域における生活の場（グループホー
ム等）や日中活動の場（通所施設等）の運
営支援等による障害者支援事業の推進
②精神障害者への地域移行支援の実施
　　・個別支援の実施
　　・関係支援機関を対象とした研修会、
協議会の実施 （6回以上）

障害者日常生活
支援事業

・委託により運営する発達相
談支援センター（１カ所）にお
いて相談支援を実施します。
・発達障害者支援地域連絡調
整会議の開催により、関係者
との連携や情報共有を図り、
支援体制の整備について検
討します。
・各種研修会等を実施して支
援体制の強化を図るととも
に、発達障害の理解等のた
め、市民への普及啓発を実施
します。

①発達相談支援センターにおける相談支
援の実施
②発達障害者支援地域連絡調整会議の
開催（2回開催）
③発達相談支援コーディネーター養成研
修の実施（2回開催）
④発達障害児者に対する地域支援体制
の整備（ペアレントメンター事業及びかか
りつけ医等発達障害対応力向上研修の実
施）

ほぼ目標どおり達成できました。
①発達相談支援センターにおける相談支
援は、発達に関わる相談の他、医療相談
や就労相談等も含め、着実に実施しまし
た。
②発達障害者支援地域連絡調整会議は、
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から令和４年３月の１回の開催としました。
③発達相談支援コーディネーター養成研
修は、新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、全３日の課程の内、２日は集
合研修で実施、１日は動画配信＋レポート
課題の提出にて実施しました。プラスワン
講座は、前年度に引き続き、新型コロナウ
イルス感染拡大防止の観点から実施しま
せんでした。今後は、開催の有無を含め
て、実施方法等を関係者と協議します。
④ペアレントメンター養成講座（集合研修）
及びかかりつけ医等発達障害対応力向上
研修（オンライン研修）を各1回実施し、地
域の支援者養成を行いました。

３　ほぼ
目標ど
おり

障害児施設事業

発達障害児・者支
援体制整備事業

3

・障害児や医療的ケア児等の
地域生活を支えるため、相談
支援体制の拡充を図るととも
に、関係法令や本市事業に
基づく支援や福祉サービスを
提供します。
・医療的ケア児者の現状を把
握するとともに、関係機関との
協議や情報共有を図り、支援
体制整備について検討しま
す。

①障害児の地域生活等を支えるための障
害（児）福祉サービスや医療費の給付
②医療的ケア児支援を目的とする関係機
関の協議の場の設置と協議結果に基づく
取組の推進
③医療的ケア児者の実態把握の実施
④放課後等デイサービスの本市独自のガ
イドラインの策定
⑤障害児支援利用計画の策定を行う指定
障害児相談支援事業所の拡充
（現行事業所指定数：５２か所、毎年２か
所増設）

目標値を下回りました。
①障害児及び医療的ケア児の地域生活
等を支えるため、障害（児）福祉サービス
や医療費を適切に給付しました。
②川崎市医療的ケア児連絡調整会議を年
２回開催し、今年度実施した新たな取組や
支援体制の強化策について報告を行うと
ともに、今後の医療的ケア児支援策の拡
充に向けた協議を行いました。
③訪問看護ステーションの協力を得て、医
療的ケア児・者の実態把握を継続（Ｒ２年
度から開始）して実施しました。
④事業所運営に関する基準の改正があっ
たため、その内容を反映し公表するととも
に、障害児通所支援事業所開所前説明会
において、改正点についても説明を行いま
した。
⑤障害児支援利用計画の策定を行う指定
障害児相談支援事業所の拡充について
は、障害児通所支援事業所開設前説明会
にて説明・周知を行いましたが、新型コロ
ナウイルスの感染症拡大防止の観点から
回数・規模を縮小したため、前年度より１
か所増加したものの目標を下回りました。
今後も身近な地域で相談が受けられる支
援体制の強化を図るため、市独自の補助
金について周知を行う等、指定障害児相
談支援事業所の拡充に向けた取組を進め
ます。
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４　改　善　

子ども・子育て会議からの
意見・評価を踏まえた今後

の取組

①精神障害者への地域移行支援については、関係機関を対象とした協議会を通じて支援ネットワークを構築しなが
ら支援の裾野を広げ、受け入れ条件が整えば退院可能な患者に対して支援が提供できるよう検討していきます。ま
た、障害児支援利用計画の策定を行う指定障害児相談支援事業所の拡充については、今後も身近な地域で相談
が受けられる支援体制の強化を図るため、市独自の補助金について周知を行う等、指定障害児相談支援事業所の
拡充に向けた取組を進めます。

②発達相談支援については、発達障害に関する相談の件数が増加していることから、支援の強化が必要であり、支
援者の育成や医療との連携推進を図りながら、発達障害者支援地域連絡調整会議を通じて、発達障害に関する
様々な課題を協議していきます。　また、研修については、新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら関係者
と協議を進めます。

③地域療育センターにおける支援については、市内４か所（公営３・民営１）の地域療育センターと令和３年度から順
次整備する子ども発達・相談センターとが適切かつ効果的な連携を図り、専門的かつ総合的な相談支援や療育を
提供することで、障害児等及びその家族が地域で生活しやすい環境づくりを推進します。

子ども・子育て会
議からの意見・評

価

①障害者の日常生活支援事業については、グループホームの新規設置等、障害者の地域生活を送る際の支援体制の整備を
進めたことを評価します。また、障害児支援利用計画の策定を行う指定障害児相談支援事業所の拡充については、新型コロ
ナウイルス感染症の動向を踏まえながら、事業者の説明会等を形式を工夫しながら実施し、質を確保しつつ、更なる拡充に向
けた取組を進めることを望みます。

②発達相談支援コーディネーター養成研修や発達障害者支援地域連絡調整会議等を新型コロナウイルス感染症拡大防止に
配慮しながら実施したことを評価します。新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、研修及び会議等を開催し、発達障
害の理解に向けた更なる普及啓発に取り組むことを望みます。

③地域療育センターにおける支援については、新型コロナウイルス感染症拡大の状況を踏まえながら、継続した支援を適切に
取り組まれたことを評価します。引き続き、地域療育センターにおける専門的かつ総合的な支援や、保育所や幼稚園、学校等
への訪問・技術支援等に取り組むとともに、子ども発達・相談センターと連携を図り、発達の不安や障害を抱えるすべての子ど
も及びその家族に対して切れ目ない支援に取り組むことを望みます。

学校教育を終えた後も見据えた切れ目ない支援となるよう、教育と福祉の連携を推進するとともに、引き続き、障害のある子ど
も・若者が、社会に参画し、自立して地域生活が送れるように、福祉的なサービスの提供や、発達に不安のある子どもの成長・
発達支援のための取組が推進されることを望みます。

Ⅱ　改善
しながら
継続

目標どおり達成できました。
①新型コロナウイルス感染症に係る感染
症対策を適切に実施することによって事業
の継続を図りながら、相談・診察・検査・評
価・療育・訓練等の専門的かつ総合的な
療育の支援を実施しました。
②保育所や幼稚園、学校等の関係機関を
訪問し、技術的な助言及び情報提供を実
施しました。
③市内南部２区（川崎区・幸区）に各１か
所「子ども発達・相談センター」の設置準備
を進め、令和３年10月に開設し、運営を開
始しました。

4
３　ほぼ
目標ど
おり

・３カ所（南部、中央、北部）の
療育センターを指定管理制度
で運営
・１カ所（西部）の療育センター
は民設民営であり、運営費を
補助

①地域療育センター（４か所）における専
門的・総合的な相談支援及び療育の実施
②地域の関係機関に向けた、障害児支援
に関する情報提供及び専門的な技術支援
の実施

B　やや
貢献して
いる

総合的な
評価

①障害者の日常生活支援事業については、障害者が地域生活を送る際の支援体制の整備を進め、新たに１００名分のグルー
プホームの開設により、グループホームの利用者数は1,544人と目標の1,459人を上回るなど、地域における生活の場（グルー
プホーム等）や日中活動の場（通所施設等）の運営支援等による障害者支援を推進しました。

②発達相談支援センターにおける相談支援を適切に行うとともに、発達相談支援コーディネーター養成研修を新型コロナウイ
ルス感染拡大防止の観点から、動画配信等を組み合わせて実施するなど、人材育成に取り組み、支援体制の充実を図りまし
た。また、発達障害に関する課題を共有するとともに、支援体制や機関連携の強化に向けた協議を行うため、「発達障害者支
援地域連絡調整会議」を開催しました。

③地域療育センターにおいては、新型コロナウイルス感染症に係る感染症対策を適切に実施することによって、事業の継続を
図りながら、相談・診察・検査・評価・療育・訓練等の専門的かつ総合的な支援を実施しました。また、保育所や幼稚園、学校等
の関係機関を訪問し、技術的な助言及び情報提供を実施しました。さらに、令和３年10月に、発達に不安のある児童とその保
護者を支援対象とした「子ども発達・相談センター」を市内南部地域（川崎区・幸区、各区１か所）に開設し、地域療育センターと
子ども発達・相談センターが、適切な役割分担と連携に基づく支援を展開しました。

以上を実施することにより、障害のある子ども・若者が、社会に参画し自立して生活が送れるよう、福祉的なサービスを提供す
るとともに、発達に不安のある子どもの成長・発達を支援するための取組を推進しました。

地域療育センター
の運営

74



   （２）第５章「子ども・若者を取り巻く個別課題への対応」

の進捗状況 

     ア 子どもの貧困対策の推進     
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子どもの貧困対策の推進 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

子ども・若者や子育て家庭を取り巻く状況が変化する中、経済的な困窮のみならず、家庭環境や疾

病、成育歴等の様々な課題から、社会的に孤立し、自立を阻害する要因を複合的に抱え、その状況が

親から子へ連鎖している状況にあります。これらの課題解決には、家庭・学校・地域・行政等、多様な

主体が連携・協働しながら、地域がつながり、誰もが互いに助け合い・支え合うしくみづくりが必要

であり、教育・福祉・保健・医療・雇用などの幅広い分野の制度、施策・事業の連携・強化を図りなが

ら取組を進めていくことが重要です。 

そのため、子ども・若者の健やかな成長と社会的自立の阻害要因となる「子どもの貧困」に対する

課題について、４つの基本的な考え方と施策の方向性を定め、令和３年度は、主に、次の取組を実施

しました。 

施策の方向性１ 生活に困難を抱える子ども・若者等への支援の充実 

困難な生活状況に置かれた子ども・若者に対する生活支援や学習支援のほか、保護者の生活支援・

就労支援等、多様な課題に対応する支援施策を次のとおり推進しました。 

ア ひとり親世帯への支援 

ひとり親家庭の自立支援の推進            (こども未来局：こども家庭課) 

〔ひとり親家庭の生活支援事業〕  

ひとり親家庭の生活状況は、親の就労状況や子どもの成長などに応じて変化していくことか

ら、個々の家庭の状況やニーズに寄り添って支援施策を的確に提供するための相談支援の体

制づくりや、相談員の資質向上、支援施策の周知・提供の取組を推進していきます。

ひとり親家庭の自立に向けては、正規雇用への移行を目指した継続的な就労支援とともに、

就業又は修業と子育てを両立することができる環境整備を進めます。

親の離別など辛い経験をした子どもの心に寄り添い、将来の自立に向けて、子どもの成長段

階に応じて切れ目なく、生活習慣の習得や学力の向上、就学の継続等に向けた支援を行いま

す。

【令和３年度の取組】

・ 令和元年度から実施している再構築後の各支援施策について、コロナ禍の影響を大きく

受けたひとり親家庭の現状を踏まえ、アンケート調査を実施することで状況と課題を把

握することにより、ひとり親自立支援の４本柱（「子育て・生活支援」・「就業支援」・

「養育費確保」・「経済的支援」）に基づく、支援施策の充実に向けて取り組みました。

・ 資格取得に向け養成機関等で修業しているひとり親への支援として、高等職業訓練促進

資金貸付事業(住宅支援資金)を、１月から新たに実施しました。 
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イ 児童養護施設等入所児童への支援 

家庭養護による自立支援の推進         (こども未来局：こども保健福祉課) 

〔里親制度推進事業〕  

里親制度の普及・啓発とともに、研修会等の実施や里親支援機関による里親の養育支援を充

実し、里親制度による家庭養護を推進します。

【令和３年度の取組】 

・ 説明会や研修会の実施等により里親制度の普及啓発を実施するとともに、里親支援機関

と連携した里親家庭への訪問等により養育支援を実施しました。 

家庭的養護による自立支援の推進         (こども未来局：こども保健福祉課) 

〔児童養護施設等運営事業〕  

小規模グループによる生活など、家庭的な環境での養育を推進するとともに、適正な職員数

を配置し、入所児童の処遇向上をはかります。

入所児童の学習支援を充実し、入所中から将来の自立に向けた支援を推進します。

施設退所後の自立支援を推進します。

【令和３年度の取組】 

・ 施設での家庭的養育の推進に向け、職員配置の充実や運営に関する支援を実施しました。 

・ 新たに地域小規模児童養護施設1カ所及び自立援助ホーム1カ所を開設し、家庭的養護

の推進に寄与しました。 

・ 施設退所後も安心して進学や就労が継続でき、また、困りごとが生じた時など気軽に相

談ができるよう、社会的養護自立支援事業により、退所後における相談支援を実施しま

した。 

ウ 生活保護受給世帯への支援 

生活保護受給世帯の自立支援の推進       (健康福祉局：生活保護・自立支援室) 

〔生活保護自立支援対策事業〕 

生活保護受給者に対する各種就労支援事業を実施します。

生活保護受給世帯の中学生に対して、高校等の進学を支援するため、学習支援・居場所づく

り事業を実施します。

【令和３年度の取組】

・ 生活保護受給者の能力に応じたきめ細やかな各種就労支援事業を実施しました。 

・ 生活保護受給世帯等に対する学習支援事業については、令和３年度は新たに１か所拡充

し、小学生に対する支援を市内１３か所、中学生に対する支援を市内１５か所で実施し

ました。 

エ その他、生活に困難を抱える世帯等への支援 

就学援助制度・奨学金制度による就学支援・進学支援の推進 

(教育委員会事務局：学事課) 
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〔就学等支援事業〕 

就学援助制度を活用し、経済的な理由により就学が困難な児童生徒の学校生活の援助を実施

します。

奨学金制度を活用し、能力があるにもかかわらず、経済的な理由で修学が困難な高校生、大

学生への支援を実施します。

【令和３年度の取組】

・ 新小・中学１年生（次年度入学）への新入学児童生徒学用品費の入学前支給を2,112件

支給しました。就学援助システムを活用し、所得確認作業や、資金管理、支給事務等に

ついて円滑に実施しました。 

・ 就学事務システムを活用し、約25,000人の新入学生の学齢簿登録を含む就学事務を円

滑に実施しました。また、高校生への奨学金を学年資金で844件、入学支度金で202

件支給しました。

施策の方向性２ 地域における支え合いのしくみづくり 

多世代の市民が交流し、地域全体で子ども・若者を見守り、支え合いながら生活する仕組みの構築

に向け、種々の施策に取り組みました。 

ア 多世代交流などを通した地域づくりの推進 

老人いこいの家との連携による多世代交流の促進    (こども未来局：青少年支援室) 

ひとり親世帯への支援については、令和3年度に実施したアンケート調査により、

令和元年度から実施している再構築後の各支援施策について事業効果を検証し改善する

とともに、親と子の生活の安定や将来の自立に向けたひとり親支援施策について引き続

き取り組んでまいります。 

児童養護施設等入所児童への支援については、里親制度に関する広報内容や説明会等

の充実により里親制度の普及啓発を推進するとともに、里親支援機関と連携しながら里

親家庭への効果的な支援の実施に向けた取組を進めます。また、児童養護施設での家庭

的養育の推進に向け、引き続き職員配置の充実や運営に関する支援を実施するととも

に、自立支援のための各施策の確実な周知を図り、児童の状況に応じて適切な支援が実

施されるよう関係機関と連携しながら取組を推進します。 

生活保護受給世帯への支援については、生活保護受給者に対する各種就労支援事業を

実施するともに、生活保護受給世帯等に対する学習支援について、対象学年を全教室小

学３年生から中学３年生に統一し、市内１７か所で実施します。 

その他、生活に困難を抱える世帯等への支援については、就学援助制度において、新

入学児童生徒学用品費の入学前支給を継続し、実施していきます。また、就学援助シス

テムの円滑な実施については、就学援助システムを活用した事務フローについて、より

円滑に進めるための課題を洗い出し、改善に向けた取組を進めていきます。 

施策の方向性１ 次年度以降の主な取組の方向性 
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〔こども文化センター運営事業〕 

こども文化センターとの連携による多世代交流の促進(健康福祉局：高齢者在宅サービス課) 

〔いこいの家・いきいきセンターの運営〕 

こども文化センターと老人いこいの家との連携強化により、多世代交流の促進に向けた取組

を推進します。

【令和３年度の取組】

・ 老人いこいの家との連携強化により、多世代交流の促進に向けた取組を推進しました。 

・ 令和元年度からの新たな指定管理期間において「多世代交流を中心とした地域交流に関

する取組」を指定管理業務として仕様書に位置付け、令和 3 年度についても地域交流に

関する取組を幅広く実施しました。 

イ 学校を中心とした地域づくりの推進 

地域団体との協働による子どもの学習や体験のサポート、多世代で学ぶ生涯学習の拠点づ

くりの推進                  (教育委員会事務局：生涯学習推進課) 

〔地域の寺子屋事業〕 

地域ぐるみで子どもの学習や体験をサポートし、多世代で学ぶ生涯学習の拠点づくりを進め

るため、地域の団体との協働により、放課後の学習支援と土曜日の体験活動を推進します。

【令和３年度の取組】

・ 地域や学校の実情に応じて寺子屋の拡充を進め、令和２年度の 65 か所から令和３年度

は76か所まで着実に増えています。 

ウ 地域の主体的な活動の促進  

地域における主体的な活動の促進           (こども未来局：青少年支援室) 

〔子ども・若者支援推進事業〕 

地域子ども・子育て活動支援助成事業を活用し、地域で主体的に子ども・若者支援、子育て

支援を行う団体に対して助成を行います。

地域の主体的な活動・取組を促進・支援するための「つなぐ」仕組の構築に向けた検討を進

めます。

【令和３年度の取組】

・ 「地域社会全体で子ども・若者を見守り、支えるしくみづくり」を進めるため、その役割

を担う団体に対し、補助金を交付しました。 

・ 市内の様々な専門機関との連携を図るため、子ども・若者支援に関わる相談・支援機関紙

「かわさきサポートブック」を作成しました。 
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施策の方向性３ 相談機関等による支援の充実と連携の強化 

多職種協働による個別支援を推進するとともに、個別支援と連携しながら地域ネットワークの強化

につながる取組を推進しました。 

ア 相談・支援機関の支援の充実（専門性の強化） 

療育相談・支援の充実                 (健康福祉局：障害計画課) 

〔地域療育センターの運営〕 

地域療育センターを運営し、障害児等の相談、診療、評価、訓練等の支援を充実します。

【令和３年度の取組】

・ 連絡調整会議などを通じて４か所の地域療育センターが質の高い相談、診療、評価、訓

練等に取り組めるよう調整を図りました。 

・ 市内南部２区（川崎区・幸区）に各１か所「子ども発達・相談センター」の設置準備を進

め、令和３年10月に開設し、運営を開始しました。 

イ 相談・支援機関の連携の強化（ネットワークの強化） 

要保護児童対策地域協議会によるネットワークの強化 

 (こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

〔児童虐待防止対策事業〕 

要保護児童対策地域協議会における取組を推進し、地域におけるネットワークの強化を図り

ます。

各区役所地域みまもり支援センターと児童相談所の連携を強化し、ケースの状況に応じた個

別支援の強化を図ります。

【令和３年度の取組】

・ 代表者会議（年2回：書面開催）は、関係機関の活動状況報告、実務者会議の活動状況報

告及び「要保護児童対策協議会」に関するアンケート調査結果報告等を実施しました。 

多世代交流などを通した地域づくりの推進については、令和４年度においても引き続

き、地域交流に関する取組を幅広く実施していきます。 

学校を中心とした地域づくりの推進については、全小中学校への寺子屋の開講を目指

して、地域人材や地域資源の更なる活用を図り、引き続き、事業を推進していきます。 

地域の主体的な活動の促進については、「地域社会全体で子ども・若者を見守り、支

えるしくみづくり」を進めるため、その役割を担う団体に対し、補助金を交付するとと

もに、子ども・若者支援に関わる相談・支援機関を紹介する「かわさきサポートブック」

を作成し、市内の様々な専門機関との連携を図ります。 

施策の方向性２ 次年度以降の主な取組の方向性 

80



・ 要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運営方法について、区役所及び児童相談所職員

による庁内ワーキング等で検討を行いました。また、個別支援会議を681回開催しまし

た。 

施策の方向性４ 子ども・若者の成長を支える基盤制度の充実 

すべての子ども・若者の健全な育成を図り、「子どもの貧困」に関わる対応策を総合的に推進して

いく上で、非常に大きな役割を果たす基盤制度である「母子保健」「保育・幼児教育」「学校教育」の

充実を図りました。 

ア 母子保健の推進 

出産・育児に関わる相談支援体制の充実      (こども未来局：こども保健福祉課) 

〔母子保健指導・相談事業〕 

妊婦・出産及び育児について記録し、親子の健康づくりに役立つことができるよう、妊娠の

届け出をした人に、母子健康手帳の交付・相談を実施するとともに、妊婦及び乳幼児健診、

歯っぴーファミリー健診等の受診勧奨を行います。

両親学級等の開催による出産・育児支援を推進します。

産後ケア事業等により、包括的な産前産後のサポートを推進します。

乳児家庭全戸訪問等の個別支援の強化とともに、支援の必要な家庭の早期の把握と支援を充

実します。

【令和３年度の取組】

・ 母子健康手帳交付時において、全数面談し、家庭状況等を確認し、妊娠・出産・育児に関

する情報提供及び相談を実施するとともに、妊婦及び乳幼児健診、歯っぴーファミリー

健診等の受診勧奨を実施しました。 

・ 出産・育児に関する知識の習得等に向けて、主に初産婦及びそのパートナーを対象に、

平日及び土・日に両親学級を開催しました。新型コロナウイルス感染症の影響により、

両親学級については、一時中止しましたが、オンラインでの開催や人数の制限、回数の

増加などの工夫をして実施しました。また、参加できなかった方へは個別での支援を行

いました。 

・ 産後ケア事業や産前・産後家庭支援ヘルパー派遣事業等により、妊産婦へのサポートを

相談・支援機関の支援の充実については、地域療育センターの適正な運営に取り組み

ながら、課題解決に向けた調整を図るとともに、令和４年度は多摩区・宮前区に子ど

も・発達・相談センターを設置することから、管轄の地域療育センターとの機能整理に

基づく連携手法を確立し、相談支援体制の強化を推進します。 

また、相談・支援機関の連携の強化については、要保護児童等の支援の充実のため、

要保護児童対策地域協議会における関係機関のネットワークの強化に取り組むととも

に、要保護児童対策地域協議会連携調整部会について運営方法を見直すとともに取組内

容の検証を行います。また、区役所及び児童相談所、関係機関の更なる連携強化を図

り、きめ細やかな対応と個別支援を実施します。 

施策の方向性３ 次年度以降の主な取組の方向性 
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実施しました。 

・ 乳児家庭全戸訪問事業を実施し、支援の必要な家庭を把握するとともに、地域や相談機

関等の情報提供を行い、子育て家庭の孤立化を予防する支援を行いました。 

イ 保育・幼児教育の推進 

公立保育所を活用した保育の質の向上          (こども未来局：運営管理課) 

〔公立保育所運営事業〕 

公立保育所を活用し、保育の質の向上、優秀な保育人材の育成、地域の子育て支援の充実を

図ります。

【令和３年度の取組】

・ 民間保育所への支援を強化するとともに、市内保育関係施設向けに公民合同の課題別研

修や公開保育、小規模保育所等でのデリバリー講座を実施し、更なる保育の質の向上に

繋げました。また、保育所の園庭開放や各種事業を通して相談機能の強化を図りました。 

ウ 学校教育の推進 

習得の程度に応じた取組の推進       (教育委員会事務局：総合教育センター) 

〔きめ細やかな指導推進事業〕 

各学校においては、すべての子どもが「分かる」ことをめざして、一人ひとりのつまずきや

学習の遅れなど、子どもたちの多様な学習状況に対して、よりきめ細やかな対応を図る習熟

の程度に応じた少人数指導など、個に応じた取組を推進します。

【令和３年度の取組】

・ 市学習状況調査・市学習診断テストとそれに併せて行う「生活や学習に関するアンケー

ト」を実施し、調査結果を配布することで、児童生徒や保護者が学習状況や今後の課題

を把握し、「主体的に学習に取り組む意欲」を養うとともに、学校の授業改善に活用する

ことで、すべての子どもが「分かる」ことをめざして、一人ひとりの「学び」を大切にし

た学力向上策を推進しました。
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母子健康手帳交付時に全数面談を実施することで、母子健康手帳の活用方法の周知や

情報提供を行い、支援の必要な方を早期に把握し、継続的な支援ができるよう推進する

とともに、出産・育児を支援するため、週末の開催やオンラインでの開催などの工夫を

図りながら、引き続き両親学級等を開催します。 

また、産後ケア事業等の利用を促進するため周知の取組を強化し、産前産後のサポー

トを推進するほか、乳児家庭全戸訪問事業を通して、地域の子育て情報や相談機関等を

提供することで、子育て家庭の孤立化を予防するとともに、支援ニーズの把握に努めま

す。 

保育・幼児教育の推進については、公立保育所等を活用した公開保育や実践を主とし

た研修の開催等を通して更なる保育の質の向上や地域のニーズに根差した地域支援の充

実を進めます。 

学校教育の推進については、市学習状況調査等の実施により子どもたちが自らの学習

状況と課題を把握することや、1人１台端末を活用して各学校が子どもの実態等を踏ま

えた事業改善等の取組を行うことにより、「分かる」授業の実現に向けた取組を継続し

て行う必要があります。 

施策の方向性４ 次年度以降の主な取組の方向性 
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

ひとり親家庭の自立支援の推進

●ひとり親家庭の生活状況は、親の就労状況や子どもの成
長などに応じて変化していくことから、個々の家庭の状況や
ニーズに寄り添って支援施策を的確に提供するための相談
支援の体制づくりや、相談員の資質向上、支援施策の周知・
提供の取組を推進していきます。
●ひとり親家庭の自立に向けては、正規雇用への移行を目
指した継続的な就労支援とともに、就業又は修業と子育てを
両立することができる環境整備を進めます。
●親の離別など辛い経験をした子どもの心に寄り添い、将来
の自立に向けて、子どもの成長段階に応じて切れ目なく、生
活習慣の習得や学力の向上、就学の継続等に向けた支援を
行います。

●令和元年度から実施している再構築後の各支援
施策について、コロナ禍の影響を大きく受けたひとり
親家庭の現状を踏まえアンケート調査を実施するこ
とで状況と課題を把握することにより、ひとり親自立
支援の4本柱（「子育て・生活支援」・「就業支援」・「養
育費確保」・「経済的支援」）に基づく、支援施策の充
実に向けて取り組みました。
●資格取得に向け養成機関等で修業しているひとり
親への支援として、高等職業訓練促進資金貸付事
業(住宅支援資金)を、1月から新たに実施しました。

●令和3年度に実施したアンケート調査により、令和
元年度から実施している再構築後の各支援施策に
ついて事業効果を検証し改善するとともに、親と子
の生活の安定や将来の自立に向けたひとり親支援
施策について引き続き取り組んでまいります。

資金貸付を活用した就労支援等の充実
●ひとり親家庭等の児童の学費や就労のための資格取得、
転居に伴う費用などの貸付けを行います。

●ひとり親家庭等の貸付資金について窓口となる各
区役所との綿密な連携のもと、資金が必要な人に対
し、修学支援新制度の有効活用について勧奨すると
ともに、文書の送付及び架電により、新制度の利用
状況の確認と貸付額の適切な減額を丁寧に行いま
した。
また、効果的な口座振替登録の勧奨をさらに強化し
たこと等により、償還率の向上に繋がりました。

●令和2年度の修学支援新制度開始に伴い、貸付
件数・貸付額ともに減少傾向にありますが、減免・給
付の時期の関係から、入学前貸付が可能な本資金
のニーズは依然高いと考えられるため、引き続き適
切な運用に努めながら、将来的な自立を目指すひと
り親家庭への経済的支援として取り組んでいきま
す。

家庭養護による自立支援の推進
●里親制度の普及・啓発とともに、研修会等の実施や里親
支援機関による里親の養育支援を充実し、里親制度による
家庭養護を推進します。

●説明会や研修会の実施等により里親制度の普及
啓発を実施するととに、里親支援機関と連携した里
親家庭への訪問等により養育支援を実施しました。

●里親制度に関する広報内容や説明会等の充実に
より里親制度の普及啓発を推進するとともに、里親
支援機関と連携しながら里親家庭への効果的な支
援の実施に向けた取組を進めます。

家庭的養護による自立支援の推進

●小規模グループによる生活など、家庭的な環境での養育
を推進するとともに、適正な職員数を配置し、入所児童の処
遇向上をはかります。
●入所児童の学習支援を充実し、入所中から将来の自立に
向けた支援を推進します。
●施設退所後の自立支援を推進します。

●施設での家庭的養育の推進に向け、職員配置の
充実や運営に関する支援を実施しました。
●新たに地域小規模児童養護施設1カ所及び自立
援助ホーム1カ所を開設し、家庭的養護の推進に寄
与しました。
●施設退所後も安心して進学や就労が継続でき、ま
た、困りごとが生じた時など気軽に相談ができるよ
う、社会的養護自立支援事業により、退所後におけ
る相談支援を実施しました。

●施設での家庭的養育の推進に向け、引き続き職
員配置の充実や運営に関する支援を実施します。
●自立支援のための各施策の確実な周知を図り、
児童の状況に応じて適切な支援が実施されるよう関
係機関と連携しながら取組を推進します。

生活保護受給世帯の自立支援の推進

●生活保護受給者に対する各種就労支援事業を実施しま
す。
●生活保護受給世帯の中学生に対して、高校等の進学を支
援するため、学習支援・居場所づくり事業を実施します。

●生活保護受給者の能力に応じたきめ細やかな各
種就労支援事業を実施しました。
●生活保護受給世帯等に対する学習支援事業につ
いては、令和３年度は新たに１か所拡充し、小学生
に対する支援を市内１３か所、中学生に対する支援
を市内１５か所で実施しました。

●生活保護受給者に対する各種就労支援事業を実
施します。
●生活保護受給世帯等に対する学習支援につい
て、対象学年を全教室小学３年生から中学３年生に
統一し、市内１７か所で実施します。

〇子どもの貧困対策の推進
　施策の方向性１　生活に困難を抱える子ども・若者等への支援の充実

　　ウ　生活保護受給世帯への支援

　　ア　ひとり親世帯への支援　

　　イ　児童養護施設等入所児童への支援
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

生活保護による支援の推進

●生活保護受給世帯に生業費、技能習得費、就職支度金を
支給し自立に向けた支援を実施します。
●地域みまもり支援センターと連携し、保健師等による健康
管理支援を実施します。

●生活保護受給世帯に生業費、技能修得費、就職
支度金を支給し自立に向けた支援を実施しました。
●地域みまもり支援センターと連携し、保健師等によ
る健康管理支援を実施しました。

●国の法定受託事務であるため、現状の事業内容
を維持しつつ、自立のための支援や医療扶助の適
正化に向けた取組を推進していきます。

住宅困窮者に対する市営住宅の提供
●健康で文化的な生活を営むに足りる市営住宅を整備し、こ
れを住宅に困窮する低額所得者等に対して低廉な家賃で提
供します。

●母子・父子世帯、未就学児童のいる世帯等を対象
に募集の抽選における当選の確率を高める優遇措
置を継続して実施しました。また、子育て世帯の入居
機会の拡大等を図るため、平成30年度に新設した子
育て世帯向けの区分（定期借家制度）での募集を４
回実施し、令和３年度は37世帯が入居しました。

●市営住宅募集における優遇措置や定期借家制度
を適切に運用します。

就学援助制度・奨学金制度による就学支
援・進学支援の推進

●就学援助制度を活用し、経済的な理由により就学が困難
な児童生徒の学校生活の援助を実施します。
●奨学金制度を活用し、能力があるにもかかわらず、経済的
な理由で修学が困難な高校生、大学生への支援を実施しま
す。

●新小・中学１年生（次年度入学）への新入学児童
生徒学用品費の入学前支給を2,112件支給しまし
た。就学援助システムを活用し、所得確認作業や、
資金管理、支給事務等について円滑に実施しまし
た。
●就学事務システムを活用し、約25,000人の新入学
生の学齢簿登録を含む就学事務を円滑に実施しま
した。また、高校生への奨学金を学年資金で844件、
入学支度金で202件支給しました。

●新入学児童生徒学用品費の入学前支給を継続
し、実施していきます。また、就学援助システムの円
滑な実施については、就学援助システムを活用した
事務フローについて、より円滑に進めるための課題
を洗い出し、改善に向けた取組を進めていきます。

ボランティア等を活用した不登校等の子ど
も・若者への支援の充実

●児童相談所等において支援を実施している不登校等の子
ども・若者を対象として、ボランティアの活用による個別支援
や集団活動を通した支援を行います。

●個別支援活動に110人、集団支援活動に38人の
参加があり、それぞれの活動を通じた個別の支援を
実施しました。

●年齢の近い大学生などとの触れ合いや小集団の
レクリエーション活動を通じ、支援対象児童が、人間
関係の醸成を図り内面的に成長し、自主性や社会
性を伸ばす取組を推進します。

だいJOBセンターを活用した生活困窮者へ
の支援の推進

●失業等により生活にお困りの市民の相談を行うだいＪＯＢ
センターを運営し、抱えている課題の整理や福祉制度の手続
き補助、個々の状況に応じた就労支援など、相談者の社会
的経済的自立に向けた支援を実施します。

●だいJOBセンターにおいて、就労、家計、住まい等
の相談支援を実施しました。

●関係機関が生活困窮の端緒となる事象を把握し
た場合に、生活自立・仕事相談センター（だいＪＯＢ
センター）における相談につなげるよう、関係機関と
の連携を強化し、より多くの生活困窮者へ相談支援
が行き届くようにします。

「社会的ひきこもり」等への支援の推進

●相談業務及び当事者グループ活動の運営等による支援を
行います。
●「社会的ひきこもり」ではなく、精神科疾患あるいは発達障
害を背景に持つ場合は適切な医療機関、相談機関または社
会資源につながる支援を行います。

●ケース実数：新規271、繰越71、延べ342
●支援実数：電話相談556、メール相談24、来所相
談508、アウトリーチ946、当事者グループ185、家族
グループ34、その他221

●ひきこもり地域支援センターと連携して、社会的ひ
きこもりに限らず、広くひきこもり状態への支援ネット
ワークを構築します。

　　エ　その他、生活に困難を抱える世帯等への支援

85



推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

地域における支援体制づくり
●地域の中で、親子が遊べる場づくりを推進するとともに、互
いに支え合う子育て援助活動を促進するなど子育てに不安
を感じる家庭に対する地域の支援体制づくりを進めます。

●親子が安心して遊び交流できる場をつくり、専任ス
タッフが相談支援等を行う地域子育て支援センター
事業や、市民相互が育児に関する援助活動を行うふ
れあい子育てサポートセンター事業を実施し、地域
の中で子育てを行う親を支援する体制づくりを進め
ました。

●引き続き、地域子育て支援センター事業やふれあ
い子育てサポートセンター事業を実施し、安心して
子育てを行えるよう、地域の中で子育てを行う親に
対する支援を実施します。

老人いこいの家との連携による多世代交流
の促進

●こども文化センターと老人いこいの家との連携強化により、
多世代交流の促進に向けた取組を推進します。

●老人いこいの家との連携強化により、多世代交流
の促進に向けた取り組みを推進しました。

●引き続き、こども文化センターと老人いこいの家等
との連携強化により、多世代交流の促進に向けた
取組を推進します。

地域との連携による放課後の居場所づくり
の推進

●地域と連携を図りながら、放課後等に小学生が安全・安心
に過ごせる場づくりを進めます。

●新型コロナウイルス感染症対策を講じながら事業
形態を工夫し地域交流の事業を展開するなど、地域
と連携を図りながら、放課後等に小学校が安全・安
心に過ごせる場づくりを進めました。

●引き続き、地域と連携を図りながら、放課後等に
小学生が安全・安心に過ごせる場づくりを進めま
す。

こども文化センターとの連携による多世代
交流の促進

●こども文化センターとの連携強化により、多世代交流の促
進に向けた取組を推進します。

●令和元年度からの新たな指定管理期間において
「多世代交流を中心とした地域交流に関する取組」を
指定管理業務として仕様書に位置付け、令和3年度
についても地域交流に関する取組を幅広く実施しま
した。

●令和4年度においても引き続き、地域交流に関す
る取組を幅広く実施していきます。

民間保育所による子育て支援の推進

●地域の子育て支援に関する資源として、園庭開放や子育
て相談など、民間保育所が持つ機能を積極的に活用すると
ともに、子育て支援に関する地域の関係機関、団体等との連
携を推進します。

●地域の子育て支援に関する資源として、園庭開放
や子育て相談など、民間保育所が持つ機能を積極
的に活用するとともに、子育て支援に関する地域の
関係機関、団体等との連携を実施しました。

●引続き、本取組の充実を推進します。

公立保育所による子育て支援の推進

●保育・子育て総合支援センターにおける地域の子ども・子
育て支援を推進します。
●地域の子育て支援に関する資源として、園庭開放や子育
て相談など、公立保育所が持つ機能を積極的に活用すると
ともに、子育て支援に関する地域の関係機関、団体等との連
携を推進します。

●中原保育園の建替えとあわせて、中原区保育・子
育て総合支援センターを開設しました。
●園庭開放や子育て相談など、公立保育所が持つ
機能を活用するとともに、民生児童委員など関係団
体との連携を図りました。

●保育・子育て総合支援センターについては、公立
保育園（センター園）の建替えとあわせて、各区１か
所ずつ（計７か所）の整備を進めます。
●当該センター及び公立保育所が持つ機能を地域
の子育てに関する資源として子育て支援を推進しま
す。

地域の創意工夫を活かした学校運営の推
進

●家庭や地域に開かれた信頼される学校づくり、地域の創
意工夫を活かした特色ある学校づくりをめざした学校運営を
推進します。

●学校運営協議会または学校教育推進会議を活用
して学校運営について保護者や地域住民等の理解
を得て、新型コロナウイルス感染症防止対策を行い
ながら教育活動を工夫して、特色ある学校づくりを進
めました。

●地域の創意工夫を活かした学校運営の推進につ
いては、学校運営協議会の効果的な活用を共有し、
特色ある学校づくりをめざした学校運営ができるよう
推進していきます。

地域資源を活かした学校づくりの推進
●学校がそれぞれの地域にある資源を活かした体験活動な
どの企画を行う「夢教育２１推進事業」等を活用した、特色あ
る学校づくりを推進します。

●「夢教育２１推進事業」を全校で実施し、学校がそ
れぞれの地域にある資源を活かして特色ある学校づ
くりを進めました。

●夢教育２１推進事業の実施については、引き続き
特色ある学校づくりを推進します。

　施策の方向性２　地域における支え合に
　　ア　多世代交流などを通じた地域づくりの推進

　　イ　学校を中心とした地域づくりの推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

地域の教育活動を活用した地域の教育力
の向上

●地域教育会議をはじめ、地域社会でいきいきと活動する市
民や、子どもたちの成長を見守り支えている市民の意欲・力
を、社会全体の活力や地域の教育力の向上につながられる
よう支援します。

●地域教育会議においては、中学校区地域教育会
議を国の示す「地域学校協働本部」の役割を持つ組
織として位置づけるとともに、地域教育コーディネー
ター養成講座の開催等を通じ、組織の活性化に向け
た担い手の育成を進めました。
●市内26か所のスイミングスクール等と連携して水
泳教室を開催しました。

●「地域学校協働本部」の役割を持つ中学校区地
域教育会議に地域教育コーディネーター（地域学校
協働活動推進員）の設置を進め、活動の活性化に
取り組んでいきます。
●子どもの泳力向上プロジェクトについては、市内
全てのスイミングスクール等を対象とした説明会等
を実施し、連携先として協力を得られるスイミングス
クール等の拡充を図りながら、より身近な地域で水
泳教室に参加できる機会を創出し、泳げない子ども
の泳力向上に取り組んでいきます。

地域団体との協働による子どもの学習や体
験のサポート、多世代で学ぶ生涯学習の拠
点づくりの推進

●地域ぐるみで子どもの学習や体験をサポートし、多世代で
学ぶ生涯学習の拠点づくりを進めるため、地域の団体との協
働により、放課後の学習支援と土曜日の体験活動を推進し
ます。

●地域や学校の実情に応じて寺子屋の拡充を進
め、令和２年度の65か所から令和３年度は76か所ま
で着実に増えています。

●全小中学校への寺子屋の開講を目指して、地域
人材や地域資源の更なる活用を図り、引き続き
事業を推進していきます。

青少年関係団体による青少年健全育成の
推進

●地域社会全体で子ども・若者を見守り支え、安全・安心な
環境の中で青少年の健全な育成を図るため、青少年を育
成・指導する青少年関係団体を支援します。

●行政、青少年関係団体、民間企業等で構成される
「川崎市青少年の健全な育成環境推進協議会」によ
り、地域が実施している「こども110番」事業に対し、
ステッカーの提供や小学校１～３年生全員への啓発
チラシの配布、協力施設の保険料負担、書面による
情報交換会の開催等の支援を行いました。

●「川崎市青少年の健全な育成環境推進協議会」
により、PTAが主体となって地域で実施している「こ
ども110番」事業を引き続き支援することで子どもを
地域で見守る体制づくりを推進するとともに、青少年
の健やかな成長にふさわしい育成環境の実現に向
け、啓発活動を行い、市民意識の醸成を図ります。

地域における主体的な活動の促進

●地域子ども・子育て活動支援助成事業を活用し、地域で主
体的に子ども・若者支援、子育て支援を行う団体に対して助
成を行います。
●地域の主体的な活動・取組を促進・支援するための「つな
ぐ」仕組の構築に向けた検討を進めます。

●「地域社会全体で子ども・若者を見守り、支えるしく
みづくり」を進めるため、その役割を担う団体に対し、
補助金を交付しました。
●市内の様々な専門機関との連携を図るため、子ど
も・若者支援に関わる相談・支援機関紙「かわさきサ
ポートブック」を作成しました。

●「地域社会全体で子ども・若者を見守り、支えるし
くみづくり」を進めるため、その役割を担う団体に対
し、引き続き補助金を交付します。
●子ども・若者支援に関わる相談・支援機関を紹介
する「かわさきサポートブック」を作成し、市内の様々
な専門機関との連携を図ります。

学校生活に関わる相談・支援の充実
●総合教育センターや教育相談室等において、不登校、いじ
め、その他の学校生活における悩み等の相談・支援を実施し
ます。

●電話相談、来所相談、不登校家庭訪問相談、こど
も電話相談などを中心にした、相談の受け入れ体制
を整備し、実施しました。

●既存の相談機能を維持継続し、関係機関への告
知を徹底、強化することによって、市民サービスの向
上を図っていきます。

　　ウ　地域の主体的な活動の推進

　施策の方向性３　相談機関等による支援の充実と連携の強化
　　ア　相談・支援機関の支援の充実（専門性の強化）
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

児童虐待の未然防止等の推進と関係機関
の連携の充実

●各区役所地域みまもり支援センターにおける多職種の専
門職により、予防的な個別支援の充実を推進します。
●児童虐待防止センターにおける相談により、児童虐待の
早期発見、早期対応、未然防止に取り組みます。
●医療機関、警察、学校等との連携強化や要保護児童等へ
のきめ細かな対応と個別支援の実施など、要保護児童対策
地域協議会の運営体制を充実します。

●各区地域みまもり支援センターにおいて、多職種
連携により、予防的な取り組みも含め、個別支援の
取組みを進めました。また、児童虐待防止センター
における相談対応の取組を進めました。
●各区要対協における個別支援会議を681回実施
し、医療機関、警察、学校等との連携強化を進めま
した。

●児童虐待の予防の取組の推進のため、各区役所
地域みまもり支援センターにおける児童家庭相談支
援に関わる専門的支援機能の構築に向けた検討を
進めるとともに、児童虐待防止センターにおける相
談対応により早期発見・対応に取り組みます。
●要保護児童対策地域協議会の運営体制を充実
し、医療機関、警察、学校等の関係機関との連携強
化を推進します。

児童相談所による専門相談支援の強化

●子どもの置かれた状況に応じ、高度な専門性を活かした
子ども・若者及び家庭への相談や援助、要保護児童の児童
養護施設等への措置等を適切に実施していくために児童相
談所の体制強化を図ります。

●児童相談所の法的権限と専門性を活かした、適時
適切な対応を行うとともに、児童福祉司、児童心理
司を増員し、児童相談所における体制の強化を図り
ました。
●複雑かつ困難なケースへの対応については、主
担当機関が中心となり、要保護児童対策地域協議
会の個別支援会議等により地域みまもり支援セン
ター、児童相談所及び関係機関が連携し、情報共有
や役割分担を行いつつ支援を行いました。

●子どもの置かれた状況に応じた高度な専門性を
活かした相談支援を実施するため、「児童虐待対防
止対策体制総合強化プラン」等に基づき、児童相談
所の体制強化を図ります。
●地域みまもり支援センター及び児童相談所が相
互の役割に基づき適切にケース管理を行うために、
要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運営
方法を見直すとともに取組内容の検証を行います。

地域に根ざした相談支援の推進

●育児支援プログラムの実施など、児童家庭支援センターに
おける児童虐待対策の機能強化を図るとともに、市内関係
機関や市民への周知を行い、地域に根ざした相談支援機関
として、取組を推進します。

●市内６か所の児童家庭支援センターにおいて、支
援を必要とする児童や家庭からの相談を3,679件受
け、専門的な相談支援を実施しました。

●身近な地域で専門的な知識・技術を必要とする子
どもやその家庭からの相談に対する支援を推進す
るため、児童家庭支援センターにおける相談支援の
充実に取り組みます。

総合的な就業支援の推進

●求職者への個別相談や就職活動に役立つセミナーを実施
するなど、「キャリアサポートかわさき」における総合的な就
業支援を推進します。
●「コネクションズかわさき（かわさき若者サポートステーショ
ン）」の運営により、個別カウンセリング、職業・職場体験、学
校連携等を行い、若者無業者の職業的自立支援に取り組み
ます。

●キャリアサポートかわさきについては、令和３年度
は、就職決定者数375人となりました。
●コネクションズかわさきについては、令和３年度
は、進路決定者数73人となりました。

●雇用情勢や社会的ニーズに応じながら継続して
事業を実施し、求職者に対する就業支援を実施して
いきます。

精神的健康の保持・増進
●精神障害者の早期治療の促進、自立と参加の支援、市民
の精神的健康の保持・増進を図ります。

●各区役所高齢・障害課にて精神科医及び社会福
祉職、心理職、保健師等による精神保健福祉相談を
実施するとともに、各種制度案内による生活支援を
行いました。また、各種セミナー、講演会の実施によ
り、市民への精神保健に係る普及啓発を行いまし
た。

●各区役所地域みまもり支援センター高齢・障害課
にて、精神保健相談を継続的に実施していくととも
に、精神保健福祉に係る普及啓発についても市民
の関心に合わせて取組を行っていきます。

発達障害児・者支援体制の充実
●発達相談支援センターを運営し、発達障害者等からの相
談に応じ、情報の提供、指導を行うなど、関係機関と連携し
ながら、支援体制の充実を図ります。

●発達相談支援センターの適正な運営を行うととも
に、関係機関との連携や情報共有、支援体制の整
備に向けた会議を開催しました。また、各種研修会
を通じて人材の育成や市民への啓発活動に取り組
みました。

●増加傾向にある発達障害児・者及びその家族に
対する支援の充実に向け、発達相談支援センターを
中心に、引き続き施策を推進します。
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

療育相談・支援の充実
●地域療育センターを運営し、障害児等の相談、診療、評
価、訓練等の支援を充実します。

●連絡調整会議などを通じて４か所の地域療育セン
ターが質の高い相談、診療、評価、訓練等に取り組
めるよう調整を図りました。
●市内南部２区（川崎区・幸区）に各１か所「子ども
発達・相談センター」の設置準備を進め、令和３年10
月に開設し、運営を開始しました。

●今後も指定管理者制度の更新を適正に行いま
す。
●地域療育センターの適正な運営に取り組みなが
ら、課題解決に向けた調整を図ります。また、令和４
年度は多摩区・宮前区に子ども・発達・相談センター
を設置することから、管轄の地域療育センターとの
機能整理に基づく連携手法を確立し、相談支援体制
の強化を推進します。

要保護児童対策地域協議会によるネット
ワークの強化

●要保護児童対策地域協議会における取組を推進し、地域
におけるネットワークの強化を図ります。
●各区役所地域みまもり支援センターと児童相談所の連携
を強化し、ケースの状況に応じた個別支援の強化を図りま
す。

●代表者会議（年2回：書面開催）は、関係機関の活
動状況報告、実務者会議の活動状況報告及び「要
保護児童対策協議会」に関するアンケート調査結果
報告等を実施しました。
● 要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運
営方法について、区役所及び児童相談所職員によ
る庁内ワーキング等で検討を行いました。また、個別
支援会議を681回開催しました。

●要保護児童等の支援の充実のため、要保護児童
対策地域協議会における関係機関のネットワークの
強化に取り組みます。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会につ
いて運営方法を見直すとともに取組内容の検証を行
います。
●区役所及び児童相談所、関係機関の更なる連携
強化を図り、きめ細やかな対応と個別支援を実施し
ます。

子ども・若者支援に関わるネットワークの検
討

●子ども・若者支援に関わる相談・支援機関のネットワーク
のあり方を検討します。

●子ども・若者支援に関わる相談・支援機関紙「か
わさきサポートブック」を作成し、各区地域みまもり支
援センター等の掲載機関に加え、新たに認可保育所
の職員等に配布し、周知及び活用を図りました。

●「かわさきサポートブック」の更なる活用を目指す
とともに、子ども・若者支援に関わる相談・支援機関
のネットワークのあり方を引き続き検討します。

民生委員児童委員による見守りの推進
●民生委員児童委員を適正に配置し、地域における身近な
相談と見守りを推進します。

●「川崎市民生委員の定数を定める規則」で適正な
定数に改正し、また、3回の随時の改選を通じて28名
の委嘱を行いました。（本市の世帯数の増加に伴
い、充足率は83.1％）
●民生委員児童委員の活動として17,158件もの相談
支援の他、行政依頼事務や様々な地域福祉活動を
行いました。

民生委員の仕事や地域での役割、やりがいなどに
ついて周知を図るほか、関係機関等と連携して、業
務整理の取組を進めていきます。民生委員児童委
員活動の環境整備に向けた取組検討会での議論を
踏まえ、充足率の改善に向けた対策を検討していき
ます。

乳幼児の発達支援の充実と医療機関との
連携の推進

●妊婦の健康や乳幼児の心身の成長を支えるため、健康診
査を実施します。
●健診に引き続く要支援家庭等への支援を充実するため、
産婦人科及び小児科等医療機関との連携の取組を推進しま
す。

●妊婦及び乳幼児に対する健康診査を実施しまし
た。
●健康診査で把握した支援の必要な家庭について、
産婦人科及び小児科等医療機関と連携し、継続支
援を行いました。

●異常の早期発見、早期治療のため妊婦及び乳幼
児の健康診査を実施するとともに、必要に応じて継
続支援に繋げられるよう医療機関との連携を推進し
ていきます。

　　イ　相談・支援機関の連携の強化（ネットワークの強化）

　施策の方向性４　子ども・若者の成長を支える基盤制度の充実
　　ア　母子保健の推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

出産・育児に関わる相談・支援体制の充実

●妊婦・出産及び育児について記録し、親子の健康づくりに
役立つことができるよう、妊娠の届け出をした人に、母子健
康手帳の交付・相談を実施するとともに、妊婦及び乳幼児健
診、歯っぴーファミリー健診等の受診勧奨を行います。
●両親学級等の開催による出産・育児支援を推進します。
●産後ケア事業等により、包括的な産前産後のサポートを推
進します。
●乳児家庭全戸訪問等の個別支援の強化とともに、支援の
必要な家庭の早期の把握と支援を充実します。

●母子健康手帳交付時において、全数面談し、家庭
状況等を確認し、妊娠・出産・育児に関する情報提
供及び相談を実施するとともに、妊婦及び乳幼児健
診、歯っぴーファミリー健診等の受診勧奨を実施しま
した。
●出産・育児に関する知識の習得等に向けて、主に
初産婦及びそのパートナーを対象に、平日及び土・
日に両親学級を開催しました。新型コロナウイルス
感染症の影響により、両親学級については、一時中
止しましたが、オンラインでの開催や人数の制限、回
数の増加などの工夫をして実施しました。また、参加
できなかった方へは個別での支援を行いました。
●産後ケア事業や産前・産後家庭支援ヘルパー派
遣事業等により、妊産婦へのサポートを実施しまし
た。
●乳児家庭全戸訪問事業を実施し、支援の必要な
家庭を把握するとともに、地域や相談機関等の情報
提供を行い、子育て家庭の孤立化を予防する支援を
行いました。

●母子健康手帳交付時に全数面談を実施すること
で、母子健康手帳の活用方法の周知や情報提供を
行い、支援の必要な方を早期に把握し継続的な支
援ができるよう推進します。
●出産・育児を支援するため、週末を含め、引き続
き両親学級等を開催します。オンラインでの開催も
継続します。
●産後ケア事業等の利用を促進するため周知の取
組を強化し、産前産後のサポートを推進します。
●乳児家庭全戸訪問事業を通して、地域の子育て
情報や相談機関等を提供することで子育て家庭の
孤立化を予防するとともに、支援ニーズの把握に努
めます。

待機児童対策の推進
●地域の保育需要にあった認可保育所の整備や認可外保
育施設等への支援を進め、待機児童解消に向けた取組を推
進します。

●待機児童の解消に向けて、多様な手法を用いた
保育受入枠の確保、区役所におけるきめ細やかな
相談・支援、保育の質の維持・向上の取組を実施し
ました。

●今後のさらなる利用申請者数の増加を見込み、
認可保育所の整備や認可外保育施設への支援を
継続して実施し、待機児童解消に向けた取組をより
一層推進していきます。

保育受入枠の拡大による保育ニーズへの
適切な対応

●高まる保育ニーズに適切に対応するため、様々な手法を
活用して認可保育所を整備し、保育受入枠の拡大を推進し
ます。

●民間事業者活用、市有地活用、鉄道事業者活用、
既存保育所の定員増、川崎認定保育園の認可化、
地域型保育事業による受入枠の確保により、保育受
入枠の拡大を推進しました。

●引き続き、保育ニーズへの適切な対応を図るた
め、様々な手法を活用した認可保育所の整備を推
進し、受入枠を拡大します。

質の高い保育サービスの提供
●長時間延長保育や一時保育、休日保育など多様な保育
サービスを充実するとともに、質の高い保育サービスを提供
します。

●長時間延長保育や一時保育、休日保育など多様
な保育サービスを実施し、質の高い保育サービスを
提供しました。

●引き続き、本取組の充実を推進します。

公立保育所を活用した保育の質の向上
●公立保育所を活用し、保育の質の向上、優秀な保育人材
の育成、地域の子育て支援の充実を図ります。

●民間保育所への支援を強化するとともに、市内保
育関係施設向けに公民合同の課題別研修や公開保
育、小規模保育所等でのデリバリー講座を実施し、
更なる保育の質の向上に繋げました。また、保育所
の園庭開放や各種事業を通して相談機能の強化を
図りました。

●公立保育所等を活用した公開保育や実践を主と
した研修の開催等を通して更なる保育の質の向上
や地域のニーズに根差した地域支援の充実を進め
ます。

多様なニーズに即したサービスの提供
●質の高い幼児教育の推進を図るとともに、一時預かり事業
等、保護者の多様なニーズに即したサービス等を提供しま
す。

●多様な教育・保育ニーズに柔軟に対応するため、
幼稚園から認定こども園への移行等を促進しまし
た。（新規実施園：4園）また、市内幼稚園及び認定こ
ども園39園において、一時預かり事業（幼稚園型）を
実施しました。

●多様な教育・保育ニーズに柔軟に対応するため、
引き続き幼稚園から認定こども園への移行等を促
進し、市内幼稚園及び認定こども園における一時預
かり事業（幼稚園型）の促進を図ります。

　　イ　保育・幼児教育の推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

国と連携した子育て世帯への支援策の推
進

●国の幼児教育・保育の無償化の取組の着実な反映など、
国の子育て世帯に対する支援策と連携した取組を進めま
す。

●国の幼児教育・保育の無償化の取組に対し、国や
近隣他都市と密に連携をとりながら、新たな保育料
制度へ向けてのルールの整理やシステム改修等、
事務処理方法等の検討を行いました。

●適正な幼児教育・保育の無償化の実施に向け
て、各関連部署と連携し市民への周知を図っていき
ます。また、システムの改修や民間への委託等、効
率的な事務処理方法を推進します。

教職員に対する研修の充実

●子どもの学びと育ちをつなぐために、幼児教育と小学校教
育の円滑な接続を図る研修を実施します。
●子どもの学習の理解度に応じた指導のあり方に関する研
修とともに、子どもの問題を早期発見・早期対応するため、子
ども一人ひとりが抱える様々な課題に関連した内容につい
て、ライフステージに応じた研修や教育課題に対応した研
修、職能別スキルアップ研修を実施します。

●育成指標に基づく研修を計画、実施しました。必
修研修としてライフステージに応じた研修を13講座
66回、その他の必修研修を26講座74回、希望研修
を36講座88回実施しました。また、研修内容や研修
方法等について見直しを図りました。特に、１人１台
配布されたＧＩＧＡ端末を効果的に活用し、単方向型
（動画配信）及び双方向型オンライン研修の実施を
推奨し、集合型研修の実施が難しい場合でも状況に
応じて研修を実施し、教職員が学び続けることがで
きる研修体制の構築を図りました。

●育成指標に基づく教職員の資質・能力の向上を
めざした研修の実施については、ライフステージに
応じた研修においてより校内研修との関連をもたせ
るなど、連続性・継続性のある研修を計画し、意図
的、計画的に一人ひとりの教職員が学び続けること
ができる研修体制の構築を行い、研修体制の構築
を行い、資質・能力の向上を図ります。また、教職員
の資質・能力の向上の観点や新型コロナウイルス感
染防止の観点、働き方・仕事の進め方改革の観点
から研修内容に応じて集合型研修とオンライン研修
のべストミックスな研修体系となるように改善を図る
とともに学校の教育力の向上に資する研修となるよ
う各研修が校内でつながりがもてるよう研修計画の
見直しを図ります。

「キャリア在り方生き方教育」の推進

●各学校が「キャリア在り方生き方教育」を通して、子どもた
ちの自己有用感、学ぶ意欲、人とかかわる力等、社会的自
立に必要な能力や態度及び共生・協働の精神を発達の段階
に応じて育んでいくことを支援します。

●かわさきパラムーブメントについての啓発を教員
の研修会で継続して実施しました。また、他局と連携
して学校における多様性を尊重する教育活動を支援
しました。
●「キャリア在り方生き方ノート」や「キャリア・パス
ポート」を活用した取組の推進に向けて、令和３年度
は、担当者研修会及び訪問研修会を開催し、具体的
な活用例を示すことで教員が授業等で効果的に活
用できるよう支援しました。

●心のバリアフリー教育に関する実践を集め、継続
して各学校の理解を深めることで、多様性を尊重す
る教育を計画的・系統的に推進する必要がありま
す。
●「キャリア・パスポート」や「キャリア在り方生き方
ノート」の効果的な活用に向けた取組などを進め、
引き続き、すべての教育活動を通じて、「キャリア在
り方生き方教育」を推進し、子どもたちの社会的自
立に必要な能力や態度の育成を図っていく必要が
あります。

習熟の程度に応じた取組の推進

●各学校においては、すべての子どもが「分かる」ことをめざ
して、一人ひとりのつまずきや学習の遅れなど、子どもたちの
多様な学習状況に対して、よりきめ細やかな対応を図る習熟
の程度に応じた少人数指導など、個に応じた取組を推進しま
す。

●市学習状況調査・市学習診断テストとそれに併せ
て行う「生活や学習に関するアンケート」を実施し、調
査結果を配布することで、児童生徒や保護者が学習
状況や今後の課題を把握し、「主体的に学習に取り
組む意欲」を養うとともに、学校の授業改善に活用す
ることで、すべての子どもが「分かる」ことをめざして、
一人ひとりの「学び」を大切にした学力向上策を推進
しました。

●市学習状況調査等の実施により子どもたちが自
らの学習状況と課題を把握することや、１人１台端
末を活用して各学校が子どもの実態等を踏まえた授
業改善等の取組を行うことにより、「分かる」授業の
実現に向けた取組を継続して行う必要があります。

健康教育による健やかな学校生活の促進

●健やかな学校生活を送るため、健康診断等の実施、学校
医等の配置を行うとともに、望ましい生活習慣の確立、心の
健康保持、喫煙・飲酒・薬物乱用防止等、健康教育の充実を
図ります。

●薬物乱用防止教室については中学校、高等学校
で全校各１回実施しました

●児童生徒の健康教育の推進のため、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の対策を図りながら薬物
乱用防止教室などを引き続き実施します。

　　ウ　学校教育の推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇子どもの貧困対策の推進

安全・安心な学校給食の提供による健康給
食の推進

●児童生徒の健全な身体の発達に資するために、安全で安
心な学校給食の提供を効率的に行うとともに、小中９年間に
わたる一貫した食育を推進します。

●川崎らしい特色ある「健康給食」の推進について
は、主要食材は国産品を使用し、和風の天然だしを
使った薄味で美味しい味付けの工夫や、「かわさきそ
だち」の野菜を使用した献立を提供するなど、「健康
給食」をコンセプトとした中学校給食を推進しました。

●川崎らしい特色ある「健康給食」の推進について
は、児童生徒の健全な身体の発達に資するため、
継続して「健康給食」を推進していきます。

定時制生徒の自立支援の推進
●定時制生徒の将来の自立に向けた、学習や就職等の相
談・支援を推進します。

●定時制生徒の将来の自立に向け、３校で相談・支
援を実施しました。

●定時制生徒に対する学習支援や就労支援の充実
については、将来の自立に向け、相談・推進に取り
組みます。

教育活動に対する支援体制の充実
●教育活動サポーターの配置により、児童生徒への学習支
援・相談の充実など、教育活動に対する支援体制の充実を
図ります。

●電話相談、来所相談、不登校家庭訪問相談、こど
も電話相談などを中心にした、相談の受け入れ体制
を整備し、実施しました。

●既存の相談機能を維持継続し、関係機関への告
知を徹底、強化することによって、市民サービスの向
上を図っていきます。

教育的ニーズに応じた多様な学び等の特
別支援教育の推進

●「第２期特別支援教育推進計画」に基づき、共生社会の形
成をめざした支援教育の推進や、教育的ニーズに応じた多
様な学びの場の整備、小・中・高等学校における支援体制の
構築、教職員の専門性の向上等を図ります。

●対象児童生徒21名に対し個々の医療的ケアの状
況に応じた看護師配置を行い、うち4名を対象に自立
支援を行いました。

●医療的ケアについては、児童生徒の自立を見据
えた支援のさらなる充実を図ります。

児童生徒への専門的な相談体制の充実

●相談体制の充実に向けた検討を行い、スクールカウンセ
ラーを活用した専門的相談支援の充実を図ります。
●各区スクールソーシャルワーカーによる家庭等への支援を
実施し、子どもが置かれている状況に応じた支援を推進しま
す。
●児童支援コーディネーターを中心とした小学校における児
童支援を推進します。

●スクールカウンセラーについては、市内全52の中
学校に配置し、週１回、年280時間で相談を実施しま
した。また、学校巡回カウンセラーについては、学校
からの要請に応じて、小学校と特別支援学校に派遣
しました。

●学校巡回カウンセラーについては、児童生徒やそ
の保護者に対する相談の質を向上するために、各
小学校への月２回の計画派遣を行います。

不登校児童生徒の相談・支援の充実と中
学校夜間学級の運営による教育機会の確
保の推進

●不登校の児童生徒の居場所として適応指導教室「ゆうゆう
広場」を運営し、小集団による体験活動・学習活動のほか、
きめ細やかな相談活動を通して、状況の改善を図り、学校へ
の復帰や社会的自立につながるように取り組むとともに、中
学校夜間学級の運営を行うなど、教育の機会の確保を推進
します。

●各学校に対して、ゆうゆう広場（適応指導教室）の
告知をしました。スクールカウンセラーや特別支援
コーディネーターの研修時などに告知するなどして、
学校内で相談の中心となる職員へ周知しました。各
広場では、学校へ復帰することや社会的な自立につ
ながるより良い支援を検討し、運営をしました。
●西中原中学校夜間学級について市民の方々に広
く周知するとともに、夜間学級への希望者に対して、
入学・編入学相談や入学前見学、体験入学、入学手
続きなどが円滑に行えるよう、学校と教育委員会が
連携を図り、運営を進めることができました。

●ゆうゆう広場（適応指導教室）の運営は今まで通
り、継続しつつ、各広場での活動内容については、
社会環境の変化等を考慮し、精選していきます。
●夜間学級の運営については、入学希望者のニー
ズに応じた教育の機会が確保されるよう学校の支
援体制等を維持・継続し、夜間学級の充実を図って
いきます。
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   （２）第５章「子ども・若者を取り巻く個別課題への対応」

の進捗状況 

     イ 児童家庭支援・児童虐待対策の推進   
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児童家庭支援・児童虐待対策の推進 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

近年の核家族化の進行や家庭と地域の関わりの希薄化等に伴い、妊娠や子育て中の保護者が孤立し

がちになり、子育てに伴う不安感や負担感を持つ人が増えています。児童相談所や市町村に寄せられ

る児童虐待の相談・通告件数は、全国的にも本市においても増加し続けており、また、虐待により児

童が死亡する痛ましい事例も発生している状況にあります。 

国は、平成 30 年 12 月に、暮らす場所や年齢にかかわらず、全ての子どもが、地域でのつながり

を持ち、虐待予防のための早期対応から発生時の迅速な対応、虐待を受けた子どもの自立支援等に至

るまで、切れ目ない支援を受けられる体制の構築を目指し、児童虐待に対応する専門機関である児童

相談所や市町村の体制と専門性強化について、これまでの取組に加えて、更に進めるため、「児童虐

待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）」を策定しました。本市としても、これら国の動きを踏

まえ、３つの基本的な考えのもと、これに基づいて７つの施策の方向性を定め、以下の取組を実施し

ました。 

施策の方向性１ 地域での子育て支援の充実 

子育てを取り巻く環境が変化する中、孤立感や負担感を持つ子育て家庭が増加しているため、地域

での子育て支援の充実に向けた取組を推進しました。 

ア 地域の社会資源の有効活用 

ふれあい子育てサポート事業等による地域の子育て力の向上  (こども未来局：企画課) 

・ 市民相互が育児に関する援助活動を行うふれあい子育てサポートセンター事業を実施し、地域

の中で子育てを行う親を支援する体制づくりを進めました。 

イ 地域の子育て情報の多様化の推進 

 地域みまもり支援センターによる地域の子育て情報の収集・発信 

（区役所：地域ケア推進課） 

・ 地域みまもり支援センター内での会議の他、子どもに関わる市民や関係機関で情報や場、機会を

共有化するためのネットワーク会議などで情報の収集と的確な提供を実施しました。 

施策の方向性1 次年度以降の方向性 

孤立感や負担感を持つ子育て家庭の増加に対応し、地域の社会資源の有効活用や、子

育て関連情報の発信に、継続して取り組みます。 
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施策の方向性２ 虐待の発生予防策の推進 

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援や、妊娠に必要な知識の普及啓発及び保健教育を推進し、

児童虐待防止に向けた普及啓発を進めました。 

ア 妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の推進     

母子健康手帳交付時等における相談支援の充実 

  (区役所：地域支援課 こども未来局：こども保健福祉課) 

・ 各区に母子保健コーディネーターを設置し、母子健康手帳交付時に面談を実施して、妊娠・

出産・育児に関する情報提供や相談支援を実施しました。 

乳児家庭全戸訪問事業等によるすべての家庭を対象とした相談・支援ニーズの把握 

  (区役所：地域支援課 こども未来局：こども保健福祉課) 

・ 長期里帰りや入院等で訪問が困難な世帯を除く、ほぼ全ての家庭に対して乳児家庭全戸訪

問を行い、支援の必要な家庭を早期に把握するとともに、対象者の支援ニーズに合わせて相

談機関等の情報提供を行いました。 

イ 妊娠期に必要な知識の普及啓発及び保健教育の推進 

母子健康手帳の交付や乳幼児健康診査等の母子保健事業を通じた普及啓発の推進 

  (区役所：地域支援課 こども未来局：こども保健福祉課) 

・ 母子健康手帳交付時やその他母子保健事業の場面において、チラシの配布等により健やかな妊

娠・出産・育児に係る知識・情報の普及啓発を実施しました。 

ウ 児童虐待防止に向けた普及啓発 

 民生委員児童委員・主任児童委員等関係機関と連携した啓発活動の実施 

（こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室） 

・ 11月を中心としたオレンジリボンキャンペーンでは、関係機関と協働し、各種イベントへの来

場者への啓発活動、川崎フロンターレホームゲームでの啓発物品の配布を行いました。また、オ

レンジリボンたすきリレーについては、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により中止とし

ましたが、オレンジリボン・ファミリーカップ（フットサル大会）については感染対策や開催方

法を見直した上で実施しました。また、啓発用のアニメーション動画による広報について拡充し

ました。 

施策の方向性2 次年度以降の方向性 

妊娠期からの切れ目のない支援や、妊娠期に必要な知識の普及啓発、児童虐待の課題

に対する理解を促進するための啓発月間の推進等、虐待発生予防策に引き続き取組みま

す。 
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施策の方向性３ 早期発見・早期対応の充実 

乳児家庭全戸訪問事業等母子保健事業の実施、要保護児童対策地域協議会等による関係機関との連

携の強化、地域での見守り体制の構築などを通じ、児童虐待の早期発見・早期対応を進めました。 

ア 母子保健事業からの早期把握と支援 

乳幼児健康診査未受診者へのフォローの実施 

(区役所：地域支援課 こども未来局：こども保健福祉課) 

・ 乳幼児健康診査事業において、健診未受診者に対して電話や訪問等により乳幼児の養育状

況を確認するとともに、受診勧奨を実施しました。 

イ 病院・保育所・幼稚園・学校等との連携による早期発見・早期対応 

川崎市児童虐待対応ハンドブック等の活用 

(こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 子どもを守る地域支援ネットワークである要保護児童対策地域協議会の理解等について内

容を充実させた「川崎市児童虐待対応ハンドブック（第４版）」を、関係機関に配布・周知

したうえで、ハンドブックの活用に関する取り組みを進めました。 

ウ 虐待通告への迅速かつ的確な対応・支援 

要保護児童対策地域協議会連携調整部会、個別支援会議での児童相談所及び地域みまもり

支援センター等関係機関による情報共有・適切な支援方針の確認 

（こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室） 

・ 虐待通告先となる児童相談所と区役所地域みまもり支援センター両機関において、受理し

た事案についての情報収集を速やかに実施し、共通リスクアセスメントシートを活用して

リスク評価を行い、それぞれの役割と機能を活かした適切な支援を行いました。 

・ 要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運営方法について、区役所及び児童相談所職員

による庁内ワーキング等で検討を行いました。 

エ 地域の見守り体制の構築・充実 

こんにちは赤ちゃん事業を通じた地域での見守り体制の充実 

(区役所：地域支援課 こども未来局：こども保健福祉課) 

・ 地域の支援者による訪問により地域とのつながりをつくり、子育て家庭の孤立化を予防す

るためにこんにちは赤ちゃん事業を実施しました。 
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オ 要保護児童対策地域協議会を活用した地域ネットワークの充実 

全市代表者会議及び区実務者会議での関係機関との円滑な連携、情報共有 

(区役所：地域支援課 こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 全市代表者会議、各区実務者会議代表者部会を開催し関係機関との情報共有を実施しまし

た。また、各区実務者会議連携調整部会を毎月、個別支援会議を計６８１回開催し、情報交

換、支援方針確認、役割分担を行いました。 

施策の方向性４ 専門的支援の充実・強化 

児童虐待対応においては、児童・保護者双方に対する支援で高い専門性が求められるため、組織内

の多職種協働に加え、外部のスーパーバイザーによる定期的なスーパーバイズ（SV）や、各種専門機

関・専門家と連携を強化する等、専門的支援の充実・強化を行いました。 

ア 児童及び保護者に対する支援 

スーパーバイズ（SV）等を活用した適切かつ専門的な支援の推進 

(こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 児童相談所や各区要保護児童対策地域協議会において、外部スーパーバイザーによるＳＶ

を受け、児童及び保護者に対し、適切かつ専門的な支援を実施しました。 

イ 専門職の協働による困難ケース等に対する適切な対応 

児童相談所と地域みまもり支援センター各々の権限と役割に基づく多職種協働による適切

な支援の実践

(こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 児童相談所と各区役所地域みまもり支援センターとの適切な役割分担及び連携により、

各々の専門性を活かした適切な支援を実施しました。 

ウ 児童虐待対応に関わる組織的な体制の強化 

児童相談所・一時保護所の機能等の検討 

(こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 一時保護所のあり方について、国の「児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）」

施策の方向性３ 次年度以降の方向性 

母子保健事業における早期把握と支援の取組を進めるとともに、要保護児童対策地域

協議会等の地域ネットワークを活用し、医療・保育・教育等関係機関等との連携を強化

するなど、児童虐待の早期発見・早期対応を進めます。 
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に基づく体制強化について検討を行いました。 

・ 中部児童相談所の改築に向けて、基本設計及び仮設相談所の整備、北部児童相談所の増築と

こども家庭センターの改修に向けた設計を実施しました。 

エ 効率的・効果的なケース情報の管理と共有による支援の充実 

児童相談所間及び区役所間、また児童相談所と区役所間でのネットワーク化による情報共

有の促進  (区役所：地域支援課 こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室、児童相談

所) 

・ 児童相談所と区役所地域みまもり支援センターをつなぐ「児童相談システム」を活用し、ケ

ース進行管理を適切に行いました。 

オ 総合的なアセスメントの強化 

共通リスクアセスメントツールの活用と適切な支援の実施 

(区役所：地域支援課 こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 要保護児童対策地域協議会の連携調整部会等や、個別への支援経過の中でツールを活用す

ることで、児童相談所及び地域みまもり支援センター等関係機関間でリスクを共有し、適切

に支援を実施しました。 

カ 各種専門機関・専門家との連携の強化 

療育、障害・教育部門と連携した総合的相談支援体制の推進 

(こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 在宅支援、措置児童支援において、精神保健福祉センター、療育センター等関係機関との協

働により、支援を実施しました。 

施策の方向性５ 人材育成の推進 

専門職の育成に関わる研修等を充実させるとともに、長期的な仕組みづくりに取り組み、高い専門

性が求められる児童虐待対策分野における人材育成を進めました。 

ア 専門職の育成に関わる研修等の充実 

専門職機能の強化・実効的な多職種協働を実践するための研修の実施 

施策の方向性４ 次年度以降の方向性 

組織内の多職種協働に加え、外部のスーパーバイザーによる定期的なスーパーバイズ

（SV）や、各種専門機関・専門家と連携を強化すること等により、求められる高い専

門性を確保し、支援の充実・強化を行います。 

98



  (区役所：地域支援課 こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 児童家庭支援全体のスキルの向上のため、外部専門機関への派遣研修や専門機能強化、虐待

対策研修について区役所地域みまもり支援センター職員へ対象を広げるとともに、OJTに

よる人材育成を実施しました。 

・ 要保護児童対策地域協議会調整担当者研修を対象職員が受講するとともに、児童相談所新

任研修に区役所地域みまもり支援センター職員も受講しました。 

イ 専門職の長期的な人材育成の仕組みづくり 

  「保健・医療・福祉等専門職の人材育成の取組」に基づく人材育成の推進 

(こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 保健・医療・福祉等専門職の人材育成を行い、様々な職場を経験し広い視野を持てるよう職

員を循環させる人事異動を計画的に進めることで、組織的な対応力を確保しつつ、質の高い

専門職の質の向上に向けた育成を進めました。 

ウ 関係機関における人材育成 

  要保護児童対策地域協議会を活用した研修の充実 

(こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 各区実務者会議において事例検討会を開催し、知識・スキルを高め、各機関同士の業務や役

割の理解を促進しました。 

施策の方向性６ 社会的養護・自立支援の充実 

平成 29 年に国が示した「新たな社会的養育ビジョン」には、家庭養育の更なる推進、児童養護施

設等の高機能化・多機能化がうたわれており、本市においても、子育て短期支援事業や里親の新たな

担い手の確保等の取組を進めました。 

ア 児童養護施設等における家庭的養育の推進 

児童養護施設等への運営支援 

    (こども未来局：こども保健福祉課) 

・ 施設での家庭的養育の推進に向け、職員配置の充実や児童の支援の向上に向けた経費を助

施策の方向性５ 次年度以降の方向性 

国の新プラン等に基づき、児童福祉司等の人材確保を進めるとされており、当該分野

における人材育成の必要性はますます高まっています。そのため、児童家庭相談におけ

る人材育成の視点も踏まえたジョブローテーション及び人材育成方針の策定について検

討を行います。 
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成するとともに、施設運営における情報提供や助言指導等を実施するなど施設運営に関す

る支援を実施しました。 

イ 里親制度の推進と里親支援の充実 

養育里親、専門里親、養子縁組里親の新たな担い手の確保 

(こども未来局：こども保健福祉課) 

・ ポスター・チラシ等の配布・掲示のほか養育里親に関する説明会を年１３回、養子縁組里親

に関する説明会を年1回実施するなど里親の担い手確保に向けた取組を推進しました。（令

和３年度末の里親登録数 1９7世帯） 

ウ 要保護児童の自立に向けた支援 

要保護児童の円滑な社会的自立に向けた支援 

(こども未来局：こども保健福祉課) 

・ 措置中の養育の時点から個々の児童の状況に応じた自立支援ができるよう、学習支援事業、

給付型奨学金及び社会的養護自立支援事業を開始しました。 

エ 親子関係再構築の取組の推進 

家族再統合（児童相談所）及び家族支援（地域みまもり支援センター）の充実 

  (こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 福祉、医療、心理職等による多角的な視点からケースの見立て、支援計画策定を実施し、家

庭復帰等に向けた適切な支援のため、アセスメント会議における課題の整理等により、家族

支援を行いました。 

・ 区役所地域みまもり支援センターの社会福祉職、心理職、保健師等により身近な場所での家

族支援を行いました。 

施策の方向性６ 次年度以降の方向性 

より家庭に近い環境での養育を実現するため、川崎市社会的養育推進計画に基づき、

里親の確保や親子関係再構築の取組等を進めます。 
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施策の方向性７ 地域・広域連携等の強化 

地域への普及啓発の取組を含め、児童虐待の課題への対応策を実施するにあたり、関係する団体、

機関、自治体と効果的かつ的確に連携を進めました。 

ア 町内会・自治会、民生委員児童委員・主任児童委員、社会福祉協議会等による取

組の強化 

民生委員児童委員・主任児童委員、社会福祉協議会等の関係機関との連携充実 

(こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 11月の児童虐待防止推進月間を中心に社会福祉協議会施設部会児童・母子福祉施設協議会

と協働し、スポーツ観戦に訪れた方へのチラシ配布等の啓発活動を実施しました。 

イ 他の自治体と連携した対応の充実 

児童相談所運営指針及び全国児童相談所長会申し合わせに基づく連携 

  (こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 他の自治体と連携し、適切に他自治体等へのケース移管及び情報提供を実施しました。 

ウ 警察や検察と連携した対応の充実 

神奈川県警察と児童相談所の児童虐待事案に係る協定書に基づく適切な情報共有 

  (こども未来局：児童相談所、児童家庭支援・虐待対策室) 

・ 児童虐待事例等について、協定に基づき適切に情報共有を図るとともに、県警と児童相談所

の円滑な協力関係を築き、適切に対応しました。 

・ 警察との連携強化のため、こども家庭センター（中央児童相談所）に神奈川県警からの派遣

職員（警察連携・調整担当課長）を配置しました。 

施策の方向性７ 次年度以降の方向性 

地域に向けた普及啓発の取組について関係する団体と連携するとともに、児童虐待の

課題への対応策を進めるため、警察などの関係機関や他の自治体と効果的かつ的確に連

携を図ります。 
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

地域子育て支援センターの運営
●地域子育て支援センター事業を実施し、地域の子育て支
援機能の充実・子育ての不安感等の緩和に努め、子どもの
健やかな育ちの支援を図ります。

●親子が安心して遊び交流できる場をつくり、専任ス
タッフが相談支援等を行う地域子育て支援センター
事業を実施し、地域の中で子育てを行う親の不安感
の緩和や、子どもの健やかな育ちを支援する体制づ
くりを進めました。

●引き続き、地域子育て支援センター事業を実施
し、親の子育てに関する不安感を緩和し、子どもの
健やかな育ちを支援します。

ふれあい子育てサポート事業等による地域
の子育て力の向上

●市内４か所の「ふれあい子育てサポートセンター」におい
て、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の親や、援
助活動に理解と熱意のある地域の方々を会員として、児童
の預かりの援助を受けたい方と、当該援助を行いたい方との
相互援助活動に関する連絡・調整を行い、地域における育
児の相互援助活動を推進します。

●市民相互が育児に関する援助活動を行うふれあ
い子育てサポート事業を実施し、地域の中で子育て
を行う親を支援する体制づくりを進めました。

●引き続き、ふれあい子育てサポート事業を実施し、
安心して子育てを行えるよう、地域の中で子育てを
行う親に対する支援を実施します。

子育てグループ等への各種支援及び連携

●地域において、親同士が協力して乳幼児の健全育成活動
に取り組む子育て自主グループへ活動費を補助し、乳幼児
の健全な成長を支援するとともに、地域における子育て力の
向上を図ります。
●区内で自主的に活動している子育てグループ（フリース
ペースやサロン）や自主グループの情報を広く広報するとと
もに、専門職等の派遣などを通じ、継続的な活動を支援し、
子育ての支援の連携・拡充を図ります。

●申請のあった子育て自主グループへ活動費補助
を行い、乳幼児の健全な成長を支援し、地域の中で
子育てを行う力の向上を図りました。
●各区の子育てガイドブックや様々な機会を通じて
子育てグループ等の情報を広報するとともに、専門
職等の派遣を行い継続的な活動を支援しました。

●引き続き、地域で親同士が協力して子育てに取り
組む子育て自主グループの活動に対する活動費補
助や、情報の広報を通じて、地域における子育て力
を向上し、継続的な活動に向けた支援を行います。

育児不安・ハイリスク家庭等地域からの情
報への適切な対応

●子育て支援に関わる関係機関、団体等とのネットワーク会
議を開催し、行政との連携を深め、支援を必要としている子
育て家庭が地域で孤立することなく、啓発を含め必要な支援
に迅速・的確につながる環境の整備を行います。

●こども支援ネットワークに関する会議と部会等の
開催により子育て支援関連団体間の情報共有及び
連携協働を図りました。
●子育て支援関連団体や職員向けの、子育て支援
に関する講演会や研修を実施しました。
●子育て支援関連団体等と協働し、子育て家庭向け
の諸行事を開催し、地域の子育て情報の提供や、子
育て支援に必要な情報等の普及啓発と世代を超え
た区民の交流を図りました。

●人口の増加、子育て家庭の増加が続き、核家族
化が進んでいます。育児体験が少なく育児不安等に
悩む保護者への支援を実施します。
●引き続き地域みまもり支援センターによる子育て
支援事業の実施、子育て情報の提供のほか、子育
て支援団体との協働等により、地域全体による子育
て支援を充実していきます。

地域みまもり支援センター等関係部署の連
携による地域活動への支援

●区における子育てを地域社会全体で支えていくために、地
域みまもり支援センターが中心となり関係部署と協議・連携
を進め、地域の子育て支援活動の充実を図ります。

●各区役所地域みまもり支援センターが中心とな
り、子ども・子育て支援に関わる様々な関係部署と意
見・情報交換、研修、課題の共有等協議を行い、連
携を深めました。
●関係部署等との連携を活用して、地域の子育て支
援活動団体や機関等が情報を共有し、顔の見える
関係づくりを構築するなど、地域活動の充実促進に
つながる仕組みづくりを展開しました。

●各区役所地域みまもり支援センターが地域におけ
る子ども・子育て支援の拠点として、地域の実情に即
した支援策が展開できるよう、連携体制の一層の強
化に取り組みます。

　　イ　地域の子育て情報の多様化の推進

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進
　施策の方向性１　地域での子育て支援の充実
　　ア　地域の社会資源の有効活用
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

地域の子育て支援機関が実施する地域子
育て支援事業への支援

●区内で自主的に活動している子育てサロンや子育てグ
ループ等の情報、活動内容等を広く紹介し、子育て中の区民
の参加を促します。また、専門職等の派遣などを通じ、継続
的な活動を支援し、子育てグループ等の活動を人的側面で
支援します。

●区内で活動している子育てサロンやグループの情
報を区役所内掲示板に掲示したり、子育て講座参加
者等にチラシを配布し、参加を促しました。また、区
内子育てサロン等への職員派遣や支援者向け研修
を実施し、スキルアップと円滑な運営支援を行いまし
た。

●区内子育てサロンや子育てグループ等への支援
体制を強化し、専門職の派遣の実施と併せて保育・
子育て総合支援センターの研修スペースを活用し
て、地域の子育て支援の充実を進めます。

地域みまもり支援センターによる地域の子
育て情報の収集・発信

●地域みまもり支援センターや関係機関等との諸会議を通
じ、様々な地域の子育て情報を収集するとともに、子育て家
庭のニーズに応じて、様々な情報を多様な媒体を活用し、的
確に提供します。

●地域みまもり支援センター内での会議の他、子ど
もに関わる市民や関係機関で情報や場、機会を共
有化するためのネットワーク会議などで情報の収集
と的確な提供を実施しました。

●地域みまもり支援センター他、関係各所とのネット
ワークを通じ情報の収集、エリア特性やニーズを考
慮した媒体の活用を実施し、的確な情報提供をしま
す。

母子健康手帳交付時等における相談支援
の充実

●母子健康手帳交付時に妊婦の相談を受け、母子保健サー
ビスの情報提供や、安全・安心な妊娠期を過ごせるよう相談
支援の充実を図ります。

●各区に母子保健コーディネーターを設置し、母子
健康手帳交付時に面談を実施して、妊娠・出産・育
児に関する情報提供や相談支援を実施しました。

●母子健康手帳交付時に全数面談を実施すること
で、支援の必要な方を早期に把握し継続的な支援の
充実を図ります。

妊婦健康診査受診率の向上のための取組
の推進

●妊娠期や出産直後の時期を安全・安心に過ごすため、妊
婦健康診査について広報を進めるとともに、妊産婦への支援
を充実します。

●母子健康手帳交付時の全数面談やホームページ
を活用し、妊婦健康診査の補助券の利用案内や受
診勧奨を行いました。

●引き続き、医療機関等関係機関と連携し、妊婦健
康診査等関係機関で把握した妊婦や産婦の相談支
援を推進します。

乳児家庭全戸訪問事業等によるすべての
家庭を対象とした相談・支援ニーズの把握

●こんにちは赤ちゃん訪問や新生児訪問等、乳児家庭全戸
訪問事業を実施し、情報提供を行うことで出産後の早い時期
から地域や相談機関とのつながりをつくり、子育て家庭の孤
立化を予防するとともに必要な支援を行います。

●長期里帰りや入院等で訪問が困難な世帯を除く、
ほぼ全ての家庭に対して乳児家庭全戸訪問を行い、
支援の必要な家庭を早期に把握するとともに、対象
者の支援ニーズに合わせて相談機関等の情報提供
を行いました。

●乳児家庭全戸訪問事業を通して、地域の子育て
情報や相談機関等を提供することで子育て家庭の
孤立化を予防するとともに、支援ニーズの把握に努
めます。

産後ケア事業による早期相談支援の実施
●産科医療機関から退院直後の母子の心身のケアや育児
のサポートなどを行う産後ケア事業を実施し、必要な保健・福
祉サービスの提供及び必要に応じた個別支援を行います。

●産後ケア事業において、宿泊型・訪問型・日帰り型
を実施しました。出産後より早期に支援の必要な家
庭を把握し、地域みまもり支援センター等関係機関
による継続的な支援を実施しました。

●引き続き産後ケア事業を実施することにより、退院
から産後4か月までの母子の心身のケアや育児支援
を行うことで、育児不安の軽減や休息の場の確保が
できるよう、支援の必要な家庭の把握と支援の充実
を図ります。

母子健康手帳の交付や乳幼児健康診査等
の母子保健事業を通じた普及啓発の推進

●母子健康手帳交付時面接での情報提供内容を充実すると
ともに、乳児家庭全戸訪問事業、乳幼児健康診査等の母子
保健事業を通じて、普及啓発を推進します。

●母子健康手帳交付時やその他母子保健事業の場
面において、チラシの配布等により健やかな妊娠・出
産・育児に係る知識・情報の普及啓発を実施しまし
た。

●母子健康手帳の掲載内容を充実するとともに、母
子保健事業を通じて健やかな妊娠・出産・育児に係
る情報の普及啓発を推進します。

　　イ　妊娠期に必要な知識の普及啓発及び保健教育の推進

　施策の方向性２　虐待の発生予防策の推進
　　ア　妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

妊婦健康診査事業及び周産期の相談支援
の充実

●妊婦の健康状態を確認し、胎児及び乳児の発育状態、疾
病等の予防や早期発見など、母と子の健康増進を図るととも
に、産前・産後における母親の悩み事等への相談支援の充
実を図り、安全・安心な妊娠期を過ごせるように支援します。

●妊婦健康診査で把握した支援の必要な妊婦や産
婦について、医療機関等関係機関と連携しながら周
産期の相談支援を実施しました。

●引き続き、妊婦健康診査で把握した支援の必要な
妊婦や産婦について、医療機関等関係機関と連携し
ながら周産期の相談支援を実施します。

妊婦・育児に関する学習・実習の機会の提
供

●地域みまもり支援センター等において両親学級（プレパ
パ・プレママ教室）を実施し、妊娠・育児に関する学習・実習
の場を提供します。

●妊娠期からの仲間づくりや父親の育児参加の促
進に向け、各区地域みまもり支援センターで実施し
ている両親学級、また就労中の妊婦とそのパート
ナーのニーズに応えるため、市看護協会による土曜
開催のプレパパ・プレママ教室や市助産師会による
日曜開催の両親学級を実施しました。
●新型コロナウイルス感染症の影響により、両親学
級については、一時中止しましたが、オンラインでの
開催や人数の制限、回数の増加などの工夫をして実
施しました。また、参加できなかった方へは個別での
支援を行いました。

●子育てに関する学習・実習の場を提供することで
育児に関する意識を高めるとともに、子育て家庭の
孤立化を防ぐ仲間づくりの場を提供します。また、オ
ンラインでの開催を継続します。

小・中・高等学校等での思春期保健相談の
実施

●地域みまもり支援センターと小・中・高等学校等が連携し
て、子どもや保護者を対象に思春期からの保健教育の充実
に努めます。

●地域みまもり支援センターと市内の小中学校や高
等学校等と連携し、思春期に特有の心や体の特徴、
性の問題、感染症などをテーマに思春期保健指導を
実施しました。

●地域みまもり支援センターと学校等が連携し、子
どもの発達段階に応じた思春期保健指導を実施す
るとともに、思春期からの母子保健の普及啓発に努
めます。

民生委員児童委員・主任児童委員等関係
機関と連携した啓発活動の実施

●関係機関等と協働しながら啓発活動の充実に努め、児童
虐待防止について市民の理解を促すとともに、社会全体で児
童虐待の防止に取り組む市民の意識を高めます。
●オレンジリボンたすきリレーやコンサート等、児童養護施設
や各種団体等と協力して、児童虐待防止に向けた普及啓発
活動を進めます。

●11月を中心としたオレンジリボンキャンペーンで
は、関係機関と協働し、各種イベントへの来場者へ
の啓発活動、川崎フロンターレホームゲームでの啓
発物品の配布を行いました。
●オレンジリボンたすきリレーについては、新型コロ
ナウイルスの感染拡大の影響により中止としました
が、オレンジリボン・ファミリーカップ（フットサル大会）
については感染対策や開催方法を見直した上で実
施しました。また、啓発用のアニメーション動画によ
る広報について拡充しました。

●子どもは、適切な養育を受け、健やかな成長・発
達や、自立等を保障される権利を有するなど、児童
福祉法の理念を含め、地域住民や子どもの福祉に
関わる者の意識の向上を図るため、新たな生活様式
も踏まえ、より多くの市民が関心・理解を深めるため
の効果的な啓発物品や啓発活動手法の検討を進め
ます。

要支援妊婦の把握と継続的支援体制の充
実

●妊婦健康診査を実施する医療機関と連携を強化し、要支
援妊婦を早期に把握し継続的な支援体制を充実します。

●市内を3ブロックに分け産科医療機関等連携連絡
会を実施し、妊婦健康診査等を通じ把握した支援の
必要な妊産婦について、より早期に支援できるよう
産科医療機関等と連携しました。

●妊婦健診及び分娩を取り扱う医療機関等との連
絡会を実施し、連携の更なる強化や、支援の必要な
妊産婦への支援体制の充実を図ります。

　　ウ　児童虐待防止に向けた普及啓発

　施策の方向性３　早期発見・早期対応の充実
　　ア　母子保健事業からの早期把握と推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

乳児家庭全戸訪問事業の推進

●乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問・新生児
訪問・未熟児訪問）を実施し、情報提供を行うことで出産後の
早い時期から地域や相談機関とのつながりをつくり、子育て
家庭の孤立化を予防するとともに必要な支援を行います。

●乳児家庭全戸訪問事業を実施し、支援の必要な
家庭を把握するとともに、地域や相談機関等の情報
提供を行い、子育て家庭の孤立化を予防する支援を
行いました。

●引き続き、出産後なるべく早い時期にj訪問するこ
とで子育て家庭と地域や相談機関とのつながりをつ
くり、切れ目のない支援を実施することで孤立化を防
ぐ支援を推進します。

乳幼児健康診査受診率の向上
●乳幼児健康診査や育児相談を通して、子どもへの虐待や
発達障害の早期発見・早期対応につながるよう、乳幼児健
康診査の受診率向上を図ります。

●子どもの虐待や発達障害の早期発見・早期対応
につながるよう、全ての対象者への個別通知及び未
受診者へのフォローを行い、乳幼児健康診査の受診
率向上に努めました。
●新型コロナウイルス感染対策として、健診の回数
を増やして１回当たりの対象者人数を減らす、健診
会場での滞在時間を短くするなどの工夫を行いなが
ら健診を継続しました。

●引き続き、感染対策を行いながら実施し、子どもの
虐待や発達障害の早期発見・早期治療につながる
よう、周知や未受診者への支援を行い、受診率向上
を図ります。

乳幼児健康診査未受診者へのフォローの
実施

●乳幼児健康診査や育児相談を通して、子どもへの虐待や
発達障害の早期発見・早期対応につながるよう、健診の未
受診者に対する受診勧奨及び成長発達状況の把握などを行
います。

●乳幼児健康診査事業において、健診未受診者に
対して電話や訪問等により乳幼児の養育状況を確
認するとともに、受診勧奨を実施しました。

●健康診査の未受診が虐待のリスクであることを踏
まえ、受診勧奨及び乳幼児の発達状況の確認を行う
とともに、支援について多職種による連携を推進して
いきます。

乳幼児健康診査事業における委託医療機
関との連携の充実

●乳幼児健康診査を委託医療機関と連携して実施すること
により、子どもへの虐待や発達障害の早期発見・早期対応に
つながるよう相談支援の場としての機能を充実します。

●かかりつけ医で乳幼児健康診査を受診すること
で、継続的な成長・発達の評価ができ、虐待や発達
の課題に対応できるよう、医療機関と連携し、支援の
必要な乳幼児とその家庭への継続的な相談支援を
実施しました。

●支援の必要な乳幼児とその家庭へ継続的な支援
ができるよう、引き続き委託医療機関と連携していき
ます。

支援を必要とする家庭への養育支援訪問
の実施

●子どもへの虐待を未然に防止するため、乳幼児健診時や
家庭訪問等において、養育支援の必要な対象を早期に把握
し的確にフォローする体制を充実します。
●虐待等の問題を抱える家庭に対し、子育て相談・支援を通
して児童虐待の発生・再発の防止を図るため、児童福祉に
理解と熱意のある母子訪問支援員を派遣します。

●乳幼児健診や家庭訪問等において、支援の必要
な家庭を把握し、継続的な支援を実施しました。
●虐待の発生、再発防止のため専門職等による養
育支援訪問を実施しました。

●乳幼児虐待の発生・再発の防止を図るため、支援
の必要な家庭を早期に把握するとともに、保健師等
専門職が保健指導を行う専門支援訪問や育児支援
を行う家庭支援員による養育支援訪問を実施しま
す。

要保護児童対策地域協議会における関係
機関との連携強化

●医療機関や児童の所属する機関との連携強化を図るた
め、要保護児童対策地域協議会を定期的に開催し、要保護
児童等の情報共有の充実を図ります。

●各区役所において要保護児童対策地域協議会代
表者会議、こども支援ネットワークに関する会議等の
開催により、子育て支援関係団体・機関と行政間で、
相互の役割や機能の情報共有や理解を深め、地域
における要支援家庭の早期発見・対応の充実を図り
ました。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運
営方法について、区役所及び児童相談所職員によ
る庁内ワーキング等で検討を行いました。

●核家族化や地域での人間関係の希薄化の進行に
より、子育て家庭の孤立感、育児不安感や負担感が
増大してきており、虐待相談や通告件数も増加して
いる状況です。今後も各区役所地域みまもり支援セ
ンターにおいて、継続して関係機関や関係部署等の
連携強化に取組みます。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会につい
て運営方法を見直すとともに取組内容の検証を行い
ます。

　　イ　病院・保育所・幼稚園・学校等の連携による早期発見・早期対応
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

川崎市児童虐待防止医療ネットワーク
（KCAP）における児童虐待対策の推進

●市内の中核的な医療機関を中心とした川崎市児童虐待防
止医療ネットワークにおいて、医療機関における児童虐待対
策委員会の設置・運営の充実を進めるとともに、医療機関等
との連携などについて協議し、児童虐待対策の推進を図りま
す。

●川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（KCAP)全
体会を2回、幹事会を3回、MSWのミーティングを3回
開催しました。全体会においては「性的虐待対応」に
ついて研修を行う等、市内医療機関の連携強化を進
めました。

●川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（KCAP）活
動を通じて、医療機関と児童相談所の役割の理解を
さらに深め、連携強化を図り、双方の児童虐待対応
力を向上させます。

川崎市児童虐待対応ハンドブック等の活用
●「川崎市児童虐待対応ハンドブック」や各種マニュアルなど
を活用し、児童の所属する機関における対応の充実と連携し
た取組の強化を図ります。

●子どもを守る地域支援ネットワークである要保護
児童対策地域協議会の理解等について内容を充実
させた「川崎市児童虐待対応ハンドブック（第４版）」
を、関係機関に配布・周知したうえで、ハンドブックの
活用に関する取り組みを進めました。

●虐待相談や通告件数が増加する現状において要
保護児童対策地域協議会での適切な情報管理、共
有が重要となっていることから、「川崎市児童虐待対
応ハンドブック」を配布・活用し、より多くの関係機関
に配布・周知し要保護児童対策地域協議会の活用
も含めた機関連携の強化を進めます。

「児童家庭相談援助」におけるケース管理
手法の検討及び実践

●児童相談所及び地域みまもり支援センターにおける虐待
通告・受理も含めた「児童家庭相談援助」業務における、共
通リスクアセスメントツールの活用やケース進行管理手法を
検討し、効果的な支援を実践します。

●児童相談所と区役所地域みまもり支援センターで
の児童虐待の相談・通告の受理ケース管理は、共通
のアセスメントシートの活用などを行い、適切に管理
を行いました。
●令和３年度区役所での虐待相談・通告件数は
1,802件でした。
●令和３年度児童相談所での虐待相談・通告件数
は4,030件でした。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運
営方法について、区役所及び児童相談所職員によ
る庁内ワーキング等で検討を行いました。

●引き続き、共通のリスクアセスメントシートを活用
し、児童相談所と地域まもり支援センターが連携を図
りながら、適切な判断・支援を行います。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会につい
て運営方法を見直すとともに取組内容の検証を行い
ます。

要保護児童対策地域協議会連携調整部
会、個別支援会議での児童相談所及び地
域みまもり支援センター等関係機関による
情報共有・適切な支援方針の確認

●個別の支援ニーズに適切に対応するために、関係機関の
円滑な連携・協力の確保を目的に、要保護児童対策地域協
議会の機能強化を図ります。

●連携調整部会は各区要保護児童対策地域協議
会実務者会議の中に位置づけられ、ケース進行管
理台帳等資料をもとに「新規登録、終結、状況変化
のあるケース」について毎月行い、全数確認を年3回
行いました。また、運営方法の見直しについて検討
を行いました。
●全市連携調整部会開催回数　合計８４回（１２×７
区）
●個別支援会議を681回開催し、子どもの状態及び
養育状況と支援方針の共有、重症度確認、主担当、
役割分担を協議しました。
●平成28年度から、各区要保護児童対策地域協議
会において、学識者等によるスーパーバイズを活用
しています。

●各区役所でのスーパーバイザーを引き続き活用
するなど、ケース進行管理を実施するとともに適宜適
切に個別支援会議を実施します。また、連携調整部
会、個別支援会議の開催回数、状況等を各区実務
者会議に報告し、地域の関係機関の更なる協力を得
ていきます。
●関係機関との連携を強化するとともに、要保護児
童対策地域協議会連携調整部会について運営方法
を見直すとともに取組内容の検証を行います。

こんにちは赤ちゃん事業を通じた地域での
見守り体制の充実

●民生委員児童委員等地域の支援者による、こんにちは赤
ちゃん事業を実施し情報提供を行うことで、出産後の早い時
期から地域や相談機関とのつながりをつくり、子育て家庭の
孤立化を予防するとともに必要な支援を行います。

●地域の支援者による訪問により地域とのつながり
をつくり、子育て家庭の孤立化を予防するためにこん
にちは赤ちゃん事業を実施しました。

●地域の支援者によるこんにちは赤ちゃん事業を通
じ、より早期に地域とのつながりをつくり、子育て家
庭の孤立化を予防するとともに、地域でのみまもり体
制を推進します。

　　ウ　虐待通告への迅速かつ的確な対応・支援

　　エ　地域の見守り体制の構築・充実
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

こんにちは赤ちゃん訪問員に対する研修、
連絡会の開催

●こんにちは赤ちゃん事業に係る訪問員に対する研修や連
絡会を適切に実施することで、こんにちは赤ちゃん事業によ
る子育て家庭への支援を効果的・効率的に行います。

●各区地域みまもり支援センターにおいて、支援に
必要な知識・技能を習得するため、こんにちは赤ちゃ
ん事業に係る訪問員に対する研修及び連絡会を実
施しました。

●身近な近隣で子育てを支える環境づくりと子育て
家庭への支援を効果的に行うために、こんにちは赤
ちゃん訪問員に対する研修会と連絡会を実施しま
す。

全市代表者会議及び区実務者会議での関
係機関との円滑な連携、情報共有

●「子どもを守る地域ネットワーク」（児童福祉法第２５条の
２）として、全市レベル及び各区レベルにおいて、児童虐待に
係る関係機関等による会議を開催し、要保護児童・要支援児
童・特定妊婦の早期発見や適切な保護について、情報や考
え方を共有し、適切な連携を図ります。

●代表者会議（年２回：書面開催）は、関係機関の活
動状況報告、実務者会議の活動状況報告及び「要
保護児童対策協議会」に関するアンケート調査結果
報告等を実施しました。
●各区実務者会議代表者部会（年1～6回）は、地域
協議会の年間活動方針の策定や各種研修及び啓発
活動を企画・実施しました。
●各区実務者会議連携調整部会（毎月）は、区役所
関係職員及び児童相談所によりケース進行管理
（ケース状況、主担当機関、重症度等の確認作業）を
行いました。
●個別支援会議は、地域みまもり支援センター及び
児童相談所ケース担当者等による個別会議を計681
回開催し、個別ケースごとに関係機関担当者による
ケースカンファレンス（情報交換、支援方針確認、役
割分担）を行いました。

●要保護児童対策地域協議会において、市や区の
現状や課題、虐待対応に関する取組等について地
域の関係機関等への周知を丁寧に行うとともに、区
実務者会議における、関係機関との連携をさらに強
化します。
●学齢児への支援の充実を図るため教育・福祉・地
域の関係機関との情報共有を強化するとともに、警
察等との連携の更なる充実を図ります。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会につい
て運営方法を見直すとともに取組内容の検証を行い
ます。
●区役所及び児童相談所、関係機関の更なる連携
強化を図り、きめ細やかな対応と個別支援を実施し
ます。

スーパーバイズ（SV）等を活用した適切か
つ専門的な支援の推進

●児童相談所や各区要保護児童対策地域協議会において、
外部スーパーバイザーによる定期的なＳＶを活用することに
より、児童及び保護者に対し、適切かつ専門的な支援を実施
します。

●児童相談所や各区要保護児童対策地域協議会に
おいて、外部スーパーバイザーによるＳＶを受け、児
童及び保護者に対し、適切かつ専門的な支援を実
施しました。

●児童相談所や各区要保護児童対策地域協議会に
おいて、外部スーパーバイザーによる定期的なＳＶを
活用することにより、児童及び保護者に対し、適切か
つ専門的な支援を行います。

関係機関の連携による専門的な支援の充
実

●関係機関（区役所、児童相談所、児童養護施設、里親及
び医療機関等）との適切な役割分担及び連携により、各々の
専門性を活かした適切な支援を実施します。

●児童相談所の法的権限と専門性を活かした適時
適切な対応を行うとともに、各区役所地域みまもり支
援センターをはじめとする各関係機関との連携を図
りながら児童の自立支援計画を策定し、児童養護施
設・里親等との支援方針の共有及び役割分担の明
確化を図り、児童及び保護者との関係調整を進めま
した。

●児童相談所、区役所地域みまもり支援センター、
学校、児童養護施設、里親、児童家庭支援センター
等が各々の専門性に基づく連携から、児童及び保護
者へ適切な支援を実施できるよう、更なる専門性強
化と連携強化を進めます。

児童に対する支援の向上のための児童相
談所一時保護所の運営の適正化

●多様な背景を持つ児童を適切に受け入れ、子どもの権利
の保障に努めながら一時保護所を運営します。また、第三者
評価の導入を進め、運営の適正化を図ります。

●一時保護所ガイドラインに基づき子どもの最善の
利益のための支援を実施しました。

●一時保護所ガイドラインを基本とし、日常的な一時
保護所の運営及び児童に対する適切な支援を引き
続き実施します。

　　ア　児童及び保護者に対する支援

　　オ　要保護児童対策地域協議会を活用した地域ネットワークの充実

　施策の方向性４　専門的支援の充実・強化
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

児童相談所と地域みまもり支援センター
各々の権限と役割に基づく多職種協働によ
る適切な支援の実践

●各区役所地域みまもり支援センター（福祉事務所及び保
健所機能）の法定サービスを通じて把握した情報や窓口業
務・相談業務から把握した情報等から児童や家族の支援
ニーズを適切に把握し、組織的な判断に基づいて多職種協
働による効果的な支援を展開します。
●児童相談所と各区役所地域みまもり支援センターとの適
切な役割分担及び連携により、各々の専門性を活かした適
切な支援を実施します。

●地域みまもり支援センターの多職種の専門性を活
かした多面的なアセスメントに基づく相談支援を実施
しました。（全区での児童相談受付件数：2,796件）
●複雑かつ困難なケースへの対応については、主
担当機関が中心となり、要保護児童対策地域協議
会の個別支援会議等により地域みまもり支援セン
ター、児童相談所及び関係機関が連携し、情報共有
や役割分担を行いつつ支援を行いました。
●児童相談所は緊急受理会議や所内会議において
多職種の専門職による総合的なアセスメントを実施
し、組織的な判断に基づく適切な支援を実施しまし
た。また、児童精神科医師、保健師、弁護士等専門
職の協働及び総合リハビリテーション推進センター
等関係機関との連携により、児童及び保護者への支
援を実施しました。

●核家族化や地域での人間関係の希薄化の進行に
より、子育て家庭の孤立感、育児不安や負担感が増
大してきており、虐待相談や通告件数も増加してい
る状況があり、今後も迅速に対応するため、地域み
まもり支援センターを中心に区役所内の情報共有・
連携がスムーズに行える体制を整えます。
●地域みまもり支援センターの職員がそれぞれの職
種の「強み」やスキル等を相互に理解した上で連携
した支援を行うことが必要であり、「児童家庭相談援
助・児童虐待対応実務マニュアル」等をもとに、支援
事例を積み重ねながら、組織的な判断力を高めま
す。
●児童虐待通告件数の増加及び複雑多様化する相
談内容に対して適切に対応するため、法的対応力、
相談援助技術等、専門性の更なる強化を進めます。

児童相談所における児童家庭相談援助の
適切な実施

●児童家庭相談に従事する専門職のスキルアップのため、
改正児童福祉法に基づく義務研修及び専門研修を実施しま
す。
●改正児童福祉法及び児童相談所運営指針に基づき、法的
対応を見据えた相談支援体制の充実・強化について検討し
ます。

●児童福祉法に基づく、義務研修を実施するととも
に、外部の専門機関等が実施する研修に職員を派
遣し、資質向上に努めました。
●専門的スキルの向上のため、引続き研修の充実
を図ります。
●法的対応強化のための調整等を弁護士職員とと
もに行いました。

●児童虐待相談を含む各種相談に対して適切に対
応するために、児童家庭相談援助・児童虐待対応実
務マニュアルを活用するとともに、研修実施による相
談支援スキルや専門性の向上を図ります。
●各区役所地域みまもり支援センター及び児童相談
所において、多職種協働による組織判断がスムーズ
に行えるよう事例の積み重ねを行うことにより、組織
的な判断力の更なる強化を進めます。

各区役所地域みまもり支援センターにおけ
る児童家庭相談援助の適切な実施

●児童家庭相談に従事する専門職のスキルアップのため、
改正児童福祉法に基づく義務研修及び専門研修を実施しま
す。
●市町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）に基づき、組織
的な業務の蓄積・評価による相談支援体制の強化について
検討します。

●区役所地域みまもり支援センターにおいては、各
職種の専門性を発揮し他機関と役割を確認しながら
区内の児童及び家庭への個別的な相談、支援を一
元的に対応しました。
●日常業務から様々な相談ニーズを把握し、組織的
な判断に基づく支援方針の検討及び担当者の設定
等を行い、その後の支援経過の進行管理を行いまし
た。

●児童虐待相談を含む各種相談に対して適切に対
応するために、児童家庭相談援助・児童虐待対応実
務マニュアルを活用するとともに、研修実施による相
談支援スキルや専門性の向上を図ります。
●各区役所地域みまもり支援センター及び児童相談
所において、多職種協働による組織判断がスムーズ
に行えるよう事例の積み重ねを行うことにより、組織
的な判断力の更なる強化を進めます。

　　イ　専門職の協同による困難ケースに対する適切な対応

　　ウ　児童虐待対応に関わる組織的な体制の強化
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

児童相談所・一時保護所の機能等の検討

●国の新たな社会的養護のあり方に関する検討会における
児童相談所・一時保護所改革の議論を踏まえ、本市におけ
る児童相談所・一時保護所の機能のあり方、運営体制等に
ついて検討を行います。

●児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラ
ン）に基づく体制強化について検討を行いました。
●中部児童相談所の改築に向けて、基本設計及び
仮設相談所の整備、北部児童相談所の増築とこども
家庭センターの改修に向けた設計を実施しました。

●平成３０年１２月に国が策定した「児童虐待防止対
策体制総合強化プラン（新プラン）」に沿った体制整
備を進めます。
●一時保護件数の増加や恒常的な定員超過を受
け、ハード・ソフト両面から、子どもの権利擁護を実
現するための体制整備を進めます。

児童相談所間及び区役所間、また児童相
談所と区役所間でのネットワーク化による
情報共有の促進

●児童相談所においては、進行管理ソフトを利用しています
が、情報の迅速な共有を図るためにも、ネットワークシステム
の導入を進める必要があるため、新たな児童相談に係るシ
ステムの導入について検討するとともに、各児童相談所及び
各区役所地域みまもり支援センターにおける確実なケース進
行管理を図ります。

●平成３１年３月から運用を開始した児童相談所と
区役所地域みまもり支援センターをネットワークでつ
なぐ「児童相談システム」を活用し、ケース進行管理
を適切に行いました。

●引き続き、「児童相談システム」を活用し、ケース
進行管理の適切な運用を行います。

「児童家庭相談援助」におけるケース管理
手法の検討及び実践

●各区役所地域みまもり支援センターにおける適切なケース
管理の実施に向けた検討、地域みまもり支援センターと児童
相談所間での迅速かつ効率的な情報共有の仕組みの検討
を行います。

●地域みまもり支援センターにおける個別相談につ
いて、児童家庭相談援助・児童虐待対応実務マニュ
アルに基づき、適切にケース管理を実施しました。

●全市で統一したケース管理手法に基づく対応の充
実を図るとともに、児童福祉法の改正趣旨に沿うよう
適宜見直しなどを行います。

共通リスクアセスメントツールの活用と適切
な支援の実施

●共通リスクアセスメントツールの活用を推進するとともに、
必要な改正等を行い、総合的なアセスメント機能の強化を図
り適切な支援を実施します。

●要保護児童対策地域協議会の連携調整部会等
や、個別への支援経過の中でツールを活用し、児童
相談所及び地域みまもり支援センター等関係機関間
でリスクを共有し、適切に支援を実施しました。

●共通リスクアセスメントツールの活用状況について
検証し、必要に応じた見直しを行います。

児童相談所における組織的アセスメントの
実施

●専門機関である児童相談所における緊急受理会議、所内
会議等において、弁護士による法的な視点を含め、総合的・
複合的なアセスメントを実施します。

●児童相談所の緊急受理会議、所内会議におい
て、各種専門職の専門的視点や弁護士の法的な視
点による、総合的・複合的なアセスメントを実施し、組
織的な判断および対応を行いました。

●児童虐待通告件数の増加及び複雑多様化する相
談内容に適切に対応するため、各種専門職による総
合的・複合的なアセスメント機能を更に充実させま
す。

地域みまもり支援センターにおける組織的
アセスメントの実施

●地域みまもり支援センターで実施するケース検討会議や
緊急受理会議等を通じて、多職種協働による多面的・総合的
なアセスメントを実施します。

●各区役所地域みまもり支援センターで行うケース
検討会議や児童虐待の通告受理等による緊急受理
会議において、多職種専門職の専門性を活かし、総
合的なアセスメントを実施しました。

●会議にて多職種による多面的・総合的なアセスメ
ントを効果的に行うためには、各職種の「強み」やス
キル、知識等の相互理解が必要です。また、引き続
き支援事例を積み重ねることで、組織的な判断力を
高めていきます。
●各区役所地域みまもり支援センターが開催する、
区要保護児童対策地域協議会においてスーパーバ
イザーによる助言を得る仕組を継続し支援の充実に
つなげていきます。

　　エ　効率的・効果的なケース情報の管理と共有による支援の充実

　　オ　総合的なアセスメントの強化
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

療育、障害・教育部門と連携した総合的相
談支援体制の推進

●区役所、療育センター、学校等関係機関と連携した総合的
な相談支援体制の推進を図ります。また、必要に応じて精神
保健福祉センター、障害者更生相談所、医療機関などの専
門機関・専門家と連携した対応を図ります。

●在宅支援、措置児童支援において、児童精神科
医師、総合リハビリテーション推進センター等関係機
関との協働により、保護者支援を実施しました。
●総合リハビリテーション推進センターのＰＴ（理学療
法士）、ＯＴ（作業療法士）、ＳＴ（言語聴覚士）等医療
専門職を中心に療育センター、学校等関係機関と連
携し、障害児等への支援を実施しました。

●多様な相談内容に対し適切に対応するため、療
育・障害・教育関係機関との連携強化に引き続き取
組みます。

新規採用職員等に対する児童相談業務研
修の実施

●児童相談所及び地域みまもり支援センター双方に求めら
れる業務上の知識や技術、業務形態等を相互に理解できる
研修を実施し連携を強化します。

●児童相談所においては、新任研修をはじめ、専門
機能強化研修、外部派遣研修等を年間で計画・実施
しました。
●区役所地域みまもり支援センターでは、児童相談
所新任研修及び専門機能強化研修に参加しました。

●児童相談所及び地域みまもり支援センターの新任
職員研修をはじめ、専門的な研修の実施し、それぞ
れに求められる役割等を理解することにより更なる
連携を強化に引き続き取組みます。

専門職機能の強化・実効的な多職種協働
を実践するための研修の実施

●市民ニーズの複雑化、多様化に対応し、各専門職が期待
される役割や支援スキルを発揮し、必要なケースに効果的な
チームアプローチを実践できるようにするための研修を実施
します。

●支援スキルの向上を目的として、区役所地域みま
もり支援センター職員も対象として、外部への派遣研
修や専門機能強化、虐待対策研修を実施しました。
●要保護児童対策地域協議会調整担当者研修を対
象職員が受講するとともに、児童相談所新任研修に
ついて、区役所地域みまもり支援センター職員も受
講しました。

●地域みまもり支援センターにおいて児童虐待に係
る支援スキルの向上が図られるよう研修を実施する
必要があります。また、児童相談所及び区役所地域
みまもり支援センターで実施している研修や検討会
などへの参加を推進します。

各職場・職種ごとのOJT、OFF－JTの実践

●専門職は、職場・職種ごとに専門性の維持・向上のための
取組が求められることから、各職場・職種ごとのOJT、OFF-
JTを活用し、職員自身が主体的に自己の能力開発に取り組
む環境整備を図ります。

●局別人材育成計画に基づき、各局・区での人材育
成を推進しました。
●全庁共有の取り組みである人材育成シート、育成
担当者、OJTノートを活用した各職場での人材育成、
OJTを推進しました。
●児童相談所が実施する各研修に各区地域みまも
り支援センター職員も参加し、知識や技術等の習得
に努めました。また、児童相談所と区の職員がグ
ループワークを通して事例検討を行うなど、知識や
技術の習得だけでなく、連携強化につながる取組も
行いました。

●児童家庭相談、要保護児童対策地域協議会など
の区役所業務への職場・職種ごとの研修を実施しま
す。
●外部派遣研修、ペアレントトレーニング等専門研
修の受講記録を管理し、効果的な人材育成を進めま
す。

　　カ　各種専門機関・専門家との連携の強化

　施策の方向性５　人材育成の推進
　　ア　専門職の育成に関わる研修等の充実
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

「保健・医療・福祉等専門職の人材育成の
取組」に基づく人材育成の推進

●社会福祉職、心理職、保健師等については、各領域に求
められる役割や専門性が高度化・複雑化しており、「保健・医
療・福祉等専門職の人材育成の取組」を着実に推進します。

●社会福祉職・心理職・保健師については、人材育
成プログラムに従い人材育成の取組を推進した。
キャリアシート、人材育成記録、キャリアラダーを作
成するとともに職種での共通シート・分野別シートで
職務や必要なスキルを明確化し、それぞれの目標に
対し、具体的な実践等に取り組みました。
●新任期研修や育成担当者研修等を実施し各階層
で習得する知識やスキルの向上を図りました。
●児童相談所人材育成検討委員会を設置し、児童
相談所の専門職の資質向上を図る方策を検討し、
児童相談所人材育成計画を策定しました。

●キャリアラダー、キャリアシートを活用した効果的
な育成面談の方法を検証し、引き続き内容の充実に
向けた検討を行います。
●行政課題に対応できる専門職を育成する研修内
容を企画・実施します。
●区役所における児童家庭相談支援体制のあり方
の検討を踏まえて、児童家庭相談における人材育成
の視点も踏まえたジョブローテーション及び人材育成
方針の策定について検討を行います。

「保健・医療・福祉等専門職の人材育成の
取組」に基づく計画的なジョブローテーショ
ンの実施

●広範な知識や技術を有した資質の高い専門職を育成する
ため、個々の職員のスキルや経験を適正に判断し計画的な
ジョブローテーションを推進します。

●保健・医療・福祉の人材育成面接では、中・長期
的目標において専門職として目指す人物像や今後
経験を積みたい分野を育成担当者と相談・確認し、
人材育成記録を作成しました。人材育成記録等を所
属長に報告するとともに、所属による人材育成、ジョ
ブローテーション検討への一つの資料として活用しま
した。

●個々の専門職が作成する人材育成シートやキャリ
アシートが有効にジョブローテーションに活用してい
きます。
●区役所における児童家庭相談支援体制のあり方
の検討を踏まえて、児童家庭相談における人材育成
の視点も踏まえたジョブローテーション及び人材育成
方針の策定について検討を行います。

要保護児童対策地域協議会を活用した研
修の充実

●要保護児童対策地域協議会の代表者会議及び実務者会
議等を中心とした研修を実施し、児童虐待に係る専門知識の
向上やスキルアップを目指します。

●各区実務者会議で事例検討会やグループワーク
による事例検討会を開催し知識、スキルを高め、各
機関同士の業務や役割を理解しあう機会となりまし
た。
●要保護児童対策地域協議会調整担当者研修をは
じめ各研修を行いました。

全市代表者会議では、各機関における具体的な取
組状況の共有を充実させていきます。
●実務者会議においても、区の特性を活かした研
修、事例検討を企画・実施していきます。
●各関係機関職員と各専門分野の職員がお互いの
機能や役割を十分に理解できるような研修を充実さ
せていきます。

児童養護施設等への運営支援

●児童養護施設等において家庭に近い環境での養育が適
切に実施されるよう関係部署と連携しながら関係法令や通知
等に基づき助言指導や権利擁護に関する啓発等を実施しま
す。また、児童の処遇向上のための運営経費の支弁などに
より支援の充実を図ります。

●施設での家庭的養育の推進に向け、職員配置の
充実や児童の支援の向上に向けた経費を支弁する
とともに、施設運営における情報提供や助言指導等
を実施するなど施設運営に関する支援を実施しまし
た。

●施設での家庭的養育の推進に向け、引き続き職
員配置の充実や施設運営における情報提供や助言
指導等を実施します。

児童家庭支援センターによる子育て相談の
実施

●市内６か所の児童家庭支援センターにおいて、区役所や
児童相談所と連携を図りながら、身近な地域で専門的な知
識・技術を必要とする子どもや、その家庭からの相談に対す
る支援を実施します。

●市内６か所の児童家庭支援センターにおいて、支
援を必要とする児童や家庭からの相談を受けました
（3,679件）。

●身近な地域における専門的な相談支援機関とし
て、児童家庭支援センターにおける相談・支援の取
組みを進めます。

子育て短期支援事業の推進

●保護者の出産により養育者が不在となる場合や子育てに
おける行き詰まりなどレスパイト（休息）が必要な場合に、宿
泊を伴う短期間、お子さんを預かる（ショートステイ事業）こと
により子育て支援を行います。

●市内4か所の児童養護施設、2か所の乳児院にお
いて、ショートステイ事業を実施しました（1,456件）。

●地域における育児不安の高まりや、保護者の精
神疾患などによる家庭の育児力低下への取組みとし
て、子どもを預かるショートステイ事業事業を進めま
す。

　　ウ　関係機関における人材育成

　　ア　児童養護施設等における家庭的養育の推進
　施策の方向性６　社会的用語・自立支援の充実

　　イ　専門職の長期的な人材育成のしくみづくり
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

里親制度及び特別養子縁組制度の普及啓
発

●里親制度及び特別養子縁組制度の社会的認知度の向上
を図るため、普及啓発や制度説明等の取組を推進します。

●ポスター・チラシ等の配布・掲示のほか養育里親
に関する集合型説明会を年１３回、養子縁組里親に
関する集合型説明会を年１回実施したほか、随時個
別での説明に対応するなど、普及啓発や制度説明
に関する取組みを推進しました。

●里親制度に関する広報内容や説明会等の充実に
より里親制度の普及啓発を推進するなど、里親制度
の社会的認知度の向上に向けた取組を進めます。

養育里親、専門里親、養子縁組里親の新
たな担い手の確保

●要保護児童を家庭で養育することができる環境を整えるた
め、養育里親、専門里親及び養子縁組里親の登録数の増加
に向けた取組の充実を図ります。（里親登録数平成２９年度
１３３世帯平成３３年度１４５世帯以上）

●ポスター・チラシ等の配布・掲示のほか養育里親
に関する説明会を年１３回、養子縁組里親に関する
説明会を年１回実施するなど里親の担い手確保に
向けた取組を推進しました。（令和３年度末の里親登
録数　１９７世帯）

●里親制度に関する広報内容や説明会等の充実に
より里親制度の普及啓発を推進するなど、里親登録
者の確保に向けた取組を進めます。

ふるさと里親事業の推進

●児童養護施設等に入所している児童が、児童相談所によ
る研修等を経た一般家庭の方が登録を行う「ふるさと里親」
に短期間宿泊し、家庭的雰囲気を体験してもらうことで児童
の福祉増進及び里親委託の推進・制度の普及啓発を図りま
す。

●説明会等においてふるさと里親の制度周知を図る
とともに、すでに児童の受入れを行っているふるさと
里親に対しては、各施設と連携しながらフォローアッ
プを行いました。

●児童養護施設等に入所する児童が家庭環境での
生活を経験できるよう、新たな担い手の確保に向け
て制度周知を図るとともに、引き続き各施設と連携し
ながら制度活用を推進していきます。

多様な主体と連携した里親支援の充実

●要保護児童を家庭環境で養育する里親を支援するため、
及び里親養育技術向上のための研修会を実施するととも
に、乳児院・児童養護施設・ＮＰＯ法人・里親会等多様な主体
と連携した里親支援事業を一層推進します。

●各乳児院・児童養護施設と連携しながら里親登録
に向けた実習の充実や児童の委託後の支援に取組
みました。また、フォスタリング機関として、里親のリ
クルートや研修、児童委託後の支援を民間事業者に
委託し、専門性を活用しながら効果的な事業実施を
図りました。

●里親の登録から児童委託後の支援まで、各施設
やフォスタリング機関と連携し、児童の状況に応じた
効果的な事業推進を図っていきます。

要保護児童の円滑な社会的自立に向けた
支援

●里親家庭や児童養護施設等で養育された児童が円滑に
社会的自立を果たすことができるよう、措置中の養育の時点
から長期的に子どもの自立を見据えた支援を実施するととも
に、退所後のアフターフォローの充実を図ります。

●措置中の養育の時点から個々の児童の状況に応
じた自立支援ができるよう、学習支援事業、給付型
奨学金及び社会的養護自立支援事業を開始しまし
た。

●自立支援のための各施策の確実な周知を図り、
児童の状況に応じて適切な支援が実施されるよう関
係機関と連携しながら取組を推進します。社会的養
護自立支援事業の活用により、退所後の児童への
アフターフォローの充実を図ります。

家族再統合（児童相談所）及び家族支援
（地域みまもり支援センター）の充実

●保護者支援の個別プログラムの充実及び家庭復帰に向け
たアセスメント強化を図ります。

●福祉、医療、心理職等による多角的な視点から
ケースの見立て、支援計画策定を実施し、家庭復帰
等に向けた適切な支援のため、アセスメント会議に
おける課題の整理等により、家族支援を行いまし
た。
●区役所地域みまもり支援センターの社会福祉職、
心理職、保健師等により身近な場所での家族支援を
行いました。

●分離した家族への適切な支援、そうした支援を行
える職員の資質向上を通して、児童相談所における
家族再統合を推進します。
●地域みまもり支援センターにおける多職種連携に
よる家族支援を行います。

児童相談所における親子関係再構築支援
の推進

●措置解除時における保護者等への相談支援や措置解除
後において関係機関が連携して、実効性ある支援を推進しま
す。

●措置解除後の保護者等への支援について、児童
相談所職員を対象に研修を実施し、支援技術の蓄
積を図りました。

●措置解除時における保護者等への相談支援や、
措置解除後において関係機関が連携し取り組む、実
効性のある支援を実施します。

　　イ　里親制度の推進と里親支援の充実

　　ウ　要保護児童の自立に向けた支援

　　エ　親子関係再構築の取組の推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

民生委員児童委員・主任児童委員、社会福
祉協議会等の等関係機関との連携充実

●安心して子育てができるまちづくり、子育てを見守る地域
づくりを推進するために、町内会・自治会、民生委員児童委
員・主任児童委員、社会福祉協議会等と連携した普及啓発
活動など様々な施策の展開を図ります。

●川崎市児童虐待対応ハンドブックを配布・活用し、
連携強化を進めました。
●11月の児童虐待防止推進月間を中心に社会福祉
協議会施設部会児童・母子福祉施設協議会と協働
し、スポーツ観戦に訪れた方へのチラシ配布等の啓
発活動を実施しました。

●より多くの関係機関との連携による施策の展開が
必要であり、社会資源や特性を活かした施策の展開
を検討します。
●川崎市児童虐待対応ハンドブックを活用し、関係
機関との連携を引き続き充実させます。

市要保護児童対策地域協議会調整機関と
しての円滑な運営

●児童家庭支援・虐待対策室が市要保護児童対策地域協
議会調整機関となり、地域みまもり支援センター及び児童相
談所との連携支援システムを構築し、一貫性・継続性のある
支援に向けた体制を整備します。また、関係機関等との協調
した重層的な支援ネットワークを充実させます。

●年2回の要保護児童対策地域協議会代表者会議
を通して、各関係機関等の代表者相互の理解と協
力・連携関係を深めるとともに、支援のネットワーク
を円滑に機能させました。また、全区の実務者会議
代表を委員とし、区における取組状況を共有し、他
の関係機関の取組を共有しました。

●年2回の代表者会議において、行政や関係機関か
らの報告、各区での実務者会議の実施状況や課
題、学齢児支援の充実に向けた学校との連携強化
など、より実質的な意見交換の場となるよう、努めて
まります。

地域みまもり支援センターによる要保護児
童対策地域協議会実務者会議の円滑な運
営及び連携調整部会での定期的なケース
進行管理の実施

●各区において要保護児童等の定期的な状況を確認し、支
援が途切れることなく適切に進行管理を行うとともに、支援に
必要なネットワークを円滑に機能させるために、関係機関相
互の役割の理解と実務者レベルでの情報の共有を適切に行
います。

●各区役所地域みまもり支援センター地域支援担当
が事務局となり毎月、動きのあったケースの情報の
共有を行いました。また、4か月ごとに動きのない
ケースについても確認を行うなど、ケースの進行管
理を行いました。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運
営方法について、区役所及び児童相談所職員によ
る庁内ワーキング等で検討を行いました。

●スーパーバイザーの活用により実務者会議の更
なる充実を図ります。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会につい
て運営方法を見直すとともに取組内容の検証を行い
ます。

５県市（神奈川県、横浜市、相模原市、横須
賀市、川崎市）共通ルールに基づく連携

●県内政令市及び市町村の実情に合わせ、要保護児童対
策地域協議会の調整機関の間における自治体を越える転居
に伴う情報を提供し、支援の中断を防ぎ、虐待の防止を図り
ます。

●要保護児童等の転居に伴う情報提供（5県市ルー
ル）に基づき、各区の要対協調整機関である地域み
まもり支援センターで転出先自治体との間で引継ぎ
を行いました。また、転入者についても転出元自治
体及び児童相談所との間で引継ぎを行っており、そ
れぞれのケースにおいて適切に処理を行いました。

●今後も居所不明児童を含め、要保護児童等の転
居に伴う情報提供を5県市ルールを適切に運用して
いきます。

児童相談所運営指針及び全国児童相談所
長申し合わせに基づく連携

●児童相談所運営指針及び全国児童相談所長会申し合わ
せ等に基づき、近隣自治体をはじめとする広域的な連携強
化を図ります。

●全国児童相談所長会申し合わせ事項に基づき、
適切な他自治体等へのケース移管及び情報提供を
実施しました。

●児童虐待通告件数の増加及び複雑多様化する相
談内容に対して適切に対応するため、5県市におけ
る継続した連携を強化します。

隣接する東京２３区との連携の強化
●特別区での児童相談所の設置が可能となったことから、要
保護児童等の支援に関わる連携、職員間の連携等包括的な
連携を図ります。

●隣接する大田区から、複数年度にわたる、職員の
現場実習を受入れました。
●それぞれの自治体における取組みに関する情報
交換を行いました。

●隣接する特別区との連携により、要保護児童の的
確で実効性の高い支援の実現や、専門職をはじめと
する職員間の研修や情報交換などを進めます。

　　ア　町内会・自治会、民生委員児童委員・主任児童委員、社会福祉協議会等による取組の強化
　施策の方向性７　地域・広域連携等の強化

　　イ　他の自治体と連携した対応の充実
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇児童家庭支援・児童虐待対策の推進

神奈川県警察と児童相談所の児童虐待事
案に係る協定書に基づく適切な情報共有

●虐待事例等について、協定書に基づき適切に情報共有を
図るとともに、警察と児童相談所が更なる円滑な協力関係を
築き、要保護児童等への支援の充実に取り組みます。

●協定に基づき適切に対応を進めました。
●警察との連携強化のため、こども家庭センター（中
央児童相談所）に神奈川県警からの派遣職員（警察
連携・調整担当課長）を配置しました。

●死亡等重篤事例が社会課題になる中、新たに配
置した神奈川県警からの派遣職員を中心に児相と
警察のさらなる連携を進めます。

警察及び検察と連携した情報共有

●刑事事件として立件が想定される重篤な虐待事例等につ
いては、子どもの心理的負担の軽減及び子どもから聞き取る
話の信用性確保のため、児童相談所、警察及び検察の3機
関が連携し、協同面接の必要性を含め、子どもの特性を踏ま
えた面接・聴取方法等について、協議のうえ実施します。

●検察主催の県内児童相談所の職員も含めた児童
三機関連携協議会に参加し、子どもの面接・聴取の
取組みを進めました。
●刑事事件として立件が想定される虐待事案につい
て、児相、警察及び検察の３機関による共同面接を
実施しました。

●重篤な虐待事例に関しては、児童相談所、警察、
検察の3機関連携による協同面接が必要であり、具
体的な事例への対応と並行して、3機関の連携を強
めるための協議を進めます。

　　ウ　警察や検察と連携した対応の充実
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   （２）第５章「子ども・若者を取り巻く個別課題への対応」

の進捗状況 

ウ 困難な課題を持つ子ども・若者への支援の推進 
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困難な課題を持つ子ども・若者への支援の推進 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

平成 28 年に策定した「子ども・若者ビジョン」においては、平成 27 年に本市で発生した中学生

死亡事件を重く受けとめ、痛ましい事件が二度と起こらぬよう、迅速かつ実効的に取り組むべき重点

的な課題について、「重点アクションプラン」として位置付け、事件の再発防止・未然防止に向けた

取組を進めてきました。 

「子ども・若者の未来応援プラン」においても、「重点アクションプラン」を継承し、「子ども・若

者を見守り・支える体制の強化」と「複雑困難な課題を持つ子ども・若者や家庭への専門的な支援の

充実」を基本的な考え方として、子ども・若者が安全・安心に暮らせるまちづくりに向け、６つの施

策の方向性を定め、令和３年度は、主に、次の取組を実施し、更なる対策の推進を図ってまいりまし

た。 

施策の方向性１ 子ども・若者の居場所の充実 

子ども・若者を取り巻く社会環境に配慮し、家庭の中で居場所を見いだすことが困難な子ども・若

者に対し、地域社会全体で子ども・若者を見守り・支える仕組みの構築に向けた取組を推進しました。 

地域の寺子屋事業の推進          (教育委員会事務局：地域教育推進課) 

地域ぐるみで子どもの学習や体験をサポートし、多世代で学ぶ生涯学習の拠点づくりを進め

るため、地域の団体との協働により、放課後の学習支援と土曜日の体験活動を推進します。

【令和３年度の取組】

・ 地域や学校の実情に応じて寺子屋の拡充を進め、令和２年度の６５か所から令和３年度

は７６か所まで着実に増えています。

施策の方向性２ 地域の見守り体制の強化 

地域人材が子ども・若者の健全育成のため地域活動に参加し、日々の活動を通した見守り体制の強

化を図るとともに、学校・家庭・地域社会が連携して子育てや生涯学習のネットワークづくりを推進

し、地域の教育力の向上を図りました。 

こども１１０番事業の推進           (こども未来局：青少年支援室) 

こども１１０番事業を支援することで、青少年の健全な育成環境づくりを推進します。

【令和３年度の取組】

・ 各小学校区等の学校・ＰＴＡや町内会等で構成される「こども１１０番」実施団体にス

テッカーや手引き等を配布するとともに、「こども１１０番」災害補償制度を適切に運

全小中学校への寺子屋の開講を目指して、地域人材や地域資源の更なる活用を図り、

引き続き事業を推進していきます。

施策の方向性１ 次年度以降の主な取組の方向性 
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営しました。また、小学校１～３年生全員への啓発チラシの配布や書面による情報交換

会の開催等、事業の円滑な運営のための支援を行いました。

施策の方向性３ 安全・安心な地域環境の整備 

市民一人ひとりの防犯意識を高め、自主的な防犯活動が充実され、犯罪が起きにくい地域環境づく

りに取り組みました。 

防犯灯のＬＥＤ化の推進          (市民文化局：地域安全推進課) 

ＥＳＣＯ事業の実施により、防犯灯の維持管理及び防犯灯の新規設置を推進します。

【令和３年度の取組】

・ ＥＳＣＯ事業については、約６８,０００灯の防犯灯の維持管理を行うとともに、   

３１７灯の防犯灯を新設しました。

施策の方向性４ 児童虐待防止・非行やいじめ防止等の啓発推進 

子ども・若者の生活に日常的に関わる関係機関等が、顔の見える関係の中で児童相談所等の専門機

関と迅速に連携しながら支援できるよう、児童虐待・非行・いじめ防止等に関する意識啓発を促進す

るとともに、家庭・地域と連携した情報モラル教育を推進しました。 

児童虐待の早期発見・未然防止の推進   (こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

児童虐待防止センターや児童相談所全国共通ダイヤル（１８９）などにより、虐待の通報や

子育て不安の相談等に迅速かつ適時に対応できる仕組みを構築します。

【令和３年度の取組】

・ 児童虐待防止推進月間ポスターを市内幼稚園、保育園、小・中学校などに掲示を依頼し、

全国共通ダイヤル１８９を周知しました。また、市内小・中学校及び高校の児童生徒一

人ひとりに、ＳＯＳカードを配布しました。

・ 神奈川県、横浜市、相模原市、横須賀市と合同で開設している「かながわ子ども家庭１

１０番相談LINE 」を令和３年４月から受付時間を１時間延長するとともに、ポスター、

カード、チラシ等を作成し児童及び保護者あてに周知を行いました。

「こども110番」事業を引き続き支援することで、子どもを地域で見守る体制づく

りを推進するとともに、青少年の健やかな成長にふさわしい育成環境の実現に向け、啓

発活動を行い、市民意識の醸成を図ります。

施策の方向性２ 次年度以降の主な取組の方向性 

防犯灯LED化 ESCO事業については、引き続き、防犯灯の維持管理を行うととも

に、地域ニーズが高い新設要望に対応することで、地域の防犯力を高める取組を進め、

安全・安心なまちづくりを推進していきます。

施策の方向性３ 次年度以降の主な取組の方向性 

川崎市児童虐待防止センターや児童相談所全国共通ダイヤル（１８９）、かながわ子

ども家庭１１０番LINEなどにより、虐待の通報や子育て不安の相談等が迅速かつ適時

に対応できるよう、早期発見・未然防止の取組を継続して実施します。

施策の方向性４ 次年度以降の主な取組の方向性 
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施策の方向性５ 専門的支援ネットワークの構築 

支援を必要とする子ども・若者とその家庭を早期に発見し、迅速にニーズに応じた支援が実施でき

るよう、多職種連携による情報共有及び組織的な対応の強化を図るとともに、スーパーバイザーの活

用や医療機関との連携強化により、要保護児童対策地域協議会や個別支援会議の充実を図りました。 

地域の医療機関との連携強化   (こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

緊急かつ重症の虐待事例等に対応する市内の小児科及び産科のある中核医療機関を中心に、

児童虐待防止のネットワークを強化するとともに、地域の医療機関との連携や医療従事者に

対する研修等、児童虐待対策の取組を推進します。

【令和３年度の取組】

・ 川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（ＫＣＡＰ)全体会を２回、幹事会を３回、メディ

カルソーシャルワーカーのミーティングを３回開催しました。全体会においては「性的

虐待対応」について研修を行う等、市内医療機関の連携強化を進めました。

施策の方向性６ 専門的な児童支援の充実・強化 

児童相談所の体制を強化しつつ、ＩＣＴを活用した情報管理と情報共有を通して、各区みまもり支

援センターとの連携強化に取り組むとともに、非行防止や犯罪被害防止に向け、児童相談所や教育委

員会、児童福祉施設等が連携しながら、各専門機関のノウハウを活用した相談・支援の充実に取り組

みました。 

民間児童福祉施設による相談・支援の充実 (こども未来局：児童家庭支援・虐待対策室) 

市内の乳児院及び児童養護施設に設置した児童家庭支援センターを活用し、ネグレクトを背

景とした不登校、非行等の相談・支援や育児不安の解消に向けた相談・支援を充実します。

【令和３年度の取組】

・ 市内６か所の児童家庭支援センターにおいて、支援を必要とする児童や家庭からの相談を

３,６７９件受け、専門的な相談支援を実施しました。

緊急かつ重症の虐待事例等に対応する中核医療機関を中心に、児童虐待防止のネット

ワークを構築するとともに、川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（KCAP）活動を通

じて、医療機関と児童相談所の役割の理解をさらに深め、連携強化を図り、双方の児童

虐待対応力を向上させます。

施策の方向性５ 次年度以降の主な取組の方向性

身近な地域で専門的な知識・技術を必要とする子どもやその家庭からの相談に対する

支援を推進するため、児童家庭支援センターにおける相談支援の充実に取り組みます。

施策の方向性６ 次年度以降の主な取組の方向性 
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

こども文化センターと老人いこいの家の連
携

●こども文化センターと老人いこいの家の連携強化により、多
世代が交流する居場所づくりに向けて、更なる取組の推進手
法を検討します。

●令和元年度からの新たな指定管理期間において
「多世代交流を中心とした地域交流に関する取組」を
指定管理業務として仕様書に位置付け、令和3年度
についても地域交流に関する取組を幅広く実施しまし
た。

●令和4年度においても引き続き、地域交流に関する
取組を幅広く実施していきます。

こども文化センター・わくわくプラザ職員の
資質の向上

●こども文化センター及びわくわくプラザ職員の資質向上の
ための研修やスキルアップのための取組を進めるとともに、
支援が必要な子ども・若者への適切な対応に向けて、地域み
まもり支援センター等の関係機関との連携を図ります。

●こども文化センター及びわくわくプラザ職員等を対
象に、特別な配慮を要する児童への対応や中高生へ
の対応など計20テーマを研修内容として実施（受講
者延べ1,943人）するとともに、利用児童の状況に応じ
て地域みまもり支援センター等の関係機関と連携を
行いました。

●こども文化センター及びわくわくプラザ職員の資質
向上のための研修やスキルアップのための取組を進
めるとともに、支援が必要な子ども・若者への適切な
対応に向けて、地域みまもり支援センター等の関係
機関との連携を図ります。

地域の寺子屋事業の推進

●地域ぐるみで子どもの学習や体験をサポートし、多世代で
学ぶ生涯学習の拠点づくりを進めるため、地域の団体との協
働により、放課後の学習支援と土曜日の体験活動を推進しま
す。

●地域や学校の実情に応じて寺子屋の拡充を進め、
令和２年度の６５か所から令和３年度は７６か所まで
着実に増えています。

●全小中学校への寺子屋の開講を目指して、地域
人材や地域資源の更なる活用を図り、引き続き
事業を推進していきます。

地域社会全体で子ども・若者を見守り・支え
る仕組みの構築

●家庭の中で居場所をみいだすことが困難な子ども・若者に
対して、地域社会全体で子ども・若者を見守り・支える仕組み
の構築にむけて、検討を推進します。

●家庭の中で居場所をみいだすことが困難な子ども・
若者に対して、地域社会全体で子ども・若者を見守
り・支える仕組みの構築にむけ、子ども・若者総合相
談センターや子ども・若者支援地域協議会の設置状
況を調査しました。

●家庭の中で居場所をみいだすことが困難な子ども・
若者に対して、地域社会全体で子ども・若者を見守
り・支える仕組みの構築にむけて、引き続き検討しま
す。

青少年指導員等による取組の推進
●青少年指導員等の地域人材による地域巡回パトロールを
支援し、青少年の健全な育成環境づくりを推進します。

●コロナ禍での青少年指導員等の地域人材による地
域巡回パトロールについて、各区の情報共有を行う
など、支援を行いました。

●青少年指導員の充足を図り、資質向上の取組み
や地域巡回パトロールを引き続き支援し、青少年の
健全な育成環境づくりを推進します。

こども１１０番事業の推進
●こども１１０番事業を支援することで、青少年の健全な育成
環境づくりを推進します。

●各小学校区等の学校・PTAや町内会等で構成され
る「こども110番」実施主体にステッカーや手引き等を
配布し、「こども110番」災害補償制度の運営を行いま
した。また、小学校１～３年生全員への啓発チラシの
配布や書面による情報交換会の開催等、事業の円
滑な運営のための支援を行いました。

●「こども110番」事業を引き続き支援することで子ど
もを地域で見守る体制づくりを推進するとともに、青
少年の健やかな成長にふさわしい育成環境の実現
に向け、啓発活動を行い、市民意識の醸成を図りま
す。

地域の教育力の向上

●地域教育会議をはじめ、地域社会でいきいきと活動する市
民や、子どもたちの成長を見守り支えている市民の意欲・力
を、社会全体の活力や地域の教育力の向上につなげられる
よう支援します。

●市子ども会議を開催し、市長への提言を行うととも
に、各行政区・中学校区子ども会議の担当者連絡会
等を通じて連携を図りました。

●「市子ども会議の開催と各行政区・各中学校区子
ども会議との連携」については、引き続き、川崎市子
ども会議の推進と、行政区・中学校区子ども会議との
連携を進めます。

〇困難な課題を持つ子ども・若者への支援の推進
　施策の方向性１　子ども・若者の居場所の充実

　施策の方向性２　地域の見守り体制の強化
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇困難な課題を持つ子ども・若者への支援の推進

防犯灯のLED化の推進
●ＥＳＣＯ事業の実施により、防犯灯の維持管理及び防犯灯
の新規設置を促進します。

●ＥＳＣＯ事業については、約68,000灯の防犯灯の維
持管理を行うとともに、317灯の防犯灯を新設しまし
た。

●防犯灯LED化ESCO事業については、引き続き、防
犯灯の維持管理を行うとともに、地域ニーズが高い
新設要望に対応することで、地域の防犯力を高める
取組を進め、安全・安心なまちづくりを推進していきま
す。

防犯カメラの設置による防犯対策の推進
●川崎市防犯カメラ設置補助制度により、地域の自主防犯団
体が設置する防犯カメラへの補助を実施し、地域の防犯対策
を推進します。

●地域の自主防犯団体を対象に、41台の防犯カメラ
設置補助を実施しました。

●地域の自主防犯団体が設置する防犯カメラへの補
助事業を継続し、地域の防犯対策を推進します。

公園内の安全な施設管理
●公園内の安全な施設管理に向けたカメラの設置を促進しま
す。

●公園内の安全な施設管理に向け、施設管理用カメ
ラの設置等適切に管理しました。

●要領に基づき、施設管理用カメラ設置していきま
す。

防犯に対する意識向上と体制強化の推進
●安全・安心まちづくり推進協議会等における情報共有や連
携を推進し、防犯の意識向上と体制強化を推進します。

●川崎市及び各区の安全・安心まちづくり推進協議
会の構成メンバーを中心とした地域防犯パトロール
や、通学路での見守り活動を実施するとともに、情報
共有及び連携を深めました。

●引き続き、関係各所との情報共有や連携を推進
し、地域の防犯意識の向上に向け、防犯力を高める
取組を推進します。

児童虐待の早期発見・未然防止の推進
●児童虐待防止センターや児童相談所全国共通ダイヤル（１
８９）などにより、虐待の通報や子育て不安の相談等に迅速か
つ適時に対応できる仕組みを構築します。

●児童虐待防止推進月間ポスターを市内幼稚園、保
育園、小・中学校などに掲示を依頼し、全国共通ダイ
ヤル１８９を周知しました。また、市内小・中学校及び
高校の児童生徒一人ひとりに、SOSカードを配布しま
した。
●神奈川県、横浜市、相模原市、横須賀市と合同で
開設している「かながわ子ども家庭１１０番相談LINE
」を令和3年4月から受付時間を1時間延長するととも
に、ポスター、カード、チラシ等を作成し児童及び保護
者あてに周知を行いました。

●川崎市児童虐待防止センターや児童相談所全国
共通ダイヤル（１８９）、かながわ子ども家庭１１０番
LINEなどにより、虐待の通報や子育て不安の相談等
が迅速かつ適時に対応できるよう、早期発見・未然防
止の取組を継続して実施します。

SOSへの気づきの推進と機関連携の充実
●児童虐待対応ハンドブック等を活用し、ＳＯＳへの気づきの
推進と関係機関の連携強化を図ります。

●子どもを守る地域支援ネットワークである要保護児
童対策地域協議会の理解等について内容を充実さ
せた「川崎市児童虐待対応ハンドブック（第４版）」を、
関係機関に配布し、周知を図りました。

●「川崎市児童虐待対応ハンドブック」を活用しなが
ら、ＳОＳへの気づきの推進と機関連携の充実を図り
ます。

児童虐待・非行・いじめ防止に関わる子ども
や保護者等の意識啓発の推進

●オレンジリボン・ファミリーカップなどのイベント等により、児
童虐待・非行・いじめ防止の啓発を推進します。

●新型コロナウイルスの感染拡大の影響により中止
となるイベントもありましたが、オレンジリボン・ファミ
リーカップについては、感染対策や開催方法を見直し
た上で実施しました。また、啓発用のアニメーション動
画による広報について拡充しました。

●新たな生活様式を踏まえた啓発手法の検討を進
め、児童虐待・非行・いじめ防止の啓発を推進しま
す。

　施策の方向性３　安全・安心な地域環境の整備

　施策の方向性４　児童虐待防止・非行やいじめ防止等の啓発推進
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇困難な課題を持つ子ども・若者への支援の推進

情報モラルに関わる啓発の推進

●情報モラルについて、保護者向けの啓発とともに、市ＰＴＡ
連絡協議会や関係団体との連携、教職員研修の充実等によ
り、すべての子ども・若者たちが情報化社会において安心して
暮らしていけるよう、情報活用能力を育成します。

●児童生徒の健やかな成長に向け家庭への情報モ
ラルの啓発を図るため、「川崎市版保護者向けイン
ターネットガイド２０２１年度版（リーフレット）」を全市
立学校各家庭に配布しました。
●関係団体との情報モラル教育についての情報交換
や連携を図るため、「川崎市立学校インターネット問
題連絡協議会」を２回開催しました。
●「かわさきＧＩＧＡスクール構想　教職員向けハンド
ブック～ステップ２～」を作成し、情報モラルについて
ＧＩＧＡスクール構想を踏まえた具体的な内容を盛り
込み、教職員に活用を促しました。

●児童生徒自らが、氾濫する情報の中から何が重要
かを主体的に選択し、活用していくために必要な情報
活用能力を育んでいきます。また、児童生徒へのICT
スキルや情報モラル等についての指導の充実を図り
ます。

地域みまもり支援センターにおける多職種
協働の推進

●地域みまもり支援センターの各専門職が連携し、専門的・
総合的な支援を実施するための研修を充実します。

●区役所職員向けに、「児童家庭相談における精神
保健福祉研修」などの研修を実施するとともに、要保
護児童対策地域協議会調整機関向け研修を実施し
ました。

●「地域みまもり支援センター」内の各専門職が同一
部署に配置された強みを活かし、多職種連携して情
報共有及び組織的な対応を強化し、専門的・総合的
支援を推進します。

要保護児童対策地域協議会の体制強化
●学識経験者などのスーパーバイズを活用するなど、各区役
所の要保護児童対策地域協議会における実務者会議や個別
支援会議の充実を図ります。

●各区役所の要保護児童対策地域協議会から「子ど
もの虹情報研修センター」などにスーパーバイズを依
頼し、実務者会議などの充実を図りました。
● 要保護児童対策地域協議会連携調整部会の運
営方法について、区役所及び児童相談所職員による
庁内ワーキング等で検討を行いました。

●各区役所における要保護児童対策地域協議会とし
て実施する実務者会議や個別支援会議の充実を図
ります。
●要保護児童対策地域協議会連携調整部会につい
て運営方法を見直すとともに取組内容の検証を行い
ます。

地域の医療機関との連携強化

●緊急かつ重症の虐待事例等に対応する市内の小児科及び
産科のある中核医療機関を中心に、児童虐待防止のネット
ワークを強化するとともに、地域の医療機関との連携や医療
従事者に対する研修等、児童虐待対策の取組を推進します。

●川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（KCAP)全
体会を2回、幹事会を3回、メディカルソーシャルワー
カーのミーティングを3回開催しました。全体会におい
ては「性的虐待対応」について研修を行う等、市内医
療機関の連携強化を進めました。

●川崎市児童虐待防止医療ネットワーク（KCAP）活
動を通じて、医療機関と児童相談所の役割の理解を
さらに深め、連携強化を図り、双方の児童虐待対応
力を向上させます。

児童虐待への対策の強化
●増加する児童虐待の相談・通告への迅速かつ的確な対応
に向けて、児童相談所の体制を強化します。

●平成28年改正児童福祉法等に基づき、児童福祉
司及び児童心理司を増員しました。

●児童相談所が対応する児童虐待相談・通告件数
が大幅に増加している中で、相談援助体制を強化し
ます。

学齢期の非行等の早期対応・未然防止の
推進

●多様化・複雑化する学齢期の非行等の問題行動等に対し、
早期発見や未然防止を推進するために、児童相談所の体制
を強化するとともに、児童相談所・学校・警察等の関係機関の
連携を強化します。

●平成28年改正児童福祉法等に基づき児童福祉司
及び児童心理司を増員し、体制強化を図りました。
●学校と警察の連携協議会に参画するとともに、児
童相談所と警察の連絡会議を開催するなど連携推進
を行いました。

●学齢期の非行等の問題行動等に対し、関係機関と
連携して、早期対応や未然防止を図るための相談援
助体制を強化します。

　施策の方向性５　専門的支援ネットワークの構築

　施策の方向性６　専門的な児童支援の充実・強化
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推進項目名 計画期間中の主な取組 取組実績 今後の取組の方向性

〇困難な課題を持つ子ども・若者への支援の推進

ICTによる情報ネットワークの推進
●児童相談所と各区役所地域みまもり支援センターにおける
情報管理と情報の共有について、ＩＣＴを活用したネットワーク
の仕組みを検討します。

●平成３１年４月に運用を開始した児童相談システム
を活用し、情報管理及び共有を適切に図りました。

●児童相談所と各区みまもり支援センターにおいて、
ＩＣＴを活用した情報ネットワークを推進し、市内転居
や居所不明児童及び一時保護児童等に対する適切
な対応を図ります。

民間児童福祉施設による相談・支援の充実

●市内の乳児院及び児童養護施設に設置した児童家庭支援
センターを活用し、ネグレクトを背景とした不登校、非行等の
相談・支援や育児不安の解消に向けた相談・支援を充実しま
す。

●市内６か所の児童家庭支援センターにおいて、支
援を必要とする児童や家庭からの相談を3,679件受
け、専門的な相談支援を実施しました。

●身近な地域で専門的な知識・技術を必要とする子
どもやその家庭からの相談に対する支援を推進する
ため、児童家庭支援センターにおける相談支援の充
実に取り組みます。

長期欠席傾向のある児童生徒への対応の
強化

●長期欠席傾向のある児童生徒の情報を各区・教育担当が
各学校と共有し、登校に困難さを抱える児童生徒の状況の把
握に努め、関係機関と連携して課題解決に向けた取組を推進
します。

●各区・教育担当が、毎月各学校に長期欠席生徒の
確認を行い、生徒の状況を把握し、関係機関と連携
して、解決に向けて取り組みました。

●各区・教育担当が、毎月各学校に長期欠席生徒の
確認を行い、適切に対応を取れているかどうかきめ
細かく生徒の状況を把握し、関係機関と連携して課
題解決に向けて取り組みます。

健全育成、非行防止、犯罪被害防止に向け
た取組の推進

●「教育委員会と神奈川県警察との相互連携に係る協定」を
適正に運用し、健全育成等の取組を充実します。

●各区・教育担当が、各学校の生徒指導担当や児童
支援コーディネーターが要となり、児童、生徒の様子
を細かく把握するよう指導し、各区・教育担当と警察
とが相互に連携して、児童生徒の健全育成、非行防
止、犯罪被害防止に向けた取り組みを行いました。

●各区・教育担当が、各学校の生徒指導担当や児童
支援コーディネーターが要となり、児童、生徒の様子
を細かく把握するよう指導し、各区・教育担当と警察
とが総合に連携して、児童生徒の健全育成、非行防
止、犯罪被害防止に向けた取り組みを行っていきま
す。

非行・不登校等の未然防止・重症化予防等
に向けた関係機関の連携の強化

●児童相談所、教育委員会、警察、法務少年支援センターに
よる実効的なネットワークの強化を図ります。

●学齢児支援（非行・不登校）に係る専門機関による
連絡会を定期的に開催し、事例検討会などを開催し
ました。

●非行・不登校等の未然防止・重症化予防等に向け
て、児童相談所・教育委員会・警察（各警察署・少年
相談・保護センター）・法務少年支援センター等関係
機関による実効的なネットワークの強化を図ります。
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（３）第６章「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業」     

の実績 

ア 教育・保育  
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（１）教育・保育
【全市域】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

17,158  20,360  3,606  15,523  19,129  56,647
17,158  20,016  2,483  11,625  14,108  51,282

保育所・認定こども園（２・３号）  - 19,477  2,483  11,625  14,108  33,585
幼稚園・認定こども園（１号） 3,034   76        -  -  - 3,110
私学助成を受ける幼稚園 14,124  463       -  -  - 14,587

 -  - 339     849      1,188   1,188
 - 439      784     3,049   3,833   4,272

18,325  19,832  3,468  14,903  18,371  56,528
17,625  18,733  2,271  11,528  13,799  50,157

保育所・認定こども園（２・３号） -         18,733  2,271  11,528  13,799  32,532
幼稚園・認定こども園（１号） 3,639   -         -        -         -         3,639
私学助成を受ける幼稚園 13,986  -         -        -         -         13,986

-         1         160     859      1,019   1,020
-         1,404   155     1,471   1,626   3,030

17,625  20,138  2,586  13,858  16,444  54,207

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

14,233  22,382  2,988  14,651  14,639  54,254
14,233  22,258  2,465  11,841  14,306  50,797

保育所・認定こども園（２・３号） -         20,215  2,465  11,841  14,306  34,521
幼稚園・認定こども園（１号） 2,900   413      -        -         -         3,313
私学助成を受ける幼稚園 11,333  1,630   -        -         -         12,963

-         -         325     960      1,285   1,285
-         644      261     1,850   2,111   2,755

14,233  22,902  3,051  14,651  17,702  54,837
15,226  19,422  2,279  11,850  14,129  48,777

保育所・認定こども園（２・３号） -         19,422  2,279  11,850  14,129  33,551
幼稚園・認定こども園（１号） 3,625   -         -        -         -         3,625
私学助成を受ける幼稚園 11,601  -         -        -         -         11,601

-         1         156     847      1,003   1,004
-         1,181   171     1,243   1,414   2,595

15,226  20,604  2,606  13,940  16,546  52,376

３歳以上

令和３年４月１日

計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和4年4月1日

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

３歳以上
計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

幼稚園・認定こども園（１号） ・私学助成幼稚園については、４園を施設型給付（幼稚園型認定こども園
２園、施設型給付幼稚園２園）に移行しました。
・施設型給付幼稚園については、２園を幼稚園型認定こども園に移行しま
した。

保育所・認定こども園（２・３号）

・認可保育所については、新規整備、既存施設の認可化等により、合計
１，３００人の定員増となりました。
・認定こども園については、幼稚園からの移行、既存施設の定員増によ
り、合計１４０人の定員増となりました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業
・地域型保育事業については、認可外保育施設からの移行や既存施設の
定員増により、合計４９人の定員増となりました。

認可外保育施設等

・川崎認定保育園については、新規認定等による定員増があった一方で、
認可化、又は、小規模保育事業への移行等による定員減により差し引き
614人の定員減となりました。
・年度限定型保育事業の実施により合計３９人分の受入枠を確保しまし
た。
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【川崎区】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

2,415  2,528  397     1,847   2,244  7,187
2,415  2,455  298     1,433   1,731  6,601

保育所・認定こども園（２・３号）  - 2,365  298     1,433   1,731  4,096
幼稚園・認定こども園（１号） 305     11       -  -  - 316
私学助成を受ける幼稚園 2,110  79       -  -  - 2,189

 -  - 54      131     185     185
 - 73      45      283     328     401

2,415  2,528  397     1,847   2,244  7,187
2,312  2,312  269     1,357   1,626  6,250

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,312  269     1,357   1,626  3,938
幼稚園・認定こども園（１号） 578     -        -        -         -        578
私学助成を受ける幼稚園 1,734  -        -        -         -        1,734

-        -        27      117     144     144
-        151     14      99       113     264

2,312  2,463  310     1,573   1,883  6,658

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

1,828  2,644  368     1,620   1,988  6,460
1,828  2,663  298     1,372   1,670  6,161

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,395  298     1,372   1,670  4,065
幼稚園・認定こども園（１号） 514     76      -        -         -        590
私学助成を受ける幼稚園 1,314  192     -        -         -        1,506

-        -        54      153     207     207
-        -        16      95       111     111

1,828  2,663  368     1,620   1,988  6,479
1,929  2,283  246     1,362   1,608  5,820

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,283  246     1,362   1,608  3,891
幼稚園・認定こども園（１号） 535     -        -        -         -        535
私学助成を受ける幼稚園 1,394  -        -        -         -        1,394

-        -        26      129     155     155
-        132     11      102     113     245

1,929  2,415  283     1,593   1,876  6,220

３歳以上

令和３年４月１日

計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和4年4月1日

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

３歳以上
計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

幼稚園・認定こども園（１号） ・私学助成幼稚園については、１園を施設型給付（施設型給付幼稚園）
に移行しました。
・施設型給付幼稚園については、１園を幼稚園型認定こども園に移行
しました。

保育所・認定こども園（２・３号）
・認定こども園については、１か所の幼稚園からの移行により、１０人の
定員増となりました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業

認可外保育施設等
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【幸区】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

1,968  2,738  513     2,101   2,614  7,320
1,968  2,611  328     1,448   1,776  6,355

保育所・認定こども園（２・３号）  - 2,491  328     1,448   1,776  4,267
幼稚園・認定こども園（１号） 206     13       -  -  - 219
私学助成を受ける幼稚園 1,762  107      -  -  - 1,869

 -  - 42      111     153     153
 - 127     143     542     685     812

1,968  2,738  513     2,101   2,614  7,320
2,107  2,478  358     1,562   1,920  6,505

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,478  358     1,562   1,920  4,398
幼稚園・認定こども園（１号） 191     -        -        -         -        191
私学助成を受ける幼稚園 1,916  -        -        -         -        1,916

-        -        25      119     144     144
-        130     22      155     177     307

2,107  2,608  405     1,836   2,241  6,956

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

1,762  2,922  472     1,984   2,456  7,140
1,762  2,836  336     1,474   1,810  6,408

保育所・認定こども園（２・３号） - 2,612  336     1,474   1,810  4,422
幼稚園・認定こども園（１号） 119     15      - - - 134
私学助成を受ける幼稚園 1,643  209     - - - 1,852

- - 48      159     207     207
- 86      88      351     439     525

1,762  2,922  472     1,984   2,456  7,140
1,892  2,646  336     1,634   1,970  6,508

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,646  336     1,634   1,970  4,616
幼稚園・認定こども園（１号） 202     -        -        -         -        202
私学助成を受ける幼稚園 1,690  -        -        -         -        1,690

-        -        21      131     152     152
-        133     21      157     178     311

1,892  2,779  378     1,922   2,300  6,971

３歳以上

令和３年４月１日

計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和4年4月1日

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

３歳以上
計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

幼稚園・認定こども園（１号）
・施設型給付幼稚園については、１園を幼稚園型認定こども園に移行
しました。

保育所・認定こども園（２・３号）

・認可保育所については、３か所の新規整備、１か所の認可外保育施
設からの認可化、１か所の既存施設の定員増により、３０５人の定員増
となりました。
・認定こども園については、１か所の幼稚園からの移行により、２０人の
定員増となりました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業
・地域型保育事業については、２か所の認可外保育施設からの移行に
より、合計３４人の定員増となりました。

認可外保育施設等
・年度限定型保育事業２か所の実施により合計１２人分の受入枠を確
保しました。
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【中原区】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

2,797  4,504  823     3,461   4,284  11,585
2,797  4,479  601     2,775   3,376  10,652

保育所・認定こども園（２・３号）  - 4,450  601     2,775   3,376  7,826
幼稚園・認定こども園（１号） 166     2         -  -  - 168
私学助成を受ける幼稚園 2,631  27       -  -  - 2,658

 -  - 61      132     193     193
 - 25      161     554     715     740

2,797  4,504  823     3,461   4,284  11,585
2,918  3,903  477     2,493   2,970  9,791

保育所・認定こども園（２・３号） -        3,903  477     2,493   2,970  6,873
幼稚園・認定こども園（１号） 180     -        -        -         -        180
私学助成を受ける幼稚園 2,738  -        -        -         -        2,738

-        -        15      117     132     132
-        354     41      401     442     796

2,918  4,257  533     3,011   3,544  10,719

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

2,377  4,691  600     3,184   3,784  10,852
2,377  5,057  597     2,736   3,333  10,767

保育所・認定こども園（２・３号）  - 4,732  597     2,736   3,333  8,065
幼稚園・認定こども園（１号） 364     50       -  -  - 414
私学助成を受ける幼稚園 2,013  275      -  -  - 2,288

 -  - 59      146     205     205
 -  -  - 302     302     302

2,377  5,057  656     3,184   3,840  11,274
2,589  3,974  499     2,566   3,065  9,628

保育所・認定こども園（２・３号） -        3,974  499     2,566   3,065  7,039
幼稚園・認定こども園（１号） 381     -        -        -         -        381
私学助成を受ける幼稚園 2,208  -        -        -         -        2,208

-        -        17      101     118     118
-        314     52      328     380     694

2,589  4,288  568     2,995   3,563  10,440

計
３歳以上

令和３年４月１日

量の見込み

認可外保育施設等
合計

確
保
方
策

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

認可外保育施設等
合計

令和4年4月1日

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

計
３歳以上

量の見込み

認可外保育施設等
合計

確
保
方
策

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

認可外保育施設等
合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

保育所・認定こども園（２・３号）

・認可保育所については、５か所の新規整備、２か所の認可外保育施
設からの認可化、１か所の既存施設の定員増があった一方で、１か所
の既存施設の統合による閉園により、差し引き３９０人の定員増となり
ました。

幼稚園・認定こども園（１号）
・私学助成幼稚園については、１園を施設型給付（施設型給付幼稚園）
に移行しました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業

認可外保育施設等
・年度限定型保育事業２か所の実施により合計３人分の受入枠を確保
しました。
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【高津区】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

2,522   3,150   591     2,541   3,132   8,804
3,048   2,725   349     1,686   2,035   7,808

保育所・認定こども園（２・３号）  - 2,725   349     1,686   2,035   4,760
幼稚園・認定こども園（１号） 141      -          -  -  - 141
私学助成を受ける幼稚園 2,907   -          -  -  - 2,907

 - -         36      92       128      128
 - 246      67      416      483      729

3,048   2,971   452     2,194   2,646   8,665
2,540   3,010   352     1,850   2,202   7,752

保育所・認定こども園（２・３号） -         3,010   352     1,850   2,202   5,212
幼稚園・認定こども園（１号） 516      -         -        -         -         516
私学助成を受ける幼稚園 2,024   -         -        -         -         2,024

-         -         32      178      210      210
-         211      26      222      248      459

2,540   3,221   410     2,250   2,660   8,421

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

1,957   3,595   467     2,330   2,797   8,349
1,957   3,436   351     1,878   2,229   7,622

保育所・認定こども園（２・３号） - 3,096   351     1,878   2,229   5,325
幼稚園・認定こども園（１号） 374      65       - - - 439
私学助成を受ける幼稚園 1,583   275      - - - 1,858

- - 63      199      262      262
- 159      53      253      306      465

1,957   3,595   467     2,330   2,797   8,349
2,279   3,103   342     1,899   2,241   7,623

保育所・認定こども園（２・３号） -         3,103   342     1,899   2,241   5,344
幼稚園・認定こども園（１号） 480      -         -        -         -         480
私学助成を受ける幼稚園 1,799   -         -        -         -         1,799

-         -         28      174      202      202
-         163      17      146      163      326

2,279   3,266   387     2,219   2,606   8,151

３歳以上

令和３年４月１日

計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和4年4月1日

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

３歳以上
計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

幼稚園・認定こども園（１号）

保育所・認定こども園（２・３号）
・認可保育所については、２か所の新規整備、２か所の認可外保育施設
からの認可化、１か所の既存施設の定員増があった一方で、１か所の既
存施設の閉園により、差し引き２６０人の定員増となりました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業
・地域型保育事業については、２か所の認可外保育施設からの移行、２か
所の既存施設の定員増があった一方で、２か所の既存施設の定員減によ
り、差し引き３５人の定員増となりました。

認可外保育施設等
・年度限定型保育事業１か所の実施により合計１０人分の受入枠を確保し
ました。
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【宮前区】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

3,080  3,025  533     2,183   2,716  8,821
3,080  2,898  354     1,613   1,967  7,945

保育所・認定こども園（２・３号）  - 2,778  354     1,613   1,967  4,745
幼稚園・認定こども園（１号） 509     20       -  -  - 529
私学助成を受ける幼稚園 2,571  100      -  -  - 2,671

 - -        50      124     174     174
 - 127     129     446     575     702

3,080  3,025  533     2,183   2,716  8,821
3,468  2,836  305     1,688   1,993  8,297

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,836  305     1,688   1,993  4,829
幼稚園・認定こども園（１号） 1,137  -        -        -         -        1,137
私学助成を受ける幼稚園 2,331  -        -        -         -        2,331

-        -        20      127     147     147
-        172     13      226     239     411

3,468  3,008  338     2,041   2,379  8,855

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

2,826  3,400  393     2,153   2,546  8,772
2,826  3,264  366     1,736   2,102  8,192

保育所・認定こども園（２・３号） - 2,864  366     1,736   2,102  4,966
幼稚園・認定こども園（１号） 586     84      - - - 670
私学助成を受ける幼稚園 2,240  316     - - - 2,556

- - 34      103     137     137
- 136     -        314     314     450

2,826  3,400  400     2,153   2,553  8,779
2,763  2,951  335     1,742   2,077  7,791

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,951  335     1,742   2,077  5,028
幼稚園・認定こども園（１号） 737     -        -        -         -        737
私学助成を受ける幼稚園 2,026  -        -        -         -        2,026

-        -        19      113     132     132
-        133     26      166     192     325

2,763  3,084  380     2,021   2,401  8,248

３歳以上

令和３年４月１日

計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和4年4月1日

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

３歳以上
計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

幼稚園・認定こども園（１号）

保育所・認定こども園（２・３号）
・認可保育所については、２か所の新規整備、２か所の認可外保育施
設及び地域型保育事業からの認可化により、合計１９０人の定員増と
なりました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業
・地域型保育事業については、１か所の認可化により、１５人の定員減
となりました。

認可外保育施設等
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【多摩区】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

1,888  2,672  449     2,058   2,507  7,067
1,888  2,767  363     1,660   2,023  6,678

保育所・認定こども園（２・３号）  - 2,767  363     1,660   2,023  4,790
幼稚園・認定こども園（１号） 649     -         -  -  - 649
私学助成を受ける幼稚園 1,239  -         -  -  - 1,239

 - -        33      76       109     109
 - -        53      322     375     375

1,888  2,767  449     2,058   2,507  7,162
1,933  2,591  346     1,625   1,971  6,495

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,591  346     1,625   1,971  4,562
幼稚園・認定こども園（１号） 693     -        -        -         -        693
私学助成を受ける幼稚園 1,240  -        -        -         -        1,240

-        -        25      90       115     115
-        124     25      160     185     309

1,933  2,715  396     1,875   2,271  6,919

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

1,616  2,979  449     2,009   2,458  7,053
1,616  3,114  357     1,663   2,020  6,750

保育所・認定こども園（２・３号） - 2,932  357     1,663   2,020  4,952
幼稚園・認定こども園（１号） 619     70      - - - 689
私学助成を受ける幼稚園 997     112     - - - 1,109

- - 38      89       127     127
- -        54      257     311     311

1,616  3,114  449     2,009   2,458  7,188
1,765  2,749  339     1,694   2,033  6,547

保育所・認定こども園（２・３号） -        2,749  339     1,694   2,033  4,782
幼稚園・認定こども園（１号） 762     -        -        -         -        762
私学助成を受ける幼稚園 1,003  -        -        -         -        1,003

-        -        28      89       117     117
-        78      28      162     190     268

1,765  2,827  395     1,945   2,340  6,932

３歳以上

令和３年４月１日

計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和4年4月1日

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

３歳以上
計

量の見込み

確
保
方
策

教育保育施設

認可外保育施設等

認可外保育施設等
合計

内
訳

地域型保育事業

合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

内
訳

地域型保育事業

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

幼稚園・認定こども園（１号）
・私学助成幼稚園については、１園を施設型給付（幼稚園型認定こども
園）に移行しました。

保育所・認定こども園（２・３号）

・認可保育所については、１か所の新規整備、１か所の認可外保育施
設からの認可化により、合計１１５人の定員増となりました。
・認定こども園については、１か所の幼稚園からの移行、１か所の既存
施設の定員増により、合計５０人の定員増となりました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業
・地域型保育事業については、１か所の閉園により、５人の定員減とな
りました。

認可外保育施設等
・年度限定型保育事業１か所の実施により合計５人分の受入枠を確保
しました。

130



【麻生区】

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

2,488  1,743  300     1,332   1,632  5,264
2,488  1,684  166     926     1,092  5,264

保育所・認定こども園（２・３号）  - 1,654  166     926     1,092  2,746
幼稚園・認定こども園（１号） 888     11       -  -  - 899
私学助成を受ける幼稚園 1,600  19       -  -  - 1,619

 - -        30      110     140     140
 - 59      104     296     400     459

2,488  1,743  300     1,332   1,632  5,863
2,347  1,603  164     953     1,117  5,067

保育所・認定こども園（２・３号） -        1,603  164     953     1,117  2,720
幼稚園・認定こども園（１号） 344     -        -        -         -        344
私学助成を受ける幼稚園 2,003  -        -        -         -        2,003

-        1        16      111     127     128
-        262     14      208     222     484

2,347  1,866  194     1,272   1,466  5,679

１号 ２号 ３号
０歳 １～２歳 計

1,867  2,151  239     1,371   1,610  5,628
1,867  1,888  160     982     1,142  4,897

保育所・認定こども園（２・３号） - 1,584  160     982     1,142  2,726
幼稚園・認定こども園（１号） 324     53      - - - 377
私学助成を受ける幼稚園 1,543  251     - - - 1,794

- - 29      111     140     140
- 263     50      278     328     591

1,867  2,151  239     1,371   1,610  5,628
2,009  1,716  182     953     1,135  4,860

保育所・認定こども園（２・３号） -        1,716  182     953     1,135  2,851
幼稚園・認定こども園（１号） 528     -        -        -         -        528
私学助成を受ける幼稚園 1,481  -        -        -         -        1,481

-        1        17      110     127     128
-        228     16      182     198     426

2,009  1,945  215     1,245   1,460  5,414

計
３歳以上

令和３年４月１日

量の見込み

認可外保育施設等
合計

確
保
方
策

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

認可外保育施設等
合計

令和4年4月1日

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

計
３歳以上

量の見込み

認可外保育施設等
合計

確
保
方
策

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

認可外保育施設等
合計

令和３年度（内部評価）　令和３年度の整備拡大内容

利
用
状
況

（
実
績

）

教育保育施設

内
訳

地域型保育事業

保育所・認定こども園（２・３号）

・認可保育所については、１か所の新規整備により、４０名の定員増と
なりました。
・認定こども園については、１か所の幼稚園からの移行により、６０人の
定員増となりました。

幼稚園・認定こども園（１号）
・私学助成幼稚園については、１園を施設型給付（幼稚園型認定こども
園）に移行しました。

私学助成を受ける幼稚園

地域型保育事業

認可外保育施設等
・年度限定型保育事業１か所の実施により合計９人分の受入枠を確保
しました。
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（３）第６章「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業」     

の実績 

イ 認定こども園・認可保育所  
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（イ）認定こども園・認可保育所
【全市域】

令和元年度 令和２年度 令和３年度

認定こども園施設数（うち幼保連携型）
目標

１０か所
（４か所）

１２か所
（５か所）

１６か所
（５か所）

内部
評価

令和３年度に認定こども園へ２園が移行し、施設数
の合計は１４園となりました。 実績

１０か所
（３か所）

１２か所
（５か所）

１４か所
（５か所）
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

認可保育所の定員枠の拡大
目標 1,791人 1,492人 1,317人

内部
評価

目標を下回りました。4回の公募の実施による民間事業者を活用した
認可保育所の整備により、約20の事業者からの応募に対し、保育所
等整備事業者選定委員会での保育の質を担保した適正な選定を実施
した他、多様な整備手法により保育受入枠の拡大に努めたものの、保
育所等整備事業者選定委員会により不選定となった事業者や選定途
中で辞退した事業者があったため、目標を達成することはできません
でした。今後は、公募受付期間前から市ホームページで公募地域等
の事前周知や、切れ目なく整備相談を実施するほか、地域の保育
ニーズに応じて柔軟に整備が必要な地域を定め、応募につながりや
すいよう募集要項の見直しを行うなど、必要な保育受入枠の確保に取
り組みます。

実績 1,259人 1,200人 875人

≪川崎区≫認可保育所の定員枠の拡大 目標 199人 150人 90人

内部
評価

整備を行うことができず、目標値を下回りました。
実績 210人 180人 0人

294人

内部
評価

区内３か所において整備を行い、２４０人分の定員
枠拡大を図りましたが、目標値を下回りました。 実績 200人 160人 240人

≪幸区≫認可保育所の定員枠の拡大 目標 229人 250人

≪中原区≫認可保育所の定員枠の拡大 目標 467人 365人 314人

内部
評価

区内６か所において整備を行い、２９５人分の定員
枠拡大を図りましたが、目標値を下回りました。 実績 350人 380人 295人

≪高津区≫認可保育所の定員枠の拡大 目標 279人 338人 259人

内部
評価

区内２か所において整備を行い、１２０人分の定員
枠拡大を図りましたが、目標値を下回りました。 実績 90人 160人 120人

≪宮前区≫認可保育所の定員枠の拡大 目標 259人 209人 240人

内部
評価

区内２か所において整備を行い、１２０人分の定員
枠拡大を図りましたが、目標値を下回りました。 実績 180人 160人 120人

60人

内部
評価

区内１か所において整備を行い、６０人分の定員枠
拡大を図り、目標値を達成しました。 実績 230人 160人 60人

≪多摩区≫認可保育所の定員枠の拡大 目標 219人 120人

0人

≪麻生区≫認可保育所の定員枠の拡大 目標 139人

40人

60人 60人

内部
評価

区内１か所において整備を行い、４０人分の定員枠
拡大を図りましたが、目標値を下回りました。 実績 -1人
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（３）第６章「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業」     

の実績 

ウ 地域子ども・子育て支援事業  
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（ウ）地域子ども・子育て支援事業
【全市域】

令和元年度 令和２年度 令和３年度

179,618回 167,595回 164,811

【14,497人】 【13,527人】 13,302

【15,222件】 【14,203件】 13,967

174,662回 155,597回 150,541件

【15,697人】 【12,939人】 12,279件

【15,898件】 【13,452件】 12,870件

妊婦健康診査の延べ受診回数
【参考１　推計出生数】
【参考２　推計妊娠届出数】

量の見込み
【参考１】
【参考２】

内部
評価

妊娠届出数の減少により、妊婦健康診査の延べ受
診回数が減少しました。今後も安心・安全に出産を
迎えられるよう保健指導及び支援を充実していきま
す。

実績
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

12,574件

11,894件

1,662件

1,463件

1,613件

1,549件

2,641件

2,493件

2,036件

1,807件

1,875件

1,653件

1,581件

1,748件

1,167件

1,181件

2,511件

2,137件

1,253件

13,366件

12,709件

1,748件

1,668件

1,667件

1,651件

2,734件

2,062件

2,026件

1,802件

1,701件

1,762件

1,353件

乳児家庭全戸訪問件数
量の見込み

≪幸区≫乳児家庭全戸訪問件数 量の見込み

≪高津区≫乳児家庭全戸訪問件数 量の見込み

内部
評価

出生数の減少に伴い、実績も微減しています。出産後の里帰
り期間の長期化や、乳児の入院などにより、生後早い時期の
訪問の機会を逸する家庭への対応が必要であり、それらの家
庭に対し、電話等による状況把握を実施しています。今後の子
どもの健やかな成長を支えるため、積極的な訪問、状況把握
を実施していきます。

実績

≪川崎区≫乳児家庭全戸訪問件数

≪中原区≫乳児家庭全戸訪問件数

目標値をほぼ達成しました。
今後の積極的な訪問、状況把握に努めていきま
す。

実績

≪多摩区≫乳児家庭全戸訪問件数 量の見込み

内部
評価

目標値をほぼ達成しました。
今後の積極的な訪問、状況把握に努めていきま
す。

実績

内部
評価

目標値をほぼ達成しました。
今後の積極的な訪問、状況把握に努めていきま
す。

実績

量の見込み

内部
評価

目標値をほぼ達成しました。
今後の積極的な訪問、状況把握に努めていきま
す。

実績

内部
評価

目標値を達成しました。
今後の積極的な訪問、状況把握に努めていきま
す。

実績

≪麻生区≫乳児家庭全戸訪問件数 量の見込み

内部
評価

目標値をほぼ達成しました。
今後の積極的な訪問、状況把握に努めていきま
す。

実績

≪宮前区≫乳児家庭全戸訪問件数 量の見込み

内部
評価

目標値をほぼ達成しました。
今後の積極的な訪問、状況把握に努めていきま
す。

実績

量の見込み

内部
評価

1,584件

1,634件

1,153件

1,199件

2,647件

2,307件

2,022件

1,832件

1,859件

1,697件

11,582件

12,530件

1,659件

1,433件

1,607件

1,480件
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

1,950件 3,550件 3,600件

【2か所】 【2か所】 【2か所】

【4か所】 【4か所】 【4か所】

3,649件 2,703件 2,217件

【2か所】 【 2か所】 【2か所】

【4か所】 【 4か所】 【4か所】

【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

387件

1,966件

68件

3件

139件

53件

406件

2,168件

家庭や地域における育児不安の高まりなどを背景
に、利用人数の増加が続いていましたが、新型コロ
ナウイルス感染症の影響や事業所における陽性者
の発生による休止等があり、利用人数が減少して
います。（H28年1,231件、H29年2,521件、H30年
3,514件）

実績

養育支援訪問事業の訪問件数（専門的相談支援）
量の見込み

子育て短期支援事業（ショートステイ）延べ利用人数
【参考１　施設数　乳児院】
【参考２　施設数　児童養護施設】 量の見込み

内部
評価

養育支援訪問事業の訪問件数（育児・家事援助）
量の見込み

内部
評価

制度運用手法上の課題等があることから、活用し
にくい状況となっているため、引き続き課題を整理
するとともに、効果的な運用手法等について検討し
ます。

実績

内部
評価

国の要綱改正を受け、令和元年度に集計対象を見
直した結果、実績が大幅に増加しました。今後も複
数の課題を抱えるハイリスクな養育家庭への積極
的な訪問、状況把握に努めていきます。

実績

399

2,323件

76件

9件
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

1,024件

190件

1,409件

331件

818件

355件

1,067件

264件

1,239件

200件

7,859件

1,737件

1,131件

230件

1,171件

167件661件

9,282件

7,115件

937件

1,179件

1,113件

896件

1,083件

1,092件

1,757件

1,343件

1,054件

1,180件

1,698件

764件

1,640件

量の見込み

≪中原区≫病児・病後児保育事業延べ利用人数 量の見込み

≪麻生区≫病児・病後児保育事業延べ利用人数

≪川崎区≫病児・病後児保育事業延べ利用人数 量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

病児・病後児保育事業延べ利用人数 量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

≪高津区≫病児・病後児保育事業延べ利用人数 量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

≪宮前区≫病児・病後児保育事業延べ利用人数 量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

≪幸区≫病児・病後児保育事業延べ利用人数 量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

≪多摩区≫病児・病後児保育事業延べ利用人数 量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

内部
評価

新型コロナウイルス感染症対策による影響で、
延べ利用人数は令和３年度の量の見込み値
を下回りました。

実績

471件

1,316件

507件

1,436件

560件

1,037件

403件

1,299件

910件

1,193件

8,503件

3,827件

1,299件

728件

923件

248件
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

1か所

1か所

1か所

1か所

9か所

9か所

3か所

3か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

9か所

9か所

3か所

3か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

利用者支援事業の実施か所数（基本型・特定型）
量の見込み

内部
評価

各区役所、大師地区健康福祉ステーション及
び田島地区健康福祉ステーションにおいて、情
報提供や相談、支援を行いました。

実績

≪幸区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

内部
評価

幸区役所において、情報提供や相談、支援を
行いました。 実績

≪川崎区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

内部
評価

川崎区役所、大師地区健康福祉ステーション
及び田島地区健康福祉ステーションにおいて、
情報提供や相談、支援を行いました。

実績

≪高津区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

内部
評価

≪中原区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

内部
評価

中原区役所において、情報提供や相談、支援
を行いました。 実績

≪多摩区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

内部
評価

多摩区役所において、情報提供や相談、支援
を行いました。 実績

≪宮前区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

内部
評価

宮前区役所において、情報提供や相談、支援
を行いました。 実績

内部
評価

麻生区役所において、情報提供や相談、支援
を行いました。 実績

高津区役所において、情報提供や相談、支援
を行いました。 実績

9か所

3か所

3か所

1か所

≪麻生区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

１か所

1か所

1か所

1か所

1か所

1か所

１か所

１か所

１か所

9か所

１か所

１か所
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

1か所

1か所

1か所

内部
評価

各区役所、大師地区健康福祉ステーション及
び田島地区健康福祉ステーションにおいて、母
子手帳の交付や相談支援等を行いました。

実績 9か所 9か所

利用者支援事業の実施か所数（母子保健型）
量の見込み 9か所 9か所

1か所 １か所

≪川崎区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み 3か所

1か所 １か所

内部
評価

幸区役所において、母子手帳の交付や相談支
援等を行いました。 実績

3か所 3か所

≪幸区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

１か所

≪中原区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

3か所

内部
評価

川崎区役所、大師地区健康福祉ステーション
及び田島地区健康福祉ステーションにおいて、
母子手帳の交付や相談支援等を行いました。

実績

1か所 １か所

内部
評価

高津区役所において、母子手帳の交付や相談
支援等を行いました。 実績 1か所

≪高津区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

１か所

内部
評価

中原区役所において、母子手帳の交付や相談
支援等を行いました。 実績 1か所 １か所

1か所 １か所

≪宮前区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

多摩区役所において、母子手帳の交付や相談
支援等を行いました。 実績

１か所

≪多摩区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み 1か所 １か所

内部
評価

１か所

内部
評価

宮前区役所において、母子手帳の交付や相談
支援等を行いました。 実績 1か所

≪麻生区≫利用者支援事業の実施か所数 量の見込み

1か所 １か所
内部
評価

麻生区役所において、母子手帳の交付や相談
支援等を行いました。 実績

１か所
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

746人

573人

6,893人

1,012人

762人

1,109人

768人

1,329人

936人

1,240人

1,003人

2,284人

1,666人

1,655人

1,185人

9,375人

1,197人

1,403人

8,525人

2,266人

2,073人

1,690人

1,422人

1,376人

807人

689人

1,201人

1,241人

928人

1,161人

1,015人

9,944人

内部
評価

延長保育について、保育所54か所と認定こども園1
か所、小規模保育事業所等6か所で事業を実施し、
月間で803人の実利用がありました。

実績

≪川崎区≫延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

延長保育について、保育所52か所と小規模保育事
業所等7か所で事業を実施し、月間で842人の実利
用がありました。

実績

≪高津区≫延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

延長保育について、保育所65か所と認定こども園2
か所、小規模保育事業所等7か所で事業を実施し、
月間で1,105人の実利用がありました。

実績

≪中原区≫延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

延長保育について、保育所102か所と認定こども園
1か所、小規模保育事業所等10か所で事業を実施
し、月間で1,775人の実利用がありました。

実績

≪幸区≫延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

≪多摩区≫延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

延長保育について、保育所54か所と認定こども園3
か所、小規模保育事業所等6か所で事業を実施し、
月間で1,038人の実利用がありました。

実績

≪宮前区≫延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

延長保育について、保育所57か所と認定こども園3
か所、小規模保育事業所等6か所で事業を実施し、
月間で1,037人の実利用がありました。

実績

≪麻生区≫延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

延長保育について、保育所33か所と認定こども園1
か所、小規模保育事業所等9か所で事業を実施し、
月間で645人の実利用がありました。

実績

実績

9,842人

7,245人

延長保育事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

延長保育について、保育所417か所と認定こども園
11か所、小規模保育事業所等51か所で事業を実
施し、月間で7,245人の実利用がありました。

1,038人

753人

645人

1,775人

1,788人

1,105人

1,423人

1,037人

1,264人

1,031人

842人

1,155人

803人

2,428人
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

1,307人

1,367人

1,241人

1,119人

1,285人

1,716人

1,725人

1,414人

1,530人

1,066人

1,119人

853人

811人

8,696人

9,078人

1,221人999人

1,192人

849人

1,063人

1,351人

1,624人

1,156人

1,330人

1,003人

1,219人

814人

823人

1,015人

995人

7,167人

8,266人

放課後児童健全育成事業の月間実利用人数 量の見込み

内部
評価

月間実利用人数は令和３年度の量の見込み値を上回りまし
た。量の見込み値を定めるにあたって参考とした在校児童数
の推計（73,290人）に対して、実際の在校児童数（72,030人）は
下回りましたが、放課後児童健全育成事業のニーズが高まっ
ていることが要因と考えられます。

実績

≪幸区≫放課後児童健全育成事業の月間実利用人数
量の見込み

内部
評価

放課後児童健全育成事業のニーズが高まっていること
から、放課後児童健全育成事業の月間実利用人数は
令和３年度の量の見込み値を上回りました。 実績

≪川崎区≫放課後児童健全育成事業の月間実利用人数
量の見込み

内部
評価

量の見込み値を定めるにあたって参考とした在校児童
数の推計に対して、実際の在校児童数は下回っており、
放課後児童健全育成事業の月間実利用人数は令和３
年度の量の見込み値を下回りました。

実績

≪高津区≫放課後児童健全育成事業の月間実利用人数
量の見込み

内部
評価

放課後児童健全育成事業のニーズが高まっていること
から、放課後児童健全育成事業の月間実利用人数は
令和３年度の量の見込み値を上回りました。 実績

≪中原区≫放課後児童健全育成事業の月間実利用人数
量の見込み

内部
評価

量の見込み値を定めるにあたって参考とした在校児童
数の推計に対して、実際の在校児童数は下回っており、
放課後児童健全育成事業の月間実利用人数は令和３
年度の量の見込み値を下回りました。

実績

≪多摩区≫放課後児童健全育成事業の月間実利用人数
量の見込み

内部
評価

放課後児童健全育成事業のニーズが高まっていること
から、放課後児童健全育成事業の月間実利用人数は
令和３年度の量の見込み値を上回りました。 実績

≪宮前区≫放課後児童健全育成事業の月間実利用人数
量の見込み

内部
評価

放課後児童健全育成事業のニーズが高まっていること
から、放課後児童健全育成事業の月間実利用人数は
令和３年度の量の見込み値を上回りました。 実績

≪麻生区≫放課後児童健全育成事業の月間実利用人数
量の見込み

内部
評価

放課後児童健全育成事業のニーズが高まっていること
から、放課後児童健全育成事業の月間実利用人数は
令和３年度の量の見込み値を上回りました。 実績

9,136人

9,347人

1,258人

929人

1,666人

1,371人

1,413人

1,139人

1,177人

891人

1,241人

1,154人

1,182人

1,823人

1,739人

1,500人
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

14,632人

36,381人

16,849人

34,822人

19,435人

23,070人

11,707人

40,685人

19,963人

25,953人

16,128人

27,629人

18,360人

33,636人

222,177人

117,074人

30,116人

41,612人

35,253人

45,434人

34,874人

54,701人

38,947人

29,273人

20,658人

25,660人

40,635人

30,807人

279,953人

212,674人

38,182人

26,475人

地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数 量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回りましたが、昨年度より利用人数
が増加しました。引き続き利用促進に向けて広報
等を行いながら事業を推進します。

実績

≪幸区≫地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回りましたが、昨年度より利用人数
が増加しました。引き続き利用促進に向けて広報
等を行いながら事業を推進します。

実績

≪川崎区≫地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回りましたが、昨年度より利用人数
が増加しました。引き続き利用促進に向けて広報
等を行いながら事業を推進します。

実績

≪高津区≫地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回りましたが、昨年度より利用人数
が増加しました。引き続き利用促進に向けて広報
等を行いながら事業を推進します。

実績

≪中原区≫地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回りましたが、昨年度より利用人数
が増加しました。引き続き利用促進に向けて広報
等を行いながら事業を推進します。

実績

≪多摩区≫地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回り、昨年度より利用人数が微減し
ました。引き続き利用促進に向けて広報等を行い
ながら事業を推進します。

実績

≪宮前区≫地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回りましたが、昨年度より利用人数
が増加しました。引き続き利用促進に向けて広報
等を行いながら事業を推進します。

実績

≪麻生区≫地域子育て支援拠点事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、量
の見込みは下回りましたが、昨年度より利用人数
が増加しました。引き続き利用促進に向けて広報
等を行いながら事業を推進します。

実績

224,664人

147,832人

28,890人

22,000人

13,259人

24,321人

40,228人

25,083人

27,173人

15,813人

22,830人

33,263人

21,310人

37,833人

26,046人

34,447人
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

27,551人

25,510人

29,519人

36,910人

31,718人

45,019人

27,609人

45,643人

37,696人

32,346人

21,011人

38,483人

25,131人

35,029人

22,903人

36,756人

260,827人

191,579人

30,472人

30,107人

42,543人

214,842人

264,316人

26,780人

35,822人

24,577人

37,001人

40,970人

41,648人

48,605人

25,210人

28,994人

≪幸区≫幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策によ
る休園等の影響で、延べ利用人数は量の見込みを
下回りましたが、翌年度以降の利用者増を見込
み、実施園数の拡充を図りました。

実績

令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策によ
る休園等の影響で、延べ利用人数は量の見込みを
下回りましたが、翌年度以降の利用者増を見込
み、実施園数の拡充を図りました。

実績

量の見込み

内部
評価

令和３年度は延べ利用人数は量の見込みを上回り
ました。また、翌年度以降の利用者増を見込み、実
施園数の拡充を図りました。

実績

内部
評価

令和３年度は延べ利用人数は量の見込みを上回り
ました。また、翌年度以降の利用者増を見込み、実
施園数の拡充を図りました。

実績

幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策によ
る休園等の影響で、延べ利用人数は量の見込みを
下回りましたが、翌年度以降の利用者増を見込
み、実施園数の拡充を図りました。

実績

≪川崎区≫幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

≪麻生区≫幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

令和３年度は延べ利用人数は量の見込みを上回り
ました。また、翌年度以降の利用者増を見込み、実
施園数の拡充を図りました。

実績

≪中原区≫幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

≪高津区≫幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策によ
る休園等の影響で、延べ利用人数は量の見込みを
下回りましたが、翌年度以降の利用者増を見込
み、実施園数の拡充を図りました。

実績

≪宮前区≫幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数

≪多摩区≫幼稚園における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策によ
る休園等の影響で、延べ利用人数は量の見込みを
下回りましたが、翌年度以降の利用者増を見込
み、実施園数の拡充を図りました。

実績

268,785人

262,864人

39,657人

33,303人

36,098人

37,878人

44,697人

46,392人

47,700人

33,333人

30,471人

28,391人

34,684人

32,664人

39,345人

47,036人
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

12,500人

11,677人

9,038人

12,766人

14,132人

11,147人

16,020人

22,062人

16,356人

18,543人

135,750人

111,866人

15,744人

12,853人

12,325人

17,993人

14,553人

27,658人

108,957人

80,123人

11,430人

7,994人

15,093人

10,322人

22,502人

23,514人

18,805人

18,571人

14,617人

17,750人

16,211人

14,520人

≪多摩区≫保育所における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

一時預かり事業実施保育所8か所で、年間延べ
13,403人の利用が図られました。 実績

≪麻生区≫保育所における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

一時預かり事業実施保育所8か所で、年間延べ
9,682人の利用が図られました。 実績

≪高津区≫保育所における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

一時預かり事業実施保育所15か所で、年間延べ
13,140人の利用が図られました。 実績

≪宮前区≫保育所における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

一時預かり事業実施保育所12か所で、年間延べ
11,750人の利用が図られました。 実績

≪幸区≫保育所における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

一時預かり事業実施保育所14か所で、年間延べ
10,013人の利用が図られました。 実績

≪中原区≫保育所における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

一時預かり事業実施保育所14か所で、年間延べ
18,659人の利用が図られました。 実績

保育所における一時預かり事業の延べ利用人数

≪川崎区≫保育所における一時預かり事業の延べ利用人数
量の見込み

内部
評価

一時預かり事業実施保育所15か所で、年間延べ
6,308 人の利用が図られました。 実績

内部
評価

一時預かり事業実施保育所を88か所（民間86か
所、公立2か所）で、年間延べ82,955人の利用が図
られました。

実績

量の見込み

21,996人

18,659人

18,246人

13,140人

13,779人

11,750人

15,619人

82,955人

11,338人

6,308人

15,229人

10,013人

107,546人

13,403人

11,339人

9,682人
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【全市域】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

【区別】
令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度

1,220人

1,887人 1,839人

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
りましたが、昨年度より微増しました。引き続き利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

実績
1,712人
【83人】

1,149人 1,164人

量の見込み
【参考】

1,435人
【104人】

≪麻生区≫ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

量の見込み
【参考】

1,121人
【66人】

1,848人 1,795人

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
りましたが、昨年度より増加しました。引き続き利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

実績
2,143人
【59人】

1,031人

1,659人
【124人】

1,098人 796人

≪中原区≫ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
りましたが、昨年度より増加しました。引き続き利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

実績
5,030人
【208人】

2,431人 3,154人

5,390人
【180人】

4,291人

1,806人
【103人】

1,152人 1,248人

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
りましたが、昨年度より微増しました。引き続き利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

実績
1,168人
【71人】

969人 987人

1,198人
【89人】

471人

2,776人
【109人】

1,420人 1,520人

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
り、昨年度より減少しました。利用実態を把握し利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

≪宮前区≫ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

量の見込み
【参考】

≪川崎区≫ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

量の見込み
【参考】

1,739人
【135人】

2,349人 2,331人

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
りましたが、昨年度より微増しました。引き続き利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

実績
1,948人
【140人】

985人 1,038人

1,731人

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
り、昨年度より減少しました。利用実態を把握し利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

実績

14,675人

4,302人

629人

8,292人

1,716人

16,581人
【816人】

14,858人
【774人】

2,314人
【119人】

≪高津区≫ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

量の見込み
【参考】

≪多摩区≫ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

実績

量の見込み
【参考】

≪幸区≫ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

量の見込み
【参考】

ファミリー・サポート・センター事業延べ利用人数
【参考　子育てヘルパー会員】

量の見込み
【参考】

内部
評価

新型コロナウイルス感染拡大防止対策による保護者の在宅勤
務等の働き方の変化等により、実績値は量の見込み値を下回
りましたが、昨年度より増加しました。引き続き利用促進に繋
がるよう広報活動に努めます。

実績

14,756人

8,830人
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